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はじめに 
 
 本報告書は、平成 29 年度『国際知財制度研究会』において検討を行った事項について

とりまとめたものである。 
 
今年度の研究会では、第一に、経済連携協定（EPA）/自由貿易協定（FTA）の知財章に

おける調査として、日モンゴル EPA の知財に関する規定のモンゴル国内法との関係性、

並びに EU の EPA/FTA 戦略に関し、EU の締結済の EPA/FTA における商標及び地理的

表示にかかる規定について調査を行い、分析した。 
 第二に、各国における知的財産権保護の状況として、営業秘密に関する各国法制度と運

用（裁判実務を含む。）について調査し、医薬品関連として、中国及びインドネシアの知的

財産制度における医薬品保護の動向、医薬品アクセスに対する新薬メーカーの貢献、並び

に途上国等における偽物医薬品等模倣品による健康・安全被害の状況について調査・検討

を行った。  
第三に、国際的な知的財産制度の議論に関する調査を行った。AI・ビッグデータ・IOT

等のデータ利活用に関する各国議論の状況を調査し、ビッグデータの利活用と競争法の観

点を含め近年のEU 競争法の動向についても検討した。また、人権と知的財産の観点から、

生命資源・遺伝子情報を用いた研究成果の特許適格性と人権について検討するとともに、

人類の共同の財産（Common Heritage of Mankind: CHM）概念と知的財産に関する議論

についても取り扱った。さらに、知的財産に関する国際紛争処理解決手続の事例として Eli 
Lilly 対カナダ事件の仲裁判断についても検討し、知財関連の途上国向けキャパビルに関

する取組、税関における知的財産侵害物品の水際取締りと国際協力についても議論した。 
 第四に、WIPO 及び WTO/TRIPS 理事会その他フォーラムにおける議論の状況等につい

て、WIPO の 2 つの委員会（遺伝資源等政府間委員会〔IGC〕及び著作権等常設委員会

〔SCCR〕）における議論の動向について検討し、また、TRIPS 理事会における議論の動

向、TRIPS 協定に関連する紛争案件、及び偽装品の取引の防止に関する協定（ACTA）に

ついても整理・分析した。 
 
なお、本報告書は研究会における討議を踏まえて作成されたものであるが、執筆委員の

表記がある部分については執筆者の意見であり、執筆委員の表記の無い部分については事

務局の意見によるものである。 
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第１章 EPA/FTA の知財章に関する調査 

 

Ⅰ．日モンゴル EPA の知財に関する規定のモンゴル国内法との関係性 

１．はじめに 

2016 年 5 月 8 日、経済上の連携に関する日本国とモンゴルとの間の協定（日・モンゴル

経済連携協定（EPA））の効力の発生のための外交上の公文の交換が行われ、これにより、

同協定は同年 6 月 7 日に効力を生じることとなった。本協定により、日モンゴル両国間の

貿易及び投資の自由化及び円滑化が推進されるとともに、幅広い分野において互恵的な経

済連携が深化し、両国経済が一段と活性化することが期待される。また、この協定はモン

ゴルにとって初めての EPA であり、日・モンゴル間の「戦略的パートナーシップ」の強化

に大きく寄与することが期待される1。 
 
２．日モンゴル EPA 知財章について 

本協定には、第 12.1 条から第 12.19 条までの全 19 条からなる独立した知的財産章が設け

られており、知的財産の十分にして効果的かつ無差別的な保護の確保、権利取得に係る手

続の簡素化のための措置をとる旨が規定されている。また、知的財産保護の実体面に関し、

特許の分割出願制度の確保、部分意匠の保護可能性、商標権または著作権及び関連する権

利を侵害する疑いのある物品の職権による輸入差止め等、TRIPS 協定の水準を超える知的

財産保護が規定されている2。 
 
３．日モンゴル EPA 知財章における規定のモンゴル国内法における関係性 

（１）モンゴル国内法の概要 

 モンゴルにおける知財関連法規は、特許に関する法律をはじめとして、商標及び地理的

表示法、著作権法、並びに関税法等が存在し、これらについて近年活発な改正がなされて

いる。しかしながら、現段階において、これらの各知財関連法規が、モンゴル国内におい

てどの程度運用されているかは定かではない。 
 現在把握している各知的財産関連法規の最近の改正状況は、以下のとおりである。 
 
【特許に関する 2006 年 1 月 19 日付モンゴル国法律（以下「モンゴル特許法」という。）】 
・意匠についてもデザイン特許として同法に基づき保護されることとなる。 

                            

1 外務省報道発表「日・モンゴル経済連携協定の効力発生のための外交上の公文の交換」参照。http://www.mof
a.go.jp/mofaj/press/release/press4_003278.html 

2 経済産業省通商政策局編「2017 年版不公正貿易報告書」第Ⅲ部第４章参照。 
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・2006 年度版をベースに 2016 年度最終改正3。 
・モンゴル国の官報によれば、特許に関する法律への変更の導入に関する 2016 年 12 月 1
日付モンゴル国法律が 2017 年 9 月 1 日に施行。 
 
【著作権及びそれに関係する権利に関する 2006 年 1 月 19 日付 モンゴル国法律】 
・2006 年度版をベースに 2017 年度最終改正4。 
・モンゴル国の官報によれば、著作権及びそれに関係する権利に関する法律の変更の導入

に関する 2017 年 5 月 18 付モンゴル国法律が、2017 年 7 月 1 日に施行5。 
 
【商標及び地理的表示に関する 2010 年 6 月 10 日付モンゴル国法律】 
・2010 年度版をベースに 2015 年度最終改正6。 
・商標規則については、手続規則全般を網羅した一つの法は見当たらず、関連する手続ご

とに細分化したルールが存在する。つまり、いわゆる「商標法」と「商標規則」という二

本立てではなく、商標登録の手順に関するルール7、登録の維持や変更に関するルール8、

など手続ごとのルールを有していると考えられる。 
 
【関税法】 
・2008 年度版をベースに 2016 年改正9。 
 
【不正競争防止法】 
・1993 年。 
 
（２）日モンゴル EPA 知財章とモンゴル国内法の関係 

 2016 年に発効した日モンゴル EPA の知財章（第 12 章）に関して、その主な要素につい

てモンゴル国内法においてどのように対応しているのか、以下のとおりまとめる。 
なお、対照表に記載のモンゴル国内法については、３．（１）に記述の情報による。 
 

日モンゴル EPA における規定 関連するモンゴル国内法 
【特許】保護対象 
 保護の対象がコンピュータ・プログラム

に関連することのみを理由として拒絶され

ないことを確保（第 12.7 条 1） 

〇コンピュータ・プログラムやアルゴリズム

そのものは「発明」と認定されず、保護され

ないが（モンゴル特許法第 4 条 7(2)）、保護

の対象がコンピュータ・プログラムに関連す

                            

3 http://www.legalinfo.mn/law/details/440 
4 http://www.legalinfo.mn/law/details/283 
5 瓜生・糸賀法律事務所、アジア経済法令ニュース【モンゴル】2017 年 8 月 4 日 http://uryuitoga.com/aenews/ 
6 http://www.legalinfo.mn/law/details/111?lawid=111 
7 http://www.legalinfo.mn/annex/showPrint/3513 
8 http://www.ipom.mn/index.php?option=com_content&task=view&id=58&Itemid=48 
9 http://www.legalinfo.mn/law/details/208、モンゴル税関 HP 参照。（2014 年 7 月 1 日現在）、http://www.customs.

gov.mn/en/images/publishers/Customs_law_and_Customs_Tariff_and_Tax_law.pdf 



 

- 4 - 

ることを理由として拒絶する規定は存在し

ない。 
○コンピュータ・プログラム関連出願が実際

にどのように扱われているかは規定からは

明らかではないため、明確化されることが望

ましい。 
【特許】分割出願制度の確保 
自己の発意により、2 以上の発明を含む特

許出願を一定の数の特許出願に分割するこ

とができることを確保（第 12.7 条 2） 

○当初明細書の範囲内で、出願人は特許出願

を 2 つ以上に分割することができる（モンゴ

ル特許法第 11 条 6）。 
○既に対応しているといえる。 

【意匠】部分意匠の保護 
 物品の全体及び適当なときは部分につい

て、意匠保護を与える（第 12.8 条） 

○モンゴル特許法においては、「意匠」とは、

製品の形状又は構造に関する模様、色彩、又

はこれらの結合であって、新規かつ独特なも

のをいうとされており（モンゴル特許法第 3
条 1(2)）、部分意匠に関する規定は存在しな

い。 
○実際に部分意匠と考えられる意匠登録は

存在するものの10、上記のとおり条文上は部

分意匠が保護されるか否かが明らかではな

いため、透明性の観点から明確化されること

が望ましい。 

【著作権】利用可能化権 
 公衆が選択する場所及び時期において利

用が可能となるような状態に置くことを許

諾する権利を認める（第 12.10 条 1） 

○モンゴル著作権法上に明確に利用可能化

権について規定は見当たらないが、条約に別

段の定めがある場合にはそれに従う（条約を

直接適用する）旨の規定が存在する（モンゴ

ル著作権法第 2 条 2）。 
○モンゴルも締約国である WIPO 著作権条

約(WCT)第 8 条、WIPO 実演・レコード条約

(WPPT)第 10 条において、すでに利用可能化

権が規定されているため対応しているとい

える可能性はあるが、不明確さを避けるため

に国内法で明確化されることが望ましい。 
【非開示情報の保護】不当な介入の禁止 
 私契約に規定された非開示情報の保護期

間の制限や非開示情報の開示を正当な理由

なく強制する措置を禁止（第 12.13 条） 

○モンゴル国内法においてノウハウ（非開示

情報）保護に期間制限等を課するような法令

は存在しないと考えられる。 
○既に対応しているといえるのではないか。

                            

10 モンゴル意匠登録番号 2689。靴下（ブーツ）製品全体の外形ではなく、一部を権利保護するもの。 
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【国境措置】職権差止権限の付与 
 商標権・著作権侵害物品の輸入に関する

税関当局の職権差止権限を付与（第 12.14 条

1(a)） 

○第 12.14 条 1 は、(a)職権差止権限の付与と

(b)権利者による権限のある当局に対する侵

害物品の差止申立て手続の採用の双方を要

求している。 
○税関は知的財産権利者からの申立てに基

づいて措置を講じることとされている（モン

ゴル関税法第 265 条 1）ことから、第 12.14
条 1(b)は担保されているといえる。 
○一方で、税関当局に直接的な職権差止権限

を付与した規定は見当たらないことから、第

12.14 条 1(a)が担保されているとまではいえ

ない。そのため、他の関連法規の有無や法改

正の有無・状況を含めさらなる精査が必要。

【透明性】出願等に関する情報公開 
 知的財産権の出願・登録に関する情報の

公開（第 12.5 条(a)） 

○モンゴル国内法上、権利を付与しようとす

るときには公報により公表されることとさ

れている（モンゴル特許法第 11 条 11、モン

ゴル商標及び地理的表示に関する法第 9 条

5）。 
○既に対応しているといえるのではないか。

【手続事項】真正証明義務の原則禁止 
 出願書類等の署名等についての真正の証

明をしなければ当該書類が受理されないこ

とを原則として禁止（第 12.4 条 2） 

○モンゴル特許法等の規定の中で特段対応

する規定がないため、署名等の真正性につい

て求める手続はないと考えられる。 
○既に対応しているといえるのではないか。

【手続事項】登録のための手続整備 
特許・意匠・商標に関して、拒絶に対し

て不服を申し立てる機会の付与等、登録に

関する手続機会の付与（第 12.4 条 7） 

○紛争解決委員会への不服申立ての機会が

与えられている（モンゴル特許法第 13 条 3
項 4 項、モンゴル商標及び地理的表示に関す

る法第 32 条）。 
○また、特許及び意匠については公報発行か

ら３か月間に異議を申し立てることができ

ることとされている（モンゴル特許法第 13
条）。 
○既に対応しているといえるのではないか。

 
 以上のことから、日モンゴル EPA 知財章において規定される主な要素に関して、概ねモ

ンゴル国内法においても対応しているといえると考えられる。他方で、少なくとも職権差

止権限の付与（国境措置：第 12.14 条 1(a)）については対応する国内法規が現段階におい

ては把握できないところ、他の関連法規の有無や法改正の有無・状況についてさらなる精

査が必要といえる。 
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 また、日モンゴル EPA 知財章に対応する規定がモンゴル国内法において存在する場合で

あっても、今後当該規定に準拠した実務運用が適切になされているか、引き続き注視して

いく必要があると考える。 
 
４．（参考）日モンゴル EPA 知財章の規定【抜粋】 

第十二章 知的財産 
第十二・一条 一般規定 
１ 両締約国は、この章の規定及び両締約国が締結している知的財産に関する国際協定に従

い、知的財産の十分にして効果的かつ無差別な保護を与え、及び確保し、並びに知的財産

権の侵害への対処として知的財産権を行使するための措置をとる。 
２ 両締約国は、また、知的財産に関する制度の運用における効率性及び透明性を促進する。 
３ この章のいかなる規定も、貿易関連知的所有権協定その他の両締約国が締結している知

的財産に関する国際協定に基づいて両締約国が有する現行の権利を害するものではなく、

また、それらの協定に従って両締約国が負う現行の義務を免れさせるものではない。 
 
第十二・二条 定義 
この章に規定する「知的財産」とは、貿易関連知的所有権協定に基づく全ての種類の知的

財産をいう。 
 
第十二・三条 内国民待遇 
一方の締約国は、貿易関連知的所有権協定第三条及び第五条の規定に従い、知的財産の保

護に関し、自国民に与える待遇よりも不利でない待遇を他方の締約国の国民に与える。 
注釈 この条の規定の適用上、「国民」とは、貿易関連知的所有権協定におけるものと同一

の意味を有するものとする。 
(a)「保護」には、知的財産権の取得可能性、取得、範囲、維持及び行使に影響を及ぼす事

項並びに 
(b)この章において特に取り扱われる知的財産権の使用に影響を及ぼす事項を含む。 
(c)「知的財産の保護」には、第十二・十二条に規定する不正競争の防止を含む。 
 
第十二・四条 手続事項 
１ 各締約国は、知的財産に関する制度の効率的な運用を確保するため、知的財産権に関す

る自国の行政上の手続を改善するための適切な措置をとる。 
２ いずれの締約国も、特許、実用新案、意匠又は商標に関する出願手続その他の行政上の

手続において、自国の権限のある当局に提出される書類（願書、優先権の主張の基礎とな

る先の出願の当該権限のある当局が受理する言語への翻訳文、委任状及び譲渡証書を含

む。）上の署名その他書類を提出した者を特定する方法についての真正の証明を要求して

はならない。 
３ ２の規定にかかわらず、各締約国は、次のものを要求することができる。 
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(a) 署名その他書類を提出した者を特定する方法が特許、実用新案登録、意匠登録又は商

標登録の放棄に関するものである場合において、自国の法令が署名その他書類を提出した

者を特定する方法についての真正の証明を要求する旨を定めるときは、その証明 
(b) 自国の権限のある当局に提出された書類上の署名その他書類を提出した者を特定する

方法が真正であることについて合理的な疑いがある場合には、証拠の提出（当該権限のあ

る当局は、当該者に対して証拠の提出を要求することを通知するときは、その通知に証拠

の提出を要求する理由を明記する。） 
４ いずれの締約国も、出願日を認めるための条件として、委任状の提出が出願と同時に完

了することを要求してはならない。 
５ 各締約国は、弁理士制度又は知的財産権登録認定代理人制度を改善するよう努める。 
６ 各締約国は、知的財産権の取得について権利が登録され、又は付与される必要がある場

合には、権利の取得のための実体的な条件が満たされていることを条件として、保護期間

が不当に短縮されないように、権利の登録又は付与のための手続を合理的な期間内に行う

ことを確保する。この場合において、知的財産権の登録又は付与のための出願が、国内出

願として行われるか、又は適用可能な国際協定に基づく国際出願として行われるかについ

ては、問わないものとする。 
７ 各締約国は、次の事項を含む商標、意匠及び特許の登録のための制度を設ける。 
(a) 出願人に対し、書面により（電磁的手段によることができる。）出願の拒絶の決定を

理由を付して通知すること。 
(b) 出願人が行政機関による拒絶に対して不服を申し立てる機会 
(c) 出願人が行政機関による最終的な拒絶について司法上の審査を求める機会 
(d) 利害関係者が次のことを行う機会（自国の法令に規定する場合に限る。） 
(i) 出願又は登録に対して異議を申し立てること。 
(ii) 登録の取消し又は無効を求めること。 
 
第十二・五条 透明性 
各締約国は、自国の知的財産に関する制度の運用における透明性を一層促進するため、自

国の法令に従って可能な範囲において、次のことを行うために利用し得る適切な措置をと

る。 
(a) 少なくとも次の事項に関する情報を公開し、及びこれらに関する一件書類に含まれて

いる関連する情報を要請に応じて少なくとも利害関係者に提供すること。 
(i) 特許を付与する意図又は特許の出願及び付与 
(ii) 実用新案の登録 
(iii) 意匠権を付与する意図又は意匠の登録 
(iv) 商標の登録又は登録出願 
(b) 知的財産権の効果的な行使を確保するための自国の活動に関する情報その他の自国の

知的財産に関する制度に係る情報について、公衆が利用することができるようにすること。 
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第十二・六条 知的財産の保護についての啓発の促進 
両締約国は、知的財産の保護についての啓発（知的財産の使用及び知的財産権の行使につ

いての教育及び普及の計画を含む。）を促進するための必要な措置をとる。 
 
第十二・七条 特許 
１ 各締約国は、特許出願に係る保護の対象がコンピュータ・プログラムに関連することの

みを理由として、当該特許出願が拒絶されないことを確保する。もっとも、この条の規定

は、自国の法令に従い、コンピュータ・プログラム自体を特許の対象から除外するか否か

についての各締約国の自主性に影響を及ぼすものではない。 
２ 各締約国は、特許出願人が、自国の法令に定める期限内に、自己の発意により、二以上

の発明を含む特許出願を一定の数の特許出願に分割することができることを確保する。 
 
第十二・八条 意匠 
各締約国は、物品の全体及び適当なときは部分について、意匠の十分かつ効果的な保護を

与える。 
 
第十二・九条 商標 
１ 各締約国は、いずれかの締約国においてその商標の所有者の商品又はサービスを示すも

のとして広く認識されている商標と同一又は類似の商標が、不正な意図、特に、不正な利

益を得る意図若しくは当該広く認識されている商標の所有者に損害を与える意図で使用さ

れる場合又はそのような使用の結果として混同を生じさせるおそれがある場合には、当該

同一又は類似の商標の登録を拒絶し、又は取り消す。 
注釈 各締約国は、商標が広く認識されている商標であるか否かを自国の法令に従って決定

することができる。 
２ 各締約国は、合理的な理由があること及び手続上の要件に従うことを条件として、出願

人が権限のある当局に対しその商標登録出願の審査を速やかに行うよう求める要請を提出

することができることを確保する。このような要請が提出された場合において、適当なと

きは、権限のある当局は、当該商標登録出願の審査を速やかに行う。 
 
第十二・十条 著作権及び関連する権利 
１ 各締約国は、著作者、実演家及びレコード製作者に対し、それぞれ、その著作物、レコ

ードに固定された実演及びレコードについて、有線又は無線の方法により、公衆のそれぞ

れが選択する場所及び時期において利用が可能となるような状態に置くことを許諾する権

利を付与する。 
２ 各締約国は、放送機関に対し、当該放送機関の放送についてその同意なく行われる次に

掲げる行為を禁止する権利を与える。 
(a) 放送の再放送 
(b) 放送の固定 
(c) 放送の固定物の複製 
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３ 各締約国は、自国の法令に従い、自国における著作権及び関連する権利を集中管理する

団体が行う活動を促進するための適切な措置をとる。 
 
第十二・十一条 地理的表示 
各締約国は、自国の法令及び貿易関連知的所有権協定に従い、地理的表示の十分かつ効果

的な保護を確保する。 
 
第十二・十二条 不正競争 
１ 各締約国は、パリ条約第十条の二の規定に従い、不正競争行為からの効果的な保護を与

える。 
２ 各締約国は、サービスについてパリ条約第十条の二の規定を準用することを確保する。 
３ この条の規定の適用上、「パリ条約」とは、千九百年十二月十四日にブラッセルで、千

九百十一年六月二日にワシントンで、千九百二十五年十一月六日にハーグで、千九百三十

四年六月二日にロンドンで、千九百五十八年十月三十一日にリスボンで及び千九百六十七

年七月十四日にストックホルムで改正され、並びに千九百七十九年九月二十八日に修正さ

れた工業所有権の保護に関する千八百八十三年三月二十日のパリ条約をいう。 
 
第十二・十三条 開示されていない情報の保護 
各締約国は、貿易関連知的所有権協定第三十九条２の規定に従い、自国の法令において、

開示されていない情報を十分かつ効果的に保護すること（開示されていない情報の保護期

間であって私契約に規定するものを制限する措置又は開示されていない情報の開示を正当

な理由なく強要する措置をとらないことを含む。）を確保する。 
 
第十二・十四条 国境措置に係る権利行使 
１ 各締約国は、輸入貨物に関し、次の手続を採用し、又は維持する。 
(a) 自国の税関当局が商標権又は著作権及び関連する権利を侵害する疑いのある物品（以

下この条において「侵害の疑いのある物品」という。）の解放を停止するために職権によ

り行動することができる手続 
(b) 権利者が自国の権限のある当局に対し侵害の疑いのある物品の解放を停止するよう申

し立てることができる手続 
２ 各締約国は、１に定める手続の開始後合理的な期間内に自国の権限のある当局が侵害の

疑いのある物品によって商標権又は著作権及び関連する権利が侵害されているか否かを認

定することができる手続を採用し、又は維持する。 
３ １の規定に基づき輸入貨物について解放を停止する場合には、輸入者及び権利者は、そ

の停止について速やかに通知を受けるものとし、侵害の疑いのある物品に係る利用可能な

全ての情報を提供される。 
 
第十二・十五条 民事上の救済に係る権利行使 
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各締約国は、知的財産の権利者が、侵害活動を行っていることを知っていたか又は知るこ

とができる合理的な理由を有していた侵害者に対し、知的財産権の侵害によって当該権利

者が被った損害を補塡するために適当な賠償を請求する権利を有することを確保する。 
 
第十二・十六条 刑事上の制裁に係る権利行使 
１ 各締約国は、貿易関連知的所有権協定第六十一条の規定に従い、少なくとも故意による

商業的規模の商標の不正使用及び著作物の違法な複製について適用される刑事上の手続及

び刑罰を定める。 
２ 各締約国は、１に定める犯罪に関し、自国の権限のある当局が、自国の法令に従い、全

ての侵害物品の没収又は廃棄を命ずる権限を有することについて定める。 
 
第十二・十七条 デジタル環境における権利行使 
各締約国の権利行使の手続は、デジタル通信網における著作権又は関連する権利の侵害（侵

害の目的のため広範な頒布の手段を不法に使用することを含むことができる。）について

適用する。このような手続は、電子商取引を含む正当な活動の新たな障害となることを回

避し、かつ、表現の自由、公正な手続、プライバシーその他の基本原則が当該各締約国の

法令に従って維持されるような態様で実施される。 
 
第十二・十八条 知的財産に関する小委員会 
１ 両締約国は、この章の規定を効果的に実施し、及び運用するため、ここに知的財産に関

する小委員会（以下この条において「小委員会」という。）を設置する。 
２ 小委員会は、次のことを任務とする。 
(a) この章の規定の実施及び運用について検討及び監視を行うこと。 
(b) この章の規定に従い、知的財産の保護及び知的財産権の行使を強化し、並びに知的財

産に関する制度の効率的なかつ透明性のある運用を促進するため、知的財産に関連するあ

らゆる問題について討議すること。 
(c) 合同委員会に対して小委員会の所見及び討議の結果を報告すること。 
(d) 合同委員会が委任するその他の任務を遂行すること。 
３ 小委員会は、両締約国政府の代表者から成る。 
４ 小委員会は、両締約国が合意する時期及び場所において又は手段によって会合を開催す

る。 
 
第十二・十九条 安全保障のための例外 
この章の規定の適用上、貿易関連知的所有権協定第七十三条の規定は、必要な変更を加え

た上で、この協定に組み込まれ、この協定の一部を成す。 
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Ⅱ．EU の締結済の EPA/FTA 知財章における規定（商標及び地理的表示等） 

１．はじめに 

EU は、我が国同様に積極的に通商交渉を推し進めてきた経緯があり、アフリカ、中東諸

国との経済連携協定（EPA）/自由貿易協定（FTA）締結にはじまり、2000 年前後からはア

ジア諸国との FTA 交渉が重視され、その最初の国として韓国との FTA が 2011 年 7 月に発

効し、2012 年 12 月にはシンガポール、2015 年 12 月にはベトナムとの FTA 締結が続いた。

その他、2016 年にはカナダとの FTA である CETA の交渉も合意に至っていることに加え、

我が国との間の EPA 交渉も 2017 年 12 月に交渉妥結に至っているところである。 
従来、EU の FTA 知的財産章への取組は、一般規定、条約への加盟義務が中心の簡素な

規定となっていることが多かった。これに対して、近年締結された FTA においては従来に

比して詳細な規定となる傾向もみられるところ、今後の EU の FTA の進め方が注目され

る 1。この点、EU が近年締結した東南アジア諸国との間の FTA や、我が国がこれまで

EPA/FTA を締結していない東欧諸国等との間の FTA における規律を比較・分析すること

は、我が国が今後の知的財産に関する通商交渉を進める上でも有意義であると考えられる。 
そこで、EU の締結済 EPA/FTA のうち、東南アジア諸国との間に締結された EU－ベト

ナム FTA2、EU-シンガポール FTA3、及び東欧諸国との間に締結された EU－ウクライナ

FTA4、並びに中南米諸国との間に締結された EU－コロンビア・ペルーFTA5といった協定

において、特に地理的表示及び商標に関しどのような規律が設けられているか、協力節（協

力条項）にける規定ぶりも勘案の上、TRIPS 協定における規律との比較分析を含め調査を

行った。 
具体的には、上記４つの EPA/FTA における地理的表示及び商標に関する規定について、

地理的表示（GI）については、①対象産品の範囲とその保護レベル、②商標との関係（先

行商標との関係・後行商標との関係）、③事前の異議申立手続の有無、④事後の取消手続（保

護 GI の事後的な一般名称化による取消しの可否等）、⑤先使用の例外規定、及び⑥個別 GI
の保護（相互保護：特異な個別条件の有無等）、といった観点を中心に調査を行った。 
また、商標については、①国際条約への加盟義務、②適正な登録手続の確保（書面によ

る拒絶理由通知や不服申立手続の確保）、③周知商標（well-known trademark）の保護、④保

護期間、及び⑤商標権の例外、といった観点を中心に調査した。 
 
２．（前提）TRIPS 協定における保護 

（１）TRIPS 協定における地理的表示の保護の概要 

本調査の前提として、TRISP 協定における地理的表示（Geographical Indications; GI）及び

                                                      
1 経済産業省通商政策局編「2017 年版不公正貿易報告書」660 頁。 
2 http://trade.ec.europa.eu/doclib/press/index.cfm?id=1437  
3 http://trade.ec.europa.eu/doclib/press/index.cfm?id=961  
4 http://ec.europa.eu/trade/policy/countries-and-regions/countries/ukraine/ 
5 http://trade.ec.europa.eu/doclib/press/index.cfm?id=691&serie=409&langId=en 
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商標に関する規定を概観する。 
TRIPS 協定は、地理的表示を「ある商品に関し、その確立した品質、社会的評価その他

の特性が当該商品の地理的原産地に主として帰せられる場合において、当該商品が加盟国

の領域又はその領域内の地域若しくは地方を原産地とするものであることを特定する表示」

と定義する（第 22 条第 1 項）。 
そして、全ての産品について「商品の特定又は提示において、当該商品の地理的原産地

について公衆を誤認させるような方法で、当該商品が真正の原産地以外の地理的区域を原

産地とするものであることを表示し又は示唆する手段の使用」等を防止するための法的手

段を確保することを、加盟国に対して要求している（第 22 条第 2 項）。 
一方で、ぶどう酒（ワイン）及び蒸留酒（スピリッツ）に関しては「真正な原産地が表

示される場合又は地理的表示が翻訳された上で使用される場合若しくは「種類」、「型」、「様

式」、「模造品」等の表現を伴う場合においても、ぶどう酒又は蒸留酒を特定する地理的表

示が当該地理的表示によって表示されている場所を原産地としないぶどう酒又は蒸留酒に

使用されること」を防止するための法的手段を確保することとされている（第 23 条第 1
項。以下「追加的保護」という。）。このため、具体的には例えばボルドー地方を原産地と

しない商品に対して山梨産ボルドーワインや、ボルドー風ワインといった表示も認められ

ないこととなる。 
なお、この追加的保護については、民事上の司法手続に代えて行政上の措置による実施

を確保することができることとされている（第 23 条第 1 項脚注）。これは、TRIPS 協定に

おいて、GI を含む知的所有権の行使に関し、民事上の司法手続を権利者に提供することと

されていること（第 42 条）の例外となっている。 
GI の保護と商標との関係については、加盟国は、GI を含むか又は GI から構成される商

標の登録であって、当該 GI に係る領域を原産地としない商品のものを拒絶し又は無効と

すること等とされている（第 23 条第 2 項）。ただし、ぶどう酒又は蒸留酒以外の産品にお

いては、真正の原産地について公衆を誤認させるような場合に限られている（第 22 条第 3
項）。 
他方、加盟国において TRIPS 協定の GI の保護の規定を適用する日又は当該 GI がその

原産国において保護される日より前に、善意に出願、登録、又は取得された商標（先行商

標）については、これらの商標が GI と同一又は類似であることを理由として、商標の登録

の適格性、有効性、商標を使用する権利は害されないとされており、商標に関する既得権

が規定されている（第 24 条第 5 項）。 
また、GI 保護の例外として、ぶどう酒等の GI に関しては、①1994 年 4 月 15 日前に少

なくとも 10 年間、又は②同日前に善意で継続して使用されてきた表示については、その表

示を継続して使用することを防止することを要求するものではないとされている（第 24 条

第 4 項）。これにより、追加的保護の対象であるぶどう酒等の GI についても、既に一定期

間善意で使用されてきた表示については(真正な産地産のものでなくとも）その継続使用を

認めることが可能とされている（先使用の例外）。 
さらに、自国の領域の中で一般名称として日常の言語の中で通例として用いられている

用語と同一の GI については、TRIPS 協定の GI 保護に関する規定の適用は要求されない
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（第 24 条第 6 項）。したがって、その国で一般名称と判断される用語と同一の GI を保護

する義務は負わないことになる。 
 

（２）TRIPS 協定における商標の保護の概要 

 TRIPS 協定は、「ある事業に係る商品若しくはサービスが他の事業に係る商品若しくは

サービスから識別することができる標識又はその組合せ」を、商標とすることができると

定義しており（第 15 条 1）、少なくとも 7 年間の保護期間（及び登録の更新）を提供する

こととされている（第 18 条）。 
まず、商標の登録手続に関しては、商標の登録前又は登録後速やかに商標を公告するこ

ととされており、登録を取り消すための請求のために合理的な機会を与えることとされて

いる。さらには、商標登録の異議申立制度を設けることができる旨も規定されている（第

15 条 5）。 
 次に、周知商標の保護に関しては、パリ条約第 6 条の 2 の規定6をサービスについて準用

する旨規定されており、また、周知性の判断について関連する公衆の当該商標についての

知識を勘案するとの基準を定めている（第 16 条 2）。さらに、同条第 3 項はパリ条約第 6
条の 2 の規定を非類似の商品・サービスまで限定的にではあるが拡大する旨規定している。 
他方で、TRIPS 協定第 17 条は、商標権の例外として、商標権者及び第三者の正当な利益

を考慮することを条件として、商標により与えられる権利につき、記述上の用語の公正な

使用（いわゆる「fair use」）等限定的な例外を定めることができることとしている。 
 

３．EU の一般的な FTA 戦略（地理的表示）7 

EU は、域内市場において、ワインやスピリッツだけでなく、農産物や食料品についての

原産地表示や地理的表示に関してTRIPS協定第 23条レベルの追加的保護を提供している。

EU における農産品・食品の名称保護制度である PDO（Protected Designation of Origin）8、

                                                      
6 パリ条約第 6 条の 2 周知商標の保護 
(1) 同盟国は、一の商標が、他の一の商標でこの条約の利益を受ける者の商標としてかつ同一若しくは類似の

商品について使用されているものとしてその同盟国において広く認識されているとその権限のある当局が認

めるものの複製である場合又は当該他の一の商標と混同を生じさせやすい模倣若しくは翻訳である場合に

は、その同盟国の法令が許すときは職権をもつて、又は利害関係人の請求により、当該一の商標の登録を拒

絶し又は無効とし、及びその使用を禁止することを約束する。一の商標の要部が、そのような広く認識され

ている他の一の商標の複製である場合又は当該他の一の商標と混同を生じさせやすい模倣である場合も、同

様とする。 
(2) (1)に規定する商標の登録を無効とすることの請求については、登録の日から少なくとも 5 年の期間を認め

なければならない。同盟国は、そのような商標の使用の禁止を請求することができる期間を定めることがで

きる。 
(3) 悪意で登録を受け又は使用された商標の登録を無効とし又は使用を禁止することの請求については、期間

を定めないものとする。 
7 EU（農業総局）による GI の国際的な保護戦略に関する作業文書（2012 年）“DG AGRI working document on

 international protection of EU Geographical Indications: objectives, outcome and challenges.” ADVISORY GR
OUP INTERNATIONAL ASPECT OF AGRICULTURE Meeting of 25 June 2012.に拠った。 

8 製品と産地の結びつきをより重視しており、生産工程（生産、加工、調製）のすべてが一定の地理的領域内

で行われている必要がある（2015 年 2 月 JETRO ブリュッセル事務所「EU の地理的表示（GI）保護制度」

参照）。 
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PGI（Protected Geographical Indications）9では、農業促進のため、製品名の誤用、喚起、模

倣から保護し、製品の特性に関する情報を提供する機能を果たしている。 
EU における GI の経済的及び政治的な重要性から、EU の FTA 交渉において GI に関し

適切な規律を設けることは不可欠のものと位置付けられている。EU が EU の GI の国際的

な保護を求める背景には、EU の GI 製品の一部（特に、経済的価値の高い製品であるフェ

タ（Feta）、ゴルゴンゾーラ（Gorgonzola）、アジアゴ（Asiago）等のチーズ、パルマハム（Parma 
Ham）等の肉製品、及びシャンパーニュ（Champagne）及びスコッチウィスキー（Scotch 
Whisky）等のワイン・スピリッツ）は、第 3 市場において地理的評判の悪用や濫用が確認

されたことが挙げられる。そのため、域内市場のみならず国際的な保護の必要性のもと、

二国間協定の枠組みの下で GI 保護を交渉するに至っている。 
EU の FTA 交渉においては TRIPS 協定における GI 保護に係る規律に付加価値を加える

ことを目的としている（いわゆる「TRIPS プラス」）。具体的には、協定の発効により、第

三国において EU の GI を直接かつ無期限に保護（事後的な保護対象 GI の追加を含む。）す

ること、ワイン・スピリッツ以外の産品（特に農産品）について TRIPS 協定第 23 条レベ

ルの追加的保護を拡大すること、先行商標が善意に登録されている場合の GI との併存（先

行商標の存在は後行 GI を排除することはしない）、EU 側の GI の先使用のフェーズアウト

（市場からの排除）、及び司法だけでなく行政上の保護を与えること等が意図されている。 
このように、EU は、FTA において GI の高い保護を規律することにより、EU 由来の GI

の保護を国際的に拡大・推進しているといえる10。 
ここで、EU は、二国間協定の相手国に関し、それぞれの国における GI 保護の成熟度等

に照らし、以下の 3 つのカテゴリーに分類している。 
 
① ：近隣諸国との協定 

GI 保護に関して EU の保護制度と比較的近い制度を有する国々（例えば、スイスやウク

ライナを含む。）との間の FTA においては通常、相互の GI 保護制度を高い割合で統合す

ることが可能であると位置づけられている。 
 

② ：近隣諸国ではないが、既に GI 保護制度を有している国との協定 
GI 保護制度が既に十分に成熟しているとはいいきれない国々（例えば、韓国やペルー・

コロンビアを含む。）との間の FTA においては、EU における保護制度を完全に統合させ

ることに困難が生じる場合があると位置づけられている。 
 

③ ：GI 保護の伝統がない国との協定 
GI 保護に関して伝統がない国 （々例えば、カナダやシンガポールを含む。）との間の FTA

                                                      
9 生産工程の一部（少なくとも一つの工程）が一定の地理的領域で行われていることを要件とする。 
10 この点、例えば、ワイン関する二国間条約締結相手国一覧として https://ec.europa.eu/agriculture/wine/thirdcount

ries_en ジェトロ・ブリュッセル事務所・前掲注８）３頁。TRIPS 協定改正協議の不調に見られるとおり、

多国間交渉には困難を伴うため、EU は今後さらに二国間協定による地理的 表示保護の推進を目指すとみら

れる。Bently and Sherman・1117 頁 27 Report of the 17th EU-Japan FTA/EPA negotiating round Brussels、 2
6-30 September 2016、 5 頁、http://trade.ec.europa.eu/doclib/docs/2016/october/tradoc_155060.pdf． 
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においては、先行商標との関係の論点を含め多くの困難を伴うと位置づけられている。 
 

 EU による当該カテゴリー分けによれば、今般調査の対象とした 4 つの EPA/FTA はそれ

ぞれ、EU-ウクライナ FTA はカテゴリー①、EU-コロンビア・ペルーFTA はカテゴリー②、

及び EU-シンガポール FTA はカテゴリー③に分類されることになるといえる（EU-ベトナ

ム FTA についてはカテゴリー②又は③と考えられる。）。 
以上の前提のもと、それぞれの EPA/FTA における地理的表示及び商標に関する規律につ

いて、前述した個別の観点に照らし概要を述べる。 
 

４．地理的表示の保護 

４－１．EU－ウクライナ FTA における地理的表示の保護 

（１）対象産品の範囲及び保護レベル 

本協定においては、附属書リストに掲載された相互の GI について、異議申立手続を経

た後に保護することとされており、対象産品は、農産物・食料品及びワイン・芳香ワイン・

スピリッツとされている（第 202 条 3 及び 4）。 
また、保護された GI 名称については、消費者において原産地の誤認を生じさせるよう

な態様での使用が禁じられており、また、たとえ真の原産地が示されている場合や、「style」、
「type」、「method」、「as produced in」、「imitation」、「flavor」、「like」等の表現を伴うような

場合であっても、当該名称を誤認、想起させるような使用が禁じられている（第 204 条 1）。
したがって、本協定においては TRIPS 協定第 23 条と同レベルの追加的保護が義務づけら

れているといえる。 
 

（２）商標との関係 

まず、先行商標との関係として、抵触する先行商標が存在する場合であっても、後行 GI
を保護する必要がある（第 206 条 5）。ただし、先行商標が著名であり消費者を誤認させる

おそれがある場合には後行 GI を保護する義務を負わないとされている（同条 4）。 
他方で、後行商標との関係として、保護された GI に抵触する後行商標は、たとえ誤認混

同が生じなくとも登録することができない（同条 1）。 
 
（３）事前の異議申立手続 

 GI 保護にあたっては、事前の異議申立手続を経ることが規定されている。事前の異議申

立手続に関し、協定発効時から保護される GI については第 202 条に、協定発効後に追加

的に保護される GI については第 203 条においてそれぞれ規定が設けられている。 
 
（４）事後の取消手続（事後の一般名称化の可能性） 

一度保護された GI は、締約国の領域において一般名称とはならないことが規定されて
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いる（第 204 条 2）。また、本協定に基づき一度保護された GI は、原産国（EU 側 GI であ

れば EU）においてのみ取り消される旨規定されており（第 209 条 3）、相手国における事

後的な取消しの可能性が排除されている。 
 

（５）先使用の例外規定（基準日、フェーズアウト期間の有無、その他要件の有無） 

本協定の発効前に適法に生産、ラベルが付された製品で、本協定の要件に適合しないも

のについてはその在庫が無くなるまでは引き続き販売することが許容されている（第 208
条 1）。 
他方、先使用のあった一部の酒類 GI（トカイ、マデイラ等）については、協定発効後 10

年間のみ継続使用（フェーズアウト期間）が許容されており（第 208 条 3）、一部の農産品

GI（パルミジャーノ・レッジャーノ、フェタ等）については、協定発効後 7 年間のフェー

ズアウト期間が設定されている（同条 4）。 
なお、先使用の例外に対するフェーズアウト期間が設けられているのは EU 側の GI に

ついてのみである。 
 

（６）個別 GI の保護（相互保護：特異な個別条件の有無等） 

 附属書リストに掲載された GI の相互保護を行う。他方で、例えば EU 側 GI と類似する

ウクライナ産ワインの名称「Karop」については、一定の生産・加工・品質の要件を充足す

ることを条件に使用が許容されている11。 
 

４－２．EU-コロンビア・ペルーFTA における地理的表示の保護 

（１）対象産品の範囲及び保護レベル 

本協定においては、附属書リストに掲載された相互の GI について、異議申立手続を経

た後に保護することとされており（第 208 条）、対象産品は、農産物・食料品及びワイン・

芳香ワイン・スピリッツとされている（第 207 条）。それ以外の産品に関しては、各国法に

定められた範囲内で保護が提供されることとされている（同条）。 
また、保護された GI 名称に関し、ワイン・芳香ワイン・スピリッツについては、たとえ

真の原産地が示されている場合や、「style」、「type」、「method」、「as produced in」、「imitation」、
「flavor」、「like」等の表現を伴うような場合であっても、当該名称を誤認、想起させるよ

うな使用が禁じられている（第 210 条 1(c)）。他方で、それ以外の産品（農産品・食料品含

む。）については、消費者において原産地の誤認を生じさせるような態様での使用のみが禁

じられており、ワイン等と同等の高い保護レベル（追加的保護）は、締約国において国内

法の改正が行われた段階ではじめて適用される旨規定されている（同条 1(b)）。 
 

                                                      
11 第 9 章附属書 XXII-D における「Karop」に関する共同宣言。 
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（２）商標との関係 

まず、先行商標との関係として、先行商標が著名であり消費者を誤認させるおそれがあ

る場合に限り後行 GI を保護する義務を負わないとされている（第 211 条 2）。 
他方で、後行商標との関係として、後行商標が（１）に記載した要件に照らし保護され

た GI と抵触すると判断される場合に登録することができない（同条 1）。 
 

（３）事前の異議申立手続 

 GI 保護にあたっては、事前の異議申立手続を経ることが規定されている。事前の異議申

立手続に関し、協定発効時から保護される GI については第 208 条に、協定発効後に追加

的に保護される GI については第 209 条においてそれぞれ規定が設けられている。 
 
（４）事後の取消手続（事後の一般名称化の可能性） 

一度保護された GI は、締約国の領域において一般名称とはならないことが規定されて

いる（第 207 条(h)）。 
 

（５）先使用の例外規定（基準日、フェーズアウト期間の有無、その他要件の有無） 

先使用の例外に関する規律は設けられていない。 

 

（６）個別 GI の保護（相互保護：特異な個別条件の有無等） 

 附属書リストに掲載された GI の相互保護を行う。個別 GI に対する特異な要件は把握さ

れない。 
 

４－３．EU－ベトナム FTA における地理的表示の保護 

（１）対象産品の範囲及び保護レベル 

本協定においては、附属書リストに掲載された相互の GI について、異議申立手続を経

た後に保護することとされており（第 6.3 条）、対象産品は、農産物・食料品及びワイン・

スピリッツとされている（第 6.1 条）。 
また、保護された GI 名称については、消費者において原産地の誤認を生じさせるよう

な態様での使用が禁じられており、また、たとえ真の原産地が示されている場合や、「style」、
「type」、「method」、「as produced in」、「imitation」、「flavor」、「like」等の表現を伴うような

場合であっても、当該名称を誤認、想起させるような使用が禁じられている（第 6.5 条）。

したがって、本協定においては TRIPS 協定第 23 条と同レベルの追加的保護が義務づけら

れているといえる。 
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（２）商標との関係 

まず、先行商標との関係として、先行商標が善意で出願・登録されている場合には、抵

触する後行 GI の存在が先行商標の権利の有効性に影響しないこととされている（第 6.7
条）。また、他に無効理由が存在しない場合には同商標の更新登録も許容されている（同条）。 
他方で、後行商標との関係については、特段規律は設けられていない。 
 

（３）事前の異議申立手続 

 GI保護にあたっては、事前の異議申立手続を経ることが規定されている（第6.2条1(c)）。
事前の異議申立手続に関し、協定発効時から保護される GI については第 6.3 条に、協定発

効後に追加的に保護されるGI については第 6.4 条 1(c)においてそれぞれ規定が設けられて

いる。 
 
（４）事後の取消手続（事後の一般名称化の可能性） 

GI 保護法制度において、事後的な取消手続のあることは前提とされているが（第 6.2 条

1(d)）、GI の事後的な一般名称化に関する規定は特段設けられていない。 
 

（５）先使用の例外規定（基準日、フェーズアウト期間の有無、その他要件の有無） 

（６）に詳細後述のとおり、個別 GI の善意による先使用については一定期間のフェー

ズアウト期間が設けられている（第 6.5a 条）。 
 
（６）個別 GI の保護（相互保護：特異な個別条件の有無等） 

 附属書リストに掲載された GI の相互保護を行う。 
 EU 側 GI のうち、「アジアーゴ」と「フォンティーナ」、「ゴルゴンゾーラ」、「フェタ」の

各チーズについては、先使用の例外について 2017 年 1 月 1 日までのフェーズアウト期間

が設けられている。特に、「フェタ」については、当該先使用の例外の適用の条件として、

羊の乳又は羊の乳及びヤギの乳から生産されることも要求されている（第 6.5a 条 1 及び

2）。 
 EU 側 GI のうち、「シャンパン」については、協定発効後 10 年間のフェーズアウト期間

が設けられている（第 6.5a 条 3）。 
 加えて、「パルミジャーノ・レッジャーノ」の保護に関し、「パルメザン」の名称の使用

を、消費者における誤認を生じさせない範囲内で許容する旨規定されている（付属書 GI-I 
Part A）。 
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４－４．EU－シンガポール FTA における地理的表示の保護 

（１）対象産品の範囲及び保護レベル 

本協定においては、附属書リストに掲載された相互の GI について、異議申立手続を経

た後に保護することとされており（第 11.17 条 3）、対象産品は、農産物・食料品及びワイ

ン・スピリッツとされている（第 11.16 条 1）。 
また、保護された GI 名称については、消費者において原産地の誤認を生じさせるよう

な態様での使用が禁じられており、また、たとえ真の原産地が示されている場合や、「style」、
「type」、「method」、「as produced in」、「imitation」、「flavor」、「like」等の表現を伴うような

場合であっても、当該名称を誤認、想起させるような使用が禁じられている（第 11.19 条 2
及び 3）。したがって、本協定においては TRIPS 協定第 23 条と同レベルの追加的保護が義

務づけられているといえる。 
 

（２）商標との関係 

まず、先行商標との関係として、抵触する先行商標が存在する場合であっても、後行 GI
の登録は排除されない（第 11.21 条 2）。ただし、先行商標が著名であり消費者を誤認させ

るおそれがある場合には後行 GI を保護する義務を負わないとされている（同条 4）。 
他方で、後行商標との関係として、保護された GI に抵触する後行商標は、たとえ誤認混

同が生じなくとも職権又は申立てに基づき拒絶されることとなる（第 11.21 条 1）。 
 

（３）事前の異議申立手続 

 GI保護にあたっては、事前の異議申立手続を経ることが規定されている（第11.17条 3）。
事前の異議申立手続に関し、協定発効後に追加的に保護される GI についても第 11.18 条に

照らし同様に扱われることとされている。 
 

（４）事後の取消手続（事後の一般名称化の可能性） 

GI 保護法制度において、事後的な取消手続のあることは前提とされているが（第 11.17
条 2(d)）、GI の事後的な一般名称化に関する規定は特段設けられていない。 
 

（５）先使用の例外規定（基準日、フェーズアウト期間の有無、その他要件の有無） 

2004 年 1 月 1 日以前 10 年以上、又は同日前の善意による先使用については、継続使用

が許容されている。特段のフェーズアウト期間は設けられていない（第 11.22 条 2）。ただ

し、締約国は、消費者の混同を回避することを目的に先使用と保護対象 GI とを区別させ

る実務的な条件を設定することが許容されている（同条 4）。 
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５．商標の保護 

５－１．EU－ウクライナ FTA における商標の保護 

（１）国際条約（マドプロ・TLT/STLT 等）への加盟 

国際条約への加盟義務については特段規定されていない。 

 

（２）適正な登録手続の確保（書面での拒絶理由通知や不服申立手続の確保） 

各締約国は、商標の登録制度を設け、商標局は商標出願を拒絶する理由を文書で出願人

に提供しなければならないことが規定されている。出願人は、訴訟の前に当該拒絶に対し

て不服を申し立てる機会を有するものとする。さらに、各締約国は、第三者が商標出願に

異議申立てを行うことができる機会を提供するものとする（第 193 条）。 
また、各締約国は、商標出願及び商標登録の公開データベースを提供することが規定さ

れている。（同条） 
 

（３）周知商標（well-known trademark）の保護 

各締約国は、パリ条約第 6 条の 2 及び TRIPS 協定第 16 条第 2 項、第 3 項に規定される

周知商標の保護に向けて協力することとされている（第 194 条）。 
 

（４）保護期間 

商標権の保護期間は少なくとも出願日から 10 年間とし、さらに 10 年間の更新を可能と

する（第 200 条）。 
 

（５）商標権の例外（真正な原産地表示等フェアユース） 

商標権者及び第三者の正当な利益を考慮することを条件として、地理的表示等の記述上

の用語を公正に使用する場合には、商標により与えられる権利の限定的な例外として許容

されなければならないとされている（第 196 条）。 
 

５－２．EU-コロンビア・ペルーFTA における商標の保護 

（１）国際条約（マドプロ・TLT/STLT 等）への加盟 

 EU とコロンビアは本協定の署名後 10 年以内にマドリッド協定議定書に加盟する義務を

有し、ペルーについては同議定書加盟に向けた努力義務が規定されている。また、各締約

国に対し商標法条約の規定遵守に向けた努力義務も規定されている（第 202 条 2）。 
 

（２）適正な登録手続の確保（書面での拒絶理由通知や不服申立手続の確保） 

各締約国は、商標の登録制度を設け、商標局は商標登録を拒絶する理由を文書で出願人
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に提供しなければならないことが規定されている。出願人は、訴訟の前に当該拒絶に対し

て不服を申し立てる機会を有するものとする。さらに、各締約国は、第三者が商標出願に

異議申立てを行うことができる機会を提供する（第 204 条 2）。 
また、各締約国は、商標出願及び商標登録の公開データベースを提供することが規定さ

れている（同条）。 
 

（３）周知商標（well-known trademark）の保護 

各締約国は、パリ条約第 6 条の 2 及び TRIPS 協定第 16 条第 2 項、第 3 項に規定される

周知商標の保護に向けて協力することとされている（第 205 条）。 
 
（４）保護期間 

商標の保護期間については特段規定されていない。 

 

（５）商標権の例外（真正な原産地表示等フェアユース） 

商標権者および第三者の正当な利益を考慮することを条件に、氏名や住所、記述的な用

語を公正に使用する場合には、商標により与えられる権利の限定的な例外として許容され

なければならない（第 206 条 1）。 
 

５－３．EU－ベトナム FTA における商標の保護 

（１）国際条約（マドプロ・TLT/STLT 等）への加盟 

マドリッド協定議定書の義務を確認するとともに、商標法条約やシンガポール条約に照

らし商標の登録手続を簡素化することを約束している（第 5.1 条）。 
 

（２）適正な登録手続の確保（書面での拒絶理由通知や不服申立手続の確保） 

各締約国が商標の登録制度を設けることが規定されている。商標審査の最終的な拒絶査

定は、書面で理由とともに出願人へ伝達されるものとする。さらに、締約国は、商標出願

に異議申立てを行うことができる機会を提供するとともに商標出願人が当該異議申立てに

応答する機会を提供することとされている（第 5.3 条）。 
また、公開された商標出願及び商標登録の公開データベースを提供することも規定され

ている（同条）。 
 
（３）周知商標（well-known trademark）の保護 

パリ条約第 6 条の 2 及び TRIPS 協定第 16 条第 2 項、第 3 項に規定される周知商標を保

護する目的で、工業所有権保護のためのパリ同盟総会及び世界知的所有権機関（WIPO）一

般総会（1999 年 9 月）で採択された共同勧告に配慮することが規定されている（第 5.4 条）。 
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（４）保護期間 

商標の保護期間については特段規定されていない。 

 

（５）商標権の例外（真正な原産地表示等フェアユース） 

商標権者および第三者の正当な利益を考慮することを条件に、記述的な用語を公正に使

用する場合には、商標により与えられる権利の限定的な例外として許容されなければなら

ないことが規定されている（第 5.5 条）。 
 

５－４．EU－シンガポール FTA における商標の保護 

（１）国際条約（マドプロ・TLT/STLT 等）への加盟 

商標法条約及びシンガポール条約の規定遵守のために最大限努力することが規定され

ている（第 11.12 条）。 
 
（２）適正な登録手続の確保（書面での拒絶理由通知や不服申立手続の確保） 

各締約国は、商標の登録制度を設け、商標当局は商標登録を拒絶する理由を文書で出願

人に提供しなければならないことが規定されている。出願人は、司法手続の前に当該拒絶

に対して不服を申し立てる機会を有するものとする。さらに、各締約国は、第三者が商標

出願に異議申立てを行うことができる機会を提供する（第 11.13 条）。  
また、各締約国は、商標出願及び商標登録の公開データベースを提供することも記載さ

れている（同条）。 
 
（３）周知商標（well-known trademark）の保護 

締約国は、TRIPS 協定に従って周知商標を保護するものとする。また、商標が周知であ

るかどうかを判断するにあたり、工業所有権保護のためのパリ同盟総会及び世界知的所有

権機関（WIPO）一般総会（1999 年 9 月）で採択された共同勧告に配慮することが規定さ

れている（第 11.14 条） 
 

（４）保護期間 

 商標の保護期間については特段規定されていない。 

 

（５）商標権の例外（真正な原産地表示等フェアユース） 

商標権者及び第三者の正当な利益を考慮することを条件に、記述的な用語を公正に使用

する場合には、商標により与えられる権利の限定的な例外として許容されなければならな

いことが規定されている（第 11.15 条）。 
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６．協力節の規定 

EU-ウクライナ FTA（第 252 条）、EU－コロンビア・ペルーFTA（第 256 条）、EU－ベト

ナム FTA（第 30 条）の各協定には、主に各協定にかかる義務履行に向けた協力に加え、キ

ャパシティビルディング（人材育成）、権利執行に関する当局間の経験共有、及び法的枠組

に関する情報交換といった観点について規定されている。 
EU-シンガポールの協力節（第 11.52 条）についても、上記 3 協定とほとんど同様の内容

が規定されているが、技術協力について追加で明示されている。 
 

７．分析 

７－１．地理的表示保護の規定について 

  前掲の EU（農業総局）による GI の国際的な保護戦略に関する作業文書でも言及されて

いるとおり、EU が地理的表示の保護について高いレベルを規律する際、GI 保護に関して

EU の保護制度と比較的近い制度を有する国々を交渉相手とする場合（３．のカテゴリー

①）と、それ以外の国々（特に GI 保護の伝統がない国々（３．カテゴリー③））を交渉相

手とする場合とでは、交渉の難易度に差が生じことになり、後者は前者と比較して合意に

至ることがより困難となるといえる。また、その結果として交渉の合意内容に差異が生じ

ることも考えられる。 
 本節では、上記 4 協定の規定を比較分析することで、GI の交渉を行う背後にある EU の

EPA/FTA 戦略を推察する。 
 

（１）協力節の規定が与える影響について 

 高いレベルの交渉要求を行う代わりに、キャパシティビルディング等を規定する協力節

を充実化する試みは、特に先進国が対途上国との交渉を行う際によく利用される手法の一

つと考えられる。しかしながら、上記の 4 協定について協力節を比較すると、条文上これ

らに大きな差異があるとはいえず、特にカテゴリー①に属するウクライナとカテゴリー③

に属するシンガポールとを比較しても有意な差異は見出すことができない。 
 したがって、上記の 4 協定を比較する限り、協力節を梃子に EU が GI の高いレベルの保

護規律を獲得しているとは言い難い。 
 

（２）GI 節の保護レベルの比較 

 上記 4 協定を比較すると、EU の GI の国際的な保護の拡大を進める戦略のもと、すべて

の協定において附属書リストの交換による相互保護が実現されており、個別の条件が設け

られる場合もあるが一定の保護拡大が図られているといえる。 
また、GI 保護のカテゴリー①に属するウクライナやカテゴリー②に属するコロンビア・

ペルーとの協定の場合、「一度保護された GI は、締約国の領域において一般名称とはなら
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ない」ことが規定されている一方、カテゴリー③のシンガポールやベトナムとの協定には

当該規定が含まれておらず、事後的に GI 登録が取消される可能性も残されている。他方、

TRIPS 協定においては一度保護された GI の一般名称化を禁じる規定は存在していない。  
 したがって、カテゴリー①や②の協定に含まれる規定の方が、カテゴリー③の協定と比

較すると GI についてよりレベルの高い（TRIPS プラスの）保護が実現されているといえ

る。 
次に、先行商標との関係として、EU－ウクライナ FTA では、「抵触する先行商標が存在

する場合であっても、後行 GI を保護する必要がある」旨規定されている一方、EU-シンガ

ボール FTA では、「抵触する先行商標が存在する場合であっても、後行 GI の登録は排除さ

れない」と規定されている。ここでも、先行商標が存在する場合に、積極的に GI 保護を確

認するものと消極的に保護可能性を否定しないに留めるものとで差異があるといえ、カテ

ゴリーによって GI の保護のレベルに違いがあることが確認できる。他方で、各協定通じ

て、TRIPS 協定に規定に則って後行 GI の存在が先行商標の権利の有効性に影響しないこ

とが確認されている。 
 さらに、例外規定や猶予規定を比較すると、カテゴリー①よりもカテゴリー②や③に属

する国々との協定の方が多くの例外規定等を有していることを確認できる。 
例えば EU-コロンビア・ペルーFTA の場合、「農産品や食料品等の GI について、ワイン

等と同等の高い保護レベル（追加的保護）は、締約国において国内法の改正が行われた段

階ではじめて適用される」旨の猶予規定が設けられている。 
また、EU-ベトナム FTA の場合、EU 側 GI のうち「アジアーゴ」と「フォンティーナ」、

「ゴルゴンゾーラ」、「フェタ」の各チーズについて先使用の例外規定が設けられており、

「シャンパン」については協定発効後 10 年間のフェーズアウト期間が設けられている。加

えて、「パルミジャーノ・レッジャーノ」の保護に関し、「パルメザン」の名称の使用を、

消費者における誤認を生じさせない範囲内で許容する旨規定されている。 
EU-シンガポール FTA においても、2004 年 1 月 1 日以前 10 年以上、又は同日前の善意

による先使用については継続使用が許容されている。 
以上のことから、EU は交渉相手国における GI 保護の成熟度等に応じて、協定で規律す

る GI 保護のレベルに傾斜をつけた調整がなされているといえる。そして、例外規定や猶

予規定も併用しつつも、全体としては TRIPS 協定の規律を超える高いレベルの GI の規律

を交渉で獲得していることが推察される。なお、各観点におけるそれぞれの協定の比較に

関しては後掲の比較表も参照のこと。 
 

７－２． 商標規定について 

 名称の保護については、欧州のように旧大陸の国々が GI を重視してきた一方で、米国

や豪州をはじめとする新大陸の国々は商標を優先してきた経緯があり、３．のカテゴリー

③でも、後行 GI と先行商標との関係は困難を伴う論点として挙げられている。 
前述のように、地理的表示節における地理的表示と商標との関係については、「抵触する

先行商標が存在する場合でも後行 GI の保護を必要」とする EU-ウクライナ FTA の規定が
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ある一方で、EU－シンガポール FTA では「抵触する先行商標の存在は後行 GI の登録を必

ずしも排除しない」となっており、ウクライナの協定と比較すると GI の保護を弱める規

定になっていることが分かる。ここに、交渉相手国の GI 成熟度の違い、商標の浸透度の違

いが反映されていることが推察される。 
他方、上記 4 協定における商標の保護に関する規定を比較すると、TRIPS プラスの規定

が一部存在するものの（例えばEU-ウクライナFTAにおける商標の保護期間等）、４つの協

定で共通して商標登録に対する異議申立ての期間の提供やフェア・ユースの例外等が定め

られており、TRIPS 協定に比して必ずしも高い保護レベルが設けられているとはいえず、

大きな差異があるとはいえない。なお、各観点におけるそれぞれの協定の比較に関しては

後掲の比較表も参照のこと。  
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第２章 各国における知的財産権保護の状況に関する調査 
 
 

Ⅱ．営業秘密に関する各国法制度と運用 

１．はじめに 

 我が国企業の研究・生産等の事業活動が益々グローバルに展開される状況にあるところ、

営業秘密等の機微な技術情報等の管理は企業活動にとって重要となっている。ところが、

我が国企業の事業活動の拡大が今後も想定される中国、ASEAN 及びインドといった国・

地域における営業秘密に関する法制度やその運用の実態は我が国において十分に知られて

いるといえず、これらに関する最新の情報は我が国企業の海外展開に際して非常に重要な

情報となり得る。 
 そこで、中国、ASEAN（我が国産業の進出が特に進んでいるといえる等の観点から、イ

ンドネシア、タイ、フィリピン、ベトナムを選定。）及びインドにおける営業秘密保護に関

する法制度及び運用・実態につき、質問票による調査を実施した1。 
調査にかかる具体的な観点には、営業秘密保護に関する法制度の概要／営業秘密の定義

／営業秘密侵害に対する救済手段及び例外規定／訴訟における証拠収集手続／営業秘密保

持方法／国境措置の有無／営業秘密保護規定の域外適用の可否／営業秘密保護に関する紛

争実態（侵害事件数、裁判外での紛争解決手続の有無、訴訟における主な争点など）、及び

我が国企業が各国に進出する際の営業秘密保護に関する実務上の留意点、等を含めた。 
これらに関して、調査先の各事務所から得られた回答をもとに、①営業秘密保護に関す

る法制度、及び②営業秘密保護に関する運用、に情報を大別し、以下のとおり整理した。 
 
２．営業秘密保護に関する各国法制度及び運用状況ついて 

（１）中国 

①営業秘密保護に関する法制度 

（ⅰ）営業秘密保護に関する法制度の概要 

中国においては、営業秘密は反不正当競争法2第 9 条において営業秘密の侵害行為が規定

されている。 

                                                      
1 協力を依頼した法律事務所は、林達劉グループ北京魏啓学法律事務所（中国）、ラジャ・タン法律事務所

（ASEAN[フィリピン・タイ・ベトナム・インドネシア]）、カイタン法律事務所（インド）である。調査期間は

いずれも平成 29 年 9 月～11 月。 
2 2018 年 1 月 1 日施行版、以下同じ。 
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 反不正当競争法は、2017 年 11 月 4 日に全国人民代表大会常務委員会より改正法が公布

され、2018 年 1 月 1 日に施行された3。営業秘密関連では、監査検査部門及びその職員が

調査する際に知りえた営業秘密について、秘密保持義務を有する規定が改正で追加されて

いる（反不正当競争法第 15 条）。 
 反不正当競争法に関する司法解釈には、「最高人民法院の不正競争民事紛争の判断に適

用する法律に関する若干問題の司法解釈（2007 年）」4（以下、「司法解釈（2007）」という。）

があり、その他、営業秘密保護に関する部門規章として「国家工商行政管理総局による営

業秘密の侵害行為の禁止に関する規則（1998 年）」5等がある6。なお、これら部門規章を裁

判文書へ引用することについては、「最高人民法院による裁判文書における法律、法規など

の規範性法律文書の引用に関する規定」法釈（2009 年）14 号7（以下、「司法解釈（2009）」
という。）に規定がある。例えば、司法解釈（2009）の第 5 条8によれば、行政裁判文書に

おいては部門規章を判断の根拠として直接に引用できる一方で、同第 3 条、第 4 条、第 6

                                                      
3 http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2017-11/04/content_2031432.htm 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/regulation/20171104-1_jp.pdf 
改正の主要な内容は以下の通り。 
・総則部分での「経営者」の概念の改正と、法執行機関の権限の明確化。 
・7 種類の不正競争行為の修正と、5 種類の不正競争行為と独占行為の削除。 
・インターネット関連の不正競争行為の追加。 
・不正競争行為についての法執行機関の監督調査に係る手段の強化と、侵害者の法的責任の加重。 

4 https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/interpret/20070112-1.pdf 
なお、質問票回答によれば、司法解釈（2007）について、前記法改正に伴う改正は予定されていないとのこと

であった。 
5 https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/section/19981203.pdf 
6 その他の営業秘密保護に関わる部門規章として「国務院国有資産監督管理委員会による中央企業営業秘密保護

暫行規定」（2010）、「労働と社会保障部弁公庁による労働紛争案件に営業秘密侵害にかかわる問題の書簡」

（1997）、「国家工商行政管理総局による営業秘密構成要件に関する問題の返答」（1998）などがある。 
7 http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/fztd/sfjs/2009-11/04/content_1525975.htm 
8 司法解釈（2009）第 5 条には「行政裁判文書には、法律、法律解釈、行政法規または司法解釈を引用すべき

で、適用すべきである地方法規、自治条例、国務院または国務院が授権した機関により公布した行政法規解釈

または行政規章について、直接引用できる。」旨が規定されている。 

反不正当競争法第 9 条 
 経営者は以下に掲げる営業秘密を侵害する行為をしてはならない。 
（1）窃盗、賄賂、詐欺、脅迫又はその他の不正な手段により権利者の営業秘密を得る

こと。 
（2）前項の手段で獲得した権利者の営業秘密を開示、使用し、又は他人に使用を許諾

すること。 
（3）取り決め又は権利者の営業秘密保持に関する要求に違反し、その保持している営

業秘密を開示、使用し、又は他人に使用を許諾すること。 
    第三者は営業秘密の権利者の従業員、元従業員又はその他の組織、個人が前項に

掲げる違法行為を実施していることを知っている又は知りうる状況下で、他人の

営業秘密を獲得、使用、又は開示した場合、営業秘密の侵害とみなされる。 
（以下、省略） 
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条9によれば、刑事裁判文書または民事裁判文書においては、部門規章を判断の根拠として

直接引用できず、しかし必要に応じて裁判の理由説明の根拠にできる旨が規定されている。 
 
（ⅱ）営業秘密等の定義 

 営業秘密の定義は、反不正当競争法第 9 条に規定されている。 

 
 前述の法改正前は、商業価値の要件について「権利者に経済利益をもたらすことのでき

る、実用性を有する」と規定されていたところ、改正により、現在は、営業秘密該当性に

つき「公衆に知られていない（非公知性）」、「商業価値があり（有用性）」、及び「権利者が

秘密保持措置を取った（秘密管理性）」の 3 要件から構成される10。それぞれの詳細な判断

基準については、司法解釈の第 9 条11、10 条12、11 条13に規定がある。 

                                                      
9 司法解釈（2009）第 3 条には「刑事裁判文書には、法律、法律解釈または司法解釈を引用すべきである。」旨

が、司法解釈（2009）第 4 条には「民事裁判文書には、法律、法律解釈または司法解釈を引用すべきで、適用

すべきである行政法規、地方法規または自治区条例なども直接引用できる。」旨が、司法解釈（2009）第 6 条に

は「第 3 条、第 4 条、第 5 条で規定されているもの以外の規範性文書について、案件審理の必要性に応じて、

審査してから合法有効であると認定すれば、裁判の理由説明の根拠となることができる。」旨が規定されてい

る。 
10 質問票回答によれば、この変更は表現をより明確にすることを目的としており、実質的な変更ではない、と

のことである。 
11 非公知性の判断基準につき、司法解釈（2007）第 9 条において、関係情報はその分野の関係人員に広く知ら

れず、かつ容易に取得できない場合には、「公衆に知られていない」と認定すべきであるとしている。なお、次

の各号に掲げる情況のいずれに該当する場合には、関係情報は「公衆に知られていない」と認定できない。 
①当該情報はその属する技術分野の者又は経済分野の者の一般の常識又は業務慣例である。 
②当該情報は製品のサイズ、構造、材料、部品の簡単な組合せ等の内容だけに係わり、市場において、関係公

衆が製品の観察を通じて、直接に取得することができる。 
③当該情報はすでに公開出版物又はそのほかのメディアに公開されている。 
④当該情報はすでに公開の報告会、展示等で公開されている。 
⑤当該情報は別のルートで取得できる。 
⑥当該情報はある程度の代価を支払えば容易に取得できる。 

12 有用性の判断基準につき、司法解釈（2007）第 10 条において、関係情報が現実的又は潜在的な営業価値があ

り、権利者に競争上の優位性を発揮させる場合には、「権利者のために経済的利益をもたらし、実用性がある」

（法改正後は「商業価値があり」）と認定すべきであるとされる。 
13 秘密管理性の判断基準につき、司法解釈（2007）第 11 条において、権利者が情報漏洩を防止するために講

じ、営業価値を守るための具体的な合理的保護措置は、「保護措置」と認定されるべきとある。この点、人民法

院は、関連する情報の保管媒体の特性をもとにして、権利者の秘密保護の意思、秘密保護措置の識別可能の程

度、他人が正当な方法で取得することの難易度などの要素により、権利者が秘密保護措置を取ったか否かを認

定すべきとしている。 
なお、次の各号に掲げる行為のいずれに該当する場合は、通常ならば関連情報の漏洩を十分防止できる場合に

は、権利者が秘密保護の措置をとったものとされる。 
①関連秘密情報の知られる範囲を限定し、必要がある従業員のみに対して公開している。 
②関連秘密情報の保管媒体に鍵をかけるなどの防備措置を施している。 

反不正当競争法第 9 条 
（途中、省略） 
 営業秘密とは、公衆に知られていない、商業価値があり、かつ、権利者が秘密保持措

置を取った技術情報、及び経営情報をいう。 
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なお、反不正当競争法において行為者として規定されている「経営者」については、「商

品の生産、経営、又はサービスの提供に従事する自然人、法人、及び非法人組織をいう。」

との定義がある14（反不正当競争法第 2 条）。 
 
（ⅲ）営業秘密侵害の救済手段 

 営業秘密侵害は、民事、刑事、行政のそれぞれの場面で救済がなされる。 
 それぞれの救済手段における特徴（他の知的財産権侵害に関する救済手続との比較や長

所・短所）等に関する情報については、後掲「②（ii）営業秘密侵害における救済手段の特

徴」も参照のこと。 
 
（ａ）民事救済 
 営業秘密侵害行為の差止め請求については、民法通則第 118 条による。損害賠償請求に

ついては反不正当競争法第 17 条による。 

                                                      
③関連秘密情報の保管媒体に秘密表示をしている。 
④関連秘密情報にパスワード又はコードを設けるなどの措置を施している。 
⑤関連秘密情報にアクセスできる者と秘密保持契約を締結する。 
⑥関連秘密情報にかかわる機器、工場、作業場等の場所への訪問者を制限するまたは訪問者に対し秘密保持を

要求する。 
⑦情報の秘密性を守るためのそのほかの合理的措置を確保する。 

14 質問票回答によれば、同規定により、軍隊、警察、人民法院等の国家機関や行政機関は通常、経営者には含

まれない、との見解である。 

民法通則第 118 条 
 公民又は法人の著作権（版権）、専利権、商標権、発見権、発明又はその他の技術がひ

ょう窃、改ざん、盗用等の侵害を受けた場合は、公民又は法人は、侵害の停止、影響の

除去又は損害の賠償を請求する権利を有する。 
 
反不正当競争法第 17 条 
 経営者は本法の規定に違反して他人に損害を与えた場合、民事上の責任を負わなけれ

ばならない。 
 経営者の合法的権益が不正競争行為により損害を受けた場合、裁判所に訴訟を提起す

ることができる。 
 不正競争行為により損害を受けた経営者の賠償金額は、その権利侵害を受けた実際の

損害により確定する。実際の損害が計算しにくい場合、侵害者が侵害により獲得した利

益で確定する。賠償金額には経営者が権利侵害行為を止めさせるために支出した合理的

な費用が含まれなければならない。 
 経営者が本法の第 6 条、第 9 条の規定に違反し、権利者が権利侵害されたことで実際

に損害を受けたとき、権利侵害者が権利侵害により獲得した利益を確定しにくい場合、

裁判所は権利侵害の情状に基づき権利者に 300 万元以下の賠償を与える。 
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緊急の事態に対しては仮処分の申請が可能であり（民事訴訟法第 100 条及び第 101 条15）、

すなわち、権利者は実際に損失が生じていなくても、損失が生じるおそれがある場合には、

担保の提供を前提に保全措置を申請できる。 
営業秘密侵害事件の第一審の管轄裁判所は、専利侵害事件と同様に、知識産権法院（北

京、上海、広州）と知財専門法廷（蘇州、南京、杭州、寧波、済南、青島、福州、成都、

武漢、合肥の計 10 カ所）において審理される（「最高人民法院による北京、上海、広州知

識産権法院における案件管轄に関する規定」法釈〔2014〕12 号 第 1 条など16）。なお、知

財専門法廷の非設置地域では、一般の中級人民法院または基礎人民法院で審理される（司

法解釈（2007）第 18 条17）。その他の手続面については、他の知的財産権侵害事件と同様に

民事訴訟手続による。 
 なお、営業秘密侵害事件の損害賠償額の算定については、専利権侵害における計算方式

が参照される（司法解釈（2007）第 17 条18）。 

                                                      
15 民事訴訟法第 100 条 人民法院は、当事者一方の行為またはほかの原因で、判決の履行が難しくなり、また

は当事者にほかの損失をもたらす場合、相手当事者の申請により、財産を保全し、ある行為を実施し、または

ある行為を禁止することを命じることができる。当事者が申請しない場合、人民法院は必要に応じて、保全措

置を取ることを裁定できる。 
(2)人民法院は保全措置を取る場合、申請者に担保を提供するよう要求できる。申請者が担保を提供しない場

合、申請を却下することを裁定できる。 
(3)人民法院は、申請を受けた後、情況が緊急である場合、48 時間内に裁定を下さなければならない。保全措

置を取ることを裁定する場合、直ちに執行すべきである。 
民事訴訟法第 101 条 利害関係者は、情況が緊急で、直ちに保全を申請しなければ補うことができない損害

をもたらす恐れがある場合、訴訟または仲裁を提起する前に、保全の財産所在地、被申請者の住所地または案

件に対し管轄権を有する人民法院に、保全措置を申請できる。申請者は、担保を提供しなければならない。担

保を提供しない場合、申請を却下することを裁定する。 
(2)人民法院は申請を受けた後、48 時間内に裁定を下さなければならない。保全措置を取ることを裁定する場

合、直ちに執行すべきである。 
(3)申請者は、人民法院が保全措置を取ってから 30 日内に訴訟または仲裁を提起しない場合、人民法院は保

全を解除すべきである。 
16 知識産権法院の管轄については、「最高人民法院による北京、上海、広州知識産権法院における案件管轄に関

する規定」法釈〔2014〕12 号 第 1 条  
知財専門法廷の管轄については、「南京市、蘇州市、武漢市、成都市の中等裁判所内に専門裁判機構を設置

し、かつ、一部の多区域の知的財産権事件を管轄することに同意する最高裁判所の返答」（法[2017]2 号）及び

「杭州市、寧波市、合肥市、福州市、済南市、青島市の中等裁判所内に専門の裁判機構を設置し、かつ、一部の

多区域の知的財産権事件を管轄することに同意する返答」（法〔2017〕236 号） 
17 司法解釈（2007）第 18 条 反不正競争法第 5 条、第 9 条、第 10 条、第 14 条に規定する不正競争の民事の第

一審の案件は、一般的には中級の人民法院が管轄する。 
各高級人民法院は本管轄の実情に基づき、最高人民法院の審査・許可を経て、不正競争の民事事件の第一審の案

件を受理するいくつかの基層の人民法院を確定することができ、既に知的財産権の民事案件を審理できると審

査・許可された基層の人民法院は、引き続き受理することができる。 
18 司法解釈（2007）第 17 条 反不正競争法第 10 条（法改正後は第 9 条）に規定する営業秘密を侵害する行為

の損害賠償額を確定する場合は、専利権を侵害する損害賠償額を確定する方法を参考にすることができる。反不

正競争法第 5 条、第 9 条、第 14 条に規定する不正競争行為の損害賠償額の確定は、登録商標の専用権を侵害す

る賠償額を確定する方法を参考にすることができる。 
権利を侵害する行為によって営業秘密の大衆への開示を招いた場合、当該営業秘密の商業価値に基づいて損害賠

償額を確定する。営業秘密の商業価値とは、その研究開発コスト、当該営業秘密の収益、取得可能な利益、競争

の優勢を保持することができる期間などの要素に基づき確定する。 
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（ｂ）刑事救済 
 刑事罰については、刑法第 219 条に規定がある。 
 
 刑事救済の手続には、自訴と公訴の 2 種類があり、自訴については、権利者自らが人民

法院に提訴する（刑事訴訟法第 204 条（二）19、「『中華人民共和国刑事訴訟法』の適用に関

する最高裁判所の解釈」（法釈〔2012〕21 号）第 1 条（二）720）ことができる。他方で公

訴については、権利者が公安機関に告発して、公安機関が調査・立件して検察機関に移送

し、検察機関が人民法院に公訴を提出することになる（刑事訴訟法第 108 条第 3 項21、同

                                                      
19 刑事訴訟法第 204 条（二） 自訴事件は、次の各号に掲げる事件とする。  
（二）被害者が証明できる証拠を有する軽微な刑事事件。 
20「『中華人民共和国刑事訴訟法』の適用に関する最高裁判所の解釈」（法釈〔2012〕21 号）第 1 条（二）7 
第 1 条人民法院が直接受理する自訴事件は、次の各号を含む。 
（二）人民検察院が公訴を提起しておらず、被害者が証明する証拠を有する軽微な刑事事件。 
⒎知的財産権侵害事件（刑法分則第三章第七節が定める。但し、社会秩序と国家利益を重大に脅かす場合は、こ

の限りではない。）。 
21 刑事訴訟法第 108 条第 3 項 公安機関、人民検察院又は人民法院は、通報、告訴及び告発については、これ

をすべて受理しなければならない。自己の管轄に属しない事件については、主管機関に移送して処理させるとと

もに、通報人、告訴人又は告発人に通知しなければならない。自己の管轄に属しない事件であっても、緊急措置

を取らなければならないものについては、まず緊急の措置を取り、その後主管機関に移送しなければならない。 

刑法第 219 条 
 次に掲げる営業秘密を侵害する行為の一つに該当し、営業秘密の権利者に対して、

重大な損害をもたらす場合、3 年以下の懲役又は拘留に処し、罰金を併科し、又は単

科する。特別重大な結果を齎した場合、3 年以上 7 年以下の懲役に処し、罰金を併科

する。 
① 窃取、利益誘導、脅迫その他の不正な手段により権利者の営業秘密を取得する

行為 
② 前項の手段により取得した権利者の営業秘密を開示し、使用し、又は他人が使

用することを許可する行為 
③ 約定に違反し、又は営業秘密の保持に関する権利者の要求に違反し、自己が知

っている営業秘密を開示し、使用し、又は他人がこれを使用することを許可す

る行為 
 前項に掲げる行為を明らかに知り、又は知るべきであるにも拘らず、他人の営業秘

密を取得し、使用し、又は開示した場合、営業秘密の侵害として処理する。 
 本条に言う営業秘密とは、公衆に知られておらず、権利者に経済的利益をもたらす

ことができ、実用性を有し、且つ権利者が秘密保持措置を講じた技術情報及び経営情

報を指す。 
 本条にいう権利者とは、営業秘密の所有者及び営業秘密の所有者の許諾を得た営業

秘密の使用者を指す。 
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法第 172 条22）。その他の事項については、刑事訴訟手続法による。 
 
（ｃ）行政救済 
 行政罰については、反不正当競争法第 21 条に規定がある。 

 
 前述の法改正により、改正前の「情状により 1 万元以上 20 万元以下の過料」から上記罰

金内容へと変更されている。 
 行政救済を主管する行政機関は、商標権侵害と同様に現地の工商局である（反不正当競

争法第 4 条23）24。このため、行政救済の手続は、商標権侵害の行政摘発と類似する。 
 
（ⅳ）営業秘密侵害の例外 

 営業秘密侵害の例外には、例えば、自主研究開発やリバース・エンジニアリングによっ

て営業秘密と同一の情報を獲得する場合等があげられる（司法解釈（2007）第 12 条及び第

13 条25）。 
 
（ⅴ）訴訟における証拠収集手続について 

 営業秘密侵害を含む知的財産権侵害訴訟には、証拠収集に関する以下の規定がある26。 

                                                      
22 刑事訴訟法第 172 条 人民検察院は、被疑者の犯罪事実が確認され、証拠が確実、十分であり、法により刑

事責任を追及しなければならないと認めるときは、起訴の決定を行い、裁判管轄の規定に従って、人民法院に公

訴を提起しなければならず、事件の記録資料、証拠を人民法院に送致しなければならない。 
23 反不正当競争法第 4 条 県クラス以上の人民政府の工商行政管理職責を履行する部門は不正競争行為に対し

摘発をする。法律、行政法規が他の部門による摘発を規定している場合、当該規定に従う。 
24 なお、専利権侵害の主管機関は現地知識産権局（専利法第 60 条）、著作権侵害は現地版権局（著作権法第 48
条）である。 
25 司法解釈（2007）第 12 条 自分で研究開発又はリバース・エンジニアリングなどのルートで獲得した営業秘

密は、反不正当競争法第 10 条（法改正後は第 9 条）第（1）、（2）項に規定される営業秘密侵害行為には該当し

ない。リバース・エンジニアリングとは、技術手段を利用して、公的ルートで入手した製品を分解したり、測

定したり、解析するなどして、製品の関連技術情報を取得することを指す。当事者が不正の手段で他人の営業

秘密を入手した後、リバース・エンジニアリングを理由に自分の行為が合法であると主張する場合、人民法院

は支持しない。司法解釈（2007）第 13 条 営業秘密における顧客名簿とは、公知情報と違って、顧客の名称、

住所、連絡先及び取引習慣、意向、内容などによって構成された顧客の特別な情報である。多くの顧客の情報

が含まれる顧客名簿、及び長期にわたる提携関係を有する特定の顧客などが含まれる。 
 顧客は従業員個人に対する信頼で、従業員の勤務する会社と取引をする場合、当該従業員が退職後、顧客が

自発的に当該従業員または当該従業員の新しい勤め先と取引をすることが証明できれば、不正な手段を採用し

ていなかったと認定すべきである。従業員が元会社と別途約定がある場合は、除外する。 
26 質問票回答によれば、この項目に示す証拠収集等に関する申請が認められるために、①侵害可能性が高いと

の初歩証拠を人民法院に提出する、②収集しようとする証拠の所在と内容、本件審理との関係性等を説明する、

及び③証拠収集の必要性と合理性を説明する、などが必要であると、回答している。 

反不正当競争法第 21 条 
 経営者が本法第 9 条の規定に違反して営業秘密を侵害した場合、監督検査部門は違

法行為の停止を命じ、10 万元以上 50 万以下の罰金を科す。情状が深刻な場合、50 万

元以上 300 万元以下の罰金を科す。 
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（ａ）書類提出命令 
 立証責任を負う当事者は、相手方が保有する書証の提出を命じるよう人民法院に対して

所定の期間内に申請することができる（中華人民共和国民事訴訟法の適用に関する最高裁

判所の解釈第 112 条、専利権侵害に関しては、最高人民法院による専利権紛争事件の審理

における法律適用に関する若干問題の解釈二第 27 条）。 
 
（ｂ）証拠収集 
 「最高人民法院による民事訴訟証拠に関する若干規定」第 17 条27によれば、営業秘密に

関する資料について、当事者は人民法院に証拠収集を申請することができる。当事者が客

観的な原因により自ら収取できない証拠、あるいは人民法院が案件審理のために必要な証

拠に関しては、人民法院が調査収集することができる（民事訴訟法第 64 条第 2 項28）。 
 
（ｃ）証拠保全 
 人民法院は、申請または職権に基づき、適時に確保しなければ滅失する可能性がある証

拠、あるいは今後の取得が難しい証拠等に対して、証拠保全を実施できる（民事訴訟法第

81 条29）。 
 
（ⅵ）訴訟における営業秘密保持について 

 訴訟において、営業秘密に関する資料が証拠として使用された場合であっても、同資料

は公開されない（民事訴訟法第 68 条）30。判決においても、営業秘密に関連する詳細な記

載はなされず（同法第 156 条31）、インターネット上で公開される判決文においても、営業

秘密に関する記載はなされない（インターネット上での裁判文書の公開に関する最高裁判

所の規定第 7 条（四）32）33。 

                                                      
27 「最高人民法院による民事訴訟証拠に関する若干規定」第 17 条 下記の状況の一つに該当する場合、当事者

及びその訴訟代理人は、人民法院に証拠収集を申請できる。 
(一)取り寄せ・修正を申請する証拠は、国家関係機関より保存され、人民法院が職権により取り寄せる必要が

ある資料である 
(二)国家秘密、営業秘密、またはプライバシーにかかわる資料； 
(三)当事者またはその訴訟代理人は客観的な原因で自ら収集できないそのほかの資料 

28 民事訴訟法第 64 条第 2 項 当事者及び訴訟代理人は、客観的な原因で自ら収取できない証拠、または人民法

院が案件審理のため必要である証拠に対し、人民法院は、調査収集することができる。 
29 民事訴訟法第 81 条第 1 項 人民法院は、当事者の申請に応じて、又は職責に基づき、適時に確保しなければ

滅失する可能性がある証拠、又は今後の取得が難しい証拠などに対し、証拠保全を実施することができる。 
30 民事訴訟法第 68 条 証拠は、法廷において提示し、且つ、当事者が相互に質疑しなければならない。国家機

密、営業秘密及び個人のプライバシーに関わる証拠については、秘密を保持しなければならず、法廷において提

示する必要がある場合には、公開の法廷で提示してはならない。なお、この点林達劉グループ北京魏啓学法律事

務所への調査によれば、営業秘密に関する資料は当事者（弁護士等を含む）には開示されるが、司法実務では、

人民法院がこれら当事者に対して秘密保持を命じて情報漏洩を防止する措置を取る、と回答している。 
31 民事訴訟法第 156 条 公衆は法的効力が生じた判決書、裁定書を閲覧することができる。但し、国家機密、

営業秘密及びプライバシーに関する内容はこの限りでない。 
32 インターネット上での裁判文書の公開に関する最高裁判所の規定第 7 条（四） 人民法院は、インターネッ

ト上で裁判文書を公開するとき、次に掲げる情報を削除しなければならない。 
33 質問票回答によれば、当事者は判決の非公開を人民法院に申請でき、人民法院は申請が合理的と判断すれば
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（ⅶ）国境措置 

 営業秘密侵害物品に対する国境措置については、特段の規定はない34。 
 
（ⅷ）域外適用 

中国人による外国での営業秘密侵害行為の実施、外国人による中国での営業秘密侵害行

為の実施、外国人による外国での中国企業に対する営業秘密侵害行為の実施等がなされた

場合に該当する規定が刑法に設けられている（第 6 条～第 10 条）35。 
 
②営業秘密保護に関する運用 

（ⅰ）営業秘密侵害事件の事件数、及び裁判外の紛争解決事例 

 現地の裁判文書データベースを使用して過去 5 年分の営業秘密侵害事件の事件数、及び

仲裁・調停等の裁判外の紛争解決事例について調査を依頼した36。 
 
（ａ）民事事件の事件数 
 営業秘密侵害に関する民事事件数は 263 件であった。そのうち、侵害が認定されたのは

168 件であり、企業の退職者による営業秘密漏洩が問題となったのは 220 件であった。な

お、外国企業を含む外国人に関する件数は 3 件である。 
 
（ｂ）刑事事件の事件数 
 刑事事件数は 63 件であった。そのうち、有罪となった件数は 45 件であり、企業の退職

者による営業秘密漏洩が問題となったのは 31 件であった。なお、外国企業を含む外国人に

関する件数は 4 件である。 
 
（ｃ）行政事件の事件数 
 行政事件に関するデータは公表されないため、事件数は確認できていない。 
 
（ｄ）仲裁・調停等の裁判外の紛争解決事例 
 技術開発・譲渡・ライセンスに関する契約や雇用契約上規定した秘密保持義務の違反に

                                                      
判決を非公開にする、とのことである。 
34 中国知識産権税関保護条例第 2 条によれば、商標権、著作権及び著作権に関わる権利、専利権に対してのみ

規定がある。 
35 http://www.npc.gov.cn/wxzl/gongbao/2000-12/17/content_5004680.htm 
なお、質問票回答によれば、実務において外国人（または外国企業）が中国で営業秘密侵害行為を実施し、処罰

される事例はいくつか確認されているものの、中国人による外国での営業秘密侵害行為の実施、あるいは外国人

（または外国企業）による外国での中国企業に対する営業秘密侵害行為の実施により中国法が適用され中国で処

罰される事例は把握されていない、とのことである。 
36 林達劉グループ北京魏啓学法律事務所による調査に依拠。対象期間は、2012 年 10 月 20 日～2017 年 10 月 20
日の 5 年間とした。 
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ついては仲裁による紛争解決もある。また訴訟係属中の民法院の調停を利用することも可

能である。 
 仲裁や調停による解決は、紛争内容が公開されないことが多いために具体的な件数を把

握しづらいとのことであるが、被告が原告に和解金を支払う形で合意した調停案件が確認

されている（（2012）宁知民初字第 649 号）。 
 
（ⅱ）営業秘密侵害における救済手段の特徴 

 営業秘密侵害事件における救済手続に関して、他の知的財産権侵害と比較して、どのよ

うな特徴があるかにつき、質問票調査の回答を基にして整理した。 
民事・刑事・行政の全ての救済手段に共通することは、営業秘密の非公開性に鑑み、秘

密性の判断及び範囲の確定、証拠収集等における立証が容易でない点があげられる。特に、

権利者自身による証拠収集は困難であるため、人民法院による証拠保全と証拠収集手続が

利用されやすい（方法専利侵害事件と同様）。営業秘密の内容が複雑な技術に関わる場合は、

司法鑑定37や技術調査官が活用される。 
民事救済、刑事救済及び行政救済それぞれの具体的な特徴は以下のとおり。 

 
（ａ）民事救済における特徴 
民事救済を利用するメリットとしては、訴訟前または訴訟係属中に、人民法院に仮処分

の申請が可能であること、損害賠償請求により損失を補償できること、さらには、実際の

被害がなくても、営業秘密の侵害行為を証明できれば救済を受けることができることが挙

げられる38。他方で、権利者の侵害事実の立証責任は重く、営業秘密を証拠として提出した

場合には、人民法院の秘密保持命令によっても、依然として被告による二次漏洩のリスク

は存在している。 
 
（ｂ）刑事救済における特徴 
刑事救済の可能な知的財産侵害事件は、営業秘密侵害、専利偽称、商標権侵害（デッド

コピー）、著作権侵害（海賊版）に限られている。 
公訴による刑事手続が用いられる場合、公安機関は、権利者から提出された初歩的な証

拠（営業秘密の内容、侵害の事実等）に基づいて事件の受理可能性を判断する。その際、

判断主体である公安機関の警察官は、専門的な研修受講を含め特別な資格を有しているわ

けではないことから、必要に応じて司法鑑定機関による鑑定を依頼することもある。 
また、権利者は、刑事救済のために侵害行為の存在・侵害行為により実際の被害が生じ

損害が発生したことを証明しなければならず、この点から事件受理に関するハードルは高

いといえる。なお、刑事救済の場合には、損害賠償を請求できず、損失を補填できない。 

                                                      
37 質問票回答によれば、司法鑑定機関は、司法局より指定した専門鑑定資格を有する機関であり、司法局より

認可された鑑定人が関係技術問題及び知財関連の法解釈について専門的な判断を行うことが期待できるとのこと

である。 
38 米イーライリリー社・イーライリリー（中国）研究開発有限公司と元職員の黄孟煒との間の営業秘密侵害事

件（http://right.workercn.cn/169/201311/28/131128083635516.shtml）等参照 
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その一方で、刑事救済を用いるメリットとしては、証拠収集の観点から、公安機関の協

力が得られることにより当事者の負担が軽減されることが挙げられる。加えて、営業秘密

を証拠として提出した場合、当該情報の相手方への開示範囲については、侵害事実認定の

根拠となる証拠部分（すでに漏洩した営業秘密）に限定することが可能であるため、民事

救済に比べて二次漏洩のリスクは高くはないといえる。 
 
（ｃ）行政救済における特徴 
行政救済を用いるメリットとしては、実際の被害が生じていなくても、侵害行為の初歩

的な証明をもって救済を受けられる点である。また、証拠収集においても工商局の協力が

得られることで当事者の負担が軽減される。なお、営業秘密を証拠として提出した場合に

おける二次漏洩リスクについては、刑事救済と同様である。 
他方で、工商局においては、模倣品による商標侵害事件は多く取り扱われるものの、営

業秘密侵害事件に関しては実務上不慣れであることから、事件の受理には消極的であると

されている。なお、侵害有無の判断主体である工商局の担当官は、公安機関の警察官と同

様、特別な資格を有しているわけではないため、必要に応じて司法鑑定機関による鑑定意

見を要請することが可能である。 
 
（ⅲ）訴訟における主な争点について 

 営業秘密侵害事件の訴訟における争点について、質問票調査の回答を基にして整理した。

具体的には「秘密管理性」や「営業秘密該当性」等が主な争点となる。 
 
（ａ）秘密管理性について 
 前記「①（ⅱ）営業秘密等の定義」で述べた通り、権利者が秘密保持措置を取ったかど

うかの判断基準は、司法解釈（2007）第 11 条39に規定されている。そして、同条に列記さ

れた行為のいずれか一つを満たせば秘密保持措置を取ったと認定される。実務でよく見ら

れる秘密保持措置としては、「秘密表示を付ける」、「営業秘密に接触できる内部従業員また

は外部関係者との間で秘密保持契約を締結する」、「社内において秘密保持制度、秘密情報

取扱方法を構築・整備する」等がある。 
 
（ｂ）営業秘密該当性について 
 前記「①（ⅱ）営業秘密等の定義」で述べた通り、営業秘密の該当性は、秘密管理性の

他に、非公知性及び有用性の 3 要件から構成される。 
 非公知性については、例えば、原告が主張した営業秘密の内容に対して、被告から教科

書、論文、専門雑誌、専利文献、カタログなどを公知の証拠として提出して、双方の主張

と証拠に基づいて、原告の主張する営業秘密の内容がすでに公知のものといえるかが判断

される。有用性については、例えば、原告の主張するクライアント名簿が営業秘密に該当

するかが、当事者双方の主張と証拠に基づいて判断されることになる。 
                                                      
39 前掲注 13 
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 営業秘密該当性が認められると、以下（ｃ）において説明するとおり、営業秘密への接

触があったこと、当該営業秘密への類似性、及び出所についての合理性、が判断される。 
 
（ｃ）接触の有無、情報の類似性、情報の合理的出所の有無について 
 営業秘密への接触の機会の有無については、例えば被告と原告会社の退職者との間に関

係があったかどうかにつき、双方の主張と証拠に基づいて判断される。さらに、問題とな

る営業秘密の類似性（原告の主張する営業秘密と被告の使用する情報との類似性）は、技

術対比等を通じて判断される。また、被告の使用する情報が合理的な出所を有するものか

否かに関しては、被告自らが開発したものか、あるいは他の合法的なルートで入手したか

どうかについて証拠の提出をもって判断される。 
 
（ⅳ）外国企業が中国に進出する際の実務上の留意点 

 外国企業が中国に進出する際に、営業秘密侵害事件に関する留意点について、質問票調

査の回答を基にして整理した。 
 
（ａ）営業秘密侵害事件に巻き込まれないために 
 前述のとおり、営業秘密侵害に係る法律規定としては、反不正当競争法第 9 条（営業秘

密侵害行為類型）、司法解釈（2007）第 9 条～第 17 条（侵害認定要件に関する解釈等）、刑

法第 219 条（営業秘密侵害の罰則規定）などがある。従って、日本企業が中国進出する際

には、これらの関連規定を十分に把握して必要な対策を講じる必要がある。 
 また、中国に進出した日本企業が現地従業員との間で労働契約を締結する際には、営業

秘密漏洩防止の観点から、「会社の営業秘密に対し、秘密保持義務を有する」旨を同契約に

規定しておくべきである（労働契約法第 23 条40）。 
 
（ｂ）訴訟手続における留意点 
 営業秘密侵害訴訟において、以下に示す外国企業に特有の手続要件は留意すべきである。 
 ・営業秘密侵害事件を含む知財関連訴訟では、外国における資料または証拠（委任状、

法定代表者の身分証明及び登記簿の謄本等を含む。）については、必ず公証・認証の手

続を経なければならない（「民事訴訟における証拠に関する最高裁判所の若干規定」

（法釈〔2001〕33 号）第 11 条）。 
 ・開廷審理を傍聴するためには、外国当事者は人民法院に事前に申請する必要がある（例

えば、北京では、「公民が公開で開廷審理をする事件を傍聴することに関する北京市高

級裁判所の規定」）。 

                                                      
40 労働契約法第 23 条 使用者と労働者は、労働契約の中で使用者の営業秘密保持及び知的財産権に関する秘密

保持事項について約定することができる。 
秘密保持義務を負う労働者に対して、使用者は労働契約又は秘密保持協議の中で労働者と競業制限条項を約定

し、かつ労働契約を終了又は解除した後、競業制限期間内に月極で労働者に支払う経済補償について約定するこ

とができる。労働者が競業制限の約定に違反した場合は、約定に基づき使用者に違約金を支払わなければならな

い。 
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 ・裁判に関する全ての文書と証拠は中国語でなければならない（「民事訴訟における証拠

に関する最高裁判所の若干規定」（法釈〔2001〕33 号）第 12 条）。 
 
（ｃ）営業秘密と周辺事項との関係 
（ア）国家秘密と営業秘密の関係について 
 国家秘密と営業秘密の関係については、以下に整理する。 
・中国において国家秘密とは、「国家安全と利益と関連し、法定手続に基づき確定され、一

定の期間内に特定範囲の人員に限られる事項を指す。」と定義されている（国家秘密保護

法41及び同法の実施条例42）。 
・国家秘密及びその秘匿度合の具体的な範囲については、国家秘密保護行政管理部門と外

交、公安、国家安全及びその他中央関係機関により規定され、軍事関係の国家秘密及び

その秘匿度合の具体的な範囲については、中央軍事委員会より規定される。 
・従って、国家秘密は、国家機関及び国有企業とは関連するものの、そもそも日本企業を

含む外国民間企業の営業秘密が国家秘密とされる可能性は低いといえる。仮に、企業が

中国国家秘密と接触する場合には、開示機関または相手企業の要求に応じて秘密を保持

しなければならない。また、国家秘密が営業秘密に該当すれば、その国家秘密は反不正

当競争法で保護を受けることになる。 
 
（イ）医薬品の臨床試験データと営業秘密の関係について 
 中国国家食品薬品管理監督局（CFDA）に対する医薬品認証に際しては、臨床試験データ

の保護が認められている。この臨床試験データの保護と反不正当競争法による営業秘密保

護との関係について、以下に整理する。 
・臨床試験データは営業秘密としての側面があるため、当該情報の保有者は、対外開示し

ない限り反不正当競争法の保護を受け、営業秘密としても保護される。よって、当該情

報の保有者は、当該情報が侵害された場合、反不正当競争法に基づき、救済を受けるこ

とができる。 
・一方で、臨床試験データは薬品の安全と効果の認定と密接に関係し、社会公衆の利益と

も関連する。CFDA は、医薬品業者と社会公衆の利益のバランスを図るため、臨床試験

の基本情報は開示するものの、試験データは公開しない。 
・また、CFDA に提出される臨床試験データに関して、中華人民共和国薬品管理法実施条

例第 34 条43には、国家は未公開の試験データに対して保護を実施し、いかなる人も未公

開のデータを不正にビジネス利用できない、と規定されている。従って、当局及びその

従業員により、関連データが不正に利用または漏洩されれば、当局等がその責任が負わ

なければならない。 
 以上により、臨床試験データは反不正当競争法により営業秘密として保護を受けると共

に、中華人民共和国薬品管理法実施条例により未公開の試験データとして保護を受けるこ

                                                      
41 http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=313396 
42 http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=442911 
43 http://www.cjpi.org.cn/zryyxxwjp/flfg/ypflfg/webinfo/2017/04/1492936747043225.htm 



- 42 - 

ともできる。 
 
（ⅴ）営業秘密保護に関する法制度の国内的評価 

 中国における営業秘密保護に関する法制度の自国評価（整備状況、改善点等）について、

質問票調査の回答を基にして整理した。 
 中国においては、かつては訴訟における侵害行為の立証が難しいこと、営業秘密の二次

漏洩に関する問題があったが、現在は、証拠保全等を通じて権利者の立証責任が軽減され、

秘密保持命令等により営業秘密を保護する方向に改善されているとの認識を持っていた。 
 一方で、ビッグデータの普及や人工知能の発展に伴って、将来的にクライアントリスト

等の営業秘密の保護に限界が生じ、救済手段等に関して法制度が後追いになっていること

に対する懸念あった。今後は、こうした技術の進歩に対応するために営業秘密保護に関す

る制度の見直しも十分予想され、法制度の動向を見守る必要がある。 
 
 
（２）フィリピン 

①営業秘密保護に関する法制度 

（ⅰ）営業秘密保護に関する法制度の概要 

 フィリピンでは、営業秘密に関する個別の保護法令は有していないものの、知的財産法

のほか、各種法令・規則等において保護規定が存在する44。 
 
法律・規則等 関連する規定 
知的財産法 
（共和国法第 8293 号） 

第 4 条 1 「知的財産権」は以下から構成される。 
(a)著作権と隣接権 
(b)商標・サービスマーク 
(c)地理的表示 
(d)意匠 
(e)特許 
(f)集積回路のレイアウトデザイン 
(g)非開示情報の保護 

改正刑法 第 230 条は、私人の秘密が公務により知られるところとなっ

た場合に、公務員による私人の秘密の暴露を処罰することを

規定する。 
第 291 条は、職権乱用による情報開示を罰し、以下を規定す

る。 

                                                      
44 フィリピン最高裁判所でも、営業秘密の私的な性質を認識し、所有権としての保護の資格を与えている。

William Ollendorf v. Ira Abrahamson 事件（G.R.No.13228(1918 年 9 月 13 日)）など。 
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マネージャー、従業員又は使用人が、その組織の長や雇用者

の秘密を、その地位において知り、開示した場合は、禁固及

び 500 ペソを超えない罰金が科される。 
第 292 条は、産業上の秘密の開示を以下の通り罰する。 
製造・産業施設の責任者、従業員、作業員が、秘密所有者の

産業上の秘密を開示することにより損害を生じさせた場合

は、矯正のため 6 ヶ月 1 日以上 4 年 2 ヶ月以下の懲役、及び

500 ペソを超えない罰金が科される。 
消費者法 
（共和国法第 7394 号） 

第 40 条(f)は以下を規定する。 
営業秘密として保護に値する方法又は工程に関する情報につ

いて、自らの利益のためにこれを使用する行為、又は消費者

法に基づく司法手続に関連する場合に当該部門又は裁判所以

外に当該情報を開示する行為は禁止される。 
第 41 条(a)は以下を規定する。 
第 40 条の規定のいずれかに違反する者は、有罪判決によっ

て、裁判所の裁量により、1 年以上 5 年以下の懲役若しくは 5
千ペソ以上 1 万ペソ以下の罰金又はその懲役及び罰金の両方

が科せられる。法人によって犯罪が行われた場合は、取締役

会会長、社長、部長又はパートナー及び／又はその責任者が

処罰される。 
1997 年国家歳入法（税

法） 
（共和国法第 8424 号） 

第 270 条は、内国歳入局（BIR）の役人又は従業者が、納税者

の事業、収入若しくは不動産に関する情報、製造者若しくは

生産者の秘密、運営、流儀、作業、若しくは装置に関する情

報、又は納税者の事業に関する秘密情報その他その公務の遂

行において得られた知識について、何人に対しても漏らした

場合、又は法律によって規定される以外の態様で開示した場

合には罰せられる、ことを規定する。 
第 278 条は不法な手段を用いて営業秘密の漏洩を斡旋する行

為を禁止し、以下の罰則を設ける。 
納税者の事業、収入、相続財産に係る秘密情報、または当該

役職員が業務の遂行過程で入手した知識、または不法な情報

漏洩を歳入局の役職員に対して斡旋した者、及び所得税申告

における収入、利益、損失、支出の情報について公表または

出版等その他法律に規定されない手法により開示した者は、

2、000 ペソを超えない罰金か、（中略）6 ヵ月以上 5 年以下の

懲役、またはその両方が科される。 
証券規制法 
（共和国法第 8799 号） 

第 66 条 2 項は以下を規定する。 
本法におけるいかなる規定も、委員会に提出された申請、報
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告、資料における営業秘密や過程についての開示を要求する

ものと解釈されず、また委員会に対して要求する権限も与え

ない。 
企業再生を管理する暫

定規則 
第 4 条第 3 規則は以下を規定する。 
裁判所は、申請または自らの裁量に基づき、債務者に帰属す

る営業秘密、その他の秘密調査、開発、商業情報の保護を命

じることができる。 
1990 年有毒物質と有害・

核廃棄物管理法 
（共和国法第 6969 号） 

第 12 条は以下を規定する。 
公衆は、提出された安全データ、環境への排出・放出データ

を含む、化学物質と混合物に関する記録、報告、情報を入手

する権利を持ち、そうした資料は検査や複写のために通常の

業務時間内に入手できなければならない。ただし、営業秘密

や生産・販売データ、もしくは生産者、処理者、販売者に特

有な方法、生産、過程、もしくは生産者、処理者、販売者の

競争的な地位に悪影響を与える可能性がある情報は除かれ

る。環境天然資源局は、化学物質や混合物に被曝した人の医

療診断や治療を目的として情報が必要とされる場合、医療研

究機関や科学機関に対し、秘密性が主張される情報を公開す

る。 
職業開始フィリピン法

（共和国法第 10869 号） 
第 13 条(f)は以下を規定する。 
職業開始研修生の義務及び責任の一つは、研修の過程におけ

る研修生の知識になったいかなる事業又は営業秘密を明らか

にしてはならないことである。 
1998 年下流石油産業規

制緩和法 
（共和国法第 8479 号） 

第 15 条(g)は以下を規定する。 
この法の下では、エネルギー省の長官は、長官によって得ら

れた公共の利益になるような情報は、随時公表し、議会に報

告し、追加の立法勧告を提出し、その報告及び決定を公衆に

提供する権限を有する。他方で、この法律は、長官が、その

ような情報が秘密に維持され、正式な法執行目的のためにの

み使用されるような法律機関の役人による事前認定に基づ

き、当該情報を複数の適切な法執行機関の役人ら及び従業者

ら又はいかなる法執行機関の役人又は従業者に開示する場合

を除き、いかなる個人又は団体から得られ、特権又は秘密で

あるようないかなる営業秘密、商業的又は財務的情報も公表

する権限を有しないと明示的に述べている。 
1994 年デュアルトレー

ニングシステム法 
（共和国法第 7686 号） 

第 11 条(f)は以下を規定する。 
この法に基づき、研修生は、研修の過程で知った事業又は営

業秘密を明らかにしない義務を有する。 
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フィリピン造船及び船

舶修理部門を強化する

2006 年大統領令第 588
号 

第 3 条は以下を規定する。 
この大統領令は、それぞれの営業秘密を効果的に保護する合

理的な雇用政策を採用するために、造船及び船舶修理に従事

する正当に登録された企業の権利を認めている。 
科学技術省（DOST）知的

財産庁（IPO） 共同行政

令第 002-10 号、又は、共

和国法第10055号の実施

規則 

規則 3(cc)(v)は以下を規定する。 
この規則は、「技術移転議定書」で定義された営業秘密及び他

の類似秘密情報を管理する方針及び手続を含む。 
 
規則 12、第 2 章は以下を規定する。 
この規則は、未公開情報の保護は、次の規定によって律せら

れるべきと規定している：（a）未公開情報の保護は、制度に

よって定められたものでなければならない。研究開発機関又

は組織（RDIs）は、未公開情報保護のための仕組みを定める

よう指示されている。（b）RDIs が、何らかの知的財産が未公

開情報として保護されるべきであると確信している場合、

RDIs は、政府資金調達庁（GFA）に書面で通知し、GFA は認

可を判断する。GFA は、RDIs に対して知的財産保護のために

何らかの出願を提出することを義務付けることはできない、

及び（c）RDIs は、GFA の要求により、未公開情報として保

護される知的財産に関する定期的な報告を継続して提出しな

ければならない。 
 
（ⅱ）営業秘密の定義 

 営業秘密を定義する制定法は存在しないが、Air Philippines Corporation vs. Pennswell Inc.
事件45等を通じて最高裁判所により「一般に知られておらず、公衆に容易に解明できない

状態から経済的な価値を導くもの」と定義されている46。 
 また、知的財産法第 4 条 1 において「非開示情報」は、以下の情報と規定されている（自

発的ライセンス許諾に関する規則第１部）。 
（1）全体又はその構成要素の正確な構成及び組立において、問題となる情報の種類は通常

扱う関係分野の人間によって、一般に知られていないか、又は容易に入手できない秘密

                                                      
45 G.R.No.172835（2007 年 12 月 13 日） 
46 Air Philippines Corporation vs. Pennswell Inc.事件では、営業秘密を具体的に以下のように定義している。 
(1)その所有者と、打ち明けられる必要のある従業員のみに知られる計画、過程、道具、構造又は複合物 
(2)特許を受けていないが商業的価値を持つ商品の組合せの中でそれを使用する特定の個人のみに知られる秘密

公式又は過程 
(3)(a)事業で使用するか又は(b)当該情報を保有しない競争相手に対し優位を得る機会を雇用者に与えるような何

らかの公式、様式、装置若しくは情報の編集 
(4)事業の中で継続的使用が意図されている過程又は装置（例としては機器又は公式だが、価格表、カタログ、

特定の顧客リストを含む）。また、Cocoland Development Corporation v. National Labor Relations Commission 事件

（G.R.No.9845, July 17, 1996）では、使用者が、技術、方法、数式等が営業秘密であると決定しても、営業秘密

にあたるかは、これまで司法で判断された基礎的要件を持つ必要がある、と判示している。 
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であること 
（2）秘密であることに商業的価値があること 
（3）情報を合法的に管理している者によって、その事情の下では、それを秘密にする合理

的な措置が講じられていること。 
 
（ⅲ）営業秘密侵害の救済手段 

 営業秘密侵害は、民事・刑事のそれぞれの場面において救済される。 
（ａ）民事救済 
 営業秘密の無許可取得又は使用に対して差止め請求ができる（Air Philippines Corporation 
vs. Pennswell Inc.事件47など）。差止めを得るためには、権利者に「重大かつ回復不能な損害」

が必要である（Modified Rules and Regulations on Administrative Complaints, as amended, Rule 
5, Section 4(d)／改正行政申立に関する規則第 5 条 4 項(d)）。「重大かつ回復不能な損害」に

ついては、「実際的、実質的、かつ明白である損害」と定義されている（Power Sites and Signs, 
Inc. v. United Eon 事件48）。 
 加えて、回復不能な損害の発生を防止するために、本案訴訟の係属中に仮差止め命令／

仮制限命令も請求できる（Rules of Court, Rule 58／裁判所規則第 58 条）。この点、最高裁判

所は仮差止めに関する以下の要件を示している。（Spouses Ngo, et al., v. Allied Banking 
Corporation 事件49）。 
・申請人が保護されるべき明確かつ誤りようのない権利、すなわち、実在する権利を有す

ること、 
・そのような権利の重要かつ実質的な侵害があること、 
・申請人に対する回復不能な損害を防止するために、一又は複数の差止令状を発行する緊

急の必要性があること、及び 
・回復不能な損害の困難を防ぐために、他の通常の迅速かつ適切な救済が存在しないこと。 
従って、営業秘密侵害が認められる場合には実際に損害を被っていなくとも、重大かつ

回復不能な被害を受ける可能性があることを示せば足りる。 
営業秘密の無許可取得又は使用に対しては、損害賠償が請求できる（Fitts v. Kimes Food 

International, Inc.事件50など）。 
 
（ｂ）刑事救済 
 前記「（ⅰ）営業秘密保護に関する法制度の概要」に記載の表のとおり、改正刑法第 230
条、消費者法第 40 条(f)、消費者法第 41 条、及び税法第 270 条などに営業秘密保護に関連

する規定がある。原則として適用の要件として権利者が実際に損害を被っていることまで

は必要とされないが、消費者法第 40 条(f)に関しては、消費者法の趣旨に鑑み、実際に権利

者に損害が生じている必要がある。消費者法第 41 条は、食品、医薬品、化粧品、及び装置

                                                      
47 前掲注 46 
48 G.R.No.163406,November 24,2009 
49 G.R.No.177420,October 6,2010 
50 IPO Decision No.16-03,February 10,2016 



- 47 - 

に関連する営業秘密のみ適用できる。この点、例えば特許侵害であれば、侵害行為の繰返

しによってのみ犯罪とみなされるところ（知的財産法第 84 条51）、営業秘密侵害は、この

ような要件はない。 
 
（ⅳ）営業秘密侵害の例外 

 営業秘密侵害の例外について判断を示した最高裁判決は確認されていない52。 
 
（ⅴ）訴訟における証拠収集手続について 

 証拠収集に関しては、知的財産権事件の手続規則53、及び裁判所規則による54。 
 
（ⅵ）訴訟等における営業秘密保持について 

 公判前の準備書面に営業秘密を含む場合は、審理の非公開を要請することができる（知

的財産権事件の手続規則 6 第 1 項(k)55）。最高裁判所及び知的財産庁の決定においては、営

業秘密の詳細は公表されないことが確認されているものの（Chavez v. Presidential 
Commission on Good Government 事件56）、裁判所が所定の理由で開示が不可欠と判断した場

合には、営業秘密情報の開示を強制することができる（Air Philippine Corporation v. Pennswell, 
Inc.事件57）。 
なお、当事者は、営業秘密に接することができる知的財産庁長官、裁判所裁判官、及び

彼らに正当に任命された職員に対して、営業秘密を保護するためのイン・カメラ手続を要

求できる（Almonte v. Vasquez 事件58）。もっとも、後述する知的財産庁における調停手続で

は厳格な秘密保持義務が課せられており（改正 2010 年知的財産庁令第 154 号、第 9 項）、

知的財産庁における仲裁手続においても、当事者は提出する全ての情報の秘密保持義務を

要求できる（2011 年知的財産庁令第 61 号、第 52 項(b)）。 
 
（ⅶ）国境措置 

                                                      
51 知的財産法第 84 条 侵害者に不利な裁判所の判決の確定の後において、侵害者又は侵害者と共謀する者が反

復して侵害をする場合は、それらの者は、損害賠償のための民事訴訟の提起に影響することなく当該行為につい

て刑事上の責任を有するものとし、有罪判決に基づいて、裁判所の裁量により、6 月以上 3 年以内の懲役若しく

は 100、000 ペソ以上 300,000 ペソ以下の罰金又はその両方に処せられる。本条に規定する刑事訴訟は、罪を犯

した日から 3 年で時効とする。 
52 質問調査回答によれば、フィリピン知的財産庁（IPO）に提出された行政申立ておいて、IPO は、営業秘密と

は異なり特許は独立した発見からも保護を享受できる旨見解を示していることを踏まえると、自主研究開発は営

業秘密侵害を構成しないと考えられるとの言及があった。 
53 A.M. No. 10-3-10-SC 
54 裁判所規則 23 条ないし 28 条によれば、当事者は、文書又は物の提出、又は査察、宣誓供述、当事者に対す

る質問手続等を裁判所に要請することができるとしている。この点、質問票回答によれば、相手方当事者は当該

要請に対して①要求事項が明らかに不適格で重要性を欠くか無関係であること、②秘匿特権があること、③要求

が迷惑行為であることのうち、いずれかの要件を満たせば 30 日以内に異議申立てが可能とのことである。 
55 A.M. No. 10-3-10-SC 
56 299 SCRA 744 (1998) 
57 前掲注 45 
58 G.R. No. 95367, May 23, 1995 
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 営業秘密侵害物品に対する国境措置に関する明文規定はない59。 
 
（ⅷ）裁判外の紛争解決手続について 

 知的財産庁は、代替的紛争解決手続として、調停手続のための手続ルール（改正 2010 年

知的財産庁令第 154 号）、及び両当事者の同意を前提にした仲裁手続のための手続ルール

（2011 年知的財産庁令第 61 号）を発行している。 
 
（ⅸ）域外適用 

 営業秘密保護に関する規定の域外適用については確認されていない。 
 
②営業秘密保護に関する運用 

現地の裁判文書データベースを使用して過去 5 年分の営業秘密侵害事件の事件数、及び

仲裁・調停等の裁判外の紛争解決事例について調査を依頼した60。 
 

（ⅰ）営業秘密侵害事件の事件数 

訴訟において、営業秘密が論点にあがった事例のうち、民事事件は 5 件、刑事事件は 0
件であった。5 件の民事事件はいずれも外国人又は外国企業は関係していない。 
 
・Fitts v. Kimes Food International, Inc.事件61 
 営業秘密の不正使用の申立てに関して、知的財産庁は、営業秘密と特許情報との関係に

ついて、営業秘密の商業的価値は非公開情報が秘匿されることにあって、営業秘密の開示

は権利行使の可能性を損なうものであるとした。他方で、特許出願には、十分な情報開示

が不可欠であることを前提に、特許は発明者に限られた期間、他者が当該発明を実施する

ことを排除する権利を与えることと引き換えに、当該発明に関する詳細かつ実現可能な情

                                                      
59 なお、「ＡＳＥＡＮ諸国における知的財産侵害物品の水際取締り等実態調査報告書」三菱 UFJ リサーチ＆コン

サルティング（平成 20 年 3 月）によれば、その他の知的財産権侵害品の国境措置については、関税局の税関行

政命令 No.6-2002 により、次の侵害物品の輸入が禁じられていることが確認されている。 
1）知的財産法に従い知的財産庁によって登録された商標又は商号を、登録者又はその正式な代理人の承諾や同

意なくして複製もしくは活用するもの。 
2）所轄官庁によって定められた周知の商標を、権利保有者又はその正式な代理人の承諾や同意なくして複製も

しくは活用するもの。 
3）登録されているか否かを問わず、商標を持つ商品との間で、不公正な競争があると司法上決定されたもの。 
4）発表されているか否かを問わず、著作権の存在する作品の複製または類似品を構成するもの。 
5）特許権利者またはその正式な代理人の承諾や同意なくして、知的財産法によって正式に特許を認められた機

械、品物、製品、材料の実質的なシミュレーションであると提示するもの。 
6）輸入商品と他者の商品の提携、連携、関連性に関して、誤ったもしくは誤解を招くような記述、シンボル、

または混同、誤解、偽装を招く恐れのあるラベル。または、その性質、特性、品質、原産地を不当表示するも

の。 
60 ラジャ・タン法律事務所による調査に依拠。対象期間は、2012 年 10 月 20 日～2017 年 10 月 20 日の 5 年間と

した。 
61 前掲注 50 
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報を開示することを要求するものであることを述べた。 
その上で、本件のように特許出願に含まれる情報の中に営業秘密が存在する場合には、

営業秘密の侵害行為は成立しないとしてその申立てを却下した。 
 
・Philippine Associated Smelting and Refining Corporation v. Lim 事件62 
 株主の監査請求に対する仮差止の申立てに関して、最高裁判所は、営業秘密やその他の

知的財産権の保護の観点から、当該監査請求が企業の法的権利を侵害するものであること

を立証した場合において認められる旨を判示した。本件監査請求に関しては、悪意に基づ

く証拠はなく企業がその立証責任を果たせなかったために、差止申立ては認められなかっ

た。 
 
・Century Properties, Inc. v. Babiano 事件63 
雇用契約における非関与条項の有効性に関して、従業員の雇用中及び退職直後における

競合他社への移籍には営業秘密の漏洩のおそれがあるとして、最高裁判所は雇用契約にお

ける非関与条項の有効性を支持した。その上で、従業員たる Babiano への報酬の未払いは

正当化されると判示した。 
 

・Willaware Products Corporation v. Jesichris Manufacturing Corporation 事件64 
被上訴人は、上訴人が自社のプラスチック製の自動車部品と同様の製品を製造、流通及

び販売したことは不正競争にあたるとして、差止・損害賠償請求をした。被上訴人は、両

者の事務所の物理的な近さ、被上訴人の従業員の一部が上訴人会社に移籍したという事実

から、上訴人が被上訴人の製品、特にプラスチック製自動車部品に関する営業秘密を取得

したと主張した。 
最高裁判所は、民法第 28 条に基づく「不正競争」には、競合他社の営業秘密を利用する

行為を含むと位置付けたうえで、競争を「不公平」と判断するためには、当該競争が（1）
競合他社又は営業の競争相手に対する損害に関係し、（2）「良心に反して」、「司法の精神に

反して」行われたこと、又は「不法な行為に関係する」ことが必要であるとした。これら

の要件には、暴力、脅迫、詐欺、策謀又はその他の不当、暴虐的若しくは高圧的な方法に

よるものを含むとした。 
本件においては、第一に、両当事者が競合他社又は営業競争相手であり、上訴人はプラ

スチック製自動車部品の製造をしていること、第二に、上訴人が被上訴人の元従業員を勧

誘・転籍させて雇用し、意図的に被上訴人の営業秘密を知得のうえで製品を模倣し、被上

訴人の顧客にその製品を販売していたことを認め、そのような行為は明らかに「良心に反

した」不正競争行為に該当すると判断した。 
 

                                                      
62 G.R. No. 172948, October 5, 2016. 
63 G.R. No. 220978, July 5, 2016. 
64 G.R. No. 195549, September 3, 2014. 
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・Dipad v. Spouses Olivan 事件65 
 所得税申告の機密性に関して、最高裁判所は、税法第 270 条は、フィリピン国内歳入庁

（BIR）の従業者が納税者の営業秘密を漏洩することを禁止する規定であると述べた。た

だし、その例外として「長官によってなされた可能性がある申告及びその修正の内容は、

長官の事務局に提出されなければならず、これは公的記録を構成し、公開されなければな

らない」（税法第 71 条）ことにも言及した。 
 
（ⅱ）民事救済における主な争点について 

 営業秘密侵害事件における主な争点は、「営業秘密性」である。例えば、ある技術につい

て、公衆が容易に入手でき、あるいは特許出願されてその主題が公表されている場合には、

当該情報は、営業秘密ではないと裁判所や知的財産庁では判断されている（Cocoland 
Development Corporation v. NLRC 事件66、Fitts v. Kimes Food International, Inc.事件67など）。 
 
（ⅲ）外国企業がフィリピンに進出する際の実務上の留意点 

 外国企業がフィリピンに進出する際、企業の営業秘密を保護するための留意点について、

調査回答によれば、従業員との雇用契約において、非親交条項、及び非競合条項又は非関

与条項を設けることが有効であり、その有効性はフィリピン最高裁判所でも支持されてい

るとのことであった。 
 
（ａ）非親交条項 
 特定の条件において従業者を異動もしくは解雇できる規定である。同条項の有効性を支

持した最高裁判決を以下に示す。 
 
・Duncan Association of Detailman-PTGWO v. Glaxo Wellcome Philippines, Inc.事件68 
最高裁判所は、企業は、自社の従業員と競合他社の従業員との関係において、現在また

は将来的に利害相反が生じる場合には、自社の従業員を別の部署に異動あるいは解雇する

ことを認める、雇用契約における非親交条項の有効性を支持した。企業は、営業秘密、製

造方式、マーケティング戦略、及びその他の機密情報を競合他社から守る権利があり、 競
合他社の従業員との個人的関係または婚姻関係を禁ずることは、このような関係性によっ

て会社の利益が損なわれる可能性がある状況の下では合理的であると判断した。 
 
（ｂ）非競合条項又は非関与条項 
 退職直後の競合他社への転職を禁止する規定である。同条項の有効性を支持した最高裁

判決を以下に示す。 

                                                      
65 G.R. No. 168771, July 25, 2012. 
66 G.R. No. 98458, July 17, 1996. 
67 前掲注 50 
68 G.R. No. 162994, September 17, 2004. 



- 51 - 

 
・Century Properties, Inc. v. Babiano 事件69 
 雇用契約における非競合条項に関して、最高裁判所は、競争の激しい市場における営業

秘密保持の観点から、自社の従業員の雇用中あるいは雇用直後における競合他社への自由

な移籍を許可しない非競合条項は合理的であると判示した。 
 
・Tiu v. Platinum Plans Philippines, Inc.事件70 
 雇用契約における非関与条項に関して、最高裁は、競争の激しい市場における営業秘密

保護の観点からは、特にシニア・アシスタント、ヴァイス・プレジデント及び地域運営責

任者等が退職直後に競合他社に従事することに懸念を示し、非関与条項に時間・取引・場

所に関する合理的な制限が示されている限りにおいては、当該条項は取引を抑制するから

といって必ずしも無効にはならないと判断した。 
 
（ⅳ）営業秘密保護制度に対する国内的評価 

フィリピンにおける営業秘密保護に関する法制度の自国評価（整備状況、改善点等）に

ついて、質問票調査の回答を基にして整理した。 
フィリピンにおいては、裁判例こそ多くないものの、営業秘密の国内的保護は図られて

いるという認識であった。また、特徴的な事項として、憲法上、国民は国民の関心の高い

情報について国家に対し情報開示請求を行う権利を有していることが挙げられるが、対象

となる情報に営業秘密が含まれている案件は未だ無いとのことである。 
 
 
（３）インドネシア 

①営業秘密保護に関する法制度 

（ⅰ）営業秘密保護に関する法制度の概要 

 営業秘密法（営業秘密に関する 2000 年 12 月 20 日付け法律第 30 号）で保護される。そ

の他、刑法71や競争法72においても営業秘密保護に関連する規定がある。 
 
（ⅱ）営業秘密の定義 

                                                      
69 前掲注 63 
70 G.R. No. 163512, February 28, 2007. 
71 刑法第 322 条 その現在若しくは先の事務所又は職業のいずれかの理由で、秘密を保持する義務を負ってい

る秘密を故意に暴露する何人も、最長 9 か月の懲役（収監）又は最高 600 ルピアの罰金の対象となる。 
刑法第 323 条 その者が雇用されている又はかつて雇用されており、その秘密が課されている、商業、工業、又

は農業の企業の詳細を故意に暴露する何人も、最長 9 か月の懲役又は最高 600 ルピアの罰金の対象となる。 
72 競争法第 23 条 起業家は、会社の秘密に分類されている彼らの競合相手の事業活動の情報を得るために他の

当事者と共謀し、それによって不公正な事業競争を生じることが禁止されている。 
競争法第 38 条第 3 項 事業競争管理員会は、起業家から取得された会社の秘密として分類されている情報の秘

密性を保持することが義務付けられている。 
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 営業秘密法第 1 条第 1 項において定義されている。 

 
 保護範囲等については同法第 2 条、第 3 条において規定がある。 

 
 営業秘密の所有者が営業秘密侵害に対して民事救済や刑事救済を求める場合には、所有

する情報／方法が、営業秘密法第 2 条で規定する営業秘密の保護範囲に含まれること、及

び同法第 3 条に規定する①秘密である、②経済的価値を有する、及び③秘密性が維持され

ている、の 3 つの要件を満たすことを立証する必要がある。 
  

営業秘密法第 1 条  
営業秘密とは、一般に公表されていない技術又は事業分野での情報で、事業分野におい

て利用でき経済的価値を持つものであって、営業秘密の所有者によって秘密が守られて

いるものをいう。 

営業秘密法第 2 条  
営業秘密の保護の範囲は、技術及び／又は事業の分野における、経済的価値を有し、一

般に公衆に知られていない、生産の方法、処理方法（調製）、販売方法、又は他の情報を

含まなければならない。 
 
第 3 条 
その情報が秘密であり、経済的価値を有し、かつ必要な努力により秘密が維持される 
場合には営業秘密は保護を受ける。 
第 2 項 情報は、特定の当事者によってのみ知られているか、又は一般的に公衆によっ

て知られていない場合、秘密情報とみなされる。 
第 3 項 情報の秘密性が商業的活動又は事業活動を遂行するために使用され得るか、又

は経済的に利益を改善することができる場合、情報は経済的価値を有するとみなされ

る。 
第 4 項 情報の秘密性は、所有者又は情報を管理する当事者が必要かつ適切な努力を追

求していた場合に、維持されているとみなされる。 
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（ⅲ）営業秘密ライセンス契約の登録 

 営業秘密に関するライセンス契約については、同法第 8 条及び第 9 条において規定があ

り、インドネシア知的財産総局（DGIP）に届出をして登録するものとされる。 

 
 営業秘密に関するライセンス契約は、その情報が DGIP に登録され、公報で公開される

ことになる。もっとも、営業秘密の詳細については登録する必要はなく、管理上の情報の

みで足りることとされている。また、営業秘密法第 9 条第 3 項に基づき、営業秘密ライセ

ンス契約の登録に関する実施規則を定めるとされているが、このような実施規則は制定さ

れておらず、実際の運用については不透明であるとのことである73。 
 
（ⅳ）営業秘密侵害の救済手段 

 営業秘密侵害は民事・刑事の双方で救済が可能である。 
 なお、各救済手段における特徴等に関する情報については、後掲「②（ii）営業秘密侵害

における救済手段の特徴」も参照のこと。 
 
（ａ）民事救済 
 営業秘密法第 11 条第 1 項によれば、所有者は、営業秘密の無許可使用又は無許可開示に

                                                      
73 質問票回答によれば、実施規則が制定されていないため、 
・数件の営業秘密ライセンス契約が DGIP に届出されているが、いずれも処理されていない、 
・営業秘密公報（営業秘密法第 8 条第 3 項）にどのような営業秘密の管理上のデータが掲載されるか確認できな

い、との回答であった。 

営業秘密法第 8 条  
ライセンス契約は、法定の手数料の支払により、総局に登録される。 
第 2 項 ライセンス契約が総局において登録されない場合、当該ライセンス契約は、

第三者に対して法的効力を有さない。 
第 3 項 第 1 項で言及されたライセンス契約は、営業秘密の公報で公表される。 
 
第 9 条 ライセンス契約は、インドネシア経済に損失を与える結果をもたらし得る規

定を含むものであってはならず、又は現行法の下で制限されている、不公正な競争を

もたらす規定を含むものであってはならない。 
第 2 項 第 1 項にいう規定を含むライセンス契約の登録請求は、総局により拒絶され

なければならない。 
第 3 項 ライセンス契約の要件及び手順に関する規定は、大統領令により更に規制さ

れるものとする。 



- 54 - 

対して差止め請求74、及び損害賠償請求ができる75。 
 

営業秘密法第 11 条  
営業秘密の権利所有者又は被実施許諾者は、4 条に述べられている行為を故意及び権利

なくなした何人に対しても、以下の形態で訴訟を提起することができる。 
a. 損害賠償請求を提起する、そして 
b. 4 条に述べられている全ての行為を中止する。 
 
営業秘密法第 4 条 営業秘密の所有者は以下の権利を有する。 
a. その営業秘密を個人的に使用する、 
b. 実施許諾を付与し、又はその営業秘密を他の当事者が使用することを禁止し、又は

商業目的で第三者にその営業秘密を開示すること。 

 
（ｂ）刑事救済 
 営業秘密法第 17 条によれば、所有者は、刑事罰を求めて告訴できる76。 
 
営業秘密法第 17 条  
故意に権利なく他人の営業秘密を使用する行為、又は第 13 条77又は第 14 条78に定める行

為をした者は、最長 2 年の懲役及び／又は最高 3 億ルピアの罰金が科される。 
 
 なお、罰則内容に関して、特許権侵害や商標権侵害の場合、その侵害が健康又は環境問

題、又は人の死に帰結する場合には通常の刑事罰よりも重い懲役及び／又は罰金が科せら

                                                      
74 営業秘密侵害行為の差止めに関しては、質問票回答によれば、民事訴訟法において、営業秘密侵害のおそれ

があって被害の発生を予防するための措置として、営業秘密の所有者は、第三者による被疑侵害行為を一時的に

停止して、損害（潜在的な損害含む）を最小限に抑えるために、仮差止命令の申請を裁判所に提出できる、との

回答があった。 
75 特許権侵害では損害賠償請求、商標権侵害では差止め請求と損害賠償請求ができる（特許法第 143 条第 1
項、商標法第 83 条第 1 項）。 
76 質問票回答によれば、営業秘密侵害の刑事手続は以下の手順で進められる。なお、特許権侵害も商標権侵害

も刑事告訴は警察署になされる。 
・営業秘密の所有者は、営業秘密の被疑侵害について告訴状を警察署に提出する。 
・告訴を受け、捜査官又は公務員捜査官は捜査を開始する。 
・捜査官等は捜査の結果を検察官に提示する。 
・検察官は起訴状を発行し、裁判所に送達する。 
なお、特許権侵害の刑事罰は最長 4 年の懲役及び／又は最高 10 億ルピアの罰金で、商標権侵害（全体類似）の

刑事罰は最長 5 年の懲役及び／又は最高 20 億ルピアの罰金である（特許法第 161 条、商標法第 100 条第 1 項）。 
 
77 営業秘密法第 13 条 故意に営業秘密を開示する行為のほか、契約や当該営業秘密を守るための書面、又は書

面によらない義務に違反する行為も、営業秘密の侵害となる。 
78 営業秘密法第 14 条 法令に違反し又は不当に営業秘密を入手し又は管理する行為は、営業秘密の侵害とみな

される。 
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れるが（特許法第 163 条第 1 項79、同条第 2 項80、商標法第 100 条第 3 項81）、営業秘密侵害

にはこのような厳罰規定はない。 
 また、捜査権限に関して、特許権侵害や商標権侵害事件の場合、捜査官には関連機関へ

の援助要請や捜査手続中断の権限があるが（特許法第 159 条第 2 項(h)82、同項(i)83、商標法

第 99 条第 2 項(h)84、同項(i)85）、営業秘密法においてはそのような権限について規定はな

い。 
 
（ⅴ）営業秘密侵害の例外 

 営業秘密法第 15 条によれば、営業秘密侵害の例外として、関連製品をさらに開発するた

めに行うリバース・エンジニアリング等があげられる。 

 
（ⅵ）訴訟における証拠収集手続について 

 裁判所での証拠収集に関して、民事事件では、（a）書面による証拠、（b）証人によって

提示される証拠、（c）推論、（d）告白、（e）宣誓を証拠として認めている（民法第 1866 条）。

また、電子情報／文書も証拠として認められている（EITI 法第 5 条第 1 項86）。 
 また、刑事事件では、（a）証人の証言、（b）専門家による情報、（c）書簡、（d）表示、

（e）被告の陳述を証拠として認めている（刑事訴訟法第 184 条）。 
 
（ⅶ）訴訟における営業秘密保持について 

 当事者は、秘密情報の公表を避けるために、裁判官に対して裁判手続の非公開を請求で

                                                      
79 特許法第 163 条第 1 項 健康又は環境問題に帰結する特許権侵害に対して、最長 7 年の懲役及び／又は最高

20 億ルピアの罰金が科せられる。 
80 特許法第 163 条第 2 項 人の死に帰結する特許権侵害に対して、最長 10 年の懲役及び／又は最高 35 億ルピ

アの罰金が科せられる。 
81 商標法第 10 条第 3 項 健康、環境問題、又は人の死に帰結する商標権侵害に対して、最長 10 年の懲役及び

／又は最高 50 億ルピアの罰金が科せられる。 
82 特許法第 159 条第 2 項(h) 捜査官は、特許の刑事犯罪容疑者に対する、逮捕、勾留、手配書の作成、及び予

防の遂行において、関連機関に援助を要請する、権限を有する。 
83 特許法第 159 条第 2 項(i) 捜査官は、特許の刑事犯罪に対する十分な証拠がない場合は、捜査手続を中断す

る、権限を有する。 
84 商標法第 99 条第 2 項(h) 捜査官は、商標の刑事犯罪容疑者に対する、逮捕、勾留、手配書の作成、及び予防

の遂行において、関連機関に援助を要請する、権限を有する。 
85 商標法第 99 条第 2 項(i) 捜査官は、商標の刑事犯罪に対する十分な証拠がない場合は、捜査手続を中断す

る、権限を有する。 
86 Law No. 11 of 2008 regarding Electronic Information and Transactions Indonesia 

営業秘密法第 15 条  
以下の場合は営業秘密の侵害とはみなされない。 

a. 営業秘密の開示又は使用が、国民の治安防衛、健康又は安全の利益に基づいている。

b. 他人の営業秘密の使用によって製造された製品のリバース・エンジニアリングが関

連製品をさらに開発するためにのみ行われる。 
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き、裁判官は、当事者の請求により裁判手続の非公開を命じることができる（営業秘密法

第 18 条87）。 
 判決の公表については、開示によって知的財産の保護又は不健全な事業競争からの保護

が妨げられる場合を除いて、全ての公的機関は全ての公的情報申請人に対して公的情報提

供の義務がある（公的情報法第 17 条(b)88）。実際にどの判決を公表するかは、情報管理及

び文書管理職員としての裁判所書記官にその権限が与えられている89（最高裁判所決議

No.1-144 の付属書 1 第 D 部 6）。 
 
（ⅷ）国境措置 

 営業秘密侵害物品に対する国境措置に関する明文規定はない。なお、商標権と著作権の

侵害物品に関しては、国境措置に関する規定がある（1995 年関税法第 54 条90、及び第 62
条91）。 
 
（ⅸ）域外適用 

域外適用に関する規定は確認されていない。 
 
②営業秘密保護に関する運用 

（ⅰ）営業秘密侵害事件の事件数 

 現地の法律事務所にて、インドネシア商事裁判所データベースを使用した過去 5 年分の

営業秘密侵害事件（民事事件、刑事事件）の事件数、及び BANI（Indonesia National Board 
of Arbitration）仲裁センターでの検索による仲裁・調停等の裁判外の紛争解決事例92、につ

いて調査を依頼した。 
 
（ａ）民事事件の事件数 
 事件数は 2 件（1 件は控訴中）である。いずれも国内企業を当事者とする事案であり侵

害が認められている。 
                                                      
87 営業秘密法第 18 条 刑事事件又は民事事件のいずれかにおいて、両当事者の請求により、裁判官は聴聞が私

的に行われることを命令することができる。 
88 公的情報法第 17 条(b) 全ての公共機関（司法委員会を含む）は、次の場合を除き、全ての公的情報申請人の

ために公的情報を入手するための接点を開くよう義務付けられている。 
（中略） 
公的情報申請者に開示して、提供すると、知的財産の権利の保護及び不健全な事業競争からの保護が妨げられる

可能性がある公的情報。 
89 ラジャ・タン法律事務所が中央ジャカルタ地方裁判所に対して実施した調査によれば、裁判所書記官は、裁

判手続が非公開で行われた裁判の判決は公表しない、との情報を得た。 
90 関税法第 54 条 商標又は著作権の所有者からの申請に基づき、地方裁判所長は税関職員に対して、インドネ

シアにおいて保護される商標又は著作権を侵害した製品であると、十分な証拠に基づいて疑われる輸入又は輸出

貨物を税関において一時的に差し止めるように命令を発することができる。 
91 関税法第 62 条 輸入又は輸出貨物が商標又は著作権の侵害によって生産されたか、又はそれ自体が侵害する

とき、税関職員は職権によって当該貨物の差し止めを行うことができる。 
92 営業秘密法第 12 条 当事者達は当該紛争を仲裁又は代替的紛争解決方法により解決を図ることができる。 
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・No.29/PDT.G/2014/PN.Jkt.Tim（2014 年 12 月 17 日付地方裁判所判決） 
 被告は、原告会社と被告の間で締結された契約により、営業秘密保護のために、辞職日

後 2 年間同種の事業の会社に従事することが禁じられていたにもかかわらず、原告会社の

辞職後、同様の事業を行う会社（PT Colorobbia Indonesia）で働いていた。裁判所は、これ

らの事実に対する証拠を勘案の上、被告が当該契約に違反したことを認めた。 
 
・No.54/PDT.G/2017/PN.Jkt.Tim（2017 年 9 月 12 日付け地方裁判所判決） 
 原告は、原告会社を辞職後に被告とその友人らによって設立された会社（PT Polka Jelita 
Indonesia）は、原告の製品と同様の製品を生産しているところ、原告会社と被告がかつて

締結した非開示契約によれば、被告は辞職日の 2 年以内に類似の事業科目を有する会社に

入社することが制限されており、本件においては、被告がこれに違反したと主張された。 
裁判所は、「原告の証拠に基づくと、被告とその友人は、原告の製品、すなわち化粧品と

類似した製品を生産する会社（PT Polka Jelita Indonesia）を設立した。当該会社は、非開示

契約 2 条 2.4 項により制限された辞職後 2 年の期間内に設立されている。」ことを認め、

「したがって、被告が、非開示契約の両当事者によって合意された義務に明らかに違反し

ており、5 億ルピアの罰金が科される。」と判断した。現在、被告は控訴している。 
 
（ｂ）刑事事件の事件数 
 事件数は 2 件である。いずれも外国人（又は外国企業）は関係しておらず、侵害が認め

られている。 
 
・No.332K/PID.SUS/2013（2015 年 6 月 16 日付け商事裁判所判決） 
 被告会社が、自社の従業員に対して、かつて CV Bintang Harapan で働いていた経験に基

づいて、フライパン及びコーヒー・グラインダーを製造するように指示したことについて、

裁判所は、被告によって雇用されていた、営業秘密所有者の元従業者によって与えられた

情報の性格は、同所有者の生産、加工、マーケティング、及び販売の方法に関連している

ため、営業秘密に該当するといえ、営業秘密所有者の許可なく行われた行為は、営業秘密

法第 17 条第 1 項の要素を満たし、侵害が成立すると判断した。 
 
・No.783/PID.SUS/2008（2009 年 1 月 7 日付け商事裁判所判決） 
 会社の入札文書情報を競合相手企業に開示した結果、当該競争相手がその調達入札の落

札者となった件について、裁判所は「控訴申立人／被告の申立理由は容認されず、原告の

主張を認めた地裁の判決には誤りはなく、控訴申立人／被告は、その会社の入札文書情報

を競争相手である PT Envico へ開示したことによって、控訴被申立人／原告の会社は調達

入札を達成することができなかった。」ことを認めた。 
 
（ｃ）裁判外の紛争解決事例 
 営業秘密事件の仲裁の内容は非公開であるため、BANI 仲裁センターで解決された営業

秘密侵害の事例は確認できなかった。 
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（ⅱ）営業秘密侵害における救済手段の特徴 

 営業秘密侵害事件における救済手段の長所・短所といった特徴について、ラジャ・タン

法律事務所への質問票調査の回答を基にして整理した。 
 
（ａ）民事救済における特徴 
 営業秘密の保有者は、その損害が有形か無形かにかかわらず賠償を求めることができる。

他方で、損害賠償額について具体的な算定方法に関する規律はなく、民法第 1372 条第 2 項

で、「損害賠償の請求は、両当事者の状況及び能力並びに特定の事情に基づいて評価される」

旨が規定されているのみである。 
 
（ｂ）刑事救済における特徴 
 刑事救済を活用することで、営業秘密の所有者は、刑事告訴を取り下げることを条件に、

和解交渉においてより優位な立場を得ることができる場合がある。他方で、裁判官が刑事

手続において無罪と判断した場合には、虚偽報告を理由に営業秘密の所有者が被疑侵害者

から反訴される可能性もあることに留意が必要である。 
 
（ⅲ）訴訟における主な争点について 

 営業秘密侵害事件の訴訟における争点について質問票調査の回答を基にして整理した。

訴訟においては、主に営業秘密該当性、情報の類似性が問題となる。 
 
（ａ）営業秘密の該当性（ボイラー機械の製造方法事件93など）。 
 「所有者が所有する情報／方法が保護に値する営業秘密に該当するか」の判断について

は、所有する情報等が、営業秘密法第 2 条に規定された営業秘密の保護範囲に含まれるか、

さらに、営業秘密法第 3 条に規定された①秘密であること、②経済的価値を有すること、

③秘密性が維持されていること、の 3 つの要件を満たすかどうかが検討される。 
 
（ｂ）情報等の類似性（ルンピア（春巻き）レシピ事件94、ソト（スープ）レシピ事件95な

ど） 

                                                      
93 No.280/PDT.G/2008/PN.Bks.（2015 年 7 月 15 日・地方裁判所判決） 
営業秘密の範囲に関して、当該情報が技術分野にかかる情報であり・秘密であり・公衆に知られておらず・経

済的価値があることについて、原告がこれらの要件を満たしたことを立証し、営業秘密の侵害が認められた事例

である。 
94 No.2535/K/PDT/2016（2016 年 12 月 8 日・商事裁判所判決） 
Lumpia レシピの企業秘密又は所有権に関して、秘密情報を無許諾使用していたかどうかにつき、原告と被告の

製造・処理・販売方法の類似性に関して十分な立証をできなかったため訴訟が却下された事例である。 
95 No.14/PDT.G/2013/PN-Lsm（2014 年 4 月 22 日・地方裁判所判決） 

Soto レシピの無許諾使用に関して、模倣性判断を複数の証人によれば、原告のスープの方が被告のスープよ

りもより美味であることをもって、調味料が異なると判断されレシピの模倣は無かったと認定された事例であ

る。 
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 営業秘密該当性が認められたうえで、営業秘密の所有者は、営業秘密の無許諾使用につ

いて証拠を提出する必要がある。「所有者が所有する情報／方法が他方当事者が使用する

情報／方法と類似するか」について、所有者がその類似性を証明できず、訴訟が却下され

た事例も多数存在している。 
 
（ⅳ）外国企業がインドネシアに進出する際の実務上の留意点 

 外国企業がインドネシアに進出する際の留意点について、質問票調査の回答を基にして

整理した。 
 
（ａ）営業秘密侵害事件に巻き込まれないための行為 
（ア）営業秘密侵害の予防行為 
 営業秘密法第 3 条第 1 項に従い営業秘密として保護を受けるためには、以下のとおり営

業秘密保護のための内部規律を策定することが必要である。 
「・・・例えば、会社において、他の場所で適用可能な一般的な実務に基づく基本的手続

があり、及び／又はそのような会社の内部規定に含まれていなければならない。」 
 
（イ）非開示契約の締結 
 現地従業員又は事業相手に対しては、非開示契約を締結すること。 
 
（ｂ）紛争が生じた場合の留意点 
（ア）訴訟手続 
 訴訟においては、外国企業に特有の手続要件があることに留意すべきである。 
・裁判官に提示されるインドネシア国外からの証拠文書は、当該国のインドネシア領事館

での認証が必要である。その手続には、通常 3〜4 週間を要する。 
・外国語を使用している文書は、宣誓した翻訳者によるインドネシア語への翻訳が必要で

ある。翻訳手続は、文書数にもよるが通常 1～2 週間ほど要する。 
 
（イ）仲裁等の代替的紛争解決手段の選択 
 非公開で任意に仲裁人を選任できる仲裁制度を選択するのは有効である（営業秘密法第

12 条96）。なお、仲裁判断（国内仲裁又は国際仲裁）の執行は、ジャカルタ中部地方裁判所

の裁判長からの命令を受けてなされる。 
 
（ⅴ）営業秘密保護に関する法制度の国内的評価 

 インドネシアにおける営業秘密保護に関する法制度の自国評価（整備状況、改善点等）

について、質問票調査の回答を基にして整理した。 
主に、営業秘密ライセンス契約の登録に関する実施規則の制定、損害賠償額算定に関す

                                                      
96 前掲注 92 
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る規則の制定、で改善すべき点があると評価していた。すなわち、営業秘密ライセンス契

約の登録に関しては、その実施規則がないために現在は実施されていないことについて、

営業秘密ライセンス契約の登録の重要な法的帰結（第三者に対する法的効力：営業秘密法

第 8 条第 2 項）を考慮すると、その実施規則は早急に制定される必要がある。また、損害

賠償の算定についても、損害賠償にかかる評価規則を制定することによって、裁判官の主

観を排除する必要があるとの認識を有していた。 
 
 
（４）タイ 

①営業秘密保護に関する法制度 

（ⅰ）営業秘密保護に関する法制度の概要 

 タイでは営業秘密保護の主要な法規として 2002 年に制定された営業秘密法（B.E.2545）
は、2015 年に営業秘密法（B.E.2558）として改正97されている。 
 その他、特定分野における営業秘密保護に関する規則としては、以下のものがある。 
・営業秘密としての臨床データ管理に関する公衆衛生省の規則（B.E.2550） 
・農薬関連の営業秘密管理に関する農業省の規則（B.E.2547） 
・農薬を営業秘密として登録するための基準等に関する農業省の規則（B.E.2547） 
 これら規則は、いかなる種類の情報又は研究が営業秘密とみなされるか、及び、それを

どのように登録するかについて定めている。 
 
（ⅱ）営業秘密の定義 

 営業秘密法第 3 条において定義がある。 

 
 営業秘密とみなされるためには、以下の三つの要件を満たす必要がある。 
・まだ一般に広く認識されていない、又はその情報に通常触れられる特定の人にまだ届い

ていない営業情報であること。 
・機密であることにより商業価値をもたらす情報であること。 
                                                      
97 営業秘密法（B.E.2558）の改正理由として、これまでの内容が、営業秘密委員の任命とその任務遂行に対して

障害となっていたことが挙げられる。更には、営業秘密を保護管理する職位・任務にある者と、営業秘密を自ら

得た者、そしてこの法律基づいて任務上知り得た事実を開示した者のそれぞれに対する罰則規定が現在の状況に

そぐわない状態になったためであると述べられている。 

営業秘密法第 3 条  
この法律において「営業秘密」とは、まだ一般に広く認識されていない、又はその情報に

通常触れられる特定の人にまだ届いていない営業情報であって、かつ機密であることによ

り商業価値をもたらす情報、及び営業秘密管理者が機密を保持するために適当な手段を採

用している情報であるものを意味する。（以下、省略） 
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・営業秘密管理者が機密を保持するために適当な手段を採用している情報であること。 
なお、３つ目の要件「営業秘密管理者が機密を保持するために適当な手段を採用してい

る」ことに関しての判断基準や裁判例等については、後掲「②（ⅱ）訴訟における主な争

点について」を参照のこと。 
 
（ⅲ）営業秘密侵害の救済手段 

 営業秘密侵害は、民事及び刑事の場面で救済がなされる98。 
 なお、各救済手段における特徴等に関する情報については、後掲「②（ⅰ）営業秘密侵

害における救済手段の特徴」も参照のこと。 
 
（ａ）民事救済 
営業秘密の管理者は、営業秘密侵害（侵害のおそれも含む。）に対しては、恒久的または

仮の差止め請求、及び損害賠償請求ができる（営業秘密法第 8 条）。すなわち、管理者は実

際に損害が生じている場合だけでなく、損害が発生していなくても、侵害行為又は侵害の

おそれがあることを示す明確な証拠があれば、仮差止めを請求して損害の発生を未然に防

ぐことができる。 

 
また、損害賠償額の算定については以下のとおり三つの方法（①実際の損害額、②①によ

る算定ができない場合に裁判所が合理的とみなす金額、③悪意ある場合には①又は②に加

えて懲罰的保証（①又は②の損害賠償額の二倍を限度）が規定されている（営業秘密法第

13 条）。 

                                                      
98 タイにおける営業秘密侵害事件の事態を把握するために、ラジャ・タン法律事務所が裁判所に対して当該事

件の事件数等の開示を請求したものの、統計情報の開示は首席裁判官の裁量に依存することもあって、本調査期

間中に裁判所からの回答は得られなかった。 

営業秘密法第 8 条  
ある者が営業秘密権を侵害している、又は侵害に当たる行為をしようとしているという

明確な証拠がある場合、当該営業秘密の管理者は次に掲げる権利を有する。 
（1）裁判所に対して、当該営業秘密権の侵害の仮差止め又は中止を侵害者に命ずるよ

う、請求することができる。及び 
（2）裁判所に対して、侵害者による営業秘密権の侵害を永久的に禁止するよう訴えるこ

とができ、かつ侵害者に補償金を請求する訴えを起こすことができる。 
なお、（1）における権利は（2）における訴訟提起の前に行使できる。 
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（b）刑事救済 
 刑事罰については営業秘密法第 33 条に規定がある99。 
 

 
（ⅴ）営業秘密侵害の例外 

営業秘密法第 7 条において、営業秘密の例外として自主研究開発やリバース・エンジ

ニアリング等が規定されている。 

 

 

 

 

                                                      
99 参考までに、特許権侵害の刑事罰は、2 年以下の懲役又は 40 万バーツ以下の罰金、又はその両方である（特

許法第 85 条）。 

営業秘密法第 33 条  
営業秘密管理者が事業を営む上で損失を被るよう悪意により、他人が保有する当該営業

秘密を営業秘密である状態でなくなるよう、一般に認識されるよう開示した者には、文

書、音声放送若しくは影像放送を使用した広告、又はその他の方法によって開示したか

に関わらず、1 年以下の禁錮刑若しくは 20 万バーツ以下の罰金、又はその両方を科す

る。 

営業秘密法第 13 条  
第 8 条（2）に基づいた訴訟があり補償金を定める場合、裁判所は次に掲げる原則に従

って決定する権限を有する。 
（1）裁判所は、実際に発生した損害に対する補償金を定めるだけでなく、営業秘密権の

侵害者に対し、侵害によって直接的又は間接的に得た利益を補償金に加算して返還

するよう命ずることもできる。 
（2）（1）に基づいて補償金を定めることができない場合、裁判所は営業秘密管理者に対

し、裁判所が適当だと判断した金額の補償金を定めることができる。 
（3）営業秘密権の侵害が、故意による若しくは悪意により妨害を意図した行為である、

又は前述の営業秘密が営業秘密である状態でなくなった原因であるという明らか

な証拠が示されている場合、裁判所は侵害者に対し、処罰として（1）又は（2）に

基づいて定めた額より増額した刑罰的補償金を支払うよう命ずる権限を有する。 
ただし、（1）又は（2）に基づいた額の 2 倍を超えてはならない。 
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（ⅵ）訴訟における証拠収集手続について 

 営業秘密侵害を含む知的財産権侵害訴訟手続には、証拠収集に関する以下の規定がある。 
 
（ａ）事前証拠調べ 
 証拠保全の観点から、申請人は相手方当事者に対して証拠提出を命じるよう裁判所に請

求することができる。（知的財産及び国際貿易裁判所の設置及び手続に関する法律

（B.E.2539）第 28 条100）。この場合、申請人は事前証拠調べの必要性を説明する必要があ

る（知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 20101）。 
 また、緊急の場合には、証拠となる文書又は資料の押収又は差押えを請求できる（知的

                                                      
100 知的財産及び国際貿易裁判所の設置及び手続に関する法律（B.E.2539）第 28 条 知的財産及び国際貿易事件

の訴えの提起時において、将来的に依拠しなければならない可能性のある証拠が失われるか、又は提示すること

が困難になるという懸念がある場合は、そのような証拠を即時に入手するための命令を裁判所に申請することが

できる。（以下、省略） 
101 知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 20 証拠が事前に入手されることを指示する命

令の申請は、事前に証拠調べの必要性を示す事実を述べなければならない。訴訟がまだ提起されていない場合

は、申請人が取り得るか、取られるべき理由を示す事実は述べられなければならない。（以下、省略） 

営業秘密法第 7 条  
営業秘密に対する次に掲げる行為は、営業秘密における侵害とはみなされない。 
（1）当該営業秘密を取得した者が、当該営業秘密が、契約者の一方が他人の営業秘密権

を侵害して取得したものであると認識せず、又は認識していたと思われる根拠なし

に、営業秘密を合法的に開示又は使用すること。 
（2）次の場合において、管轄の政府機関が当該営業秘密を開示又は使用すること。 

（イ）公衆の衛生若しくは公の秩序を保護するために必要な場合。又は 
（ロ）商業目的でない公共の利益のために必要な場合で、かつ前述の場合において

当該営業秘密を監督する政府機関、又は当該営業秘密の取得に関係する政府機関若

しくは関係者が不正な商業手法に使用されないよう、前述の営業秘密を保護するた

めに合理的段階を講じて業務を遂行した場合。 
（3）独自に発見した場合。即ち発見者が自己の知識、専門により発明又は創造をするこ

とにより、他人の営業秘密を発見した場合。又は 
（4）リバース・エンジニアリングを行った場合。即ち発見者が当該製品を発明、製造又

は開発するための方法を探す目的で、一般に知られている製品の評価及び解析を

することにより、他人の営業秘密を発見した場合。ただし、評価及び研究分析を

した者はその製品を善意で取得しなければならない。 
なお、（4）における行為は、もし前述のリバース・エンジニアリングを行った者

が、営業秘密保有者又は製品の販売者と明らかに別途契約を結んでいる場合はそ

の限りではない。 
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財産及び国際貿易裁判所の設置及び手続に関する法律（B.E.2539）第 29 条102）。裁判所が

文書等の押収等を命じる場合、申請人は保証金を支払う（知的財産及び国際貿易事件のた

めのルール（B.E.2540）規則 21103）。 
 
（ｂ）証拠の提出 
 証拠の提出は、証拠調べの期日前 7 日以内に、主張を支持する証拠のリストを裁判所に

提出しなければならない（民事訴訟法第 88 条104）。また、コンピュータ記録を証拠として

提示105する場合は、証拠リストにその旨を特定する必要がある（知的財産及び国際貿易事

件のためのルール（B.E.2540）規則 34106）。なお、裁判所は伝聞証拠も証拠として認める可

能性はある（知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 37107）。 
 
（ｃ）証人陳述書の提出 
 当事者及び裁判所が適切とみなした場合、裁判所は証人陳述書の提出を許可できる（知

的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 28～30108）なお、当事者が求め

る場合、裁判所は特定の事実等を確認するために外国居住の宣誓人の証人陳述書の提出を

許可することができる（知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 31109）。 

                                                      
102 知的財産及び国際貿易裁判所の設置及び手続に関する法律（B.E.2539）第 29 条 緊急の場合、申請人は、同

時に、緊急事態を示し、裁判所が遅滞なく命令又は令状を出すことができるという旨の申請を提出することがで

きる。必要な場合には、申請人は、裁判所が、それが適切であると考える何らかの条件によって証拠として挙げ

られる文書又は資料を押収又は差し押さえるよう要求することもできる。 
103 知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 21 裁判所は、文書又は資料の差押え又は押収

のための命令を付与した場合、裁判所は、一定の期間内に、裁判所が適切とみなす何らかの条件の下で、被るお

それのある何らかの損害に対する所定額の保証金を提供するよう申請人に同様に命じなければならない。 
104 民事訴訟法第 88 条 その主張を支持する証拠として何らかの文書に依拠するいかなる当事者も、証拠調べの

日の前 7 日以内に、裁判所に、書面の証拠のリストを示すリストを他方の当事者が受領するに十分なその複写と

ともに提出しなければならない。 
105 知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 33 裁判所は、以下の場合、コンピュータ中に

記録された又は処理されたデータを証拠として認める可能性がある。（1）データ記録が通常の業務過程に行われ

た又は処理され、及び（2）データ記録がコンピュータの適切な動作の結果であり、コンピュータが故障した場

合でも、そこに含まれるデータの正確性が影響されていない。さらに、（1）に述べられたコンピュータの使用、

及び（2）に述べられたデータ記録の正確性は、記録又は処理に関与する者によって確認されなければならな

い。 
106 知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 34 何らかのコンピュータ記録を証拠として提

示しようとする当事者は、民事訴訟法 88 条に従って、証人及び証拠のリストにこのような記録を特定しなけれ

ばならず、その意図を特定する陳述を、規則 33 によって要求されている確認及び他方の当事者が裁判所職員か

ら得るために、その記録を含む資料の十分な写しとともに提出しなければならない。（以下、省略） 
107 知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 37 の要約 裁判所は、事件における他の証拠を

補強する証拠として伝聞証拠を認める可能性がある。 
108 知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 28～30 の要約 一方の当事者又は両当事者及び

裁判所が適切とみなした場合は、裁判所は、裁判所における主尋問に代えて、証人の事実又は意見を確認する陳

述書を提出することをその当事者に許可することができる。しかし、証人陳述書を提出しようとする当事者は、

そのような証人の尋問の日に先立ちその意図と理由を特定する請求を裁判所に提出しなければならない。裁判所

は、その当事者が裁判所に陳述書を提出し、他方の当事者にその写しを送付する期限を決定しなければならな

い。加えて、陳述書は、規則に定められた全ての詳細を含んでいなければならない。 
109 知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 31 当事者が求める場合、裁判所は、証言する

宣誓人を裁判所に連れてくる代わりに、特定の事実又は意見を確認するために外国居住の宣誓人の証人陳述書の

提出を許可することができる。陳述書は、それが作成された国のルール又は法律を遵守していなければならな

い。 
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（ｄ）追加証拠調べ 
 裁判所が追加の証拠文書や資料を必要と認める場合には、職権をもって当事者の要求な

しに証拠調べを継続しなければならない（知的財産及び国際貿易事件のためのルール

（B.E.2540）規則 39110）。 
 
（ⅶ）訴訟における営業秘密保持について 

 裁判所は、当事者の請求等に基づき、審問の全部又は一部への公衆の出席を禁止し、審

問をイン・カメラで実施すること、又は、事件における事実又は事情の公表の禁止を命じ

ることができる（知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 24111）。 
 
（ⅷ）国境措置 

 国境措置に関する明文規定は存在しない。なお、商標権と著作権に関しては、侵害物品

の国境措置が設けられている（タイ王国への輸出入品に関する商務省告示（B.E.2530）112、

タイ王国への輸出入品に関する商務省告示第 95 集（B.E.2536）113）。 
 
（ⅸ）裁判外の紛争解決手続について 

 営業秘密に関する紛争については、委員会への調停申立てが可能である。調停が成立し

なかった場合、訴訟または仲裁に紛争を委ねることが可能である（営業秘密法第 9 条114）。 
                                                      
110 知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 39 裁判所が、事件における何らかの問題に関

連する、当事者によって保有され又は保護下にある文書又は資料を含む、追加の証拠文書や資料を必要と認める

場合、裁判所は、いずれかの当事者の要求なしに、既に提示された証人を再び証言するために召喚することを含

め、証拠調べを継続しなければならない。 
111 知的財産及び国際貿易事件のためのルール（B.E.2540）規則 24 知的財産権保護のため、又は当事者の国際

取引に生じるおそれのある損害の予防のために適切な場合、当事者が要求すれば、又は裁判所が事件における事

実又は事情のいずれかを全部又は一部で開示することが不適切とみなせば、裁判所は次の命令を出すことができ

る。 
1.公衆が、審問の全部又はいずれかの一部への出席を禁止し、審問をイン・カメラで開催すること、又は 
2.そのような事実又は事情の公表を禁止すること。 
事件を裁定する命令又は判決は、公開廷で読み上げられるが、命令若しくは判決の全部又は一部、又はその公平

かつ正確な要旨の公表は違法とはみなされない。この点、質問票回答によれば、通常、両当事者及び関係者（例

えば両当事者の弁護士又は許可された者）のみが公判手続中の情報を入手（裁判書類の検査、証人陳述書又は証

拠書類の複写、裁判所判決又は裁判所命令の複写）できるが、最高裁判所の判決については公共の事件とみなさ

れ、何人もその判決を入手できる、とのことである。 
112 タイ王国への輸出入品に関する商務省告示（B.E.2530）は 1987 年 10 月 14 日に発効し、国内外を問わず登録

商標の権利者の商標を模倣した物品のタイ国への輸出入を禁じている。 
113 タイ王国への輸出入品に関する商務省告示第 95 集（B.E.2536）は 1993 年 4 月 21 日に発効し、著作権の著作

物を複製あるいは改ざんして著作権者の権利を侵害しているという疑いのある物品に対して、著作権者あるいは

その権限委任者は、通関手続きの前あるいはその物品が輸入者の手元に渡る前に、税関に対してその物品の輸出

入を差し止め、検査するよう申請することが出来る。 
114 営業秘密法第 9 条 第 8 条における権利を行使するに先立って、営業秘密権を侵害されている、又は侵害さ

れようとしている営業秘密の管理者及びもう一方の当事者は、委員会に対して営業秘密に係る紛争の調停又は和

解を合意の上で申し立てることができる。この点について、上記紛争の調停又は和解が成立に至らない場合も、

当該営業秘密の管理者及びもう一方の当事者が仲裁人の審理を請求する権利、又は裁判所に訴訟を起こす権利を

妨げるものではない。 
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しかし、委員会の調停手続を定める省令は発令されていないことには留意が必要である。

なお、仲裁は、両当事者による合意がある場合にのみ利用可能である（仲裁法（2002）第

11 条115）。仲裁判断は拘束力を有し、判断の執行は裁判所によってなされる（仲裁法（2002）
第 41 条）ことになる。また、主に利用される仲裁機関は、国際商業会議所「ICC（the 
International Chamber of Commerce）」または、タイ仲裁協会「TAI（the Thai Arbitration Institute）」
である。 
 
（ⅹ）域外適用 

 域外適用に関する明文規定は確認されていない。 
 
②営業秘密保護に関する運用 

（ⅰ）営業秘密侵害における救済手段の特徴 

 営業秘密侵害事件における救済手段に関して、他の知的財産権と比較して、どのような

特徴があるかにつき、質問票調査の回答を基に整理した。 
営業秘密侵害事件においては、その権利に登録を要しないことから、営業秘密の所有権

や秘密管理性等に関しては、営業秘密の管理者の立証負担が大きい。但し、営業秘密の管

理者は営業秘密を知的財産省及び管轄商務事務局に登録（手数料は無料）することで、訴

訟において所有権に関する証拠として活用することが可能となる。 
民事救済、刑事救済におけるそれぞれの特徴は以下のとおり。 

 
（ａ）民事救済 
民事救済を用いるメリットとしては、営業秘密侵害行為に対する仮差止めが可能である

こと、及び実損額を超えた懲罰的損害賠償請求も可能であることが挙げられる。他方で、

損害賠償額算定にあたっては、管理者が自身の遺失利益や侵害者の利益についての立証に

関する負担が大きい。 
 
（ｂ）刑事救済 
 刑事救済には、営業秘密侵害に対し懲役刑が科せられることによる抑止的効果が期待さ

れる。ただし、悪意による侵害であること、それによって管理者に損害が生じたことにつ

いては管理者が立証責任を負う点に留意が必要である。また、裁判所が証拠不十分で非侵

害と判断した場合には、被疑侵害者から名誉毀損及び虚偽主張で反訴される可能性も考慮

しておく必要がある。 
 

                                                      
第 1 項における委員会による紛争の調停又は和解の請求及び審理方法の提出は、省令に定められた規則及び規定

に従わなくてはならない。 
115 仲裁法（2002）第 11 条は、両当事者は、それらによって署名された「仲裁合意書」を締結しなければならな

いことを具体的に要求している。 
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（ⅱ）訴訟における主な争点について 

 営業秘密侵害事件の訴訟における争点について、質問票調査の回答を基にして整理した。

主な争点としては、以下の 3 つ（侵害行為該当性、営業秘密該当性、損害賠償額）である。 
 
（ａ）適切な規定に基づく原告の主張 
 原告が主張する被疑侵害者の行為が、営業秘密法に規定されるいずれかの侵害行為に該

当するか、又は原告の主張する根拠条文に誤りがないかどうか等が争点となる。 
 
（ｂ）営業秘密該当性 
 原告は、当該情報が営業秘密法第 3 条に規定する３要件を備えて営業秘密に該当するこ

とを証明しているかどうかが争点となる。 
特に、「営業秘密管理者が秘密を保持するために適当な手段を講じていたか」については、

非開示条項、あるいは不使用条項を含む契約（秘密保持契約、非開示契約、雇用契約、製

造契約等あるが、これらに限定されない。）の存在だけではなく、非公開情報を含むデータ

ベースへのアクセス制限等の物理的手段が必要であると理解されている（最高裁判決

10217/2553116）。その他、物理的手段の例には、非公開情報のリスト作成／データベースへ

のアクセス制限、及びアクセスコード設定／安全な環境でのデータ保管／秘密情報を入手

する従業員向けの会社規定の作成等が挙げられる。 
 
（ｃ）損害賠償額 
 損害賠償額の算定については、例えば、両当事者が共に営業秘密を使用した製品を販売

している場合などにおいて、それらの製品に関する収益状況に基づいて実損額が証明され

た場合には、原告の逸失利益が回復できる程度に賠償額が決定される。それ以外の場合で

は、裁判所はいくつかの要素を勘案して原告の逸失利益を計算するため、原告は別途これ

らに関連する証拠を提出する必要がある。損害賠償額算定にかかる裁判所における具体的

な勘案要素としては、不正使用された営業秘密の性質／研究開発費／原告及び被告の事業

間の競争状況／市場の規模及び定量化が困難な他の要素等が挙げられる。 
 
（ⅲ）外国企業がタイに進出する際の実務上の留意点 

 外国企業がタイに進出する際、営業秘密侵害事件に関する留意点について、質問票調査

の回答を基に整理した。 
 
（ａ）営業秘密の管理について 

                                                      
116 最高裁判決 10217/2553 原告は、従業者がその顧客及び商品の出所についての情報を暴露したと主張した。

原告は、雇用契約に非開示条項があると主張したが、顧客リスト及び商品の出所を含む情報の記された文書が、

この情報に通常接していない従業者による入手を防止するための適当な手段を講じることにより保護されている

ことを示すことができなかった。よって裁判所は、非開示条項は、営業情報の秘密性を維持するための適当な手

段ではないと判断し、結果的に原告の請求を棄却した。 
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 営業秘密を安全に管理しつつ、侵害が起きた場合に備えて、①物理的保護（文書の保存

領域へのアクセスを特定従業者に制限させる、機密業務文書に「秘密」印を付す等）、②技

術的保護（パスワード設定や暗号化、及びそれらの授業員への徹底）、及び③契約的保護（非

開示・秘密保持契約の締結）の組合せを実施することが有効である。 
 
（ｂ）営業秘密の登録 
 営業秘密の所有権及び所有時期に関する証明として、営業秘密を知的財産省に登録する

ことも有効である。 
 
（ⅳ）営業秘密保護に関する法制度の国内的評価 

 タイにおける営業秘密保護に関する法制度の自国評価（整備状況、改善点等）について、

質問票調査の回答を基に整理した。 
営業秘密の侵害について、実際の損害が発生していなくても、仮差止め請求が可能であ

ること、訴訟提起時に破壊のおそれある証拠提出を裁判所に請求し証拠を確保できること、

審問のイン・カメラでの実施、及び事件の公表の禁止を請求することができること等につ

いては法制度として整備されていると評価していた。 
その一方で、営業秘密の所有者等の定義をめぐっては、例えば営業秘密法には、雇用関

係がある場合の営業秘密の所有者又は管理者117についての具体的な定義はなく、営業秘密

の発見、研究、編纂、又は創作に関与した従業者が営業秘密の所有者または管理者と解釈

される余地があることに留意が必要であることが示された。もっとも、雇用契約において

営業秘密の所有者又は管理者に関して合意することは可能である。 
営業秘密の定義については、営業秘密法による定義があるものの、同法で保護される営

業情報の範囲、営業情報の商業的価値の決定方法、営業秘密管理性の手法については具体

的な判断基準は明確ではなく、保護可能な営業秘密の範囲は広めに解釈される傾向にある。 
なお、訴訟における審理期間は平均して 1.6～2 年要している。従って、仮差止めが認め

られなかった場合には、被疑侵害行為が継続されることにより営業秘密性が失われる可能

性があることが強調された。 
 
  

                                                      
117 営業秘密法第 3 条 「営業秘密保有者」とは、他人の営業秘密権を侵害することなく、営業秘密である営業

情報を発見、調査、収集若しくは創造した者、又は営業秘密である実験結果若しくは営業情報における正当な権

利を持つ者を意味し、かつこの法律において権利を譲渡された者を含む。 
「営業秘密管理者」とは、営業秘密保有者を意味し、かつ営業秘密を占有、管理、又は監督する者を含む。 
（その他省略） 
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（５）ベトナム 

①営業秘密保護に関する法制度 

（ⅰ）営業秘密保護に関する法制度の概要 

 ベトナムにおける営業秘密は、知的財産法（2005 年成立、2009 年改正118）で保護がなさ

れている。その他、民法（第 11 条第 2 項、第 11 条第 5 項)、労働法（第 19 条第 1 項、第

23 条第 2 項、第 119 条第 1 項、第 126 条)、民事訴訟法、競争法（第 3 条第 10 項、第 39 条

第 2 項、第 41 条)、及び関税法（第 8 節）の規定の適用があり得る。また、実施細則等を

定めた政令や通達として、以下のものがある。 
 
・知的財産法の産業財産に関する一部条項の実施の細則及び指針を定める 2006 年政令119

（第 6 条第 4 項、第 16 条第 3 項、第 32 条） 
・知的財産法の知的財産権保護及び知的財産の国家管理に関する一部条項の実施の細則及

び指針を定める 2006 年政令120（第 6 条第 5 項、第 24 条第 3 項(b)） 
・産業財産分野における行政処分に関する 2013 年政令121（第 14 条第 14 項(a)） 
・競争分野における行政処分に関する 2014 年政令122（第 29 条） 
・競争法の一定の規定の実施の指針を定める 2005 年政令123（第 84 条第 2 項(b)） 
・電子商取引に関する 2013 年政令124（第 4 条第 4 項(a)、第 36 条第 7 項） 
・通関手続、検査、監督及び管理手続に関する関税法の執行に関する特別規定及び指針を

定める 2015 年政令125 
・人民裁判所における知的財産権を巡る紛争の解決に関する一部法規定の適用指針を定め

る最高人民法院、最高人民検察院、文化・スポーツ・観光省、科学技術省、司法省の 2008
年共同通達126（以下、「2008 年共同通達」という。） 

 
（ⅱ）営業秘密の定義 

営業秘密の定義は、知的財産法第 4 条(23)による。営業秘密としての保護を受けるため

には、当該情報が同法第 4 条(23)の規定に該当するだけでなく、同法第 84 条に規定する

３つの要件を満たす必要がある。なお、これら３つの要件に関する判断基準の詳細は法令

等で示されておらず、どのように判断するかは裁判所の裁量に委ねられる127。なお、営業

                                                      
118 主要な改正点は、行政措置の際の警告書送付の廃止や、行政措置の罰金額の規定削除などである。岡田貴子

「ベトナムの模倣品対策と改正知的財産法（2010 年 1 月施行）」パテント 2010、Vol.63、No.12 
119 Decree No. 103/2006/ND-CP 
120 Decree No. 105/2006/ND-CP 
121 Decree No. 99/2013/ND-CP 
122 Decree No. 71/2014/ND-CP 
123 Decree No. 116/2005/ND-CP 
124 Decree No. 52/2013/ND-CP 
125 Decree No. 08/2015/ND-CP 
126 Joint Circular No. 02/2008/TTLT-TANDTC-VKSNDTC-BVHTT-DL-BKH-CN-BTP 
127 三つ目の要件の秘密保持措置について、質問票回答によれば、実例として、情報に対する暗号化（例えば、

パスワード）の利用やアクセス制限などを挙げている。 
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秘密として保護を受けるための登録は義務付けられていない（知的財産法の産業財産に関

する一部条項の実施の細則及び指針を定める 2006 年政令128第 6 条第 4 項）。 

  

                                                      
128 前掲 119 

知的財産法第 4 条(23)  
営業秘密とは、財政的投資、知的投資から得られた情報であって、開示されておらず、

かつ、事業において利用可能な情報である。 
 
知的財産法第 84 条  
営業秘密は、それが次の要件を満たすときは、保護に適格とする。 

(1)共通の知識でなくまた容易に取得されるものでもないこと 
(2)業として使用されるときは、それを所有又は使用しない者よりもその所有者に対し

て有利性を与えることができること 
(3)それが開示されず、また容易に入手することもできないよう必要な措置を講じてそ

の所有者が秘密を保持していること 
 
知的財産法第 85 条  
次の秘密情報は、営業秘密として保護されないものとする。 

(1)個人的地位の秘密 
(2)国家管理の秘密 
(3)安全保障及び国防の秘密 
(4)事業に無関係な他の秘密保持情報 
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（ⅲ）営業秘密侵害の救済手段 

知的財産法第 127 条  
次の行為は、営業秘密に対する権利の侵害であるとみなす。 
(a)営業秘密の適法管理者により取られた秘密保持措置に反する行為をなすことにより、

営業秘密の具体的情報を入手又は取得すること 
(b)営業秘密所有者の許可なしに営業秘密の具体的情報を開示又は使用すること 
(c)秘密保持契約に違反すること、又は営業秘密を入手、取得若しくは開示するために秘

密保持担当者を欺瞞し、誘導し、買収し、強要し、唆し若しくはその信用を濫用するこ

と 
(d)営業秘密の具体的情報であって、製品に関する営業又はマーケティングのライセンス

付与のための手続に基づいて他人により提出されるものを、所管当局により取られた秘

密保持措置に反する行動により、入手又は取得すること 
(dd)営業秘密を、それが(a)、(b)、(c)及び(d)にいう行為の 1 に従事する他人により取得さ

れたことを知りながら又は知る義務を有しながら、使用し又は開示すること 
(e)第 128 条に規定する秘密保持義務129を履行しないこと 

 
 営業秘密侵害は、民事救済と行政救済による130。行政救済には、知的財産法に基づく行

政措置と、競争法に基づく行政措置がある。 
 
（ａ）民事救済 
 営業秘密の管理者は、侵害行為の差止め、公の謝罪及び訂正の強制、契約上の義務履行、

損害賠償の請求、及び営業秘密侵害物品の廃棄等が可能である（知的財産法第 202 条）。 

 

                                                      
129 医薬品又は農薬品に関するテスト結果又はデータの秘密保持義務 
130 質問票回答によれば、知的財産権において刑事救済が適用されるのは商標と地理的表示の侵害のみである、

とのことであった。なお、判決に関するデータベースが構築されていないため、事件数や事例を確認できていな

い。また、営業秘密侵害の救済には、実際に被害が生じていることが必要で、侵害の危険性がある状況での救済

については、「危険性」自体は違反を構成しないので保護は与えられない、との回答であった。 

知的財産法第 202 条  
裁判所は、知的所有権の侵害行為を犯した組織及び個人に対処するため、次の民事救

済措置を講じる。 
(1)知的所有権の侵害の終了を強制すること 
(2)評判の是正及び謝罪を強制すること 
(3)民事的義務の遂行を強制すること 
(4)損害に対する補償を強制すること 
(5)知的所有権侵害商品の創出又は取引に主として使用された商品、素材及び用具に

ついて、廃棄、非商業目的での頒布又は使用を強制すること。ただし、当該頒布及び使

用が知的所有権所有者による権利行使に影響を与えないことを条件とする。 
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（ア）差止め 
 裁判所による差止め命令に対して不服申立てがなされた場合、法律により即時執行が義

務付けられていない限り（例えば、仮処分の決定）、差止めは延期される（民事訴訟法第 282
条）。 
 
（イ）公の謝罪及び訂正の強制131 
 これらの実行方法について当事者間で合意できない場合、裁判所は、侵害行為の性質等

に基づき実行方法を決定できる（2008 年共同通達 B 部第 4 章第 2 項132）。 
 
（ウ）契約上の義務履行 
 侵害者は、営業秘密に関連する当事者間の合意に従って義務を履行することが求められ

る（2008 年共同通達 B 部第 4 章第 3 項133）。 
 
（エ）損害賠償の請求 
 営業秘密の管理者は、実際の物的損失を証明すると共に、請求する賠償額の根拠を特定

する必要がある（知的財産法第 203 条第 6 項134）。賠償額の算定は、管理者が侵害行為によ

って被った実際の物的損失（財産の損失、収入及び利益の減少等）を根拠に決定される（知

的財産法第 204 条(a)135）。物的損失が判断できない場合には、裁判所は、5 億ベトナムドン

を超えない範囲で賠償を命じることができる136（知的財産法第 205 条第 1 項(c)137、2008 年

共同通達 B 部第 1 章第 2 項(c2)138）。 
 
（ｂ）行政救済 
（ア）知的財産法に基づく行政措置 
 営業秘密の管理者は、知的財産法による行政処罰を求めて知的財産庁に申請できる（産

                                                      
131 この救済措置に関して、ラジャ・タン法律事務所への質問票調査によれば、秘密保持のために、所有者から

要求されることがないのが一般的である、との回答であった。 
132 前掲注 126 
133 前掲注 126 
134 知的財産法第 6 項 損害補償請求の場合は、原告は、自らの実損を立証し、かつ、第 205 条に従い自らの請

求の根拠を明示しなければならない。 
135 知的財産法第 204 条 侵害により生じた損害は、次のものを含む。 
(a) 物理的損害は、財産の損失、収入及び利益の減少、事業機会の喪失、当該損害からの防止及び回復のための

合理的経費、合理的な弁護士手数料、並びにその他の有形損失を含む。 
136 質問票回答によれば、 
・ベトナムの裁判所では証拠に関して高い証明力を要求（実質的損失を証明する完全かつ十分な文書など）する

ため、実際の物的損失が判断できないことはよくある。 
・裁判所の裁量で決めた賠償額の場合、所有者の被った損失を十分に補填できない。 
との示唆があった。 
137 知的財産法第 205 条 原告が知的所有権の侵害により自己への物理的損害が生じたことの立証に成功した場

合は、その者は、裁判所に対して、次の根拠の 1 に基づいて補償金額を決定するよう請求する権利を有する。 
(a)（省略）、(b)（省略） 
(c) (a)及び(b)に従い補償金額を決定することが不可能な場合は、当該金額は、損失レベルに応じて裁判所により

決定されるが、5 億ベトナムドンを超えないものとする。 
138 前掲注 126 
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業財産分野における行政処分に関する 2013 年政令139第 22 条第 1 項）。侵害者には、最高

3000万ベトナムドンの過料及び追加の制裁（侵害品及び1～3箇月の取引の停止を含む。）、

及び是正措置（侵害要素の強制的除去又は強制的破壊、侵害品の強制破棄、事業、サービ

ス又はウェブサイトから侵害品又は侵害サービスに関する情報の強制的除去、違法所得の

強制的送金を含む。）が科せられる（産業財産分野における行政処分に関する 2013 年政令
140第 14 条第 15 項(a)、同条第 17 項、同条第 18 項）。 
 
（イ）競争法に基づく行政措置141 
営業秘密の侵害行為は競争法上、不公正な競争行為として禁止されており、その具体的な

侵害行為につき規定がある（競争法第 39 条(2)、同法第 41 条）。競争法による行政処罰の

申請（競争法第 58 条第 1 項）が認められた場合、侵害者には、1000 万ベトナムドンから

3000 万ベトナムドンの過料が科せられる。競争庁は、違反行為を行うために侵害企業が使

用した証拠を没収することもある（競争分野における行政処分に関する 2014 年政令142第

29 条第 1 項、同条第 2 項）。 

 

                                                      
139 前掲注 1211 
140 前掲注 1211 
141 質問票回答によれば、競争庁は、重要な性質の問題のみを調査又は追及するのが一般的であるため、競争庁

が営業秘密侵害によって執行措置を追及したという事例を確認できていない、とのことである。 
142 前掲注 1222 

競争法第 39 条  
この法律において、不公正な競争行為とは、次の各項に掲げる行為をいう。 

2．商業上の秘密の侵害 
 
競争法第 41 条  
商業上の秘密の侵害事業者は、次の各項に掲げる行為を行ってはならない。 

1．商業上の秘密の法律上の保有者が秘密を守るために講じる手段を妨害して、商業上

の秘密に該当する情報を入手、及び収集すること。 
2．商業上の秘密の保有者の承諾を得ることなく、当該商業上の秘密を開示、又は使用

すること。 
3．商業上の秘密の保有者の秘密情報を入手、収集、若しくは開示する目的で、秘密を

保持する契約に違反し、又は同様の目的で、秘密保持義務を負う者を騙し、若しくはそ

の者の信用を利用すること。 
4．取引関連法令に基づいて手続を実施する者若しくは製品流通のために手続を実施す

る者の有する商業上の秘密に該当する情報を入手、若しくは収集し、又は政府当局によ

る適用措置を妨害して特定の者の有する商業上の秘密に該当する情報を入手、若しくは

収集すること。特定の者の有する商業上の秘密に該当する情報を、事業を行うために、

若しくは事業若しくは製品流通に係るライセンスを申請するために使用すること。 
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（ⅳ）訴訟における証拠収集手続について 

 営業秘密侵害を含む知的財産権侵害訴訟における個別の証拠収集に関する規定は存在せ

ず、民事訴訟法第 97 条第 2 項、すなわち、関係者、証人の証言の録取／関係者間、関係

者・証人間の対審／専門知識の要請／財物の評価／立入検査及び鑑定の実施／文書及び証

拠の収集・検証の委託／機関、団体及び個人に対する書類類提出命令等、の規定による。 
 検察官、裁判官、及びオンブズマンは、事件に関連する証拠の収集権を有する（民事訴

訟法第 58 条第 3 項、同法第 48 条第 3 項、同法第 50 条）。なお、ベトナム司法制度では、

糾問主義が採用されており、提供された証拠が判断に十分でない場合には、証拠の収集権

を有する裁判官、オンブズマンから関係者に対して、更なる証拠の提供を要請する権利が

ある143（民事訴訟法第 97 条第 2 項(g)、同条第 4 項）。 
 
（ⅴ）訴訟における営業秘密保持について 

 判決は、当事者が秘密の保持を求めるような秘密が含まれる場合には公開されない144。 
その他、訴訟手続における営業秘密の取り扱いについて、訴訟当事者は営業秘密を含む

証拠を裁判所に提出する義務を負い（民事訴訟法第 96 条第 1 項）、裁判所は営業秘密を含

む証拠を保全すると共に（同法第 107 条第 1 項）、当事者の正当な要求に基づき当該秘密

の開示は禁じられることになる（同法第 109 条第 2 項）。 
 訴訟に係わる職員（裁判長、裁判官、人民陪審員、オンブズマン、裁判所書記官、検察

院の議長、検察官、調査官を含む（同法第 46 条第 2 項(a)(b)）及び手続関係者（訴訟当事

者、当事者の弁護人、証人、通訳及び代理人など関係者その他の参加者を含む。）は、営業

秘密を含む証拠に対する秘密保持義務がある（同法第 109 条第 3 項）。また、訴訟当事者

は、関係者に対して秘密保持の要求通知書を送達する義務がある（同法第 96 条第 5 項）。 
 なお、裁判所及び職員においても、営業秘密の秘密保持義務はある（同法第 13 条第 3
項）。 
 
（ⅵ）国境措置 

 知的財産法第 216 条において、営業秘密を含む知的財産侵害物品に関する国境措置が規

定されている。 
 
・税関当局に対し、侵害品の発見のために輸出／輸入品の検査及び監督措置を要請できる

（知的財産法の知的財産権保護及び知的財産の国家管理に関する一部条項の実施の細則及

                                                      
143 質問票回答によれば、 
・ベトナム裁判所では、証拠に関して高い証明力を要求しており、この場合、一般には文書証拠が最も重視さ

れ、証人の証言や非文書証拠は重要度が低いものとされる。 
・裁判官は訴訟当事者が所有しない証拠を要求することがあり、その場合、十分な証拠がない又は訴訟当事者の

主張が損なわれるために、訴訟手続が長期化される。 
との示唆があった。 
144 Resolution 03/2017/NQ-HĐTP, Article 4.2(b). なお、質問票回答においては、一般的に知的財産権侵害事件を含

む判決は滅多に公開されないとの情報もある。 
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び指針を定める 2006 年政令145第 34 条、関税法第 73 条）。 
 営業秘密の管理者は、税関当局に申請書類（営業秘密の所有権を証明する書類、侵害品

の説明、侵害品を輸出／輸入する可能性のある輸出業者／輸入業者のリストを含む。）を提

出する（関税法第 74 条第 2 項、同法第 75 条第 1 項(b)）。税関による検査等の期限は申請

書類の受理日から 2 年で、2 年間延長できる（関税法第 74 条第 2 項）。 
 
・税関当局に対し、被疑侵害品の輸入又は輸出の通関を一時的に停止するよう要請できる

（知的財産法の知的財産権保護及び知的財産の国家管理に関する一部条項の実施の細則及

び指針を定める 2006 年政令146第 34 条、関税法第 73 条）。 
 営業秘密の管理者は、税関当局に申請書類を提出する（関税法第 75 条第 1 項(a)）と共

に、非侵害であった場合の被疑侵害者の損害を補填するために、保証金（被疑侵害品価値

の 20％相当の金額、又は当該価値が評価できない場合には少なくとも 2000 万ベトナムド

ン、又は信用機関発行の保証書）を供託する必要がある（知的財産法第 217 条第 2 項）。 
 
（ⅶ）域外適用 

 域外適用に関する規定は確認されていない147。 
 
（ⅷ）裁判外の紛争解決手続について 

 営業秘密の管理者は、営業秘密侵害に対して仲裁機関に仲裁を提起できる148（知的財産

法第 198 条第 1 項(d)）。 
 
②営業秘密保護に関する運用 

（ⅰ）訴訟における主な争点について 

質問票回答によれば、訴訟においては「営業秘密の保護要件」が主な争点となる。すな

わち、当該情報が知的財産法第 84 条に規定する要件を満たす必要があるところ、これら各

要件の判断基準は法令等で示されておらず、裁判所の裁量に委ねられるため争点となるこ

とが多い。その一方で、証拠に関しては、営業秘密の管理者に高い証明力を要求しており、

保護要件を充足しているかどうかについては重い立証責任を負うことになる。 
 
（ⅲ）外国企業がベトナムに進出する際の実務上の留意点 

 外国企業がベトナムに進出する際、営業秘密侵害事件に関する留意点について、質問票

                                                      
145 前掲注 1200 
146 前掲注 120 
147 質問票回答によれば、営業秘密の定義では、ベトナム発の又はベトナムに関連する情報に限定されていない

ことから、ベトナムが締約国である国際条約に従って域外に適用される余地はあるとのことである。 
148 裁判外での紛争解決の実態を把握するために、ラジャ・タン法律事務所に質問票調査を依頼したが、調停・

仲裁の秘密性のため、それらの事例を確認できなかった。 
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調査の回答を基に整理した。 
 
（ａ）営業秘密侵害事件に巻き込まれないための行為 
（ア）秘密保持契約の締結 
 営業秘密となり得るものを明確に特定及び定義した秘密保持契約又は非開示契約を締結

することが有用である。 
 
（イ）秘密保持措置 
 企業の内部労働規定に秘密保持に関する条項を定め、営業秘密の保護に関して明確な指

示及び方針を示すことが有効である。例えば、文書に「機密」又は「営業秘密」といった

マークを付ける、機密文書を安全な場所に鍵をかけて保管する、暗号化する（例えば、パ

スワード）、アクセス制限するなどである。さらに、営業秘密保護に関して被用者へ研修を

行うことも有効である。 
 
（ウ）技術的措置 
 侵害阻止のため、以下に示す技術的措置を採用することも有効である（知的財産法の知

的財産権保護及び知的財産の国家管理に関する一部条項の実施の細則及び指針を定める

2006 年政令149第 21 条第 2 項）。 
 
・営業秘密が保護されており、侵害してはならないことを伝えるために、製品、サービス

の手段、著作物の原作品及び複製品、実演の固定物、レコード、録画物又は放送物に対し、

営業秘密に関する発生地、所有者、保護の範囲及び期間等に関する情報を表示すること 
・保護される製品をマークし、特定し、区別し、保護するために技術的手段又は措置を使

用すること 
 
（ｂ）紛争が生じた場合の留意点 
 紛争が生じた場合は、訴訟において外国企業には以下に示す特有の手続要件がある。 
すなわち、裁判所へ提出する書類であって外国在住の組織、機関によって発行された書

類については、当該国の領事認証、公証が必要となる。また、外国語を使用している書類

は、ベトナム語への翻訳が必要である（民事訴訟法第 478 条）。この点、国によっては領事

認証の手続に時間がかかり、大きな負担となっているとの意見が寄せられた。 
 
（ⅳ）営業秘密保護に関する法制度の国内的評価 

 ベトナムにおける営業秘密保護に関する法制度の自国評価（整備状況、改善点等）につ

いて、質問票調査の回答を基に整理した。 
 ベトナムにおいては、知的財産法や競争法などの法令や政令により営業秘密保護に関す

る法的枠組みが整備・構築されているといえるものの、これらの規定に対応する実施細則

                                                      
149 前掲注 120 
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が無いために、運用は不透明なままとなっており、早急の指針策定が求められるとの評価

であった。 
 また、営業秘密を巡る紛争はほとんど提起されていないのが現状であり、これは立証に

必要な証拠の基準を充足することが難しいためであると考えられる。こうした紛争の少な

さは裁判官の経験の欠如を生み、裁判所あるいは裁判官ごとに見解が異なる事態が生じる

可能性があることが示唆された。 
 
 
（６）インド 

①営業秘密保護に関する法制度 

（ⅰ）営業秘密保護に関する法制度の概要 

インドでは、営業秘密保護に関する制定法は存在せず150、秘密保持契約等の契約又はコ

モンローにおける衡平法に基づく保護がなされている。 
したがって、インドでは営業秘密は主に契約（秘密保持契約、雇用契約、技術的ノウハ

ウ契約など）に盛り込まれる秘密保持義務に基づき保護されるため、1872 年インド契約法

（Indian Contract Act of 1872）により規制される。また、コモンローにおける衡平法に基づ

く保護として、当事者間に契約関係がない場合であっても、秘密保持義務の存在が認めら

れることがある。この点、John Richard Brady v. Chemical Process Equipments Pvt. Ltd.事件151

によれば、デリー高等法院は、契約に明示的に守秘義務条項がない場合であっても、所定

の場合には秘密保持義務が示唆され得るとの立場をとっている。同高等法院は、衡平法に

基づく広範な管轄権を行使し、契約に具体的な条項が盛り込まれていない場合であっても、

差止命令を出している。 
なお、営業秘密の不正取得に関する直接の明文規定は存在しない。この点、質問票調査

の回答によれば、営業秘密の不正取得行為について訴えを提起する際には、少なくとも①

対象の特定、②当該秘密の所有権の証明、③営業秘密性の証明、及び④秘密を取得した相

手方当事者がそれを保持及び／又は使用する権限を有していないこと、といった要件を充

足する必要があるとされている。 
 
 
 

                                                      
150 2016 年 5 月に商工省産業政策推進局（DIPP）から発表された「国家知的財産権政策」では、営業秘密保護に

ついて必要に応じて法的枠組みを策定するとされていたが、質問票回答によれば、企図された法律は成立してい

ないとのことであった。（https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/in/ip/pdf/national_ip_20160512_201606jp.pdf）。
また、営業秘密保護に関連した「the National Innovation Act of 2008」の草案が 2008 年にインド政府から公表

されたが、質問票回答によれば、インド議会のオンライン記録を確認したところインド議会の両院においてこの

草案が審議された経緯はないとのことである。（http://www.prsindia.org/uploads/media/vikas_doc/docs/1241500117~~
Draftinnovationlaw.pdf）。 
151 AIR 1987 Delhi 372. 
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（ⅱ）営業秘密の定義 

 営業秘密の定義は、次の 4 つの要素を充足する情報であることが要求される（Zee 
Telefilms Ltd. and Film and Shot and Anr. v. Sundial Communications Pvt. Ltd. and Ors.事件152）。 
・情報の所有者が、その開示が自己に損害を与えるか又は競争相手他を利することとなる

と判断する情報。 
・情報の所有者が、当該の情報が秘密である、つまり、すでに公知となっているものでは

ないと判断する情報。情報の所有者の競争相手の一部又は全員がすでにその情報を入手

している場合もあるが、当該所有者が秘密情報と判断している限りは、その保護を試み

る権利を有する。 
・前記の 2 項に関する所有者の判断が合理的なものであること。 
・特定の産業又は関連取引の慣習及び慣行に照らして、その情報についての判断がなされ

ること。 
 
（ⅲ）営業秘密侵害の救済手段 

 営業秘密侵害は、民事救済153による差止請求及び損害賠償請求がある154。なお、刑事救

済に関して特段の規定は存在しないが、適用可能性については「②（ⅲ）刑事救済の適用

可能性について」において詳述する。 
民事救済において、権利者は、過失ある当事者による営業秘密のそれ以上の開示又は使

用を阻止する恒久的差止命令を請求できる（John Richard Brady v. Chemical Process 
Equipments Pvt. Ltd.事件155など）。また、権利者は本案訴訟の審理継続中において侵害を防

止すべく暫定的差止命令を請求できる（1908 年民事訴訟法の規則 XXXIX 規定 1 及び 2）。
この点、裁判所は、①侵害に関する一応有利な事件の立証、②原告の被った回復不能な損

失及び損害、③原告の利益と被告の利益との比較考量、を考慮して暫定的差止命令を判断

することとなる。 
さらに、権利者は営業秘密の開示又は使用により損失を被った場合には、損害賠償を請

求することができる（1872 年インド契約法第 73 条156、第 74 条157）。 
なお、権利者が秘密保持義務への違反を根拠として提訴する場合は、①当該情報が秘密

であること、②その情報が秘密保持義務の存在を示唆する状況において開示されたこと、

                                                      
152 Mumbai High Court, 2003.3.27 
153 質問票回答によれば、インドには営業秘密侵害の民事救済に対する個別の規定が存在しないことから、民事

救済に際しては不法行為を理由に訴えている、との回答があった。 
154 質問票回答によれば、その他の民事救済として営業秘密を含む物品の引渡し、返還、又は廃棄を請求できる

とのことである。 
155 前掲注 1512 
156 1872 年インド契約法第 73 条 契約違反による損失または損害の補償－契約が破られたことによって損失を

被った当事者は、契約を破った当事者から、違反により通常の過程で生じた損失、あるいは契約締結の際に、違

反により起こることを知り得た損失に対して補償を受ける権利を有する。 
157 1872 年インド契約法第 74 条 罰則が規定されている契約の違反に対する補償－罰則が規定されている契

約、または違反の際に支払う金額が明記されている契約が破られた場合、違反を訴える当事者は、実際に損害が

発生したことを証明できたかにかかわらず、契約を破った当事者から、契約に規定された罰則や金額を超えない

範囲で補償を受ける権利がある。 
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及び③情報の無断使用に悪意があったことを証明する必要がある（Sandhya Organic 
Chemicals Pvt. Ltd. V. United Phosphorus Ltd.事件158）。 
 
（ⅳ）営業秘密侵害の例外 

 営業秘密侵害の例外として、他の者が独力で開発して営業秘密を取得する行為（M/s 
Stellar Information Technology Pvt v. Mr. Rakesh Kumar＆Ors 事件159）がある160。 
 
（ⅴ）訴訟における証拠収集手続について 

 営業秘密侵害訴訟における証拠収集手続については、特別な手続規定はなく民事訴訟法

の定めによる。 
 文書証拠の提出には、民事訴訟法規則 XI（証拠開示及び閲覧）及び規則 XIII（文書の提

出、押収及び返還）が適用される161。 
 また、裁判所は、訴訟手続中に当該事案の最終処分に必要であり、かつ当該事案で提出

される可能性のある証拠を請求する権限を有する（民訴法規則 XI の規定 14162）。 
 
（ⅵ）国境措置 

 営業秘密侵害物品に対する国境措置に関する規定は存在しない。なお、インド中央政府

は 1962 年関税法第 11 条に定める権限を行使して、次の商品の輸入を禁止する措置を取っ

ている163（2007 年 5 月 8 日付告示 2007 年第 49 号）。 
・虚偽商標または虚偽の取引表示を付した商品 
・インド国外で製造または生産された販売目的の商品で、2000 年意匠法により意匠権を有

する意匠を付したもの 
・インド国外で製造または生産された販売目的の製品で、1970 年特許法によりその特許が

有効であるもの 

                                                      
158 Gujarat High Court, 1997.2.2 
159 Delhi High Court, 2016.8.29 
160 質問票回答によれば、裁判例やガイドライン等の解釈指針で示されていないものの、以下に示す行為も営業

秘密侵害の例外とされる可能性が高い、とのことである。 
・リバース・エンジニアリング 
・従業員による通常有しうる知見の利用 
・営業秘密の所有者が、何らかの作為又は不作為により、営業秘密を公有のものにすること 
・司法機関の命令による開示（例えば、裁判で問題を解決するのに情報が開示されることが適切であり必要であ

ること、または特定の情報の開示を要求する法的規定がある場合、または公共の利益がそのような開示を要求す

る場合など） 
161 質問票回答によれば、証拠提出の際に以下のような要求がある、とのことである。 
・裁判所に提出される証拠については、宣誓供述しなければならない。 
・証拠がコンピュータ又はインターネット上に保存されたものである場合、当該証拠とともに、1872 年インド

証拠法第 65B 条に規定されている証明書（証拠の正確性及び信頼性を証明するもの）も提出する必要がある。 
162 民亊訴訟法規則 XI の規定 14（文書の提出） 裁判所が正しいと考える場合において、訴訟係属中あるいは

何時でも、当該訴訟で問題とされている事項に関して、訴訟当事者の所有または権限下にある書類に対して宣誓

のもとで提出を命令することができる。提出書類については公正に扱うものとする。 
163 「特許庁委託事業 模倣対策マニュアルインド編」JETRO、2014 年 3 月、207 頁。 
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・インド国外で考案または創出された方法によって販売目的の製品で、1970 年特許法によ

りその方法の特許が有効であるもの 
・虚偽の地理的表示を付した商品 
・1957 年著作権法第 53 条に定める著作権登録官の命令によって、輸入が禁止される商品 
 
②営業秘密保護に関する運用 

（ⅰ）営業秘密侵害事件の事件数、及び裁判外の紛争解決事例 

現地の裁判文書データベースを使用して過去 5 年分の営業秘密侵害事件の事件数、及び

仲裁・調停等の裁判外の紛争解決事例について調査を依頼した164。 
 
（ａ）民事事件の事件数 
 営業秘密侵害民事事件の事件数は 17 件である。そのうち、裁判所が営業秘密侵害を認定

して中間命令を出した件数は 9 件で、9 件のうち外国企業に関する件数は 5 件である。 
 
（ｂ）刑事事件の事件数 
 前述の通り、営業秘密侵害の刑事救済に関する特段の規定はないものの、申立てがあっ

て有罪にはならなかった事件が 2 件あった。そのうち、1 件は当事者間で友好的に解決さ

れている。 
 
（ｃ）仲裁・調停等の裁判外の紛争解決事例 
 仲裁・調停手続は非公開であり仲裁判断や判断結果は公表されないため事例は把握でき

ない。なお、仲裁手続中に裁判所に対して暫定的差止命令を求めることや、裁定や判断等

の執行を裁判所に申し立てることはある。 
 
（ⅱ）訴訟における主な争点について 

 訴訟における主な争点について、質問票回答及び公開文献情報を基にして整理した。主

には、営業秘密該当性、所有者による営業秘密保護のための適切な措置の有無、及び営業

秘密の不正利用による侵害者の競争上の優位性確保の有無、といった点が争点となる。 
 
（ア）営業秘密該当性 
・Star India Private Limited vs Laxmiraj Seetharam Nayak And Anr.事件165 
 放送会社の重役が競合会社に就職するため、雇用契約の途中で退職を希望したところ、

雇用主である放送会社は重役が多くの営業秘密を知り得ていることから、契約満了までの

勤務を要求した。本件においては、重役が営業秘密を知っているかどうかが争点の一つと

                                                      
164 カイタン法律事務所調査に依拠。対象期間は、2012 年 10 月 20 日～2017 年 10 月 20 日の 5 年間とした。 
165 2003 (3) MahLj 726／その他、Emergent Genetics India Pvt. Ltd. Vs.Shailendra Shivam and Ors.事件 2011(47)PTC 
494(Del)や、Ritika Private Limited v. Biba Apparels Private Limited 事件 230(2016) DLT109 等もある。 
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なったが、裁判所は放送会社の主張する営業秘密は会社内部で多くの社員が知っており、

重役の知識や技能は固有のもので営業秘密に当たらないとの判断を示した166。 
 
（イ）所有者による営業秘密保護のための適切な措置 
・American Express Bank Ltd.v. Ms. Priya Puri 事件167 
 原告（銀行）と被告（銀行の従業員）との間の雇用契約においては、雇用契約期間中に

加え、期間終了後も秘密情報（顧客情報）の漏洩は禁止されており、漏洩により会社に損

害が発生した場合には、被告が賠償する責任を負う旨規定されていた。裁判所は、インド

契約法第 27 条が、雇用期間終了後に被用者の権利に制約を課すことを許容していないと

判断し、雇用期間終了後に被告が顧客に連絡することを禁ずる契約条項は、無効であると

の判断を示した168。 
 
（ウ）営業秘密の不正利用による侵害者の競争上の優位 
・Homag India Pvt. Ltd v. Ulfat Ali Khan 事件169 
 
（ⅲ）刑事救済の可能性について 

 営業秘密侵害において 1860 年インド刑法による刑事救済の可能性について、質問票回

答を基に整理した。 
・第 403 条：不正な財物の横領170 
・第 405 条：刑法上の背任行為171 
・第 406 条：刑法上の背任行為に対する処罰172 
・第 408 条：事務員又は被用者による刑法上の背任行為173 
・第 420 条：詐取及び財物の引渡しを不正に誘導する行為174 

                                                      
166 仁戸田一之、田中義敏「インドにおける営業秘密保護の留意点」The Invention、No.10, 2014 
167 (2006) III LLJ 540 (Del) 
168 小川聡、白井紀充「インドにおける営業秘密保護の現状と課題」特許ニュース、平成 26 年 6 月 24 日 
169 Karnataka High Court – MFA No. 1682/2010. Decided on 10 October 2012. 
170 1860 年インド刑法第 403 条（不正な財物の横領） いずれかの動産を不正に横領し又はこれを自己用途に転

用する者は、2 年以下の自由刑又は罰金刑、又はこれらの併科に処する。 
171 1860 年インド刑法第 405 条（刑法上の背任行為） いずれかの方法により財物又は財物に対する支配を委託

され、その財物を不正に利用し又は自己用途に転用する者、又はかかる委託が遂行される方法を定める法律の命

令若しくはかかる委託の遂行に明示若しくは暗示に言及して自身が締結した法律上の契約に違反してその財物を

不正に利用し又は処分する者、又は他人によるかかる行為を故意に認容する者は、「刑法上の背任行為」をな

す。 
172 1860 年インド刑法第 406 条（刑法上の背任行為に対する処罰） 刑法上の背任行為をなす者は、3 年以下の

自由刑又は罰金刑、又はこれらの併科に処する。 
173 1860 年インド刑法第 408 条（事務員又は被用者による刑法上の背任行為） 事務員、若しくは被用者、又は

事務員若しくは被用者として雇用され、かついずれかの方法によりかかる資格において財物又は財物に対する支

配を委託され、当該財物について刑法上の背任行為をなす者は、7 年以下の自由刑に処し、罰金刑を併科するこ

とができる。 
174 1860 年インド刑法第 420 条（詐取及び財物の引渡しを不正に誘導する行為） 人を欺罔し、それによって欺

罔された者が別の者に財物を引き渡し、又は有価証券若しくは署名若しくは印章のあるものであって有価証券に

転換できるものの一部若しくは全部を作成、改ざん若しくは破棄するように不正に仕向ける者は、7 年以下の自

由刑に処し、罰金刑を併科することができる。 
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 これらの規定の適用で争点となるのは、規定にある「財物」に営業秘密が含まれるかで

ある。この点に関して、Pramod S/o Laxmikant Sisamkar and Uday Narayanrao Kirpekar v. 
Garware Plastics and Polyester Ltd.事件175では、裁判所は、申立人が業務委託契約に違反して

技術のノウハウを使用する場合には、1860 年インド刑法第 408 条及び第 420 条が適用でき

るとの意見を示した。ただし、裁判所は、技術のノウハウが「財物」の範囲に含まれるか

について最終的に判断を示さなかった。 
 ここで、1860 年インド刑法第 403 条及び第 408 条については、権利者が他人を信頼して

財物を委託したことが前提であるから、信頼関係が存在しておらず、アクセス自体が許可

されていない場合（営業秘密の不正取得行為）には、これらの規定は適用されないことと

なる。 
 また、営業秘密が文書化され、コンピュータ、コンピュータシステム又はネットワーク

上に保存されている場合において、許可なく当該情報にアクセスしたときには、上記した

1860 年インド刑法の規定と共に、2000 年インド情報技術法の規定が適用される可能性も

ある。 
 2000 年インド情報技術法（Information Technology Act, 2000）第 43 条によれば、コンピュ

ータ、コンピュータシステム又はコンピュータネットワークの担当者又は所有者の許諾な

く、当該コンピュータ、コンピュータシステム、コンピュータネットワークにアクセスし、

又はデータ等のダウンロード等を行った者は、被害者に対して、損害賠償責任を負うとさ

れている。また、営業秘密がデータベースやソフトウェアである場合、適法な契約条件に

基づいて他人の個人情報を知りえた者が、関連する者の許可を得ずに情報を開示した場合

には、３年以下の懲役若しくは罰金、又はその併科に処される176。 
 
（ⅳ）訴訟における営業秘密保持について 

 訴訟における営業秘密保持について、質問票回答を基に整理した。 
基本的に、判決／命令は営業秘密には言及するものの、その詳細については記載されな

い。当事者による文書の提出についても、当事者はまず封書による提出の許可を求めて裁

判所に申立てを行い（民事訴訟法第 151 条177）、申立てが認められれば裁判所代表の立会い

の下で封書を提出することになっている。この文書は、裁判所の記録には含められず、公

衆が閲覧することもできない。そして、裁判所の立会いの下でのみ、また裁判所の許可を

得て開封される。この場合、通常は、当事者の訴訟代理人／弁護士（技術の専門家の場合

もある）が、当事者間で秘密保持契約を締結する。この秘密保持契約には、通常は営業秘

密の記載された文書の閲覧を許可される人物の氏名一覧が記載される。 
 
 

                                                      
175 1986 (3) Bom.C R 411 
176 前掲注 169 
177 民亊訴訟法第 151 条は、法律に基づき裁判を行う裁判所の裁量権、すなわち、裁判の終了を確保するために

必要な全てのことを行い、裁判手続の濫用を阻止すること、について定めている。 
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（ⅳ）外国企業がインドに進出する際の実務上の留意点 

 外国企業がインドに進出する際に、営業秘密侵害事件に巻き込まれないための、あるい

は万が一事件に関わった場合の留意点等について、質問票回答を基にして整理した。 
 
（ａ）営業秘密侵害事件に巻き込まれないための留意点 
 営業秘密侵害事件に巻き込まれないための留意点は以下の通りである。 
・インド法が執行可能な秘密保持契約書を作成すること。具体的には、契約において、①

秘密保持義務及び他の関連規定の対象となる営業秘密を明確に特定する、②営業秘密が開

示される範囲及び開示の目的を定義する、③営業秘密の違反に対する補償を定めること178。 
・セキュリティ方針を理解した人に限定してアクセス規制を行うこと。また、営業秘密に

アクセスした人を記録すること。 
・営業秘密を譲渡する場合、譲渡後も非開示を継続するため、譲渡先企業の適正な評価と

実績を確認すること。 
・セキュリティ措置について従業員に指示を出し、情報の取り扱いについて従業員に適切

な研修を行うこと。 
・退職者と面接を行い、雇用契約に基づく秘密保持義務が継続することを再認識させるこ

と179。 
・IT システムの正常を確認するため定期的に監査すること。 
・書類や電子データに「機密」の用語を付すこと。 
 
（ｂ）営業秘密侵害事件に巻き込まれた場合の留意点 
 万が一、営業秘密侵害事件に巻き込まれた場合の留意点は以下の通りである。 
・知財関連訴訟手続において、インドの司法当局に提出する全ての文書は、当事者を代理

する正当な権限をもつ代理人の署名・捺印が必要である。また、緊急に文書を提出する場

合もあるため、署名権限を有する代理人をインド国内に置くことが望ましい。 
・一方で、裁判手続と比較して、営業秘密の秘密性が保持されやすい仲裁の利用も有用と

考えられる。 
 
（ⅴ）営業秘密保護に関する法制度の国内的評価 

 インドにおける営業秘密保護に関する法制度の自国評価（整備状況、改善点等）につい

て、質問票回答を基にして整理した。 
インドの裁判所は、様々な状況における営業秘密に関する問題を十分に認知し、保護を

                                                      
178 前掲注 16869 では、「従業員が守秘義務に抵触した場合に、想定される損害賠償額及び懲罰的損害賠償額を超

える多額の違約金について規定した契約についても、その超過部分について無効となる可能性がある。」と言及

している。 
179 前掲注 16869 では、「退職後に秘密保持義務を課す範囲が著しく広範囲であるような場合には、取引を制限す

る契約条項として無効となる可能性がある」が、「当該規定が、裁判所によりインド契約法上の規定に違反する

として無効であると判断される可能性があるものの、契約の相手方に心理的な拘束を与えられる点にメリットが

ある」と言及している。 
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与えているという認識を持っている。 
また、営業秘密の定義に関しては広く解釈される傾向にあるとのことである。 
さらに、別の観点からは、現段階において知財事件における損害賠償に関する判断は発

展期にあるといえ、損害賠償の運用については未成熟であるとの評価があった。 
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所

規
則

の
規

則
2
3
～

2
8
）
な

ど

民
事

事
件

で
は

書
面

に
よ

る
証

拠
等

が
、

刑
事

事
件

で
は

証
人

の
証

言
等

が
証

拠
と

し
て

認
め

ら
れ

る
（
民

法
第

1
8
6
6
条

、
刑

事
訴

訟
法

第
1
8
4
条

）

事
前

証
拠

調
べ

（
知

的
財

産
等

の
設

置
等

に
関

す
る

法
律

(B
.E

.2
5
3
9
)第

2
8
条

）
、

証
拠

の
提

出
（
民

事
訴

訟
法

第
8
8
条

）
、

証
人

陳
述

書
の

提
出

（
知

的
財

産
等

の
ル

ー
ル

(B
.E

.2
5
4
0
)規

則
2
8
な

ど
）
、

追
加

の
証

拠
調

べ
（
知

的
財

産
等

の
ル

ー
ル

(B
.E

.2
5
4
0
)規

則
3
9
）
な

ど

・
裁

判
官

等
は

事
件

に
関

連
す

る
証

拠
の

収
集

権
を

有
す

る
（
民

事
訴

訟
法

第
5
8
条

第
3
項

等
）

・
証

拠
が

十
分

で
な

い
場

合
、

裁
判

官
等

は
関

係
者

に
対

し
更

な
る

証
拠

の
提

供
を

要
請

で
き

る
 （

民
事

訴
訟

法
第

9
7
条

第
2
項

(g
)等

）

・
営

業
秘

密
に

関
す

る
証

拠
は

非
公

開
（
民

事
訴

訟
法

第
6
8
条

）
・
判

決
に

は
営

業
秘

密
に

関
す

る
詳

細
な

記
載

は
な

し
（
民

事
訴

訟
法

第
1
5
6
条

）

・
封

書
に

よ
っ

て
提

出
し

た
営

業
秘

密
に

関
す

る
文

書
は

公
衆

閲
覧

不
可

・
判

決
に

は
営

業
秘

密
の

詳
細

な
記

載
は

な
し

・
当

事
者

は
裁

判
官

等
に

対
し

て
イ

ン
カ

メ
ラ

手
続

の
要

求
が

可
能

（
A

lm
o
n
te

 v
. V

as
qu

e
z事

件
）

・
最

高
裁

判
所

等
の

決
定

に
お

い
て

、
営

業
秘

密
の

詳
細

は
非

公
表

（
C

h
av

e
z 

v.
 P

re
si

de
n
ti
al

C
o
m

m
is

si
o
n
 o

n
 G

o
o
d 

G
o
ve

rn
m

e
n
t事

件
 ）

・
裁

判
官

は
当

事
者

の
請

求
に

よ
り

裁
判

手
続

の
非

公
開

を
命

じ
る

こ
と

が
可

能
（
営

業
秘

密
法

第
1
8
条

 ）
・
裁

判
手

続
が

非
公

開
で

行
わ

れ
た

裁
判

の
判

決
は

通
常

公
表

さ
れ

な
い

・
裁

判
所

は
、

当
事

者
の

請
求

等
に

基
づ

き
、

審
問

の
イ

ン
・
カ

メ
ラ

で
の

実
施

、
又

は
事

件
に

お
け

る
事

実
等

の
公

表
の

禁
止

を
命

じ
る

こ
と

が
可

能
（
知

的
財

産
等

の
ル

ー
ル

(B
.E

.2
5
4
0
)規

則
2
4
）

・
裁

判
官

や
訴

訟
当

事
者

等
に

対
し

て
秘

密
保

持
の

義
務

あ
り

（
民

事
訴

訟
法

第
1
0
9
条

第
3
項

な
ど

）
・
判

決
は

訴
訟

当
事

者
が

秘
密

の
保

持
を

求
め

る
営

業
秘

密
を

含
む

場
合

に
は

公
開

さ
れ

な
い

規
定

な
し

規
定

な
し

規
定

な
し

規
定

な
し

規
定

な
し

侵
害

品
発

見
の

た
め

の
輸

出
入

品
の

検
査

及
び

監
督

措
置

、
又

は
被

疑
侵

害
品

の
輸

出
入

の
通

関
で

の
一

時
的

停
止

の
要

請
が

可
能

（
知

的
財

産
法

の
知

的
財

産
権

保
護

及
び

知
的

財
産

の
国

家
管

理
に

関
す

る
一

部
条

項
の

実
施

の
細

則
及

び
指

針
を

定
め

る
2
0
0
6
年

政
令

第
3
4
条

）

刑
事

罰
の

域
外

適
用

あ
り

（
刑

法
第

6
条

～
第

1
0
条

）
適

用
な

し
適

用
な

し
適

用
な

し
適

用
な

し
適

用
な

し

民
事

事
件

2
6
3
件

（
1
6
8
件

）
1
7
件

（
9
件

）
5
件

2
件

（
2
件

）
－

判
決

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

な
し

－
刑

事
事

件
6
3
件

（
4
5
件

）
申

立
が

あ
っ

て
有

罪
と

さ
れ

な
か

っ
た

事
件

が
2
件

0
件

2
件

（
2
件

）
刑

事
救

済
な

し

行
政

事
件

－
デ

ー
タ

非
公

表
－

行
政

救
済

な
し

行
政

救
済

な
し

行
政

救
済

な
し

行
政

救
済

な
し

－
判

決
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
な

し
－

・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

・
内

容
は

ほ
と

ん
ど

が
非

公
開

・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

・
内

容
は

非
公

開

・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

・
仲

裁
と

調
停

の
手

続
ル

ー
ル

（
改

正
2
0
1
0
年

知
的

財
産

庁
令

第
1
5
4
号

、
2
0
1
1
年

知
的

財
産

庁
令

第
6
1
号

）

・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

（
営

業
秘

密
法

第
1
2
条

）
・
内

容
は

非
公

開
・
仲

裁
や

調
停

で
紛

争
解

決
が

可
能

（
営

業
秘

密
法

第
9

条
）

・
仲

裁
で

紛
争

解
決

が
可

能
（
知

的
財

産
法

第
1
9
8
条

第
1
項

(d
)）

・
権

利
者

に
よ

る
侵

害
事

実
の

立
証

が
困

難
（
但

し
、

刑
事

・
行

政
救

済
の

場
合

、
証

拠
収

集
面

で
公

安
機

関
や

工
商

局
の

協
力

が
得

ら
れ

る
）

・
証

拠
収

集
の

難
し

さ
か

ら
、

人
民

法
院

で
は

証
拠

保
全

や
証

拠
収

集
が

利
用

さ
れ

る
・
司

法
鑑

定
や

技
術

調
査

官
が

活
用

可
能

－
－

・
損

害
賠

償
額

算
定

は
裁

判
官

の
裁

量
・
刑

事
救

済
に

関
し

て
、

刑
事

告
訴

を
取

下
げ

る
こ

と
で

和
解

交
渉

で
優

位
に

な
る

反
面

、
無

罪
判

決
の

場
合

に
は

反
訴

さ
れ

る
可

能
性

あ
り

・
管

理
者

は
立

証
負

担
が

大
き

い
が

、
知

的
財

産
省

へ
営

業
秘

密
を

登
録

す
る

こ
と

で
、

訴
訟

に
お

い
て

証
拠

と
し

て
活

用
可

能
・
刑

事
救

済
に

関
し

て
、

懲
役

刑
は

営
業

秘
密

侵
害

に
対

す
る

抑
止

力
。

一
方

で
、

裁
判

で
非

侵
害

と
判

断
さ

れ
た

場
合

に
反

訴
さ

れ
る

可
能

性
あ

り

－

・
秘

密
管

理
性

・
営

業
秘

密
該

当
性

・
接

触
、

類
似

、
合

理
出

所
に

関
し

て

・
営

業
秘

密
該

当
性

・
営

業
秘

密
保

護
の

た
め

の
相

応
の

措
置

・
侵

害
者

の
競

争
上

の
優

位
性

の
取

得
・
営

業
秘

密
該

当
性

・
営

業
秘

密
該

当
性

・
情

報
等

の
類

似
性

・
原

告
の

主
張

・
根

拠
の

適
切

性
・
営

業
秘

密
該

当
性

・
損

害
賠

償
額

・
営

業
秘

密
の

保
護

要
件

・
現

地
従

業
員

と
の

間
で

秘
密

保
持

義
務

を
含

ん
だ

労
働

契
約

の
締

結
・
訴

訟
で

法
院

に
提

出
す

る
外

国
の

資
料

等
は

公
証

・
認

証
手

続
と

中
国

語
へ

の
翻

訳
が

必
要

・
営

業
秘

密
を

明
確

に
特

定
し

た
秘

密
保

持
契

約
書

の
作

成
、

ア
ク

セ
ス

制
限

等
の

秘
密

保
持

措
置

・
訴

訟
で

裁
判

所
に

提
出

す
る

文
書

は
正

当
な

権
限

持
つ

代
理

人
の

署
名

・
捺

印
が

必
要

・
従

業
員

と
の

雇
用

契
約

に
お

い
て

、
非

親
交

条
項

、
及

び
非

競
合

条
項

又
は

非
関

与
条

項
を

設
け

る
こ

と

・
営

業
秘

密
保

護
の

た
め

の
社

内
規

定
や

、
現

地
従

業
者

等
と

の
間

の
非

開
示

契
約

の
締

結
・
裁

判
所

に
提

出
す

る
外

国
の

証
拠

文
書

は
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
領

事
館

認
証

と
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
語

へ
の

翻
訳

が
必

要
・
紛

争
発

生
し

た
場

合
、

手
続

が
非

公
開

で
あ

る
仲

裁
等

の
選

択
も

可
能

・
営

業
秘

密
に

対
し

て
物

理
的

保
護

、
技

術
的

保
護

、
及

び
契

約
的

保
護

の
実

施
・
営

業
秘

密
の

所
有

権
等

の
争

い
に

備
え

て
、

営
業

秘
密

を
知

的
財

産
省

に
登

録
す

る
こ

と

・
秘

密
保

持
契

約
の

締
結

、
秘

密
保

持
措

置
、

技
術

的
措

置
・
裁

判
所

へ
の

提
出

書
類

で
外

国
の

組
織

等
か

ら
発

行
さ

れ
た

も
の

は
、

当
該

国
の

領
事

認
証

等
が

必
要

・
外

国
語

で
の

書
類

は
、

ベ
ト

ナ
ム

語
へ

の
翻

訳
が

必
要

（
民

事
訴

訟
法

第
4
7
8
条

）

・
国

家
秘

密
保

護
法

等
で

定
め

た
国

家
秘

密
の

定
義

に
よ

れ
ば

、
外

国
企

業
の

営
業

秘
密

が
中

国
で

国
家

秘
密

と
さ

れ
る

可
能

性
は

低
い

・
医

薬
品

の
臨

床
試

験
デ

ー
タ

は
営

業
秘

密
と

し
て

も
保

護
さ

れ
る

可
能

性
が

あ
る

・
2
0
1
6
年

に
商

工
省

産
業

政
策

推
進

局
か

ら
発

表
さ

れ
、

営
業

秘
密

保
護

を
法

的
枠

組
み

策
定

の
対

象
の

一
つ

と
し

た
「
国

家
知

的
財

産
権

政
策

」
に

つ
い

て
、

企
図

さ
れ

た
法

律
は

成
立

し
て

い
な

い

－

・
営

業
秘

密
ラ

イ
セ

ン
ス

契
約

に
つ

い
て

は
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

知
的

財
産

総
局

へ
の

登
録

が
要

求
さ

れ
て

い
る

が
（
営

業
秘

密
法

第
8
条

、
第

9
条

）
、

当
該

登
録

に
関

す
る

実
施

規
則

は
制

定
さ

れ
て

い
な

い

－
－

裁
判

外
の

紛
争

解
決

過
去

5
年

間
の

営
業

秘
密

侵
害

事
件

数
（
カ

ッ
コ

内
は

侵
害

認
定

件
数

）

営
業

秘
密

保
護

に
関

す
る

制
定

法

営
業

秘
密

保
護

に
関

す
る

解
釈

基
準

、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
他

営
業

秘
密

の
定

義

営
業

秘
密

侵
害

に
対

す
る

救
済

手
段

民
事

救
済

刑
事

救
済

行
政

救
済

営
業

秘
密

侵
害

の
例

外
規

定

そ
の

他

可
能

（
営

業
秘

密
法

第
3
3
条

）

規
定

な
し

懲
役

、
罰

金

差
止

め
、

罰
金

営
業

秘
密

侵
害

訴
訟

で
の

主
な

争
点

日
本

企
業

の
進

出
に

あ
た

る
実

務
上

の
留

意
点

営
業

秘
密

侵
害

救
済

手
段

の
特

徴

規
定

な
し

可
能

（
刑

法
第

2
1
9
条

）

可
能

（
反

不
正

当
競

争
法

第
2
1
条

）

規
定

は
存

在
し

な
い

が
、

適
用

可
能

性
あ

り
（
P
ra

m
o
d 

S
/
o
 L

ax
m

ik
an

t 
S

is
am

ka
r 

an
d 

U
da

y
N

ar
ay

an
ra

o
 K

ir
pe

ka
r 

v.
 G

ar
w

ar
e
 P

la
st

ic
s 

an
d

P
o
ly

e
st

e
r 

L
td

.事
件

で
は

刑
法

第
4
0
8
条

等
へ

の
適

用
言

及
）

証
拠

収
集

に
関

す
る

規
定

裁
判

情
報

の
公

表

営
業

秘
密

侵
害

製
品

の
国

境
措

置

営
業

秘
密

規
定

の
域

外
適

用

統
計

情
報

の
開

示
は

首
席

裁
判

官
の

裁
量

に
依

存

規
定

な
し

可
能

（
産

業
財

産
分

野
に

お
け

る
行

政
処

分
に

関
す

る
2
0
1
3
年

政
令

第
2
2
条

第
1
項

、
競

争
法

第
4
1
条

）

可
能

（
改

正
刑

法
第

2
3
0
条

、
消

費
者

法
第

4
1
条

な
ど

）

規
定

な
し

可
能

（
営

業
秘

密
法

第
1
7
条

）

規
定

な
し
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Ⅱ．途上国における偽物医薬品等の模倣品による健康・安全被害の状況調査 

 

１．はじめに 

 模倣品の氾濫は、企業の適正な国際競争を歪め、権利者が本来得るべき利益を奪い、新

たな知的財産の創造意欲を減退させ、消費者の企業ブランドに対する信頼を低下させる。

これに留まらず、偽物医薬品や安全基準を満たさない模倣部品は、健康や安全への被害な

ど消費者自身の利益を直接的に損なうものであり、国民の安心・安全という観点からも重

大な脅威になる。 
 そこで、深刻化する偽物医薬品等の模倣品被害の実態についてその全てを網羅すること

は困難であるものの、本調査では、偽物医薬品を含む模倣品による健康・安全被害の実態

について報告するとともに、あり得べき解決策について検討を加えることとする。 
 

２．途上国における偽物医薬品等の模倣品による健康・安全被害の実態 

（１）アフリカ地域 

 「2013 年、サハラ以南のアフリカで、低品質の抗マラリア薬に起因して、122,350 人

の 5 歳以下の幼児が死亡したと見積もられている1。この数値は、この地域の 5 歳以下

の幼児の死亡者の 3.75%を占める。」2 
 
 「WHO の推計によれば、アフリカだけでも偽物医薬品により毎年 100,000 人が死亡し

ている。」3 
 
 「1995 年に髄膜炎の流行中に偽の髄膜炎ワクチンを受けた人が 5 万人を超え、2500 人

が死亡し、多くの人々に永久的な障害が残った。」4（ニジェール） 
 

 「マラリアを含む様々な病気の治療のために、患者が偽のジアゼパムを服用している

ことが発見された。偽のジアゼパムの錠剤にはジアゼパムは全く含まれておらず、抗

精神病薬ハロペリドールが 1 錠剤当たり 10mg〜20mg の範囲で含まれていた。ハロペ

リドールの既知の副作用の 1 つは、顔面等における重度の制御不能な筋肉痙攣である

ところ、偽のジアゼパムを服用した患者は、顔面痙攣等を呈していた。」5（コンゴ） 
 

                                                      
1 Renschler et al. 2015, The American Journal of Tropical Medicine and Hygiene 92: 119–26. 
2 Public health interventions to protect against falsified medicines: a systematic review of international, national and local 
policies(Health Policy and Planning, 31, 2016, 1448–1466) 

3 Jocelyne Sambira, ‘Counterfeit drugs raise Africa’s temperature’, Africa Renewal (May 2013) 
4 Substandard drugs: a potential crisis for public health（Br J Clin Pharmacol. 2014 年 8 月、  78（2）：218-243）の

「Potential consequences of substandard drugs」の項 https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC4137817/ 
5 Counterfeit medicines killing people and brands（December 13, 2016） 

https://www.raconteur.net/business/counterfeit-medicines-killing-people-and-brands 
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（２）アジア地域 

 「2008 年の最初の 5 ヶ月間に 150 人が重度の低血糖（血糖値の急激な低下）により入

院し、4 人が死亡、7 人に重度の脳損傷が残った。被害者は、糖尿病の治療に使用され

るグリブリドを大量に含む偽造の勃起不全の治療薬を服用していたと伝えられてい

る。」6（シンガポール） 
 
 「100 名以上の心臓病患者が、パンジャブ・インスティテュート・オブ・カージオロジ

カル・インスティテュートによる偽造降圧薬）の投与後に死亡した。」7（パキスタン） 
 
 「アルテミシニン、ペニシリン、およびジスロマックの偽の抗マラリア薬および抗生

物質は、今日ミャンマーで販売されている最も一般的な偽造品であり、消費者にとっ

て重大な結果をもたらしている。病気になる多くの人は、しばしば効果的な治療にア

クセスすることができない。また、ミャンマーの多くの医薬品は処方箋なしで容易に

入手できるため、偽造品が患者に届くのを阻止することは困難である。」8（ミャンマ

ー） 
 

 「2007 年、偽造薬（spurious drugs）に関連して、Maharashtra で 4 名の死亡が報告され

た。また、2012 年には Kashmir において、肺炎の治療に用いられた規格以下（substandard 
quality）のセフトリアキソンにより、300 人の幼児の死亡が報告された。」9（インド） 

 

（３）世界規模 

 「国際政策ネットワーク（International Policy Network）の報告によれば、全世界で 70
万の人々が、偽造薬（抗マラリア及び結核）で死亡しているとされる。」10 

 
 「国際刑事警察機構（インターポール）によれば、偽物医薬によって年間 100 万人以

上が死亡しているとされており、偽物医薬品を含む模倣品ビジネスが国際的な犯罪組

織の巨大な資金源となっているとされる。」11 
 

                                                      
6 Growing threat from counterfeit medicines(Bulletin of the World Health Organization Volume 88, Number 4, April 2010, 
241-320) http://www.who.int/bulletin/volumes/88/4/10-020410/en/ 
7 Counterfeit medications. https://en.wikipedia.org/wiki/Counterfeit_medications 
8 Counterfeit medicines and Global Health Security (May 13, 2015）http://www.bifurcatedneedle.com/new-blog/201
5/5/13/counterfeit-medicines-and-global-health-security 

9 Current Scenario of Spurious and Substandard Medicines in India: A Systematic Review（Indian Journal of 
Pharmaceutical Sciences, January - February 2015）http://www.ijpsonline.com/articles/current-scenario-of-spurious-and-
substandard-medicines-in-india-a-systematic-review.pdf 

10 Current Scenario of Spurious and Substandard Medicines in India: A Systematic Review（Indian Journal of 
Pharmaceutical Sciences, January - February 2015） 
11 Counterfeit Drugs Kill 1 Mn People Annually: Interpol（Natalie Southwick, 24 October, 2013）http://www.insi
ghtcrime.org/news-briefs/counterfeit-drugs-kill-1-million-annually-interpol 
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 「世界中の 500 名以上の子供たちが、エチレングリコール（すなわち不凍剤）で汚染

された偽造咳止めシロップで亡くなった。」12 
 

３．途上国における医薬品以外の製品等の模倣品による健康・安全被害の事例 

（１）アジア地域 

 「2013 年、タイの男性が、壁のコンセントに挿した状態で通話をした際に感電死して

しまうなど、過去数年の間に iPhone アダプターの模倣品によって感電死する事件も発

生している。その後の調査で、タイの国家放送通信委員会（NBTC）によれば、アダプ

ターの模倣品が不適切な状態で包装されていたことが原因であったと結論づけた。」13

（タイ） 
 
 「インド自動車部品工業会（ACMA）の調べによると、インドにおける模倣品自動車

部品の割合は 37％であり、3 分の 1 以上が模倣品。そして、自動車事故の多くが模倣

部品を使用したことに起因し、年間 2 万 5400 人が死亡、9 万 3000 人が負傷というデ

ータも公表されている。」14（インド） 
 
 「2003 年頃、東南アジアのある国では、偽物ベアリングによるオートバイ事故で年間

約 2 万人が亡くなっている。」15（東南アジア） 
 
（２）南米 

 「ベアリングの模倣品は広く流通している。外見は真正品と同様であっても品質が悪

い製品が多く、ベアリングの模倣品に起因したと思われる事故の報告も少なくない。

ベアリングの模倣品は、消費者の安全の観点からも大きな脅威となっている。」16（ペ

ルー） 
 
（３）その他 

 上記以外の模倣品として、コンタクトレンズを含む偽物プラスチック製品、半導体製

品等による被害が報告されている17。 

                                                      
12 The Health and Economic Effects of Counterfeit Drugs (American Health & Drug Benefits 2014 Jun; 7(4): 216–

224.）https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC4105729/ 
13 「模倣品・海賊版対策の相談業務に関する年次報告」(政府模倣品・海賊版対策総合窓口,2017 年 6 月, 5 頁) 

http://www.meti.go.jp/press/2017/06/20170623001/20170623001-2.pdf 
14 「JETRO ニューデリー事務所 知的財産権部の活動紹介」(特技懇 269 号,2013 年 5 月, 62 頁) 

http://www.tokugikon.jp/gikonshi/269/269kiko2.pdf 
15 「特許庁 模倣品・海賊版撲滅キャンペーン 模倣品被害レポート事例集 偽パーツ篇」 

http://www.jpo.go.jp/mohouhin/24fy/campaign/report04.html 
16 「模倣品の国際流通にかかる実態調査～模倣品ベアリングの事例」(日本貿易振興機構上海事務所 知識産

権部,2013 年 3 月, 6 頁) https://www.jetro.go.jp/world/ipinfo/aa4c371e355ae30b.html 
17 （総説的な説明として）Bikoff, J.L. et al. 2015, 「Fake it ’til we make it: regulating dangerous counterfeit goods」
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 また、例えば、点火プラグ、フィルター、フロントガラスなどの自動車関連部品があ

り18、エアバッグの模倣品についても、事故事例は報告されていないものの、その危険

性が指摘されている19。 
 さらに、水銀、鉛、ヒ素、シアン、尿、ネズミの糞等を含む化粧品が皮膚の炎症のみ

ならず、高血圧や不妊も引き起こしている例が報告されている20。 
 

４．考察 

 以上のとおり、アジア・アフリカ・南米地域をはじめ世界中において偽物医薬品、ある

いは粗悪な模倣品による健康・安全被害の実態・事例が報告されているが、当然のことな

がら、実際の被害規模はこれをはるかに上回るものと考えられる。偽物医薬品を含む模倣

品ビジネスが国際的な犯罪組織の巨大な資金源となっていることも踏まえ、世界保健機関

（WHO）もインターポールと協力の上偽物医薬ビジネスによって巨額の利益を上げる犯罪

組織の撲滅に取り組んでいるところであるが21、世界的な模倣品拡散の防止及び排除が望

まれるところである。 
この点、非正規サイトからインターネットを通じて購入される医薬品のうち 50％以上が

偽物医薬であるとの報告も WHO よりなされているとおり22、このような模倣品拡散の背

景には、インターネットを含むデジタル環境における知的財産侵害行為の拡大もあると考

えられる。 
 今後は、当該問題の解決の糸口を探すために、TRIPS 協定に規定される知的財産権の行

使（エンフォースメント）の実効性確保、及びインターネットを含むデジタル環境におけ

るエンフォースメントの強化が重要と考えられるところ、各国におけるインターネットを

用いた流通経路等の実情や、各国政府、国際機関による対策について、より詳細に調査す

ることが重要と考えられる。 
なお、正規品の価格が高ければ高いほど、模倣品の販売による利益は多く見込めるとこ

ろ、特に医薬については国による価格差が大きい23。ただ、これは特許製品のみならずジェ

ネリック品についても同様の傾向が見られることから、特許制度の問題というよりは、む

しろ医薬品流通経路の問題であると見るべきである。その意味で、適正な価格での医薬品

流通制度の整備は、医薬品アクセス問題のみならず、偽物医薬による被害の軽減にも貢献

                                                      
Journal of Intellectual Property Law & Practice, 2015, Vol. 10, No. 4, http://www.ecta.org/uploads/press-
doc/fake_it_til_we_make_it.pdf 
18 「インドネシア、タイ、シンガポールにおける模倣品流通実態調査」(日本貿易振興機構 シンガポールセ

ンター,2009 年 4 月, 14 頁) 
https://www.jpo.go.jp/torikumi/mohouhin/mohouhin2/manual/pdf/indonesia3.pdf 
19 「模倣品・海賊版対策の相談業務に関する年次報告」(政府模倣品・海賊版対策総合窓口,2017 年 6 月, 15 頁) 
http://www.meti.go.jp/press/2017/06/20170623001/20170623001-2.pdf 
20 「The very real danger of fake cosmetics from China」, MashableAsia, http://mashable.com/2015/11/10/fake-makeup-
china/#6apl7ZVv1Pql 
21 http://www.who.int/bulletin/volumes/88/4/10-020410/en/ 
22 前掲脚注 6 参照。 
23 Health Action International（NGO）http://www.haiweb.org/medicineprices/pdf/lowest_priced_generics_all%20count
ries.pdf 
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しうると考えられる。 
 

 



- 91 - 

Ⅲ．中国とインドネシア知財制度動向並びに 
医薬品アクセスに対する新薬メーカーの貢献 

 

日本製薬工業協会 
藤井 光夫 

 

１．はじめに 

昨年より中国は、知的財産制度も含めた医薬品行政にかかる制度について、新薬の研究

開発促進も意識した内容で、大幅な改善を目指し始めた。これに対して、インドネシアは

2016年に改正特許法を施工したが、医薬品については、特許権を制限する方向となってい

る。 

一方で発展途上国における医薬品への不十分なアクセス及び顧みられない熱帯病

（Neglected Tropical Diseases、NTDs）に代表される研究開発が進まない疾患に係る課題に

ついて、知的財産制度と絡めて国際機関を中心に議論されている。 
欧米に後れを取っている部分があるものの、日本の新薬メーカーもこの課題を解決すべく

官民パートナーシップ等も利用しながら種々の活動を行っている。 
中国及びインドネシアの相反する知財制度動向、並びに特許等の知的財産権とは必ずし

も関連しない日本の新薬メーカーの医薬品アクセスに係る課題に対する取り組みを紹介す

る。 
 

２．中国知財動向  

（１）中国国家食品薬品監督管理局の政策案 

（a）概要 
中国国家食品薬品監督管理局（CFDA）は 2017 年 5 月 11 日及び 12 日 に医薬品医療機

器に関するイノベーション促進ための政策案を公表し、パブコメ募集を行った。それは以

下の 4 項目に関する政策案である。中国が、国を挙げて新薬の研究開発に取り組もうとす

る様子がうかがえる。 
・発明者の権利保護（公告 2017 年第 55 号）1 
・臨床試験に関する規則（公告 2017 年第 53 号）2 
・医薬品医療機器の承認審査（公告 2017 年第 52 号）3 
・医薬品と医療機器ライフサイクル管理の強化（医薬品承認取得者の法的義務の明確化

等）（公告 2017 年第 54 号）4 
                                                      
1 中国国家食品薬品監督管理局 公告 2017 年第 55 号、http://www.sda.gov.cn/WS01/CL0087/172606.html（最終ア

クセス日：2018 年 3 月 5 日） 
2 中国国家食品薬品監督管理局 公告 2017 年第 53 号、http://www.sda.gov.cn/WS01/CL0087/172568.html（最終ア

クセス日：2018 年 3 月 5 日） 
3 中国国家食品薬品監督管理局 公告 2017 年第 52 号、http://www.sda.gov.cn/WS01/CL0087/172567.html（最終ア

クセス日：2018 年 3 月 5 日） 
4 中国国家食品薬品監督管理局 公告 2017 年第 54 号、http://www.sda.gov.cn/WS01/CL0087/172569.html（最終ア
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これらの内、発明者の権利保護について以下紹介する。 
 

（b）発明者の権利保護の関する政策案   
発明者の権利保護について、以下の 4 項目の制度について、制度化又は改善する方針案

が公表された。 
・パテントリンケージ 
・データ保護 
・政府当局の秘密保持義務 
・医薬品目録（中国版オレンジブック）の作成 
 

パテントリンケージについては、以下の制度案となっているが、米国のパテントリンケ

ージ制度を参考にしている様である。 
・(新)医薬品の承認申請するものは関連する特許情報を申告する。 
・（後発）医薬品を販売しようとする者で、特許にチャンレンジしようとする者は、 非
侵害の宣言を行い、（後発）医薬品の承認申請から 20 日以内に特許権者に通知する。

特許権者は当該（後発）医薬品が特許を侵害していると判断した場合は、通知受領か

ら 20 日以内に提訴し、医薬品承認審査機関に連絡する。 
・提訴があった場合、医薬品承認審査機関は 24 カ月間（後発）医薬品の承認を停止す

る。24 カ月の間に特許非侵害の判決があれば、（後発）医薬品を承認する。 
・（後発）医薬品を販売しようとする者が非侵害の宣言をしない状況で、特許権者が提訴

した場合、裁判の状況に従い、（後発）医薬品の承認を停止する。 
・（後発）医薬品上市後の特許訴訟の場合は、裁判所の判断に委ねる。 

 
データ保護については、新薬承認日から起算し、後発品を承認しない期間について、以

下の様な期間を定める制度案となっている。 
・革新的新薬：6 年 
・革新的希少疾患及び小児適用医薬品：10 年 
・改良希少疾患及び小児適用医薬品：3 年 
・革新的バイオ医薬品：10 年 
・特許チャレンジに最初に成功した海外でも上市されている後発医薬品：1.5 年 
 

EU、米国又は日本で新薬承認日から 1 年以内に中国で承認申請した場合に上記データ保

護期間が設定されるが、1 年経過後に中国で申請した場合は、1 年を超えた期間を、上記期

間から差し引いた期間となっている。但し、差し引いた期間が 1.5 年未満になる場合は 1.5
年のデータ保護期間が設定される制度案となっている。 
なお、データ保護に関する制度案では、予防目的のワクチンが含まれるか不明確である。 
参考までに、日本でデータ保護と同じ効果のある再審査期間は、新薬承認日から起算し、

                                                      
クセス日：2018 年 3 月 5 日） 
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後発品の承認申請できない期間に該当するので、新薬の再審査期間 8 年では後発品の承認

審査期間の大凡 1 年を加算した 9 年程度後に、後発品が承認されることになる。 
 

政府当局の秘密保持義務については、営業秘密と承認申請データに対する秘密保持 義
務と義務違反については罰則と違反者を公表することが計画されている。 
パテントリンケージ制度に合わせて医薬品目録の作成も計画されている。新医薬品、改

良医薬品、後発医薬品の分類毎に、有効成分、剤型、薬効、承認を受けている者等の情報

と特許とデータ保護の情報を医薬品目録に掲載することを計画している。 
これらの政策案・制度案は現時点では、総論的であり今後順次細部について制度案が公

表される見込みである。 
 

（c）医薬品目録（中国版オレンジブック）案 
CFDA は医薬品目録案を 2017 年 9 月 4 日に公表し、パブコメ募集を行った5。医薬品目

録に記載すべき知財関連項目案として、医薬品承認番号、特許番号、特許の種類、特許満

了日、特許の取り下げ、特許延長、データ保護の種類、データ保護満了日が挙げられてい

る。中国では特許期間の延長制度が無いにも拘らず、特許延長の項目がある、案公表時点

では、やや不可解な内容であったが、後述するが、その後に、特許延長制度を試行するこ

とが公表された。 
2017 年 11 月 28 日には、具体的な各社製品の特許情報が記載された医薬品目録のリス

ト案も公表された6。 
 

（ｄ）医薬品登録管理弁法案 
2017 年 10 月 23 日には医薬品登録管理弁法案が公表され、パブコメ募集がされた7。知

財関連として、パテントリンケージ制度とデータ保護制度を設けることとしているが、詳

細は別途定めるとなっている。 
 

（ｅ）中国国家政策公表 
中国中央政府の公式報道サイト新華社は、2017年 10月 9日に中国国家政策を公表した 8。
知的財産制度に係る主たる項目は以下のようなものである。 
・医薬品目録を正式に発行する。 
・パテントリンケージ制度を実行する。 
・特許期間補償制度を試行する（一部の新薬を選んで、臨床試験及び審査により遅延さ

れた期間を適切に補償する）。 

                                                      
5 中国国家食品薬品監督管理局 公告 2017 年第 100 号、http://www.cde.org.cn/news.do?method=viewInfoCommon

&id=313999（最終アクセス日：2018 年 3 月 5 日） 
6 中国国家食品薬品監督管理局 厅字〔2017〕42 号、http://www.cde.org.cn/news.do?method=viewInfoCommon&id

=314144&from=singlemessage&isappinstalled=0（最終アクセス日：2018 年 3 月 5 日） 
7 中国国家食品薬品監督管理局、http://www.sfda.gov.cn/WS01/CL0050/178900.html（最終アクセス日：2018 年 3
月 5 日） 

8 新華社、http://www.gov.cn/xinwen/2017-10/08/content_5230105.htm（最終アクセス日：2018 年 3 月 5 日） 
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・データ保護制度の改善及び実行。 
・定期的に、新薬の特許満了、特許無効情報を公表し、後発薬の使用を促進する。 

 

（２）産業界の対応 

上述してきた中国政府の政策案及び制度案に対して、日米欧の新薬メーカー業界は協働

して対応を行ってきた。全体を通して、今回の政策案を歓迎したが、幾つかの点について

改善・再検討を要望する意見書を提出した。以下その内容について紹介する。 
 

（a）パテントリンケージ 
他の制度案についても同様であるが、現時点では総論的な内容であり詳細についての案

の公表はない。米国及びカナダ等では、既にパテントリンケージ制度が長く運用されてい

るので、これらの国の特許情報の提供と公表、後発メーカー側の非侵害の意見書等の手続

きを紹介しながら、類似の手続きを導入するように要望した。 
一方で、特許権者の通知受領から 20 日以内に提訴するのは、現在の中国プラクティスか

らすれば短すぎる。特に、海外の証拠には公証人・領事館認証が必要なので、海外の者が

対応するのは極めて困難な状況にある。米国、カナダ及び韓国と同様な 45 日程度に修正す

ることを要望した。 
 

（b）医薬品目録（中国版オレンジブック）案 
医薬品目録案については専利法等の他法との関係が不明確であった。特に、案には特許

延長、特許期間補償の専利法で定められていない項目の記載があったため、これらの不明

確な点について明確にするように要望した。 
また、バイオ医薬品が目録に掲載すべき対象か不明確であり、全ての新薬を掲載対象と

すること、及び手続き的な点において、目録は極力リアルタイムにアップデートされるべ

きであり、それを前提としてリストに掲載する情報の提供方法、提供時期、更新の時期等

の明確化を要望した。 
 

（c）データ保護 
データ保護について、EU、米国又は日本での新薬承認から 1 年以内に中国で新薬承認申

請を行わなければ、データ保護期間が短縮されることになる。大企業ならばともかく、中

小企業 にとっては厳しい条件であり、再検討を要望した。 
また、治療薬のみを対象とし、予防を目的とするワクチンがデータ保護の対象ではない

とも解釈できる内容であり、ワクチンを対象とすることを明確化することも要望した。 
 

（３）まとめ 

上述の様に、中国は、国を挙げて新薬の研究開発に取り組もうと、種々の制度の制度化

及び改善を計画している。実態は必ずしも明確ではないが、実際に中国国内企業による新

薬承認申請も幾つかされているようである。 
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今後も引き続き、種々の関連する制度案が公表され意見募集されることが予想されるが、

日米欧の新薬メーカー業界は協働して、中国における新薬の研究開発環境を改善するため

に、引き続き対応していく予定である。 
 

３．インドネシア知財動向  

（１） 改正特許法概要   

インドネシアは 2016 年 8 月 26 日に以下の内容を含む改正特許法を施行した9。 
・既知の物の新たな用途、あるいは既存の化合物の新たな形態は特許対象外 
・コンピュータ・プログラムのみにより構成される方法は特許対象外 
・特許権の効力の例外 

(i) 外国で販売されている医薬品の輸入行為 
(ii) 特許満了後の薬事承認または販売を目的とした、特許が満了する前の 5 年の期間

内の医薬品の製造 
・特許維持年金に関する改正 
改正前は、維持年金の支払い期限後も維持年金の支払いが可能で、3 年続けて維持年金

の支払いがない場合には、特許は無効とみなされた。特許無効後、特許権者には支払わな

かった 3 年間分の維持年金を支払う義務が生じていた。このインドネシア独特の制度が廃

止された。 
・付与後異議申立制度が導入 
・医薬品に係る強制実施権 
・遺伝子資源または伝統的知識の出所開示義務 
・政府利用：国家の防衛や保安に関する技術、公共のための緊急性のある技術（医薬品、

食の安全性確保） 
 

現在、本法のための政令を検討中のようであり、まだ不明確な点も残されているが、中

国とは逆方向の特許権を制限している改正特許法について、新薬メーカー業界の視点から

問題点を紹介する。 
 

（２）医薬品関連条項 

（a）特許実施義務 
インドネシア改正特許法第 20 条では、特許権者は、インドネシア国内において製品を製

造または製造方法を使用する義務を負い、その製品の製造または製造方法の使用は技術移

転、投資及び／又 は雇用を伴わなければならないとされた。 国内実施義務に違反した場

合には、検察官又は国益を代表する第三者により特許無効（132 条）または強制実施権が

設定される。この様に、改正特許法第 20 条は、輸入のみでは実施とは認めない輸入品を差

                                                      
9 WIPO Law of the Republic of Indonesia No. 13 of July 28, 2016, on Patents、 http://www.wipo.int/wipolex/en/

details.jsp?id=16392（最終アクセス日：2018 年 3 月 5 日） 
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別している制度であると考えられる。 
 

（b）第二医薬用途等   
インドネシア改正特許法第 4 条では「既知の製品の新用途」、および「効力の著しい増加

を提供しない公知化合物の新しい形（塩、結晶等）」が特許保護対象外とされ、第 132 条で

は、これらに該当する場合、特許は取り消されることが定められた。2016 年改正法以前、

公知化合物の第 2 医薬用途は特許保護対象であった。しかしながら、改正特許法第 4 条は、

新規性、進歩性、産業上利用可能性があったとしても第 2 医薬用途を特許保護の対象とは

認めないものであり、特定技術分野の差別に該当するものと考えられる。 
 

（c）医薬品特許権侵害の例外規定（１） 
インドネシア改正特許法第 167 条では、「インドネシアにおいて特許により保護されて

いる医薬品であって、当該医薬品がある国において合法的に市場に出されているものを、

現行法規に基づいて輸入する場合」は特許権侵害とならないとされた。旧法第 135 条(a)項
では、「インドネシアにおいて特許により保護されている医薬品であって、当該医薬品が正

当な特許権者によりある国において既に市場に出されているものを，現行法規に基づいて

輸入する場合」と定められていたが、旧法の「正当な特許権者により」が「合法的に」に

置き換えられて、いわゆる国際消尽の場合のみならず、特許のない国で特許権者以外のも

のにより販売された医薬品を輸入する場合も、民事上も刑事上も非侵害と解釈できる。本

規定は、インドネシアでの医薬品の価格が国際市場よりも高い場合に、医薬品を適正価格

で入手するために、医薬品に主に適用することを目的としているようである。 
 

（d）医薬品特許権侵害の例外規定（２） 
医薬品特許権侵害の例外規定、いわゆる Bolar 条項として旧法第 135 条 b 項で定められ

ていた「インドネシアにおいて特許により保護されている医薬品を、特許期間満了前の 2
年間の間に、当該特許の保護が満了した後の販売許可の手続のために製造する場合」が、

改正特許法第 167 条においては、その適用期間が 2 年から 5 年に延長された。インドネシ

アにおいて特許により保護されている医薬品を、特許期間満了前の 5 年間の間は、当該特

許の保護が満了した後の販売許可の手続のために製造することは特許権侵害とならない。

後発医薬品の準備に時間がかかること、及び、特許満了まで上市しないのだから特許権者

に影響はないはず、というのが 2 年から 5 年に延長された理由のようであるが、Bolar 条項

において期間を定める理由が明確ではなく、特許期間中にストックをする行為も想定され

ているようである。 
 

（e）遺伝資源と伝統的知識   
改正特許法第 26 条では、出願人は遺伝資源と伝統的知識のオリジンの記載義務が課せ

られ、記載義務違反は無効理由（第 132 条）になる。改正特許法第 26 条は、新規性、進歩

性及び産業上利用可能性を超える要件を課していると考えられる。 
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（f）強制実施権   
改正特許法第 93 条では、強制実施権の範囲が、以下を含むよう拡張された。 
1) ヒト疾患の治療目的で、インドネシアの特許権を使用して、医薬品を生産するための

強制実施権 
2)ヒト疾患の治療目的で、インドネシアでまだ製造していない場合に、インドネシアの

特許権を使用して、医薬品を輸入/生産するための強制実施権 
3) ヒト疾患の治療目的で、 LDC 及び途上国の要請により、インドネシアの特許権を使

用して、インドネシアで医薬品を製造し要請国に輸出するための強制実施権 
不実施、利用関係、公共の利益を理由とする強制実施権（第 82 条）とは別に、医薬品に

ついて特別に強制実施権を認める規定が設けられたが、第 82 条の場合は 1 年以上の交渉

努力、特許登録から 3 年経過後の不実施等の条件が定められているが、改正第 93 条の「ヒ

ト疾患」の医薬品については条件に関する記載がなく、また「ヒト疾患」は政令で定義す

るとのことである。現時点ではその運用が不明確であると言わざるを得ない。 
 

（３）まとめ 

インドネシアは、医薬品アクセスを改善することを重要な目的の一つとして特許法を改

正したようである。しかしながら、特に途上国特有の疾患について特許が存在することは

少なく、あったとしても新薬メーカーは多くの場合、権利行使を控えると考えられる。従

って、その効果は極めて限定的であり、むしろ、このような政策は、新薬メーカーのイン

ドネシアへの投資を抑制する方向に働く恐れがある。 
上述の様に、本法のための政令を現在検討中のようであり、上述の問題点が、多少なり

とも改善されることが望まれる。 
 

４．医薬品アクセスに対する新薬メーカーの貢献 

（１）医薬品アクセスに対する新薬メーカーの貢献 

発展途上国における医薬品への不十分なアクセス及び顧みられない熱帯病（Neglected 
Tropical Diseases、NTDs）に代表される研究開発が進まない疾患に係る課題について、国際

機関を始めとして、種々の場で議論されている。 
世界保健機関（WHO）によると、エイズ、結核、マラリア並びに NTDs は世界で 10 億人

を超える患者がいると推測されており10、その多くが発展途上国及び貧困層に集中してい

る。これらの課題解決のためには、保健医療システムや医療保険制度などの医療基盤の強

化、必要な医薬品・ワクチンを確実に患者に届けるための流通システムの整備、さらには

これらの疾患を対象とする新薬・ワクチンの創出の環境整備等のインフラ整備及びそのイ

                                                      
10  熱帯地域を中心に蔓延している寄生虫や細菌による感染症は、これまで先進国から主要な疾患と考えられて

こなかったことから、顧みられない熱帯病（Neglected Tropical Diseases, NTDs）と呼ばれている。WHO によ

ると、デング熱、狂犬病、トラコーマ、ブルーリ潰瘍、トレポネーマ感染症、ハンセ ン病、シャーガス病、睡

眠病、リーシュマニア症、嚢尾虫症、ギニア虫感染症、包虫症、食物媒介吸 虫類感染症、リンパ系フィラリア

症、河盲症、住血吸虫症、土壌伝播寄生虫症が NTDs と定義されている。 
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ンフラを支える人材の育成など、様々な対策が必要となる。 
途上国の医薬品アクセスに関する基本的な問題として、医薬品を売ることにより得られ

る利益により、全ての医薬品に対するニーズを満たすための研究開発資金を調達すること

は不可能であることがある。このために、研究開発できる新薬は限られてくる。 

日米欧の新薬メーカーは、官民パートナーシップ等によりこの問題を解決するための活

動を行っている11。欧米に後れを取っている部分があるものの、日本の新薬メーカーもこの

問題を解決すべく種々の活動を行っている。 

以下、日本の新薬メーカーのこれらの課題に対する取り組みを紹介する。なお、より詳

細はこちらをご参照頂きたい12。 

 

（２）医薬品アクセスに対する日本の新薬メーカーの貢献 

（a）三大感染症および顧みられない熱帯病 
三大感染症（HIV/エイズ、結核、マラリア）等の感染症と顧みられない熱帯病に代表さ

れる開発途上国の貧困層で蔓延している疾患の新薬開発は不十分な状況である。世界で 10
億人を超える患者がいると推測されている。 
この課題を解決するためには、製薬業界を含めた官民パートナーシップをはじめ、世界

の保健医療の改善に携わるあらゆるステークホルダーとの協働を通じた柔軟な対応が必要

となる。 
日本においても、発展途上国が抱えているこのような問題を官民の連携により解決すべ

く動き始めている。日本発の官民パートナーシップ、一般社団法人グローバルヘルス技術

振興基金（Global Health Innovative Technology Fund、「GHIT Fund」）13は 2013 年に設立され、

民間企業もメンバーの一員として活動している。官民がパートナーシップを組み、共同で

資金を拠出して設立した世界初のグローバルヘルス研究開発に特化した基金である。医薬

品、ワクチン及び診断薬の研究開発と製品化に向けて、日本と海外の共同研究開発プロジ

ェクトに対して助成している。 
2018 年 2 月現在、新薬メーカー16 社（アステラス、中外、第一三共、エーザイ、富士フ

ィルム、塩野義、武田、大塚、シスメック、グラクソ・スミスクライン、ジョンソン・エ

ンド・ジョンソン、協和発酵キリン、メルク、田辺三菱、ニプロ、大日本住友）がパート

ナーとして参画している。 
新薬メーカーが有する新薬開発に係る技術の強みを活かし、開発途上国の感染症に対す

る新薬創出を目指し、現在多数のテーマが動いている。 
その他、エーザイ、武田、アステラス、塩野義、大塚、大日本住友等の各国及び国際機

関等との 30 件程度のパートナーシップがあるが、詳細は日本製薬工業協会 グローバル

ヘルス 三大感染症および顧みられない熱帯病（Neglected Tropical Diseases, NTDs）14をご参

                                                      
11 国際製薬団連合会（IFPMA） Health Partnerships, http://partnerships.ifpma.org/pages/（最終アクセス日：2018 年

3 月 5 日） 
12 日本製薬工業協会 グローバルヘルス、http://www.jpma.or.jp/globalhealth/（最終アクセス日：2018 年 3 月 5 日） 
13 GHIT ファンド：http://ghitfund.org/（最終アクセス日：2018 年 3 月 5 日） 
14 日本製薬工業協会 グローバルヘルス 三大感染症および顧みられない熱帯病（Neglected Tropical Diseases,
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照頂きたい。 
 

（b）非感染性疾患 
心筋梗塞や脳卒中などの心臓血管病、がん、ぜんそくや肺気腫などの慢性肺疾患、そし

て糖尿病などを非感染性疾患（NCDs）と総称している。 
非感染性疾患は、死亡原因の第 1 位を占め、2008 年の全世界の死亡者数 5,700 万人の 
63％ に当たる 3,600 万人が、非感染性疾患を原因としている。そのうちの 80％を占める 
2900 万人は発展途上国における死亡者である15。 
新薬メーカーは、現在世界各国で販売されている NCDs を対象とした数多くの新薬を創

出してきたが、現在も NCDs 分野の新薬創出に向けた研究開発に引き続き注力している。 
途上国への対応としてエーザイは、新規抗がん剤へのアクセスを向上させるため、患者

さんの所得水準に合わせた複数の段階的価格を設定（Tiered Pricing）を実施している。 
武田は、国際 NGO プロジェクト・ホープと連携し、「IDEEL（International Diabetes Education 

E- Learning Program)プログラム」を他国へ導入する活動を支援している。「IDEEL プログラ

ム」とは、途上国の医療従事者に向けての、糖尿病に関する e ラーニングである。 
 
（c）薬剤耐性菌   
1980年代以降、病院内を中心に新たな薬剤耐性菌の脅威が増加している。日本において

も、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌、バンコマイシン耐性腸球菌、多剤耐性緑膿菌、多剤

耐性アシネトバクターといった薬剤耐性菌による医療関連感染症が広がり、市中感染型も

増加している。死亡者数は2050年までに全世界において、がんによる死亡者数より多い年

間1000万人に上ると推定されている。 

塩野義は、2010年に日本で感染症薬適正使用推進室を立上げ、感染症治療薬の使い方の

重要性を医療従事者と議論している。現在、台湾、中国およびシンガポールの子会社にも

組織を立ち上げ、医療従事者ともディスカッションを開始し、感染症薬の適正使用の推進

に向けて正しい知識の普及を実施している。富山化学は、新しいマクロライド系抗菌剤「T-

4288」（一般名：ソリ スロマイシン）を開発している。既販品のマクロライド耐性の肺炎

球菌、マイコプラズマに対し強い抗菌活性を有している。 

 

（d）医療システム強化支援  
医薬品アクセスの向上には、能力開発に関する実務指導及び教育訓練も重要である。 

新薬メーカーは、医薬品へのアクセス及び保健医療の向上のため、ステークホルダーとの

連携の下、能力開発に関する実務指導及び教育訓練を実施・支援している。医薬品の製造

や品質管理に関する技術指導、医療従事者の能力向上及び社会インフラ/医療インフラと衛

生・疾患に対する知識の向上などが含まれる。 
以下、日本の新薬メーカーの行っている活動を紹介する。 

                                                      
 NTDs）、http://www.jpma.or.jp/globalhealth/ntds/index.html（最終アクセス日：2018 年 3 月 5 日） 

15 World Health Organization, "Global Action Plan for the Prevention and Control of Non-Communicable Diseases 
2013-2020" 
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・武田は、保健医療人材の育成・強化のために「世界エイズ・結核・マラリア対策基金」

を通じて、アフリカにおける保健医療人材の育成・強化をはかる寄付プログラム「タ

ケダ・イニシアティブ」を実施している。 
・アステラス及びエーザイは、WHO-TDR（熱帯病医学特別研究訓練プログラム）を通

じ、自社海外拠点などに発展途上国よりフェロー（研修生）を受け入れ、臨床開発に

おける能力開発の研修を提供している。 
・エーザイは、インドにおいて、認知症の早期発見・早期治療を促すために、全国でメ

モリークリニック（もの忘れ外来）の開設を支援し、医師の教育プログラムや疾患の

啓発に努めている。 
・北里第一三共ワクチンは、ベトナムで初となる麻疹と風疹の混合ワクチンのベトナム

国内製造への技術支援を行っている。 
・第一三共は、インド、タンザニアにおける医師不足や病院へのアクセスが悪いなどの

医療インフラが未整備な地域に貢献するために、移動診療サービスを実施している。 
・大日本住友は、アフリカおよびアジアの数ヵ国において、マラリア制圧に向けた取り

組みを支援している。NPO、現地政府、地域社会と連携し、ザンビア、タンザニア、

インドネシアにおける蚊帳や簡易検査キットの配布や教育支援活動を行っている。 
・大日本住友は、NPO と連携して、バングラデシュでは看護師育成プロジェクト、ハイ

チでは医師育成プロジェクトとともに結核検診プロジェクトへの協力をしている。 
・塩野義は、総合ビタミン剤の売り上げの一部と全社員からの寄附をもとに、ケニア共

和国ナロク県イララマタク地域の妊産婦・新生児・乳幼児の健康につながるよう、当

地域の医療面での自立をサポートしている。 
・「Action on Fistula」はアステラスが資金提供を行い、慈善団体であるフィスチュラ基金

が実施している泌尿器疾患領域を対象とする 3 年間のプログラムである。プログラム

が完了する 2017 年までに、ケニアにおいて 1,200 名以上のフィスチュラ患者の生活を

改善し、その後も手術による治療を提供できるよう医師を研修することを目標として

いた。 
 

（e）偽造医薬品対策   
偽造医薬品の脅威は、世界的に増大している。流通量は 750 億ドルにも達していると言

われ、途上国では医薬品流通量の 10～30%が偽物であると報告されている。 
また、サブスタンダード（規格外の）医薬品も課題である。合法的に製造されたものの、

品質基準を満たしていないサブスタンダード医薬品は、重大な健康上のリスクをもたらし

ている。 
世界の製薬企業 29 社がインターポールの偽造医薬品撲滅活動に対し資金助成し、啓発

活動、司法当局の取り締まり、偽造医薬品発見のための能力開発等を実施している。日本

企業として、アステラス、中外、第一三共、大日本住友、エーザイ、 大塚、塩野義、武田

が参画している。 
世界の製薬企業 33 社が製薬防護研究所（PSI: Pharmaceutical Security Institute）の偽造医

薬品撲滅活動（情報収集、法執行との連携、啓発活動）に対し資金助成している。PSI は、
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インターポールに協力して偽造医薬品撲滅活動も行っている。PSI には、日本企業として、

アステラス、中外、大日本住友、 エーザイ、大塚、武田が参画している。 
 
（３）まとめ 

以上述べてきたように、日本をはじめ欧米の新薬メーカーは、医薬品アクセスを改善す

るために、新薬・ワクチンの研究とその環境並びに医療に関係するインフラの整備に向け

て官民パートナーシップ等を利用して種々の活動を行っている。これらの活動が、知財制

度と関係することは少なく、知財制度を変えることが、これらの活動に寄与することは考

えにくい。 
現状、新薬に関する基礎研究はアカデミアでも行っているが、製品化のための開発能力

を有しているのは、ほぼ新薬メーカーのみであり、医薬品アクセスを改善のためには新薬

メーカーの開発能力及びそれに付随する経験と知見を最大限活用する仕組みが必要である。 
そのためには、成功している新薬メーカーによる官民パートナーシップをモデルとして、

そのアプローチをより活発にすることが現実的であると考えられる。 
 

５．終わりに 

以上、中国とインドネシアの相反する医薬に係る知財制度の動向を紹介するとともに、

必ずしも知財制度とは関係しない日本の新薬メーカーの医薬品アクセスの諸問題に対する

取り組みを紹介した。今後の、医薬品に係る知財制度を考えるうえで多少なりとも参考に

なれば幸いである。 
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第３章 国際的な知的財産制度の議論に関する調査 
 

 
Ⅰ．AI／ビッグデータ／IOT 等のデータ利活用に関する各国議論の状況 

１．はじめに 

情報通信技術の発展に伴い、AI/ビッグデータ/IOT 等のデータ利活用に関する議論は、国

際的に活発化している状況にある。これらのデータ利活用に関する政策やルールは今後、

知的財産の分野にも影響を与える可能性がある。そこで、これらの政策やルールに関する

議論を俯瞰的に眺めつつ、産業界におけるニーズや懸念点について知見を洗い出すことは、

今後の国際的な知的財産制度を考察する上でも重要である。そこで、AI／ビッグデータ／

IOT 等のデータ利活用に関する国際的な議論の状況について調査分析を行った。 
データの利活用については、例えば、①個人データの保護とアクセシビリティの観点（デ

ータの利用可能性を高めると、プライバシー侵害やデータ漏洩等のリスクは高まる）、②コ

ントローラビリティ（管理性）と使用性の観点（データの集中管理により使用性は高まる

が、データの大量漏洩のリスクは高まる）、及び③囲い込みとポータビリティ（移転性）の

観点（データの囲い込みはデジタル市場の独占を招き、自由競争が阻害されるおそれがあ

る）といった観点に基づいて議論されている。以下には、主に欧州・米国等の先進国や、

中国、あるいは多国間における現状の議論の概要を公開文献調査に基づき整理し示す。 
 
２．欧州における議論状況 

（１）欧州内の議論の状況 

 欧州委員会は、2017 年 1 月 10 日に「欧州データエコノミーの構築（Building a European 
Data Economy1）」と題する文書を発表した。その中で、IOT のような最新技術によって生

じる問題として、生み出された大量のデータのアクセスや移転やデータエコノミーにおけ

る責任などの問題が述べられている。それらの問題に対する具体的な検討事項は、以下の

とおりである。 
・データ共有のための指針の作成 
異なる国家規制の影響を緩和し、企業の法的予見性を高めるため、非個人データの管理

権をどのように契約書で取り扱うべきかの指針を発行する。委員会は、2017 年にデータ

ベース指令の評価を開始する予定である。 
・データの信頼性及び交換のための技術的開発の促進 
市場におけるデータの制御のために、データの追跡可能性やデータソースの明確な識別

が必要である。オープンで標準化された機械可読フォーマットで、データを利用可能に

する。 

                                                      
1 European Commission「Communication on Building a European Data Economy」2017 年 1 月 10 日 

https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/communication-building-european-data-economy [最終アクセス日：

2018 年 3 月 23 日] 
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・契約のデフォルトルールの作成 
契約の自由度を高め、交渉の地位の不均衡を減らすことを目的として、契約のデフォル

トルールを作成する。 
・公共の利益と科学的目的のためのデータのアクセス許可 
公的機関は、「一般的な利益」にあたるデータへのアクセスを許可され、公的部門の機能

を改善することができる。また、医療機関、社会科学、環境科学などの科学研究におい

て、様々なソースへのデータのアクセス及びデータの結合が不可欠である。 
・データ生成権の付与 
非個人データの使用や使用権は、データ生成者、すなわちデバイスの所有者又は長期ユ

ーザー（借手）に付与することができる。個人データの場合、個人は、使用を許可した

後いつでも同意を取り消すことができる。また、他者に使用の権限が与えられる前に、

個人データは、識別できないように匿名化される必要がある。匿名化されるまでは、（機

械生成であろうとなかろうと）一般データ保護規則（GDPR）が適用される。 
・報酬受領のための仕組みづくり 
公平で合理的で無差別な（FRAND）条件のような主要原則に基づき、データ所有者が、

データの匿名化後に報酬を受けられるような仕組みを作成する。また、営業秘密の保護

の必要性も考慮する。 
・欧州の規則の適用の可能性の検討 

IOT などの最新技術において、製品責任指令の規定がどのように適用されるか不明確で

ある。委員会では、製品責任指令が IOT などの最新技術に適用できるか検討する。 
 

 また、欧州委員会は、上記検討事項について関係者と対話を開始するとともに、2017 年

4 月 26 日まで一般から意見募集を行った。 
 
（２）欧州の AI／ビッグデータ／IOT 等のデータの利活用に関する規則 

① 一般データ保護規則（GDPR: General Data Protection Regulation、規則 2016/679） 
2016 年 5 月 24 日に発効し、2018 年 5 月 25 日から適用が開始される。GDPR は、個人デ

ータの処理や個人データを欧州経済領域（EEA: European Economic Area）から第三国に移

転するために満たすべき法的要件を規定している。2018 年 5 月 25 日の GDPR の適用開始

に伴い、現欧州データ保護指令（Directive 95/46/EC）は廃止され、さらに、加盟各国のデー

タ保護法が廃止されて、欧州レベルでの規制の調和や制裁・執行の強化が図られる。また、

GDPR は、EEA 域内でビジネスを行い、個人データを取得する中小・零細企業を含む日本

企業や日本の公的機関に対しても、幅広く適用される2。 
 

② 欧州データ保護指令（Directive 95/46/EC） 
                                                      
2 「『EU 一般データ保護規則（GDPR）』に関わる実務ハンドブック（入門編）」（日本貿易振興機構（ジェトロ）

ブ リ ュ ッ セ ル 事 務 所  海 外 調 査 部  欧 州 ロ シ ア  CIS 課 、 2016 年 11 月 ）

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/dcfcebc8265a8943/20160084.pdf [最終アクセス日：2018 年 3 月 23
日] 
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プライバシーを個人の基本的な権利として定めており、自動的に処理される個人データ

や自動的ではないファイリングシステムに収められている（収めることが意図されている）

個人データを適用範囲とする。また、個人データの取扱いにあたって事業者に、利用目的

の特定、データ主体への利用目的等の説明、データ主体の同意取得、データ主体に自身の

データへアクセスする権利の付与、欧州以外へのデータ移動の原則禁止及び安全管理の徹

底の義務が定められている3。 
 
③ e プライバシー指令 

2002 年に、位置情報やアクセスログ等の取扱いに関して定められたものであり、一般に

利用可能な電子通信サービスの提供に関連する個人情報の処理に適用される。位置情報や

アクセスログの取扱いについて規定している。 
 
④ e プライバシー規則（案） 

GDPR の成立に続き、2017 年 1 月 10 日、通信技術に関するプライバシー規制の強化の

ため、e プライバシー指令に代わる e プライバシー規則（案）が公表された。これは、GDPR
による高度なデータ保護規則を補完するものであり、GDPR の施行のタイミングに合わせ

た採択が予想されている。 
従来は適用範囲外であった IoT などにも適用され、さらに、データの処理が欧州内で行

われているか否かを問わず、欧州内での電気通信サービスの利用者への提供や電気通信サ

ービスの利用があれば適用対象となりうる。電気通信サービス業者が欧州外の企業である

場合には、代表権があり、所轄官庁や裁判所及び利用者等へ情報提供を行う者を欧州内に

設置する必要がある。同規則（案）が適用される場合には、データの処理には利用者の同

意を取得する必要があり、かつ、同意の取得についても様々な条件が課せられることにな

る4。 
 
（３）欧州・米国間の合意 

 2016 年 2 月 2 日、欧州委員会と米国政府は、セーフハーバー協定に代わる新たな枠組み

について政治的な合意を行い、これを「EU-US プライバシーシールド」という。米国側の

義務は以下のとおりである5。 
① 欧州の個人情報の移転を希望する米国企業への米国商務省の監視 
② 無差別に同合意の執行状況等に関する調査の実施、及び欧州委員会と米国商務省によ

る審査 
                                                      
3 平成 27 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備「『「IoT に関する標準化・デファクト スタ

ンダードに係る国際動向調査」報告書」（株式会社 日立コンサルティング、平成 28 年 2 月） 
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000607.pdf [最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日] 

4 http://www.jonesday.com/ja-JP/e-02-02-2017/ [最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日] 
5 平成 27 年度産業経済研究委託事業「（新たな技術革新やビジネスモデルに対応した企業法制の在り方に関す

る実態調査）調査報告書」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング、平成 28 年 3 月） 
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000179.pdf ［最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日］ 
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③ 欧州域内国民が自身のデータが誤用された恐れがあるとする場合、欧州委員会を経由

しての米国商務省および連邦取引委員会への申立てが可能 
 
（４）欧州・日本間の議論 

 2017 年 3 月 20 日、CeBIT の機会を利用し、世耕経済産業大臣、アンシプ欧州副委員長、

ヨウロバー欧州委員らが会談を行った。会談では、日欧間のデータ流通の円滑化について

意見交換を行い、データエコノミーに関する対話の強化等について共同プレスステートメ

ントを発出した。共同プレスステートメントのポイントは以下のとおりである6。 
 
・データエコノミーに関する対話の強化 
データの重要性を確認。日欧ビジネスラウンドテーブル等の既存の機会を活用し、意見

交換の継続を確約。日欧・ICT 政策対話、日欧産業政策対話等の既存の対話と並行して、

データエコノミーに焦点を当てた専門家会合の開催を呼びかけ。 
・高水準のデータ保護の推進及びデータの自由な流通の促進 
個人データのハイレベルなプライバシー及びセキュリティを確保することの重要性を

再確認。双方のプライバシー法制に係る最近の改正は、適切な保護レベルを見いだすこ

と等を通じて相互の円滑なデータ移転をより促進する新しい機会を提供することを認

識。今後も議論を推進することの重要性を確認。 
・産業協力の促進 
日欧間の産業協力に中小・中堅企業を積極的に巻き込むことの重要性を強調。ビジネス

間の IOT 協力の重要性を強調し、IOT 推進コンソーシアムと IOT イノベーション・アラ

イアンス（AIOTI：欧州の産業界が加盟する IOT 推進団体）の間で、MoU が署名された

ことを歓迎。 
 
３．米国における議論状況 

（１）米国内の議論の状況 

 CPS（Cyber Physical System の略。米国では、IOT ではなく CPS という用語がそれとほぼ

同じ概念として使用されている。）の推進に当たっては、セキュリティの確保とプライバシ

ーの保護が課題として挙げられている。 
 また、米国公正取引委員会（FTC: Federal Trade Commission）は、CPS に特化した法制度

を検討する考えがないことを示している。 
 データの取扱いに関して、反トラスト法の分野では、以下に示す裁判や当局による調査

が行われている7。 

                                                      
6 ニュースリリース「日 EU 間のデータ流通円滑化に向けた共同プレスステートメントを発出しました」（経済

産業省、平成 29 年 3 月 21 日） 
http://www.meti.go.jp/press/2016/03/20170321006/20170321006.html ［最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日］ 

7 平成 27 年度産業経済研究委託事業「（新たな技術革新やビジネスモデルに対応した企業法制の在り方に関す

る実態調査）調査報告書」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング、平成 28 年 3 月）http://www.meti.go.jp/me
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・PeopleBrowsr, Inc. v. Twitter, Inc., 2013 U.S. Dist.（裁判例） 
・FTC, Statement of Federal Trade Commission concerning Google/DoubleClick, FTC File No. 071-

0170（裁判例） 
・Statement of the Federal Trade Commission Regarding Google’s Search Practices, In the Matter of 

Google Inc. FTC File Number 111-0163, January 3, 2013（当局による調査） 
 
 また、大統領経済諮問委員会は、2014 年 5 月に報告書「ビッグデータ：機会をつかみ、

価値を保持する」8を、2015 年 2 月には「ビッグデータと差別的価格設定に関する経済学」 9

と題する研究成果を、それぞれ公表した。 
 
 2014 年の報告書では、社会サービスの分野における適格性の判断にビッグデータが用い

られる可能性を踏まえ、以下の点を政策提言として掲げた。 
・商務省はビッグデータの進展を「消費者プライバシー権利章典」（後述）に反映させるた

め、利害関係者との協議を進め、議会に提出すべき。 
・議会は、単一のデータ取扱基準を示す法律を通過させるべき。 
・行政予算管理局は、プライバシー保護の対象を非米国人にも拡大すべき。 
・連邦政府は、学童･生徒に関する情報は養育目的の使用に限定すべき。 
・連邦政府の市民権利・消費者保護に係る当局は、保護されるべきグループに対して差別

的な影響を及ぼすビッグデータ分析について特定しうる技術的専門性を高め、法令違反

を調査し解決するための計画を立案すべき。 
・議会は、電子通信プライバシー法を改正し、オンライン上のデジタルコンテンツの保護

レベルを確保すべき。 
 
 2015 年に発表された研究成果では、2014 年の報告書が明らかにした課題の一つである

差別的価格設定について、経済学の観点から検討を行い、その結果、ビッグデータ時代の

差別的価格設定の実質的な問題の多くは、非差別、プライバシー、消費者保護といった分

野の既存の法令の履行によって解決でき、さらに、消費者に対し企業がデータの使用や取

引に関する透明性を高めることは、競争の促進やよりよい情報に基づく消費者選択に寄与

すると結論した10。 
 
 2016 年 1 月、FTC は、報告書「ビッグデータ：包括又は除外のためのツール？問題の理

解について」11を公表した。報告書において、ビッグデータを用いる企業が考慮すべき事項

                                                      
ti_lib/report/2016fy/000179.pdf ［最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日］ 

8 Big Data: Seizing Opportunities, Preserving Values（Executive Office of the President、2014 年 5 月） 
https://bigdatawg.nist.gov/pdf/big_data_privacy_report_may_1_2014.pdf ［最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日］ 

9 Big Data and Differential Pricing（Executive Office of the President、2015 年 2 月） 
https://obamawhitehouse.archives.gov/sites/default/files/whitehouse_files/docs/Big_Data_Report_Nonembargo_v2.pdf 

［最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日］ 
10 前掲注 5 
11 「Big Data: A Tools for Inclusion or Exclusion? Understanding the Issues」（Federal Trade Commission、2016
年 1 月）https://www.ftc.gov/system/files/documents/reports/big-data-tool-inclusion-or-exclusion-understanding-issues/16
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として、適用可能性がある法は主として、①FTA が所管する公正信用報告法（FCRA: Fair 
Credit Reporting Act）、②機会均等法（equal opportunity laws. 信用機会平等法（Equal Credit 
Opportunity Act）を含む。）、③連邦公正取引委員会法（Federal Trade Commission Act）であ

るとしている。各法に関して企業が配慮すべき論点は以下のとおりとしている 12。 
・企業が保有するビッグデータを信用、雇用、保険、住宅等に関する適格決定に用いる場

合、FCRA の規定に従い、情報の正確性を確保するための合理的な手続の導入や消費者

自身の情報へのアクセス等を確保しなければならない。 
・他機関からビッグデータの提供を受けた企業が同データを適格決定に用いる場合、FCRA
の規定に従う情報入手・使用方法であることを確保するとともに、機会均等法に則り不

利益な措置に用いてはならない。 
・ビッグデータによる分析を信用取引に用いる企業は、信用機会平等法に従い不利益な措

置を取るための特定の理由を示す義務を負うとともに、情報提供や記録保持を求められ

る。 
・企業は保有する消費者情報のセキュリティを合理的に維持しなければならない。 
・ビッグデータを顧客に提供する企業は、顧客によるデータの使用方法について把握し、

詐欺行為や差別行為などを行う顧客にはビッグデータを提供してはならない。 
 
 また、ビッグデータに関する調査を通じて、企業にとって配慮の必要性が明らかになっ

た事項は、以下のとおりとしている。 
・企業が有するデータセットが一定の集団の情報を含んでいない可能性があること。  
・一定の集団にのみ意図しないゆがみを生じさせるデータセットやアルゴリズムになって

いるか見直しが必要であること、ビッグデータがある相関関係を明らかにしたとしても、

それが意味を持たない場合もあること、データを健康、信用、雇用などの重要な決定に

用いる場合には人による監視が有用であること。 
・一定の環境下において公正や倫理などの観点からビッグデータの利用を検討する必要性

の有無を考察する必要性があること。 
 
（２）米国の AI・ビッグデータ・IOT 等のデータの利活用に関する規則 

 米国では、包括的な個人情報保護に関する法律はなく、個別の分野で規則が存在してい

る13。 
・医療分野における個人情報保護法：Health Insurance Portability and Accountability Act 
全ての個人を特定しうる医療情報を保護対象とし、医療関係者による患者のプライバシ

ー保護や医療情報の利用制限や、患者自身の医療情報へのアクセスや修正の権利の付与

                                                      
0106big-data-rpt.pdf［最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日］ 
12 平成 27 年度産業経済研究委託事業「（新たな技術革新やビジネスモデルに対応した企業法制の在り方に関す

る実態調査）調査報告書」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング、平成 28 年 3 月） 
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000179.pdf [最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日］ 

13 平成 27 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備「『「IoT に関する標準化・デファクト ス
タンダードに係る国際動向調査」報告書」（株式会社 日立コンサルティング、平成 28 年 2 月） 
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000607.pdf [最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日] 
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を定めている。 
・未成年の個人情報保護法： Children's Online Privacy Protection Act 
インターネット上での 13 歳以下の子供のパーソナルデータ収集を規制したもので、収

集したパーソナルデータの利用制限（サイト運営事業者による利用及び第三者提供につ

いて、保護者の同意が必要となる）について定めている。 
・公的機関における個人情報保護法：Privacy Act 
国民の個人情報の誤った利用や国民のプライバシー侵害を防ぐことを目的としたもの

で、自身の情報へのアクセスや連邦政府への申立てを行う権利、データの修正等を要求

する権利、パーソナルデータの収集、保有、利用による不当な侵略から自身を守る権利

を定めている。 
・消費者プライバシー権利章典 
 

2012 年 2 月ネットワーク化された技術における消費者データ・プライバシー保護を目的

として公表された。本人の権利として掲げられたものは、以下のとおりである14。 
 
・「個人のコントロール」：消費者は、企業が自分からどのような個人データを収集し、ど

のようにそれを利用するかについてコントロールを行使する権利を有する。 
・「透明性」：消費者は、プライバシー及びセキュリティ・プラクティスに関して容易に理

解でき、アクセスできる情報の提供を受ける権利を有する。 
・「コンテキスト（情報背景）の尊重」：消費者は、自分が個人データを提供したコンテキ

ストと整合的な方法で、企業がデータを収集し、利用し、提供することを期待する権利

を有する。 
・「セキュリティ」：消費者は、個人データのセキュアかつ責任ある取扱いを受ける権利を

有する。 
・「アクセスと正確性」：消費者は、使用可能なフォーマットで、またデータのセンシビテ

ィ、及びデータが不正確であった場合に消費者が負の影響を受けるリスクに適合した仕

方で、個人データにアクセスし、修正する権利を有する。 
・「焦点を絞った収集」：消費者は、企業が収集及び保持する個人データに合理的な制限を

設ける権利を有する。 
・「責任（Accountability）」：消費者は、企業が消費者プライバシー権利章典への遵守を保証

するための適切な措置を伴って、それらの企業による個人データの取扱いを受ける権利

を有する。 
・データセキュリティ及び漏洩通知法案（Data Security and Breach Notification Act of 2015） 
セキュリティに関しては、2015 年 1 月、同法案が議会に提出されたが可決に至っていな

い15。 

                                                      
14 平成 27 年度産業経済研究委託事業「（新たな技術革新やビジネスモデルに対応した企業法制の在り方に関す

る実態調査）調査報告書」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング、平成 28 年 3 月） 
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000179.pdf ［最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日］ 

15 前掲注 5 
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・事業者向けセキュリティガイド 
・2015 年 6 月、FTC は「セキュリティから始めよ：事業者向けセキュリティガイド（Start 

with Security: A Guide For Business）」16を公表した。同ガイドのなかで、FTC は、企業に

よる個人情報の扱いに関しては、不要な個人情報を集めないこと、情報の保有はビジネ

ス上のニーズがある期間に限定すること、必要のないときに個人情報を使用しないこと

などを示している。 
 
４．中国における議論の状況 

 2017 年 6 月 1 日、中国でネット空間での統制を強化する「インターネット安全法」が施

行された。この法律を巡っては、同年 5 月 15 日に、米国企業が加盟する米中ビジネス協会

を中心に世界 54 団体が、「同法には、中国だけでなく中国と世界の連携や世界経済に重要

な問題となる懸念がある」とする意見書を当局に提出していた17,18。 
 この法律の主な内容は、以下のとおりである。 
・インターネット関連商品及びインターネットサービスを中国の基準に適合させること。 
・中国で収集したデータを中国で保存すること。 
・データを海外に持ち出す際には当局による審査を受けること。 
 上記 3 つに対して、外国企業の懸念点は以下のとおであるとしている。 
・コストアップにつながり、外国企業が中国企業と対等に競争できないこと。 
・データの世界全体での有効活用の妨げになること。 
・企業、技術、顧客情報の流出につながるリスクが生じること。 
 
５．多国間における議論の状況 

（１）経済協力開発機構での議論 

 2016 年 11 月、経済協力開発機構は、「ビッグデータに関するヒアリング」を開催した19。

そこでは、競争当局の業務への影響や競争法がビッグデータの利用に起因する問題に対処

する有効な手法であるのかどうかについて議論された。具体的な議論の内容は以下のとお

りである。 
 
・一定の取引分野の画定 

                                                      
16 Start with Security: A Guide for Business 

https://www.ftc.gov/tips-advice/business-center/guidance/start-security-guide-business ［最終アクセス日：2018 年 3
月 23 日］ 

17 ニュースリリース「インターネット安全法が施行、外国企業にも中国基準を適用」（日本貿易振興機構（ジェ

トロ）、2017 年 6 月 19 日） 
https://www.jetro.go.jp/biznews/2017/06/2ab3a0189ac86a3d.html ［最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日］ 

18 「中国、ビッグデータ統制、持ち出し規制、新法施行、日米欧の企業反発」（日本経済新聞 朝刊 2 ページ、

2017 年 6 月 2 日） 
19 Big data: Bringing competition policy to the digital era 

http://www.oecd.org/competition/big-data-bringing-competition-policy-to-the-digital-era.htm ［最終アクセス日：2018
年 3 月 23 日］ 
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利用者がデータの提供の代わりに無料でサービスを利用できる場合、価格の変化を前提

とした SSNIP20テストを適用できない。代替的な手法としては、例えば、SSNDQ テスト
21のように、品質の低下に着目して市場を画定する手法が一案として提案されている。 

・企業結合規制（事前届出基準） 
売上が小規模ではあるが貴重なデータを保有する事業者を買収する場合、届出の対象外

となり、競争に影響を与える合併を見逃す可能性がある。 
・市場支配力の測定（市場支配的地位の認定） 
無料のサービスが提供される市場では、売上高も価格決定プロセスも存在しないため、

既存の売上高に基づく市場シェアではなく、管理しているデータ量に基づく市場シェア

を用いて、市場支配力を測定する方が適切となる場合があると指摘されている。 
・市場支配的地位の濫用規制 
ビッグデータを収集し管理することは違法ではないが、ビッグデータを濫用して参入コ

ストを高め、市場支配力を形成又は維持することは、競争法違反となる可能性がある。 
・カルテル規制 
例えば、事業者が、黙示の共謀を達成し得る利益最大化アルゴリズムを作成する人工知

能を利用するなどした場合、価格調整の意図を証明することは困難である。これに対応

するためには、複雑なデータ分析手法を導入する必要であり、コンピュータの科学者な

ど、競争当局に新しいリソースを追加する必要がある。 
・競争法の執行におけるプライバシーの考慮 
プライバシーの侵害を、競争法の執行において考慮するのか、又は消費者保護を所管す

る省庁が考慮すべきなのかについては、検討が必要である。 
 
（２）アジア太平洋経済協力会議（APEC）での議論の状況 

 APEC では、越境個人情報保護に係る取組みを行っており、APEC 越境プライバシール

ールシステム（CBPR システム: Cross Border Privacy Rules System）を構築している。これ

は、APEC 域内における個人データ越境移転を円滑にする仕組みで、2016 年 12 月現在、

米国、メキシコ、日本、カナダが参加している22。 
 
６．データ利活用に関する競争政策上の議論 

情報通信技術の発展に伴い、AI・ビックデータ・IOT 等のデータ利活用に関する議論は

国際的に活発化している。特に欧州においては、データ収集・蓄積に関して競争政策の観

点からの議論が先行しているといえ、事例の蓄積もみられるところである。具体的には、

企業結合等を通じて一部の事業者のみによるデータの囲い込みが行われた場合、市場にお

ける企業活動の将来的な排除効果が生じる蓋然性が高まること、競争者間が同一データを

                                                      
20 Small but Significant Not-transitory Increase in Prices の略。 
21 Small but Significant and Non-transitory Decrease in Quality の略。 
22 ニュースリリース「APEC-越境プライバシールール(CBPR)システム」（経済産業省、2016 年 12 月 20 日） 

http://www.meti.go.jp/press/2016/12/20161220004/20161220004-1.pdf [最終アクセス日：2018 年 3 月 23 日] 
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利用することによりカルテル類似の状況が創出される等の懸念が指摘されている。 
データの適正な利活用の促進に向け、国際的な制度調和のニーズも高いものと考えられ

る。この点、データの集中化に伴う市場における競争阻害性の検討に関しては、ＯＥＣＤ

競争委員会による報告書や我が国における公正取引委員会による報告書等においても言及

がなされているところであり、当該議論が先行しているといえる欧州における最新の議論

の動向も踏まえつつ引き続き調査・検討を行う意義があるといえる。 
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Ⅱ．EU 競争法の動向〜ビッグデータと競争を中心に〜 

東北大学 
 滝澤 紗矢子 

 
 
本稿は、まず EU 競争法の動向について概括した後、今年度の研究会のテーマであるビッ

グデータと競争についてとりあげる。 
 
１．EU 競争法に着目する理由：単独行為に対する積極的な規制傾向 

 競争法、競争政策を世界的に主導する法域として、アメリカ合衆国がまず挙げられるが、

今年度なぜ EU の動向を取り上げたのか。それは、その規制動向が知的財産権の権利行使

に関する法的リスクを考える上で注目に値すると考えるからである。アメリカ合衆国の反

トラスト法規制についても、継続して事業者のコンプライアンスの徹底が求められている

ものの、現在の規制政策は、価格協定のように複数事業者によって競争上の弊害をもたら

す共同行為に対して厳罰を科すことが中心となっており、単独行為規制については抑制的

な状況である1。つまり、共同行為規制については、過去にこの研究会でも取り上げられた

pay-for delay (reverse payment) の事案について2、FTC が差止め(injunction)と利益吐き出し

(disgorgement)を求めて積極的に提訴を行っていることを挙げられる一方で3、単独で行われ

る知的財産権の権利行使については、それが市場の独占に結びつくような場合であっても、

競争の観点から直ちに規制される法的リスクは比較的低いように見える4。背景として、規

制に謙抑的な共和党政権である上5、現トランプ政権では、違法性が明確でない単独行為規

制を扱う傾向のある FTC の執行体制が十分整っていないことを指摘できる6。新規の話題

として、２０１７年１月１２日に知的財産ライセンスガイドラインが改定されたことを挙

                                                      
1 全般的な状況の詳細については、稲葉僚太「最近の米国競争政策の動向」公正取引８００号３１頁、植村幸

也「米国反トラスト法の最近の運用状況」公正取引８０８号９頁参照。 
2 ある薬の特許権をもつ先発製薬会社が、後発のジェネリック製薬会社に対して、特許侵害訴訟を起こし、そ

の和解策として、先発製薬会社から後発ジェネリック製薬会社に対して、ジェネリック製品の上市を一定期

間遅らせる（もしくは上市しない）ことを条件に、和解金等を支払うという事案。FTC v. Actavis, 570 U.S.1
36 (2013) は、このような事案を合理の原則で判断すべきと判示した。 

3 最近の提訴例として、日本企業が関わった FTC v. Endo Pharms. Inc., E.D. Pa., No. 2:16-cv-01440-PD, compl
aint 3/30/16. 詳細については、次の FTC の HP 参照のこと、https://www.ftc.gov/news-events/media-resources/me
rgers-competition/pay-delay 

4 ただし、FTC は、主に標準必須特許ライセンスが関わる４つの行為について、FTC 法５条違反の疑いでクア

ルコムを提訴している。FTC v. Qualcomm Inc., E.D. Cal., No. 5:17-cv-00220, complaint 1/17/17. ただし、こ

れに対して、オールハウゼン委員が反対声明を出している点が興味深い。Dissenting Statement of Commissio
ner Maureen K. Ohlhausen, In re Qualcomm Inc., No. 121-0199 1/17/17.  

5 一例として、DOJ マカン・デラヒム反トラスト局長のスピーチ（2017 年１１月１０日）が、標準必須特許へ

の反トラスト法の適用について、カルテルのような行為は注意深く監視するものの、その他については、財

産権者のインセンティブを重視する方針を鮮明にしている。https://www.justice.gov/opa/speech/assistant-attorney
-general-makan-delrahim-delivers-remarks-usc-gould-school-laws-center 

6 FTC の commissioner は、委員長を含め３席が空いたままであるが（オールハウゼン委員が委員長代理を務め

ている）、ようやく２０１８年１月２５日に、新委員長と３名の新委員が指名を受けたことが公表された。た

だし、承認手続が順調に進むかは不透明感が残る。 
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げられるが7、その内容もこれまでの規制方針を確認し、２０年来の判例の展開や知見を付

け加えただけという印象で、全体として新味に欠ける8。 
 これに対して、EU においては、欧州機能条約（以下、「TFEU」と呼ぶ）102 条に基づき、

競争当局が積極的に単独行為規制を行う傾向が認められる9。EU 競争法の根拠条文は、主

に TFEU１０１条と１０２条であり、１０１条が共同行為（agreements, decisions and 
concerted practices）を規制し、１０２条が市場支配的地位の濫用（abuse of dominant position）
を規制する。後者について、具体的には、市場支配的事業者が排除もしくは搾取を行う、

つまり単独行為を対象にするものである。この TFEU１０２条に基づく競争当局の法執行

が EU においては比較的活発である。2017 年６月２７日に Google に対して１０２条違反

に基づき約２４.２億€10、2018 年１月２４日には、クアルコムに対して約９.９７億€という

高額の罰金を課した11。これに先立つ５月４日には電子書籍に係る mfn 条項について TFEU
１０２条違反の疑いで正式調査されていた Amazon が欧州委員会に自主的に改善策を申し

出て認められ、確約決定が出された12。日本企業が絡む知財案件としても、ナイキ・サン

リオ、ユニバーサルスタジオのライセンス政策・流通政策に対して TFEU１０２条違反の

疑いで正式調査が開始されたことが公表された13。以上にみる欧州委員会の規制政策の傾

向として、単に市場支配的事業者による単独行為を積極的に規制するだけでなく、新たな

ビジネスモデルであって、競争への正負の影響につき議論があるような事案であっても、

当局が競争上の問題を懸念すれば躊躇なく取り上げる点を指摘できる。そして違反が確定

した場合の行政制裁金が高額にのぼるために、事業者に与える影響は大きい。 
このように概観した EU 競争当局の積極規制を支えてきた背景の一つとして、EU 判例法

が、TFEU１０２条の解釈において、市場支配的事業者は市場の競争状況に配慮する特別

の責任があると繰り返し述べており、また、市場支配的事業者が一定の排除効果をもたら

す行為を行えば原則として違反が認めるようなやや形式主義的違法性判断基準が積み重ね

てきたこと、これによって TFEU１０２条に関する訴訟において長らく EU 競争当局が負

けなしだったこと、を指摘できる14。 
 

                                                      
7 Antitrust Guidelines for the Licensing of Intellectual Property (DOJ=FTC, January 12, 2017) https://www.justice.g

ov/atr/guidelines-and-policy-statements-0/2017-update-antitrust-guidelines-licensing-intellectual-property 
8 松下満雄「米国 2017 年知的財産ライセンシングに関する反トラスト法上の指針」公正取引８００号３７頁参

照。 
9 全般的な状況の詳細については、高山英樹「EU における競争政策の動向〜2017 年概説」公正取引８０８号１

７頁。 
10 European Commission decision, AT. 39740 Google Search (shopping) 
11 European Commission Press release, IP/18/421.２０１７年度は、他にリトアニア鉄道事件が TFEU１０２条違

反として、約 2700 万ユーロの制裁金を賦課されている（European Commission decision, AT。39813 Baltic R
ail）ほか、ベルギービール市場について Anheuser-BuschInBev 社に TFEU１０２条違反の疑いで異議告知書が

送付されている(European Commission - Press release IP/17/5041)。 
12 European Commission decision, AT. 40153 E-book MFNs and related matters (Amazon)  
13 European Commission - Press release IP/17/1646. その他の調査開始の公表については、European Commission 

- Press release statement/17/285(ギリシャ電力), IP/17/1323(がん治療薬), IP/17/1501(ルーマニア天然ガス)。 
14 概要として、Whish=Bailey, Competition Law 8th ed. (Oxford Univ. Press, 2015) p201 以下、インテルの事案

で問題となった、忠誠リベートについては、同著 pp771 以下が参考となる。 
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２．インテル欧州司法裁判所判決の重要性 

１で見た規制傾向をやや変える可能性を示したのが２０１７年９月６日に出されたイン

テルに関する欧州司法裁判所判決である15。本判決は、インテルが行っていた忠誠リベー

トが TFEU１０２条違反であるとして約１０.６億ユーロの制裁金を課した欧州委員会決定

を支持した欧州普通裁判所判決を破棄差戻した16。 
 注目されるのは、欧州司法裁判所が、市場支配的事業者が市場競争を損なわないように

ふるまう特別な責任を負うとする従来の判示を確認しつつも、排除効果をもつ行為の全て

が競争上問題になるわけではないとして、これまでの判例のように市場支配的事業者が忠

誠リベートを行ったことそれ自体に基づいて違反を認定するのでなく、当該行為によって

市場競争が制限される蓋然性の立証、すなわち当該行為によって市場閉鎖効果が生ずると

いう立証が必要であるとしたことである。さらに、この市場閉鎖効果は、本件欧州委員会

決定に鑑みれば、単に市場支配的地位、行為の影響を受ける市場シェア、問題となったリ

ベートの条件・性格やその期間、金額等を分析するだけでなく、行為者と同等に効率的な

事業者が排除されるか否かの観点から判断することが求められる、とも述べた。その上で、

欧州普通裁判所に対して、欧州委員会が決定において行っていた As Efficient Competitor test
（AEC test）の妥当性を含めて、本件事案に関する全ての状況を分析して排除効果の有無

を判断するよう差し戻した。 
 本判決は、市場支配的地位＋排除効果をもつ一定の行為（忠誠リベート）の存在をもっ

て事実上違法性を推定してきた従来の判例の立場を見直して、委員会に排除効果という競

争上の弊害の具体的立証を求めるものである。従来アメリカはもちろん日本に比べても、

EU 判例法の下ではシェアの大きい事業者が排除行為を行った場合に競争法違反とされる

おそれが高かったが、本判決により欧州委員会にとって TFEU１０２条違反とする立証上

のハードルが上がったといえる。ただし、排除効果について、同等に効率的な事業者が排

除されるか否かの観点から判断すると述べた点については、本件の欧州委員会決定がわざ

わざ AEC test を行っていたためである可能性も高く、全ての排除行為について同等の観点

から判断されることになるのか、その射程については議論の余地がある。 
 
３．ビッグデータと競争に関する議論状況 

 ビッグデータと競争の問題については、欧米で我が国に先駆けて議論が始まり、OECD
ラウンドテーブルなどで議論が行われていたところ17、我が国においてもようやく重要な

問題として取り上げられるようになり18、今年になって複数の報告書が出された19。背景と

                                                      
15 Case C-413/14P, Intel Corporation Inc. v. Commission. 
16 本判決を含む忠誠リベートの詳細な検討については、早川雄一郎『競争者排除行為規制の目的と構造』（商事

法務、２０１８年）参照。 
17 See OECD ‘Big Data: Bringing competition policy to the digital era’ http://www.oecd.org/competition/big-data-b

ringing-competition-policy-to-the-digital-era.htm 
18 嚆矢として、市川芳治「プライバシー・ビッグデータ・競争法」慶應法学３３号 135 頁（２０１５年）。近時

の論説として、杉本武重「個人データと競争法」ジュリスト１５０８号３５頁、藤井康次郎＝角田龍哉「ビ

ッグデータと単独行為」ジュリスト１５０８号４２頁、伊永大輔＝小川聖史＝寺西直子「連載講座デジタル・

エコノミーと競争法 第２回データと競争法・競争政策」公正取引８０４号６９頁、土佐和生「ビッグデー



- 115 - 

して、大量のデータを保持する事業者が競争上優位に立ちうるという認識の広がりがある。

これまでも情報収集や分析は事業上重要であったと思われるが、技術の発達によって、従

来とはけた違いの大量のデータを安価に収集・蓄積して分析し、事業に活用できるように

なった。ビッグデータは、個人を同定可能な情報につき20、４つの V（Variety, Velocity, Volume, 
and Value）で特徴づけられるといわれる21。近年はとりわけアマゾンやグーグルのような

インターネット・プラットフォーム事業者が大量のデータを収集し、それを AI などを用

いた機械学習によって事業に活用し成功している。この機械学習の「質」はデータ量に依

存するとされるため、最初にデータを大量に囲い込んだものが有利になるのではないか、

という懸念がある22。しかし、先見の明のある事業者が自らの才覚により自らの資本を投

下して先行してデータを収集し競争上優位に立ったとしても、それ自体を競争上問題にす

ることはない。競争の観点から問題視されるのは、データの収集方法、囲い込み方法に排

除効果や搾取といった何らかの不当性がないか、また共同でデータを収集・利活用する場

合に、事業者間で競争停止もしくは排除効果が生じないかを見ていくことになる。この点

は、注１３に挙げた CPRC の報告書に詳しい。全体として、競争法の観点からは従来の応

用であって新規の点は少ないが、知的財産権と競争政策に関する検討視角と似た側面をも

つという特徴は指摘できる。そして今のところ上記懸念は示されているものの、実例自体

は極めて少ない23。 
 
４．EU 企業結合規制におけるデータの問題への考慮 

一方、企業結合規制においては、データの問題に特化して企業結合が行われるわけではな

いため、審査の際に必要であればデータの問題も考慮される。以下では、データの問題が

考慮対象となった企業結合規制案件を簡潔に紹介する。 
 
(1) Google/Double Click24 

本件では、当事会社のデータ融合により競争者を排除することにならないかが問題となっ

た。欧州委員会は、Double Click とその顧客との契約においてデータは顧客利益のために

のみ利用可能と定められており、当該契約条項の変更は困難であること、ウェブ検索履歴

に関する融合データは、既に競争者も利用可能であることを理由に、競争上の懸念は生じ

                                                                                                                                                            
タと競争政策――単独行為規制を中心に」公正取引８０６号１０頁。 

19 「データと競争政策に関する検討会」報告書（公正取引委員会競争政策研究センター、平成２９年６月６日）、

第四次産業革命に向けた競争政策の在り方に関する研究会報告書（経済産業省、平成２９年６月２８日）。 
20 EU データ保護指令２条（a）号は、個人データとは、自然人の特定につながる、または繋がりうるあらゆる

情報のことをいう、としている。本来であれば、EU におけるデータの問題を扱う場合には、EU 一般データ

保護規則（General Data Protection Regulation）の考察が欠かせないが、本稿では立ち入らない。 
21 OECD ‘Data-Driven Innovation for Growth and Well-Being: Interim Synthesis Report’ (October, 2014). 
22 平成２９年度第２回一橋大学政策フォーラム基調講演②大橋弘「ビッグデータと競争政策」参照。 
23 EU における実例として、Facebook が SNS 市場において市場支配的地位を用いてユーザーに十分な理解を与

えないままに個人データの提供に同意させていたとして搾取的濫用による TFEU１０２条違反の疑いで、ド

イツ連邦カルテル庁が調査。銀行の顧客情報管理について同様にオランダ競争当局が TFEU１０２条の疑い

で調査。 
24 Case No COMP/M.4731-Google/Double Click, Commission Decision of 11 March 2008. 
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ないと判断した。 
 
(2) Facebook/WhatsApp25 

本件について、欧州委員会は、当事会社に対して牽制力ある競争者が存在するため、競争

上の懸念はないと判断した。その根拠の一つとして、データの問題が取り上げられたター

ゲット広告市場について、次の点が指摘された。①統合後に当事会社が WhatsApp でター

ゲット広告を行うにはそのプライバシーポリシーを変更する必要があるが、この変更によ

ってプライバシーを重視するユーザーの多くが別のサービスに乗り換える可能性が高いこ

と、②Facebook と WhatsApp のプロフィールの照合が技術的に容易でないこと、③十分な

数の代替的な競争者が存在すること、④競争者が利用可能かつ有用な個人データは大量に

存在しており、Facebook が支配するものではないこと。  
 なお、本件を契機として、売上高による企業結合届出基準では、現在の売上高が低くて

もデータ集積によって市場支配力が形成されるような企業結合を当局が捕捉できないので

はないかという問題意識から、見直しの機運が生じたことも特筆に値する。 
 
(3) Microsoft/LinkedIn26 

本件では、主に次の３つの市場が問題となった。①ビジネス向け SNS 市場、②顧客関係

管理（ CRM ）ソフト市場、③オンライン広告市場。このうち、データの問題が主に扱わ

れたのは②市場であり、①市場にも若干登場するため、両者のデータに関する議論を簡潔

に紹介する。 
① ビジネス向けSNS市場においては、LinkedInとMicrosoftの顧客データベースを集約する

ことで、LinkedInの競争者が、Microsoftクラウドに集積されたユーザーデータにアクセ

スする必要があるにもかかわらずアクセスできなくなることによる排除の懸念が示さ

れた。この懸念に対しては、EUデータ保護指令に従ってユーザーの同意を得ることを

条件として、 Microsoftクラウドに集積されたユーザーデータに対するアクセスを認め

るという確約（条件付承認）が行われた。 
 
② CRM ソフト市場については、LinkedIn のデータが機械学習を通じた CRM ソフトの

機能向上にとって重要となりうるところ、Microsoft がこれを提供しないことによる

排除効果の懸念が示された。これに対しては、排除の能力とインセンティブの双方

の観点から懸念が否定された。能力の観点からは、EU 一般データ保護規則による制

約等から機械学習目的のために LinkedIn のデータが利用されることとなるか不明で

あること、仮に機械学習を目的に LinkedIn のデータが利用されたとしても、代替性

ある他のデータも存在すること等から機械学習目的のための重要なインプットとい

                                                      
25 Case No COMP/M.7217-Facebook/WhatsApp, Commission Decision of 3 October 2014. 市川「プライバシー・

ビッグデータ・競争法」前掲注 18 に、詳しく取り上げられている。 
26 Case No COMP/M.8124-Microsoft/LinkedIn, Commission Decision of 6 December 2016. 詳細は、帰山雄介「ビ

ッグデータと企業結合規制」ジュリスト１５０８号４９頁参照。 
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えないことが指摘された。インセンティブの観点からは、Microsoft がデータを提供

する場合の利益に比べて提供を拒否する場合の利益が大きくないことが挙げられた。

さらに、仮に LinkedIn のデータが機械学習目的で使用されたとしても、CRM ソフト

の一部（30％未満）のみに関連するにとどまり、LinkedIn のデータは必要不可欠で

なく、他のデータも存在すること等に鑑みて、仮に Microsoft が LinkedIn のデータを

第三者に提供することを拒んだとしても、弊害が生ずる可能性は低いとした。 

 
(4) 若干の考察 

以上で概観した EU 企業結合規制におけるデータ問題の取扱い方について、若干の検討を

行う。 
全体として指摘できるのは、データの問題についても、従来通りの競争法の枠組みの中で

判断されており、特別な考慮は行われていない点である。 
まず市場については、Google や Facebook 等のインターネット・プラットフォーム事業に

代表されるように、無償供給であっても画定される。その場合、価格ではなく質の競争が

問題になる。質の競争の考慮要素として、EU の事案では、しばしば個人情報保護の視点

が重視される。画定される市場は、あくまでもデータが関連した具体的取引が行われる場

である。すなわち、データそのものの取引かデータを用いて供給される商品・役務に係る    

個々の市場が検討される。抽象的なデータ市場が検討対象になるわけではない。 
同様に、検討対象となる行為として、抽象的なデータの独占や囲い込みが問題にされるわ

けでもない。検討視角は通常の競争法の枠組みと同様であるが、データが競争に与える影

響は特に、市場シェアや売上額といった現在の目に見える数字では測りにくいであろう。

当事会社がいかなるデータをどの程度保持しており、それがどのように商品・役務の供給

に活かされ競争上優位となっているか、代替的なデータの入手は容易か、各市場のプレイ

ヤーが当事会社に対して牽制力をもつか否か、具体的に検討する必要がある。 
データがもたらす競争上の問題として、水平的結合ももちろん問題になりうるが、垂直的

結合による排除効果の懸念が検討される頻度が高い。ある重要なデータが様々な場面で用

いられる可能性を考えれば、同時に多くの垂直統合の問題を検討しなければならない事案

が増えることが予想される。企業結合規制においては、競争上の弊害について将来予測を

行うが、データが関わる分野は動きが激しい傾向があるため、将来的に当該データが競争

上重要な要素となるとしても、企業結合規制の時点でそれを十分予測し得ない場合も出て

くることが考えられる。 
Microsoft/LinkedIn の事案では、大量のデータ集積がもたらす効率性も指摘されていた。す

なわち、Microsoft によって初めて LinkedIn のデータが製品の改良や新商品の開発に有効に

利用されるという正の側面である。このような競争促進効果を競争上の懸念との相関でど

のように勘案していくかも課題の一つである。 
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Ⅲ．Eli Lilly 対カナダ事件の仲裁判断に関する検討 

 
北海道大学 

伊藤 一頼 

 
１. はじめに 

 外国において保有する知的財産権が、当該国政府の行為により侵害や制約を被った場合、

従来であればその救済を図る方法は、①当該国の国内法上で設けられている司法的・行政

的な救済メカニズムに依拠するか、②世界貿易機関(WTO)協定などの国際条約に設けられ

た紛争解決手続に訴えを提起する、という経路に限られていた。しかし、①では往々にし

て政府寄りの判断が下されるなど中立性が必ずしも高いとは言えず、また②は国家間紛争

の形となるため自国政府が外交的配慮などから提訴に消極的となる恐れがある（仮に提訴

して勝ったとしても損害に対する金銭賠償は行われず、将来に向けた是正措置がとられる

にとどまる）。 
これに対し、近年急速に増加した投資保護協定の下では、企業や個人が、外国投資に関

して被った損害の賠償を求めて外国政府を直接に仲裁へと訴えることができる仕組み（い

わゆる投資家対国家の紛争解決手続(Investor-State Dispute Settlement; ISDS)）が用意されて

いる。これは、紛争当事国の領域を離れて設置される独立の仲裁法廷で審理を行う点で中

立性が高く、また企業や個人がみずからの判断で提訴できるため本国政府の意向にも左右

されないという特徴がある（勝訴すれば金銭賠償も得られる）。そのため、昨今では広範な

事業分野にわたってこの「投資仲裁」が活発に利用されており、国際経済紛争における新

たな救済メカニズムとして大きな注目を集めている。とりわけ近年は、外国に保有する知

的財産権を「外国投資」と位置付けて、それに対する相手国政府からの制約や侵害を投資

仲裁に提訴する動きが現れており、これが国際的な知財紛争を解決する有効なツールとな

りうるのか関心が高まっている1。 
 こうした知財関連の投資仲裁案件の中でひときわ注目を集めたものの 1 つが、米国の製

薬企業である Ely Lilly 社（以下、EL 社という）が、カナダの裁判所により同社の医薬品

特許を無効とされた事案につき、カナダを相手取って提起した仲裁である。本件は、特許

権の無効が争われた初めての案件であること、行政庁ではなく裁判所の判断が紛争の対象

となっていること、国際知財紛争が多発する医薬品という分野をめぐる案件であったこと

などから、今後の類似の紛争事案に対する先例的な影響も大きいと考えられる。本件につ

いては、昨年度の段階で両当事者からの主張が出揃っていたため、それをもとに中間的な

検討をすでに加えたところである2。その後、2017 年 3 月 16 日に本件の最終的な仲裁判断

                                                      
1 投資仲裁を国際知財紛争の処理にどの程度活用しうるかについては、すでに平成 25 年度・26 年度の本研究会

報告書において一般的な考察を行ったところである。参照、伊藤一頼「投資協定・投資仲裁による知的財産権

の保護可能性について」『国際知財制度研究会報告書（平成 25 年度）』16-33 頁; 伊藤一頼「知的財産権に関連

する投資仲裁の事例分析」『国際知財制度研究会報告書（平成 26 年度）』73-87 頁。 
2 伊藤一頼「Eli Lilly 対カナダ事件の経過について」『国際知財制度研究会報告書（平成 28 年度）』96-114 頁。 
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が発出され3、様々な論点に関する帰結が明らかになったため、本稿ではこれを詳しく分析

することで、今後の投資仲裁の活用可能性に対する示唆を得ることとしたい。 
 以下では、まず本件紛争の背景や経緯を簡略に説明したうえで、仲裁判断の内容を論点

ごとに整理・検討し、最後に本件から導かれる知見および今後の見通しについて述べる。 
 
２．事案の概要 

 まず初めに、本件紛争が発生した背景、および EL 社による仲裁提起に至る経緯を概観

しておきたい4。 
 
（１）紛争の背景 

 本件仲裁の申立人である EL 社は、公知の化合物 2 種につき、統合失調症および注意欠

如・多動性障害(ADHD)に対する新たな用途を発明し、それぞれ 1998 年と 2002 年にカナ

ダ特許庁より特許を認められた。EL 社はこれらの医薬品について、それぞれ 81 カ国、36
カ国で特許を取得し、Zypreza および Strattera という名称で販売している。これらの医薬品

は世界で数百万人の患者に対して投与されている。 
 ところが、2007 年にカナダの製薬企業である Novopharm 社（現在の Teva Canada 社）が、

これらの医薬品のジェネリック薬の販売許可をカナダ保健当局に対して求めた。これを受

けて EL 社は特許侵害訴訟をカナダの連邦裁判所に提起した。しかし、カナダの裁判所は、

逆に EL 社のこれら 2 つの特許の無効を宣言するに至った（なお、カナダ以外にこれらの

特許を無効と判断した国はない）。そこで EL 社は、このカナダの行為（裁判所の判決も投

資受入国政府の行為の一部として扱われる）が、北米自由貿易協定(NAFTA)の第 11 章に定

められた投資保護ルール（以下、NAFTA 投資章とも言う）に違反するとして、2012 年 11
月に NAFTA に基づく仲裁を提起した。 
 
（２）カナダ裁判所による「有用性」の審査基準 

 カナダの裁判所が EL 社の特許を無効としたのは、特許付与要件の一つである「有用性

(utility)」を欠くと判断したためである。裁判所によれば、有用性の有無は、当該発明が達

成しえた特定の効能として特許明細書に記されたものを基準として審査される。つまり、

特許出願段階において出願者が、当該発明についてある種類の有用性を「見込んで(promise)」
いるとき、その内容が有用性の有無の判断基準となる5。 

                                                      
3 Eli Lilly and Company v. The Government of Canada, UNCITRAL, ICSID Case No. UNCT/14/2, Final Award, 16 
March 2017. 
4 本事件の背景については、昨年度の本研究会報告書においても説明したところであるが、読者の便宜のため

ここで再掲しておく。 
5 なおカナダでは、特許明細書において発明の有用性に関する「見込み」を示す一般的義務はない。したがっ

て、もしそうした「見込み」が示されていなければ、裁判所は、最低限の有用性のみが主張されたものとして、

それを審査の基礎とする。しかし、例えば本件の EL 社の発明のように、公知の化合物に関して新規の用途を発

見したことをもって発明とするような場合には、特許明細書に有用性の見込みを示すことが多い。そこでは、

主張された有用性を当該発明が実際に発揮することが、特許付与の中核的な判断基準になる。 



- 120 - 
 

なお、仮に出願段階において、発明者が見込んでいる有用性を完全に証明することができ

なくとも、その有用性を「十分に予見(sound prediction)」しうる説得的な論拠が示されてい

れば、特許は有効と認められる。カナダ最高裁は、2002 年の AZT 事件判決において、あ

る種の分野の発明に関しては、初期の実験段階で発明の有用性の完全な立証が困難な場合

がありうること、また、そうした初期の段階で有望な研究データを特許出願により公開さ

せることが有益であるとの認識から、出願段階では、当該発明について見込まれる有用性

が十分に予見できればよいとして、一定の柔軟性を持たせたのである。ただし、この「十

分な予見」の裏付けとなる論拠やデータは、出願時に
．．．．

特許明細書のなかで提示する必要が

あり、出願後の実験などで得られた知見を証拠として用いることはできない。この時間的

な要件は、発明が不完全な段階で出願するような権利濫用行為を防ぐためのものとされる。 
つまり、この有用性の「見込み」に対する審査のポイントは、その発明がどのような産

業上の機能・効用を持っているかについて、特許明細書で出願者が自己主張
．．．．

した内容が、

たとえ実際にその通りであったとしても、それが事後的に確かめられたものであってはな

らず、出願段階
．．．．

で十分に立証されていなければならない（そのデータも出願時に開示しな

ければならない）という点にある。 
 
（３）カナダ裁判所による特許無効の判断 

 カナダ裁判所は、EL 社の特許をめぐる訴訟においても、以上のような「有用性」の審査

基準を用いて判断を行った。 
第 1 審裁判所によれば、まず本件特許はその出願段階において、医薬品としての効能や

副作用の点で、従来品の他薬に比べ高い優位性を有するとの「見込み」をみずから示して

いたと認定する。それゆえ、その見込みを少なくとも「十分に予見」しうる論拠が特許明

細書において示されていたかが検討された。その結果、化合物の一方については、出願前

になされていた唯一の実験ですら「規模があまりに小さく、また期間も短く、興味深いが

不完全なデータしか提供していない」とする。そして、「実験に関わった研究者自身も述べ

るように、この実験は『限界』を抱えており、実験結果は有望ではあるものの単に予備的

なものにすぎない」と述べた。しかも、同実験のデータは特許明細書には含まれておらず、

EL 社は発明の有用性に関する「十分な予見」の根拠を出願時点で何ら開示していないと指

摘した。 
もう一方の化合物についても、裁判所は、EL 社は出願段階では少数の実験において効能

の初期の兆候を示すデータしか有しておらず、これまでの技術に対して実質的な優位性が

ある発見としての発明がなされたとはいえないと述べた。 
 こうした理由により、EL 社が持っていた 2 つの特許は無効と判断された。これらの第 1
審判決に対し、EL 社は、医薬品の効能に関して EL 社が主張した「見込み」の認定が誤っ

ている、などの理由を掲げて上訴したが、控訴裁および最高裁は第 1 審判決を支持した（最

高裁判決は 2011 年に下されている）。 
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（４）投資仲裁への付託とその後の流れ 

以上のようなカナダ裁判所の判断、とりわけ「有用性」の審査基準について、EL 社は、上

述のように 2012 年 11 月に NAFTA 投資章に基づく仲裁を提起した。本件仲裁の手続規則

は UNCITRAL 仲裁規則（国連国際商取引法委員会が作成したモデル仲裁規則）による6。

この仲裁で EL 社は、カナダに対して 5 億カナダドル超の損害賠償を請求している。なお、

本件のような知的財産権の制約に関する紛争の場合、それが「投資」に関する紛争と言え

るのかが争点となることもある。ただ、本件に関しては、EL 社は単に特許を取得しただけ

でなく、カナダ国内に子会社を設立して事業活動を行っており、カナダにおける外国投資

家であることが明らかであるため、仲裁においてその点は大きな問題とはなっていない7。 
本件仲裁手続の進展の経緯を示すと、以下のようになる。 

 
2012.11.07  Notice of Intent to Submit a Claim to Arbitration（EL 社による仲裁付託） 
 
2013.09.12  Notice of Arbitration（EL 社による請求の概要の提出） 
2014.06.30  Government of Canada Statement of Defence（カナダによる反論の概要の提出） 
 
2014.09.29  Claimant’s Memorial（EL 社による主たる請求書面の提出） 
2015.01.27  Government of Canada Counter Memorial（カナダによる主たる反論書面の提出） 
 
2015.09.11  Claimant’s Reply on the Merits（EL 社によるカナダ書面への反論の提出） 
2015.12.08  Respondent’s Rejoinder on the Merits（カナダによる EL 社書面への反論の提出） 
 
2016.05.30  Hearing on Jurisdiction and the Merits（口頭弁論、8 日間） 
 
2016.07.25  Claimant’s and Respondent’s Post-Hearing Brief（口頭弁論後の書面提出） 
2016.08.08  Claimant’s and Respondent’s Reply Post-Hearing Brief（口頭弁論後の反論提出） 
 
 以上のように、両当事者から数次にわたる書面提出がなされた後、口頭弁論を経て、2017
年 3 月 16 日に仲裁判断が下された。 
 

３．主要な争点の検討① ―公正かつ衡平な待遇― 

NAFTA 投資章を含め、ほとんど全ての投資保護協定は、外国投資家に対して「公正か

つ衡平な待遇（fair and equitable treatment）」（以下、FET と言う）を与えることを締約国に

                                                      
6 なお、本件を担当した仲裁人 3 名の専門分野は、商事仲裁が 2 名（Albert Jan van den Berg 氏, Gary Born 氏）及

び国際公法が 1 名（Sir Daniel Bethlehem 氏）となっており、必ずしも知的財産法の専門家から構成されている

わけではない。 
7 知的財産権が投資協定上の「投資」に該当するか否かの問題につき、詳しくは、伊藤一頼「投資協定・投資

仲裁による知的財産権の保護可能性について」（前掲註 1）を参照。  
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義務づけている。これは極めて抽象的・一般的な義務であるため、投資家側からは多種多

様な主張がこの規定を根拠としてなされうる。本件でも EL 社は、投資家の「正当な期待」

が損なわれたことや、カナダの裁判が恣意的・差別的であったことなどから FET 違反の存

在を立証しようとした。これらの点に関する仲裁廷の判断を以下で概観する。 
 
（１）裁判拒否に該当するか 

 上述の通り、EL 社は FET 規定に基づいて様々な主張を提出しているが、カナダは、そ

もそもの前提として、投資受入国の司法機関
．．．．

の行為が FET 違反となりうるのは、それが「裁

判拒否（denial of justice）」という特殊な状況に当たる場合のみであるとの主張を展開した。

これは被告側からの前提的な抗弁に当たるため、まずはこの点から検討する。 
 
（ａ）カナダの主張 

 カナダによれば、国内裁判所の判断が FET 違反となりうるのは、裁判拒否（裁判手続の

不実施や、明白かつ悪意による法の誤った適用、適正手続の欠如、著しい遅延、通常と異

なる手続、政治的介入、中立性欠如など）の場合のみである。つまり、司法運営において

深刻な瑕疵がなければならない。よって、もしカナダ裁判所による特許法の「有用性」概

念の解釈や事実認定に関して間違った点があったとしても、そうした単なる司法判断の誤

りのみでは FET 違反は成立しない。これはつまり、投資仲裁は上訴審のように国内判決の

内容上の誤りの有無を審査する場ではなく、国内裁判でそもそも司法機能が全く働かなか

ったような場合に限って違法性を認定するのだという理解である。 
 カナダはこの主張を裏付ける先例として、Mondev 事件の仲裁判断を挙げる。同仲裁判

断は、「国際法廷は国内裁判所の上訴審ではないことを考えれば、審査の基準は、…当該判

決の司法的適正さに関して正当な懸念を生じさせるような衝撃や驚きがあるかどうかであ

る。…結局のところ問題は、入手可能なあらゆる事実に照らして、当該判決が明白に不適

切かつ信頼に値しないものであるかどうかである」として、「…NAFTA の法廷は、国の最

高の裁判所による理由が付された判決に対して判断代置(second-guess)を行うものではない」

と述べた。 
 
（ｂ）仲裁廷の判断 

 上記のようなカナダの主張に対して仲裁廷は、厳密な意味における「裁判拒否」の場合

以外にも、裁判上の明白な恣意性や不公正さゆえに衝撃や驚きを生じさせるような行為は

あると述べ、裁判所の行為は、裁判拒否に該当しない場合であっても FET 違反になりうる

とする8。ただし、その一方で、仲裁廷は国内裁判所の上訴審ではないため、国内判決の再

審査を行うわけではなく、国内判決に対して一定の敬譲を示す必要があるとも述べる。 
 したがって、国内裁判所の判断が投資協定違反に問われるのは、衝撃や驚きを生じさせ

                                                      
8 Eli Lilly and Company v. The Government of Canada, supra note 3, para.223. 
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る行為が明確な証拠によって示されるような、極めて例外的な状況においてであると言う9。 
 このように、本件仲裁廷は、裁判所の行為が FET 違反となるのは裁判拒否の場合に限ら

れるというカナダの主張を退けつつも、同時に、投資仲裁では国内裁判所による個々の判

決の内容的な正しさ
．．．．．．．

に関する覆審的な判断代置(second-guess)は行わないと述べ、裁判所の

行為に対してはある程度抑制的な審査基準を用いることを明らかにした。それはつまり、

裁判所の行為がその外形
．．

や形式
．．

のレベルで司法上の適正さを欠いている場合のみ FET 違

反が成立する、ということである。実際、本件の EL 社の主張も、仲裁廷に上訴審のよう

な内容上の再審査を求めるものではなく、むしろ、裁判所の判決が突然の制度変更をもた

らしたことや、審査の枠組み自体に構造的な恣意性・差別性が含まれていることなど、よ

りシステミックな問題に着目したものになっている。 
 
（２）「正当な期待」が損なわれたか 

 投資家が投資受入国の投資環境に関して抱いていた「正当な期待(legitimate expectation)」
が損なわれたか否かは、公正衡平待遇の違反の有無を判断するための重要な基準となって

きた。本件で EL 社は、カナダの裁判所が出した判決により重要な法制度の変更がなされ、

それにより「正当な期待」が損なわれたと主張している。 
 
（ａ）EL 社の主張 

 カナダでは、2004 年までは、単に有用性の「徴候(scintilla)」を示すだけで特許は認めら

れてきた。また特許出願後に行われた実験等のデータも、事後の訴訟で考慮の対象とされ

ていた。実際、1980 年～2004 年の間、カナダで有用性の欠如を理由に医薬品特許が無効と

された例は 1 件もなかった。 
しかし 2005 年から、カナダの裁判所は突然、有用性の見込みを厳密に検証する態度を

とり始めた。EL 社が本件特許を取得したのは以前の基準の下においてであり、それが新た

な基準の適用により無効化されたことで、合理的な期待が損なわれた。 
また、カナダ特許庁が EL 社に対して特許をいったん付与したことは、カナダによる特

別の保証(specific representation)であるともいえ、それを信頼した EL 社の期待はさらに損な

われた。 
 
（ｂ）仲裁廷の判断 

（ⅰ）カナダの裁判所における判例の変遷について 
 EL 社は、本仲裁の手続の中で、「正当な期待」の毀損による公正衡平待遇違反が認定さ

れるためには、カナダが有用性要件に関する法制度を「劇的(dramatic)」に変更したことが

必要であるとみずから認めている10。 
そのうえで EL 社は、カナダの裁判所では 2008 年の Raloxifene 判決により「見込み」理

                                                      
9 Ibid., para.224. 
10 Ibid., para.307. 
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論が確立されたと主張する。しかし、1981 年の Consolboard 事件最高裁判決では、特許明

細書において見込まれた効用を発揮することが有用性要件の意味であるとすでに述べられ

ている11。EL 社は、この判決は 2005 年まで全く先例として言及されていなかったと言う

が、カナダは同判決に言及した幾つかの事例を提示している。確かに 2005 年以前には見込

み理論は重要な役割は果たしていなかったが、それでも、同理論は 1981 年判決から存在は

していた12。 
また EL 社は、2002 年の AZT 判決においてカナダ最高裁が、特許出願後の証拠の提出を

有用性の立証に用いることができないという新規の要件を導入したと主張する。しかし、

それ以前であれば出願後の証拠提出が認められていたのかどうかは、専門家の証言でも見

解が食い違うような微妙な問題である13。確かに、AZT 判決は一部の実務家にとっては先

例の理解と異なる面があったかもしれないが、以前から十分に確立していた規則を劇的に

変更したとまで結論できる証拠がない（the Tribunal cannot conclude that the Supreme Court 
effected a dramatic change from previously well-established law）14。 
したがって、カナダでは、有用性の見込みに関する理論が数十年の間に漸進的に発展し

てきたと見るべきであり、EL 社の言うように 2008 年 Raloxifene 判決において従来の確立

した法が突然根本的に変更されたわけではない15。 
 
（ⅱ）特許無効の件数に関する統計をどう理解するか 
 EL 社は、統計的に見れば、法制度の劇的な変更の発生が明瞭に了知されると主張する。

EL 社の証拠によれば、有用性の欠如を理由として特許が無効とされた件数は、1980-2004
年で 0 件だったが、2005-2016 年には 28 件になっている。また、有用性要件の欠如の主張

が認容された成功率は、これらの各期間において、0%から 41％へと上がっているという。 
しかし、EL 社の主張では、見込み理論が確立したのは 2008 年だったはずであり、何か

重要な判決等があったわけではない 2005年を区切りとしているのは不合理である16。また、

2005 年 1 月 1 日より前に有用性が争われた事件の件数が少なすぎ（計 3 件）、統計的に不

適当なものになっている17。 
 
（ⅲ）特許権の付与により「正当な期待」が生じるか 
 EL 社は、特許権を付与されたという事実自体によって「正当な期待」が生じると主張す

る。しかし、あらゆる特許権者は、当該特許が後に裁判所において特許性要件の不充足を

争われる可能性があることを認識しているはずである18。EL 社は、特許取得の当時には有

用性要件の発展を予見できなかったかもしれないが、司法的決定を通じて法がしだいに発

展していく可能性については予測して然るべきだったのであり、実際に法は合理的な範囲

                                                      
11 Ibid., para.316. 
12 Ibid., para.324. 
13 Ibid., para.333. 
14 Ibid., para.337. 
15 Ibid., para.349. 
16 Ibid., para.368. 
17 Ibid., para.369. 
18 Ibid., para.382. 
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で発展したのである19。 
 
 以上の検討から、仲裁廷は、本件におけるカナダの行為は EL 社の「正当な期待」を損

なうものとは言えないと判断した。 
 
（３）カナダの裁判は「恣意性」を含むものであったか 

（ａ）EL 社の主張 
 特許の有用性の「見込み」を確定する作業は主観的であり、本質的に予測可能性が低い

ため、かかる判断基準を用いて行われるカナダの裁判はつねに恣意性を免れない。カナダ

は、有用性の見込み理論は長年一貫性を持って適用されてきたと主張するが、例えば緑内

障の治療薬である latanoprost に関する特許の有用性の見込みは、連邦控訴裁判所の 2 つの

事件で全く異なった結論が出された。これと類似したケースは他にもあり、決して例外で

はない。 
 
（ｂ）仲裁廷の判断 
 カナダ裁判所が特許明細書に記載された有用性の見込みを解釈する方法は、十分に健全

なものであり、予見性・一貫性を欠くとはいえない20。 
諸判決の間で見込みの解釈に不整合があるという主張についても、一般に法の適用には

一定程度の予見不能な部分が含まれることは避けられず、特に、対審構造の下で事案ごと

に異なる証拠が提出される状況では司法の解釈が一致しないことも当然起こりうる21。 
 
（４）カナダの裁判は「差別性」を含むものであったか 

（ａ）EL 社の主張 
 カナダの有用性基準は、理論上は全ての技術分野に等しく適用されるが、実際には医薬

品分野のみが標的となっていると言わざるを得ない。2005 年 1 月～2015 年 8 月までに、有

用性の見込みの証明が欠如していたことで特許が無効とされた 25 件は、全て医薬品分野に

集中している。 
医薬品開発は長期的なサイクルを必要とするため、カナダのように有用性の見込みの厳

格な証明を求めれば、それはとりわけ医薬品分野において特に深刻な影響を与えるのであ

り、これは技術分野間における「事実上の差別」である。NAFTA 知財章（第 1709 条 7 項）

は、技術分野について差別することなく特許を付与するよう規定している。 
また、有用性の見込み理論は、カナダに多いジェネリック薬の企業を、海外企業の犠牲

の下に有利にする効果を持っており、ここには内外差別の要素も存在すると言える。 
 
（ｂ）仲裁廷の判断 

                                                      
19 Ibid., para.384. 
20 Ibid., para.420. 
21 Ibid., para.421. 
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 仮に医薬品とそれ以外の特許の間で無効の割合に差異があるとしても、それが見込み理

論の導入を原因とするものか否かに関しては、統計資料を提供した Levin 教授は何も見解

を示さないとの立場をとっている22。例えばカナダは、医薬品企業による特許取得の方法

自体が、有用性を争われやすくする要素を含んでいるとの見解を示しており、これは因果

関係を説明する 1 つの説明になりうる23。 
内外差別の主張に関しては、EL 社は、2005 年以降に有用性欠如を理由として無効化さ

れた医薬品特許は全て外国企業のものであったというデータを示すだけで、それ以上に主

張を展開していない。こうした単なる統計値のみから事実上の差別の存在を結論すること

はできない24。 
 このように仲裁廷は、カナダにおける裁判結果には確かに差別的と言いうる実態はある

かもしれないが、それと見込み理論との「因果関係」に関する立証が不足しているという

理由で、公正衡平待遇違反を認めなかった。見込み理論の下で無効にされたケースが全て

医薬品特許であるという事実は、十分に同理論の差別性を示しているようにも思えるが、

仲裁廷は、見込み理論以外の要因がそうした結果をもたらした可能性の検討も含め、因果

関係の面でかなり高い立証責任の基準を設定したと言える。 
 
４．主要な争点の検討② ―収用禁止規定― 

 NAFTA1110 条 1 項は、「いかなる締約国も、…他の締約国の投資家の領域内の投資を直

接若しくは間接に国有化し若しくは収用し、又は当該投資の国有化若しくは収用と同等の

措置をとってはならない」と規定する。これは多くの投資協定で見られる収用禁止規定と

同様の内容である。本件事案では、EL 社の財産がカナダ政府に移転したわけではないので、

収用は生じていないように見えるが、上記規定は「収用と同等の措置」も禁止しており、

政府の措置により投資家の財産権が毀損されればこれに該当する可能性がある。これは間

接収用ないし規制収用と呼ばれ、一般的な収用（直接収用）とは区別される。 
 本件では、裁判所による特許無効の判断がこの間接収用に該当するか否かが 1 つの重要

な争点となるが、この問題に入るためには、もう 1 つの前提的な論点がある。すなわち、

NAFTA1110 条 7 項は、「本条は、知的財産権に関して許与される強制許諾の発出、もしく

は知的財産権の廃止、制約、設定については、かかる発出、廃止、制約、設定が第 17 章（知

的財産権）に適合的である限りにおいて、適用しない」と定めている。それゆえ、収用規

定を適用するためには、まず問題の措置が NAFTA 知財章に適合的かどうかを判断する必

要が生じる。本件は、投資仲裁がこうした知財章の規定の解釈適用に踏み込む初めての事

例になりうるという意味でも注目を集めていた。 
 しかし仲裁廷は、本件では EL 社が、間接収用が成立する前提として、法制度の突然か

つ根本的な変更があったことを立証する必要があるとみずから認めており、すでに公正衡

平待遇に関して述べたように EL 社はその立証に失敗しているため、間接収用は成立しな

                                                      
22 Ibid., para.432. 
23 Ibid., para.435. 
24 Ibid., para.441. 
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いと述べた25。しかし本来、間接収用の成立にとって、法制度の突然かつ根本的な変更が

あったことは必ずしも要件ではないはずであり、たとえ EL 社がそうした立場をとってい

たとしても、仲裁廷はそれだけを根拠に結論を導くべきではなかったと思われる。 
結局、知的財産権の間接収用をめぐる上述のような核心的な論点は、本件仲裁判断では

全く扱われずに終わったため、これに関する先例法理の発展は今後の事案を待たざるを得

ない26。 
 
５．本件から得られる示唆―知的財産権に関する紛争が投資仲裁で扱われる場合の課題― 

 以上のように、本件仲裁廷は、カナダの裁判所による行為は公正衡平待遇や収用禁止と

いった規定に違反せず、EL 社による損害賠償請求は認められないとの判断を示した。全体

として本件仲裁判断は、因果関係等に関する高い立証責任を原告側に負わせ、立証不十分

という理由で主張を退けたり、前節で述べた間接収用に関する論点のように、大きな論争

となりうるテーマには深く踏み込まないなど、先例となる決定的な法解釈を提示すること

に終始慎重な姿勢をとっていたと言える。冒頭で述べたように、知的財産権に対する制約

が投資協定上どのように評価されるかという問題は、社会的な関心が近年急速に高まって

おり、今後の各国の知財政策に及ぼす影響も大きいため、仲裁廷としては可能な限り判断

の射程を限定しようとしたものと考えられる。 
 こうした事情により、本件仲裁判断から得られる法的示唆は必ずしも多いとは言えない

が、それでも幾つかの面においては将来の紛争事例に対し参考となる見解も示されている

ため、以下でそれを整理しておきたい。とりわけ、知的財産権分野では裁判所の判決をめ

ぐって紛争が生じる場合も多いところ、本件仲裁判断が国内裁判所の行為に対する審査の

あり方を論じている部分については、その含意を正確に把握しておく必要がある。 
 
（１）国内裁判所の判断に対する審査のあり方①―裁判所による「法制度の変更」は争い

うるか？― 

 本件仲裁判断は、公正衡平待遇条項の下で、外国投資家が投資受入国の国内裁判所に対

して「正当に期待」しうる内容として、「十分に確立した法令解釈を突然根本的に変更する

ことはない」という要素を挙げた。そのうえで、本件では、カナダの裁判所が 20 年以上前

に「見込み理論」の先駆けとも言える判決を出していたため、近年の判決による「見込み

理論」への依拠は「突然の変更」とはみなされないという結論を導き出した。しかし、よ

り一般的には、そうした先行事例が存在しない中で裁判所が従来の判例を変更するような

ケースも生じうるだろう。もちろん、従来の判例を「突然根本的に」変更することは法的

安定性の点で望ましいとは言えず、裁判所は可能な限りそうした事態を避けるべきであろ

うが、とはいえ状況によってはかかる判例変更が不可避的に必要になることも考えられる。

                                                      
25 Ibid., paras.388-389. 
26 なお、昨年度の本研究会報告書では、本件仲裁手続における両当事者の主張内容に基づき、間接収用に関す

る諸論点についても一通りの分析を行っているので、参照されたい。伊藤一頼「Eli Lilly 対カナダ事件の経過に

ついて」（前掲註 2）105-113 頁。 
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そうした場合に、もしそれが公正衡平待遇違反を構成するとすれば、国内裁判所の行動は

かなり重大な制約を受けることになり、投資受入国の法政策から柔軟性が過度に失われて

しまう恐れがある。 
 一般に裁判所は、具体的・個別的な紛争事案を処理する中でしか法解釈の変更等を打ち

出すことができない。したがって、事前に変更についての一般的な通告などを行うことは

難しく、「突然の制度変更」という形にならざるを得ない場合もある。この点、議会や行政

庁といった他の国家機関であれば、事前に変更の周知を図ることが可能であるため、それ

を経ずに急激な制度変更を行えば、確かに私人の予見可能性との関係で問題を引き起こす

であろう。しかし、司法機関の活動の態様には本来的に上記のような特殊性がある以上、

議会や行政庁と同じような基準で「突然の制度変更」を禁止することが果たして適切なの

か、疑問が残るところである。 
 もっとも、過去の仲裁判断では、議会や行政府の行動が問題となる場合であっても、単

に法制度の変更が行われたという事実のみで「正当な期待」の侵害が認定されたわけでは

なく、国家の正当な規制権限も考慮に入れながら総合的な審査がなされてきた27。つまり、

公正衡平待遇違反の有無は、あくまでも双方の当事者の事情を勘案したうえで、投資受入

国の行為が個別の投資家との関係において合理性を欠くものであったかという観点から判

断されるのであり、そこでは、制度変更が裁判所により行われる場合の特殊な事情につい

ても考慮が払われるはずである。それゆえ、たとえ本件仲裁において、過去にカナダの裁

判所が「見込み理論」に基づく判決を全く出しておらず、近年になって法解釈が「突然根

本的に」変更されたことが証拠により明らかになったとしても、それだけで直ちに公正衡

平待遇違反が成立するわけではなく、かかる制度変更により促進される公益の性質や、そ

うした変更が裁判所を通じて行われることの合理性についても勘案したうえで結論を導く

必要があったと思われる。 
 このような判断構造がとられるとすれば、公正衡平待遇条項やそれを解釈適用する投資

仲裁の存在は、国内裁判所の行動の余地を過度に狭めるものではなく、判例変更も合理的

な根拠や社会的要請に裏付けられる限りにおいて条約適合的に行うことが可能であろう。

他方で、そうした合理的な根拠に支えられず、投資家に与える損害との関係において著し

く均衡性を欠くような判例変更がなされた場合は、まさに「正当な期待」を損なうものと

して公正衡平待遇違反を主張しうる。国内法秩序では、仮に裁判所の判断が理不尽なもの

であっても、それをさらに争うための仕組みが存在しないが、投資仲裁はその空隙を埋め

司法判断の不当性を追及することのできる貴重な機会を提供していると言えよう。そこで

は、投資家側は、裁判所が打ち出した制度変更や判例変更が、当該分野における法政策の

合理的な発展の枠内で捉えうるものなのか、あるいはそうした範囲を逸脱する不合理な方

向への変化であったのかを的確に見極めたうえで、仲裁付託の適否を判断する必要がある。 
 

                                                      
27 一般論として、投資を行った時点で投資家が前提とした法的環境が、その後も全く変化しないことまでは期

待できず、投資受入国は公益のために事後的に規制を導入する正当な権限を持つのであり、投資家の期待はこ

れを考慮に入れて分析されねばならないとされる。Saluka Investments BV (The Netherlands) v. The Czech Republic, 
UNCITRAL, Partial Award, 17 Mar 2006, para.305. 
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（２）国内裁判所の判断に対する審査のあり方②―「法制度の変更」以外の場合における

裁判所の判断について投資仲裁はいかなる審査基準を用いるか？― 

 国内裁判所が、従来の法制度や判例を変更したわけではない事案において、その判断は

投資仲裁において一般にどこまで争いうるだろうか。上述のように、本件仲裁においてカ

ナダは、そもそも国内裁判所の判断を争いうるのは裁判拒否に該当するような例外的な場

合に限られるとの抗弁を行ったが、仲裁廷は、裁判拒否以外にも公正衡平待遇の違反とな

る事由は存在するとの見解を示した。しかし同時に、本件仲裁廷は、「投資仲裁は国内裁判

所の上訴審ではないため、国内裁判所が国内法令を解釈適用した結果については、内容面

での再審査は行わない」と述べて、国内の司法判断に対しては謙抑的な審査基準を用いる

べき旨を説示した。したがって、例えば国内裁判所が行った特許無効等の判断については、

その内容的な
．．．．

誤りを投資仲裁で争う余地はほとんどないことになろう。近年の条約ではこ

の考え方を明示的に規定するケースも現れてきており、EU＝カナダ包括的経済貿易協定

(CETA)は「投資章 8.12.6 条に関する宣言」として次のような指針を設定している。 
 
 投資仲裁は国内裁判所の決定に対する上訴手続ではないことに留意し、知的財産権の存

否ならびに有効性に関する決定には国内裁判所が責任を負うことを想起する。本協定の知

的財産権に関する規定を国内において実施するための適切な方法の決定については、締約

国が自由を有する。 
 
 ここには、投資仲裁の役割はあくまでも投資保護協定上の条文を解釈適用することにあ

り、国内法令の解釈適用を行う権能はもっぱら当該国の裁判所に属する、という政府側の

スタンスが現れており、過去の多くの投資仲裁判断もこうした考え方を基本的に支持して

きたと言える。仲裁人は、投資受入国の国内法に関して必ずしも専門性を有するわけでは

ないため、通常は国内裁判所で下された判断を尊重し、仲裁における前提事実として受け

入れるのである。しかし、国内裁判所の行為はいかなる意味でも決して争い得ないという

全面的な敬譲の姿勢をとってしまうと、条約による外国投資家保護のシステムに大きな抜

け穴をつくる恐れもあるため、投資仲裁は国内裁判所に対し、その司法運営のあり方が条
．

約上の規律
．．．．．

に違反していないかという異なる角度からの審査を行う余地は残している。し

たがって、裁判過程で明らかに不合理な手続的過誤があったり、構造的に恣意性や差別を

生む判断基準を用いたりしている場合には、投資家が保護される可能性は十分にある。投

資家側としては、投資仲裁がこうした外形的な合理性審査の枠組みをとることを理解した

うえで、いかなる場面でいかなる切り口から国内裁判所の行為を争うことができるのかを

慎重に見定めていく必要があろう。 
 
（３）知的財産権の財産権としての特殊性？ 

 本件仲裁では、投資家の「正当な期待」が損なわれたか否かに関わる論点として、カナ

ダによる特許権の付与じたいが特別の保証(specific representation)を構成し保護の対象にな
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ると EL 社が主張したのに対し、仲裁廷は、あらゆる特許権者は後の裁判において当該特

許の無効が争われる可能性を認識していなければならない、と述べて EL 社の議論を退け

た。確かに、知的財産権は、他の財産権とは異なり、非有体物に対して権利を創出するも

のであるため、その分だけ輪郭が曖昧で流動的であり争いが起こりやすく、裁判で権利が

無効とされる可能性も他の財産権に比べてはるかに大きいと言える。そうした事情を踏ま

えれば、外国投資家は、知的財産権を取得する場合には、他の種類の財産権に比べて無効

化の可能性が大きいことを、当初から法制度上の環境として「予期」に組み込まなければ

ならないようにも見える。言い換えれば、特許権の無効化などといった知的財産権の制約

により権利者の「正当な期待」が侵害されたという主張は、容易には認められないように

見えるのである。 
 ただ、本件で仲裁廷が、権利者は特許権の有効性が事後的に争われる可能性について認

識していなければいけないと述べたのは、あくまでも、特許権の付与じたいが正当な期待

を生み出すという EL 社のやや極端な主張に対する反論としてであった。したがって、こ

の仲裁廷の説示は、知的財産権に対するいかなる制約であっても権利者の予期を損なうこ

とはない、とまで述べているわけではなく、仮に権利の無効化や制約がきわめて不合理な
．．．．

形で行われれば、それが権利者の「正当な期待」の侵害となりうることは認めていると思

われる。そうであるとすれば、投資家側としては、どのような権利制約であれば、当該国

の知的財産法制において本来予定されていない不合理な制約に当たるのかを、正しく見極

める能力を持つことが肝要であろう。いずれにせよ、知的財産権は、他の財産権に比べ「正

当な期待」の侵害が認められるためのハードルが高いとはいえ、かかる侵害が認定される

余地もないわけではなく、今後も投資仲裁を通じて知的財産権に関する損害の救済を試み

ていく意義は十分にあると思われる。 
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Ⅳ．「人類の共同の財産」（CHM）概念と知的財産 

 
神戸大学 
玉田 大 

 
はじめに 

伝統的に先進国と途上国の間で知的財産の利益配分が問題となる場面は多く見られた

が、近年、新たな論争の対象となっているのが、「国家管轄権外区域の海洋生物多様性」

（BBNJ; marine biological diversity beyond areas of national jurisdiction）の問題である（「国家

管轄権外区域」とは、公海と深海底を指す）。なかでも、特に利益配分の観点から主張が対

立しているのが、「海洋遺伝資源」（marine genetic resources: MGR）の法的地位を巡る議論

である。一方で、先進国側は公海自由原則と旗国主義を前提としつつ、自由競争に基づく

資源配分を主張している。これに対して途上国側は、「人類の共同の財産」（common heritage 
of mankind: CHM）1概念に依拠した上で、国際海底機構による管理体制の構築を主張して

いる。知的財産権との関係で注目すべきは、海洋遺伝資源を知的財産権として保護する立

場（先進国側）と海洋遺伝資源に対する知的財産権主張を否定する立場（途上国側）の対

立が既に生じている点である。 
上記の 2 つの主張は平行線を辿っており、妥協点を見出し得ない状況にあるが、こうし

た主張があること自体、（将来的に如何なる法制度が構築され得るのかという点において）

知財保護の観点からは無視し得ない。以下、これまでの議論状況を概観した上で、今後の

議論の趨勢について検討しておこう。 
 
１．議論の前提 

公海下部の深海底に関しては、原則としていかなる国家の管轄権も及ばず、「国家の管

轄権以遠」（beyond national jurisdiction: BNJ）区域と呼ばれる。この区域の海洋生物資源に

関する適用法としては、国連海洋法条約（UNCLOS）と生物多様性条約（CBD: Convention 
on Biological Diversity）の 2 つが考えられるが、いずれも BBNJ に関する直接的な規律条文

を有していない。第 1 に、国連海洋法条約では、海洋環境の保護および保全に関する条文

が設けられているものの、生物多様性の保全と利用に関して直接的に規律する条文は存在

しない。第 2 に、生物多様性条約（CBD）は、国家管轄権外区域においては締約国の管轄

又は管理のもので行われる作用及び活動についてのみ適用される（生物多様性条約 4 条参

照）。それ故、BBNJ そのものに対しては適用し得えない。このように、関連する 2 つの条

約では、いずれも BBNJ は直接的に規律されておらず、法の欠缺が見られる。このような

                                                      
1 「人類の共有遺産」と訳される場合もあるが、本稿では国連海洋法条約 136 条の公定訳（「人類の共同の財産」）

を用いる。なお、‘heritage’について「遺産」ではなく「財産」とする公定訳自体について問題を指摘する学説

も見られる。杉原高嶺『国際法学講義』（第 2 版、有斐閣、2013 年）346 頁。杉原によれば、「条約にいう“heritage”
が、自由な使用と処分を含意する「財産」（property）とは区別される意味で使用されたことを考えると、この

公定訳は適訳とはいいがたい」という。 
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法欠缺状態において、先進国は深海底の海洋遺伝資源（MGR）へのアクセスおよび利用を

進めており、実際に特許出願と特許付与の例が見られる2。そのため、BBNJ の海洋遺伝資

源に関しては、早期の法制度整備が求められている状況にある。 
 
２．議論の現状 

 現在、BBNJ に関しては「国連海洋法条約の下での国際文書」（an international instrument 
under the Convention）を作成する動きが見られる3。当該文書の作成に際しては、①海洋遺

伝資源（利用配分問題を含む）、②海域に基づく管理手法のような措置（海洋保護区を含む）、

③環境影響評価、④能力構築と海洋技術移転、の 4 要素を「あわせて一体として」（together 
and as a whole）扱うこととされている4。 
 また、BBNJ 作業部会（2015 年 1 月）では、コンセンサスにより、国連海洋法条約の下

での国際法上の拘束力を有する文書を作成すべきであるとの勧告が採択されている。この

勧告を受け、国連総会は決議 69/292（2015 年 6 月 19 日）を採択し、国連海洋法条約の下

での国際法上の拘束力を有する文書を作成することを決定（decides）している。この決議

では、上記の 4 つの要素を扱うことも決定されている。なお、2017 年末までに準備委員会

から総会への報告提出が予定されているが、現時点では未提出である5。 
 
３．生物多様性条約（CBD） 

 CBD 2 条では、「遺伝資源」（genetic resources）は「現実の又は潜在的な価値を有する遺

伝素材」（genetic material of actual or potential value）と定義されており、さらに「遺伝素材」

は「遺伝の機能的な単位を有する植物、動物、微生物その他に由来する素材」（any material 
of plant, animal, microbial or other origin containing functional units of heredity）と定義されてい

る。ただし、CBD は適用範囲を国家管轄権内に限定しているため（第 4 条）、国家管轄権

外を対象とする BBNJ には適用されない。CBD 15 条 1 項によれば、「遺伝資源の取得の機

会につき定める権限は、当該遺伝資源が存する国の政府に属し、その国の国内法令に従う」

こととされている。この点を具体的に定めたものが名古屋議定書（2010 年採択）であり、

遺伝資源への ABS（access and benefit sharing）は、当該遺伝資源に管轄権を有する国（原

産国 the country of origin）の国内法によって規律される（名古屋議定書 5, 6 条）。また、各

                                                      
2 具体例については、最首太郎「国家の管轄権以遠の深海底における海洋遺伝資源のアクセスと利益配分規則

に関する考察」法学新報 120 巻 9･10 号（2014 年）354-355 頁参照。バイオ産業企業 14 社が製品開発に関与し

ており、2007 年時点で 37 件の特許が付与されている。なお、NGR の成果物に対する特許の 90％を世界の 10
か国が出願し、そのうちの 70％は、米国・日本・ドイツが占めると報告されている。United Nations Informal 
Consultative Process on Oceans and the Law of the Sea, Eight Meeting United Nations, New York, 25-29 June 2007, ‘An 
Update on Marine Genetic Resources: Scientific Research, Commercial Uses and a Database on Marine Bioprospecting’, 
available at [http://archive.ias.unu.edu/resource_centre/Marine%20Genetic%20Resources%20UNU-IAS%20Report.pdf]. 
3 U.N. Doc.A/RES/69/245, para.214. 新協定に関する議論状況については以下を参照。西本健太郎「国家管轄権外

区域の海洋生物多様性の保全と持続可能な利用―新たな国際制度の形成とその国内的な影響」論究ジュリスト

19 号（2016 年）7-13 頁。 
4 U.N. Doc.A/RES/66/231, para.167. 
5 国連総会における議論の経緯については、以下の文献を参照。北沢一宏「国家管轄権限外の海域における海

洋生物多様性の保全と持続的な利用」日本海洋政策学会誌 5 号（2015 年）107-116 頁。 
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締約国は、自国内における遺伝資源利用について、それが当該遺伝資源の原産国の国内法

に従った ABS を遵守していることを確保することが求められる（15 条）。従って、国家管

轄権内の遺伝資源に関する ABS を対象とする CBD と名古屋議定書は、管轄権を有する国

の国内法を適用することを前提としている。そのため、BBNJ に関しては両条約からは結

論を得ることができない。 
 なお、名古屋議定書 10 条では、（BBNJ に関係し得るものとして）「国境を越える状況で

存在する遺伝資源」（genetic resources that occur in transboundary situations） について、「全

地球的な多数国間の利益配分の仕組み」（a global multilateral benefit-sharing mechanism）を

検討することが定められている。この点に関する議論は 2013 年から開始されているが、現

時点では未だ議論は収束していない。 
 
４．「人類の共同の財産」概念に依拠する理由 

 上記のように、BBNJ の海洋遺伝資源の法的地位に関しては、途上国と先進国の間で大

きな対立が生じている。途上国側は、海洋遺伝資源から得られる経済的利益の配分を念頭

に置き、海洋遺伝資源は CHM として扱われるべきであると主張している。他方、先進国

側は、海洋遺伝資源の取得は公海自由の一形態（一作用）として理解すべきであると主張

している。こうした対立は BBNJ 準備委員会でもそのまま継続されており、今後の議論も

この対立を基軸として展開されるものと予想される。ここでは、途上国側の主張根拠とな

っている CHM 概念について、BBNJ の海洋遺伝資源の配分を基礎づける法的根拠になり

得るか否かという視点から分析しておこう。 
第 1 に、国連総会決議 69/292 では、「国際文書の作成に向けたプロセスが既存の法的文

書及び法的枠組み並びに関連する世界的、地域的又はセクター別の期間を損なってはなら

ない」と規定している。すなわち、海洋遺伝資源に関する新しい国際制度は、既存の（現

行法上の）制度に矛盾するものであってはならないと解される。その結果、利益配分の制

度の導入を主張する途上国側が、現行法（すなわち国連海洋法条約）を根拠とした主張を

展開するという議論状況が生まれている。この点で、BBNJ の新協定交渉においては、国

連海洋法条約を基礎としてこれを発展させたものとすべきであるという点について、コン

センサスがあると解される6。 
第 2 に、国連海洋法条約は 192 条において、海洋環境の保護・保全についての一般的・

包括的な義務を課しており、その上で、一定の具体的な関連規定が存在している。ただし、

海洋環境の保護・保全に関する一連の規定を根拠として、海洋遺伝資源の利益配分が求め

られるという主張は困難である。そのため、CHM 概念が（現行法上で用いることのでき

る）唯一の法的根拠として提示されている。また、CHM 概念に関する議論において、途

上国側が妥協を拒んでいるのもこの点に起因している。 
 
                                                      
6 この主張は、現行法（特に国連海洋法条約）に依拠した

．．．．．
議論を展開している途上国の主張である。他方で、

新たな国際条約を締結して、BBNJ の利益配分を定める場合、特に何らかの指導概念（CHM に匹敵するもの）

が求められる訳ではない。すなわち、何らの指導原理・指導概念が提示されないまま、利益配分について合意

がなされる可能性は否定できない。 
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５．「人類の共同の財産」概念への依拠の評価 

 では、CHM 概念に依拠する主張をどのように評価すべきであろうか。ここでは、CHM
概念が登場してきた経緯、CHM 概念を巡る議論の変遷を概観した上で、現在の途上国側

の主張の妥当性を検討しよう。 
国連海洋法条約 136 条は、「深海底及びその資源は、人類の共同の財産である」と規定する。

条約上、「深海底」は「国の管轄権の及び区域の境界の外の海底及びその下をいう」（1 条

1(1)）。さらに、深海底に関する第 11 部の適用に際して、「資源」とは「自然の状態で深海

底の海底又はその下にある鉱物資源
．．．．

」（傍点玉田）であり、限定的な定義が設けられている

（133 条(a)）。 
次に、「人類の共同の財産」が意味するものとしては、（学説上）一般に以下の 4 つが挙

げられる。①深海底のその資源の専有の禁止、②人類全体の利益のための活動の実施（活

動から生じる利益の衡平な配分）、③国際的な制度を通じた管理、④平和的目的利用、の 4
つである。BBNJ の海洋遺伝資源との関係では、①②③が重要である（すなわち途上国側

の主張を根拠付ける可能性がある）。 
「人類の共同の財産」概念は、深海底及びその資源の利用に関するマルタ提案（1967 年）

を出発点としているが、その後の総会決議を通じて、その内容が明らかにされつつある。

特に、深海底原則宣言決議（1970 年）によれば、深海底及びその資源が人類の共同の財産

であるとされ（第 1 項）、深海底は専有の対象とならず、いずれの国も主権・主権的権利を

行使し得ないこと（第 2 項）、設立される国際制度と整合しない形で深海底又はその資源に

ついて主張・権利の取得ができないこと（第 3 項）、深海底は専ら平和的目的の利用のため

に開放されること（第 4 項）が定められている（賛成 108、反対 0 で採択）。上記の①②③

④の主張は、深海底原則宣言に依拠したものと捉えられる。ただし、当該決議はあくまで

も総会決議であり、法的拘束性のないものとして採択されており、（採択当時は）基本的な

方向性・枠組みを定めるに過ぎないものであった。 
これに対して、G77 はその後、深海底原則宣言が慣習国際法であるという主張を展開す

るようになる。すなわち、国家管轄権外の海底の鉱物資源の探査・開発は公海自由原則に

含まれていないとし、深海底原則宣言に含まれている原則には法的拘束力があると主張し

ている。このような G77 の主張（1970 年代）には次のような目的があったと解される。第

1 に、国連海洋法条約においては、深海底の資源を鉱物資源
．．．．

に限定する規定があるのに対

して、深海底原則宣言には、資源の内容に関して限定がない点である（従って、海洋遺伝

資源をも含むと主張することが可能となる）。第 2 に、G77 は公海自由原則を限定的に捉え

ている。すなわち、海洋遺伝資源の利用については従来想定されていなかったため、公海

自由の原則に含まれないと理解している。 
以上のような G77 の主張に関しては、次の点で問題点を指摘することができる。第 1 に、

深海底原則宣言が慣習国際法を反映したものであると理解することは困難である。第 2 に、

公海自由の原則は、明示的に禁止されていないすべての目的の活動のために公海の利用が

開かれていることを意味する。すなわち、明示的な法規則によって禁止されていない限り、

すべて公海自由として許容されるものと解される。第 3 に、国連海洋法条約の起草過程に
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おいて、鉱物資源に加えて生物資源をも CHM 概念に包含し、国際的な管理の下に置くと

いう提案がなされていたが、この案は最終的には採用されなかった（従って、生物資源を

CHM から除外するという選択が行われたものと解される）。これらの点から明らかなよう

に、国連海洋法条約 133 条 a において条約第 11 部の適用対象が鉱物資源に限定されている

（生物資源にまでは適用されない）ことに関して、異なる解釈を行うことは困難である。 
以上より、国連海洋法条約第 11 部の「資源」は鉱物資源に限定されており、海洋遺伝資

源を含む生物資源は規律の対象外であると解される。すなわち、海洋生物資源を「人類の

共同の財産」概念に結び付けた上で利益配分を主張することは、法的には成功していない

と言わざるを得ない7。 
以上の点については、学説上もほぼ一致を見ていると解されるところであるが、なお以

下の点に注意を要する。第 1 に、「人類の共同の財産」（CHM）概念に代わり、「人類の共

通の関心事」という概念を用いた主張・議論が展開されている。第 2 に、将来的な法的枠

組みに関する議論において、BBNJ の海洋遺伝資源への自由なアクセスを完全に認めるこ

とは（途上国の立場を勘案すると）極めて困難であると解される。 

                                                      
7 本田悠介「国家管轄権外区域における遺伝資源へのアクセスと国連海洋法条約―新実施協定策定の動きを中

心にして―」日本海洋政策学会誌第 4 号（2011 年）52 頁。 
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Ⅴ．生命資源・遺伝子情報を用いた研究成果の特許適格性と人権  

 
                      山根裕子 
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はじめに：特許と人権をめぐる議論の多元化 

近年浮上した人権と特許との関わりは、国連の医薬品アクセスに関するハイレベル・パ

ネル（HLP）の設置1とともに脚光を浴びることになった。HLP 設置にあたっては、人権に

関する国際条約と、世界貿易機関（WTO）の「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定」 
（TRIPS 協定）など知財保護に関する条約との間に矛盾があるとの見解2が根底にあり、人

                                                      
1 「医薬品アクセスに関するハイレベル・パネル」（United Nations Secretary-General’s High-Level Panel on Access To 
Medicines）は 2015 年秋、国連事務総長が任命した。TRIPS 協定、二国間通商条約（とくに環太平洋経済連携協

定（Trans-Pacific Strategic Economic Partnership Agreement, TPP））・投資協定が形成するグローバルな体制と人権

との矛盾が指摘され、国際条約間にヒエラルキーを設けて知財保護を緩和すべく通商ルールを変えることが解

決方法であるとして、国際法秩序上、大がかりな変更を求める提案も出ていた。 
2 知財や貿易に関する国際ルールについて、このような批判は、エイズが途上国において蔓延するなか、1990
年代末から 2000 年にかけて、「知財と人権」に関する一連の決議が国連人権委員会や小委員会等、人権にかか

わる機関により採択された 。これらの決議は 2000 年 8 月、国連人権小委員会が採択した決議 2000/7 は、TRIPS
協定が創出する知財保護のレジームは国際人権法に抵触し、とくに以下の原則や人権との間に矛盾があるとし

た。 
―「基本的であり、すべての人権が不可分であるという人権の性格」、 
―「健康への権利」（社会権規約 12 条）、 
―「自らが創作した科学的、文学的、芸術的成果から生じる精神的および物質的利益の保護から恩恵を受ける

万人の権利」（社会権規約 15 条 1 項)、 
―「人民の自決権」、 
― 財産権は公共の利益の制限を受けるという原則、 
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権を基本にした一元的国際貿易体制の構築が議題として提案されたからである。 
とはいえ HLP の最終報告3において、知財と人権に関わる国際条約間の関係について分

析はなかった。通商条約は各国の産業構造および通商政策のグローバルな交渉と妥協の結

果であり、人権条約上の規定のように社会的結果を課題にする条約との関係は、あったと

しても間接的で、知財以外、他の様々な要素が介入している。さらに、「人権」は、世界の

あらゆる地域において主張されるようになったが、その概念は国連レベルにおいて実に多

種多様になっている。その内容や根拠、権利者の主体や保護範囲、実施方法等については

大幅に異なる多数の見解が生まれ、共存・対立し、論争の対象となり続けてきた4。どの条

約規定を比べるのか、どの機関が判断するのか明確ではなく、HLP が試みた条約間の調整

には無理があったと思われる。HLP 報告は、結局、人権と特許との関わりには言及せず、

疾病治療技術へのアクセス促進の個別具体的な方策を提案するにとどまった5。ただしエイ

ズ新薬の特許が最大の課題であった従来と比べ、この報告においては、抗癌剤や C 型肝炎

の新薬等、新たに WHO の必須医薬品とされたさらに高価な新薬6へのアクセスが取り上げ

られた点が目新しい。バイオ新薬の特許も問題にされ、その後続品(バイオシミラー）7の

流通促進が図られるようになった。 
途上国においてエイズ薬による治療は、患者の約半数にいきわたるようになり8、医薬品特

許が人権侵害の原因として全世界的に議論される根拠は薄くなりつつあると思われる。途

上国における医薬品アクセス促進の議論は、C 型肝炎の新薬、さらに抗癌剤等、先進国に

おいても非常に高価な新薬に関しても、アクセス促進の手段として強制実施権の設定など、

                                                                                                                                                            
― 先住民の遺伝および天然資源、持続可能な環境保護、文化的価値を遵守すべきとの原則 （TRIPS 協定は、

遺伝資源を特許の対象とし、生物多様性条約が義務付ける事前同意と利益配分について規定していないとの理

由から）。 
決議 2000/7 は、人権条約上の義務を経済上の政策や条約に優先させるよう加盟国政府に喚起し、国際機関に対

して、TRIPS 協定の社会的インパクトについて検討し、人権上の義務および原則に従い、「知財の社会的機能」

を保護するよう呼びかけた。 
3 19 July 2017, p.7.   
4 拙稿「知的財産権条約と人権条約：条約の自己完結性と補完性」、国際法学会『国際法外交雑誌』第 115 巻第

3 号、2016 年 11 月 pp.1-26. 
5 http://www.unsgaccessmeds.org/final-report/  HLP 報告書は国連総会において以下の提案書の前文にひとつの関

連文書として言及された。Global health and foreign policy: health employment and economic growth, General Assembly, 
71st session, Agenda item 127,Global health and foreign policy, 8 December 2016. 
6 2013 年の WHO 必須医薬品リストでは 375 のうち 20 が途上国で特許保護下にあり、うち 7 が物質特許で保護

されていたといわれる。2015 年リストには sofosbuvir(ソバルディー C 型肝炎治療薬) 、trastuzumab (ハーセプテ

ィン主に乳癌、胃癌)、imatinib mesilate (グリベック慢性骨髄性白血病)が加わり、特許と価格の観点から全世界

で大きな反響を呼ぶことになった。評価委員会では、効能、安全性、費用対効果の比較も試みられるようにな

った。C 型肝炎の新薬はインターフェロンのような副作用がなく、3 か月で完治に近い治療効果があるが、その

物質特許は登録されて間もない状況にあり、医薬品としても承認されてから間もなく、非常に高価である。報

道によれば、2015 年、中国でソバルディーの特許は付与されなかった。
https://www.reuters.com/article/us-gilead-sciences-sovaldi-patents/china-rejects-patent-linked-to-gilead-hepatitis-c-drug-id
USKBN0OZ0A620150619 
7 特許期間が満了した先行バイオ医薬品と同等／同質の品質、有効性、安全性が確認され、先行バイオ医薬品

に「類似」するとして承認された医薬品で、承認申請において、ジェネリック医薬品では「生物学的同等性」

が示されればよいのに対し、先進国においてバイオシミラーは新薬に準ずる申請資料の提出が要求される。 
8 3670 万人の感染者のうち 1950 万人が治療を受けるようになったといわれる。 
UNAIDS, Ending AIDS, July 2017. http://www.unaids.org/sites/default/files/media_asset/Global_AIDS_update_2017_
en.pdf. 
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TRIPS 協定における柔軟性規定の推進9や医薬品価格における開発費用の明示などが唱え

られるようになった。これらは、「知財、イノベーションと公衆衛生」国際委員会（CIPIH）

に始まる世界保健機関（WHO）の一連の委員会10において以前から提唱されてきた手段で

ある。TRIPS 協定が発効し、物質特許の保護が協定 27 条により、各 WTO 加盟国の発展段

階に応じて義務付けられた頃、途上国におけるエイズ新薬へのアクセス問題が公衆衛生と

の関連において議論され、特許の役割とその是非が問題視されるようになった。 
従来、途上国のエイズ問題を中心に多くの国際機関において特許が問題視され、一元的

に捉えられてグローバルな議論が交されてきた。しかし現在、途上国の課題は国際機関に

よって専門的に取り扱われる一方、特許と諸々の公共政策に関する議論は、地域の経済、

産業や研究インフラ等の状況に応じて、各論的に展開されるようになり、地域によって、

また研究開発の存在などによって多元的な論議になりつつある。従来エイズ問題を中心に、

国際機関主導で論じられてきた医療技術の公的利益とインセンティブについて、諸課題の

それぞれが南北国際政治の一般論を離れ、独自の文脈を回復させてきたといえる。 
遺伝子、ヒト・ゲノム11やヒト胚12を用いた研究成果の特許保護に関する議論についても

同様なことが言える。たとえば Myriad 社の BRCA1、2 特許は、国際機関における特許の

議論においても、その高価格ゆえ医療技術アクセス問題の一環として論じられていたが、

そもそも一般論で対応できるような課題ではなかったことは、本稿で検討するとおりであ

る。 
生命資源（遺伝子情報およびヒト胚等）を用いた研究成果の特許適格性および人権との

関わりについては、地域や国ごとの見解や倫理観の相違があり、バイオ技術研究のさかん

な先進国間で制度調和が困難になっている。 
                                                      
9 TRIPS 協定の柔軟性については、様々な見解が存在するが、2001 年 11 月 14 日、ドーハ閣僚会議において採

択された「TRIPS 協定と公衆衛生に関する宣言」は、以下の柔軟性を認めている。 
(a) TRIPS 協定の解釈には国際法上の慣習的規則、TRIPS 協定の目的を参照。 

   (b) 各加盟国は、強制実施権を許諾する権利及び当該強制実施権が許諾される理由を 決定する自由を有し

ている。 
   (c) 何が国家的緊急事態かは各国が決定可能、HIV/AIDS、結核、マラリアや他の感染症は国家的緊急事態

と見なすことがあり得る。 
   (d) 知的所有権の消尽に関して、提訴されることなく、各国が制度を作ることができる。 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2002/gaikou/html/siryou/sr_03_12_03.html 
市民グループによる最近の TRIPS 協定柔軟性活用に関する見解の一例は、Ellen FM ‘t Hoen, Jacquelyn Veraldi, 
Brigit Toebesc & Hans V Hogerzeil, ‘Medicine procurement and the use of flexibilities in the Agreement on 
Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights, 2001–2016’ WHO Bulletin, Volume 96, Number 3, March 2018, 
185-193. 
10 2003 年の WHO 総会において、CIPIH（Commission on Intellectual Property Rights, Innovation and Public Health）
が設置され、2006 年報告書が公表された。CIPIH 報告書を実施し、研究開発の促進等に資する世界戦略および

行動計画を策定するとの目的で 2006 年、政府間作業部会（Intergovernmental Working group, IGWG）が設置され、

2008 年の WHO 総会においては世界戦略（Global Strategy and Plan of Action on Public Health, Innovation and 
Intellectual Property (GSPA-PHI)）が、2009 年の WHO 総会では行動計画が合意された。また世界戦略および行

動計画を実施し研究開発を促進するための革新的なファイナンシング等を検討する専門家会合が立ち上げられ、

2010 年の WHO 総会にその報告書が提出された。さらに研究開発を推進するため WHO Consultative Expert 
Working Group on R&D Financing（CEWG）が設置され、2012 年、報告書が公表された。2017 年、GSPA のマン

デートは 2022 年まで延長され、同年 11 月には医薬品研究開発について報告書が公表され、2018 年 1 月の WHO
執行委員会において研究開発の優先順位やコストの透明化について議論がなされた。 
11 ゲノムは遺伝情報の全体・総体。 
12 ヒト胚は、多細胞生物の個体発生初期にある細胞（群）で、ヒトに成長する可能性のあるもののうち、胎盤

の形成を開始する前のもの。 
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ヒト・ゲノム解析やヒト胚を用いた研究成果が、個人化された再生医療、難病の治療や遺

伝子診断13に不可欠になっていく過程で、米国および欧州連合（EU）においては、1990 年

以来、研究の奨励と成果の保護について特許適格性の観点からだけでなく、人権や生命倫

理14とのかかわりにおいて、研究者や市民団体の間で議論が展開されてきた。この分野で

の研究の重要性が増すなか、その社会的な結果についても、また研究奨励のインセンティ

ブとしての公的補助金や特許保護に関して議論の対立が起こり、国際的な研究協力体制に

も影響を与えている。 
先駆的な生物科学的研究によって得られた治療や疾病の予防や診断方法が躍進するプ

ロセスから生じた生命倫理、人権と特許保護の問題は、先端の医療技術研究のインセンテ

ィブを左右することにおいて、多元化しつつある医療技術アクセス課題のひとつといえる。 
ゲノムやヒト胚を用いた研究が絶え間なく発展するなか、国や地域文化の倫理上の問題

を短期的に解決することは困難であっても、先端技術の研究奨励に関する国際的な協力や

調整への努力は不可欠であり、グローバルな特許制度に関するルールを考える上で注目に

値する。 
本稿は、ゲノム研究の成果を保護する特許適格性について米国や EU において展開され

ている議論を紹介し、グローバルなルール、とくに TRIPS 協定 27 条の行方を考える。 
 
１．ヒト・ゲノム情報および ES 細胞の研究成果の活用と人権 

（１）バイオ技術研究に関する政治的対立 

人の命のはじまりについて、バチカン教皇庁は「受精の瞬間から」15、ユダヤ教は「子

宮に着床した時点で」、イスラム教は「受精後 40 日から」16とする。生命に関する倫理は、

政治にも、宗教にも、地域の歴史にも、深くかかわる対立を生んできた。 
1981 年、あらゆる臓器に分化し得る細胞として ES 細胞(胚性幹細胞)がマウスにおいて

生成され、その技術は遺伝子機能解析等に応用され、研究に用いられるようになった。再

生医療には、増殖能と分化能を有する幹細胞が重要で、初期胚から生成される ES 細胞（胚

性幹細胞、embryonic stem cell）17、胎児の組織幹細胞から分離した EG 胚性生殖細胞

（embryonic germ cell）および成人から採取可能な体性幹細胞等が用いられた。EG 細胞は

胎児の生殖組織から分離される幹細胞で、ES 細胞同様、潜在的に全能性、多分化能を有す

                                                      
13 いかなるバイオ材料を使った個人化された医療があるかについては、Sven J.R. Bostyn, Personalized Medicine, 
Intellectual Property Rights and Human Rights in Paul L.C. Torremans (ed.), Intellectual Property Law and Human Rights, 
Alphen aan den Rijn (Kluwer Law International, 2015), 3rd edition, pp.729-733. 
14日本でこの分野に関する規制は以下の法律により始まった。 
「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」（平成 12 年法律第１４６号）。「ヒトゲノム・遺伝子解析

研究に関する倫理指針」（平成 13 年厚生労働・文部科学・経済産業省告示第１号）。「ヒト ES 細胞の生成およ

び使用に関する指針」（平成 13 年文部科学省告示第 155 号）。 
15 「生命のはじまりに関する教書 人間の生命のはじまりに対する尊重と生殖過程の尊厳に関する 現代のいく

つかの疑問に答えて」1987 年 6 月 5 日、教皇庁教理省。 
16 牧山康志『ヒト胚の取扱いの在り方に関する検討』（科学技術政策研究所、2004 年) http://data.nistep.go.jp/dsp
ace/bitstream/11035/450/1/NISTEP-DP033-FullJ.pdf 14 頁。 
17 ES 細胞は、1981 年にマウスで、1998 年にヒトの作成が最初に報告された。ES 細胞は、多分化能を有する

幹細胞として、再生医療等への応用が期待されているが、その採取工程は必然的にヒト胚の破壊を伴う。 
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る。これら幹細胞の中で、ヒト ES 細胞以外はその生成にヒト胚を使用しない。 
受精卵由来の胚性幹細胞は、生殖細胞を含むあらゆる細胞に分化する能力を有し、最終

的にはヒト個体に発達することができる(全能性（totipotent）)。「体性幹細胞」は様々な細

胞に分化することはできる(多能性（pluripotent）)が、ヒト個体には発達し得ない。遺伝子

導入による初期化によって人工的に多能性が誘導されたものは「人工多能性幹細胞」(iPS
細胞、induced pluripotent stem cell) と呼ばれる。 
ヒト・ゲノム情報や ES 細胞の研究上の扱いおよびその成果の活用に関しては、研究者

が研究上の課題として、あるいは宗教観や歴史的経験、pro-life(胎児の生命の尊重)などの

立場から、または倫理や社会問題の視点から、さらには医療や関連産業の発展の観点から、

相異なる見解が展開され、とくに欧米において論争が生まれた。 
 

（ａ）米国の例 
ES 細胞を用いた研究については、米国においては、人工妊娠中絶に関わる歴史的対立の

延長上に生まれた。実際のところ、宗教が中絶に関わる見解を決定しているとはいえず、

女性の権利擁護や貧困や抑圧等の社会問題に対する運動も多々あり、支持政党にも拠ると

ころが多く、政治的な見解が対立してきた18。 
反堕胎運動は 19 世紀半ば、堕胎件数が多いことを女性解放運動の悪影響として起こり、

19 世紀後半になると、ケンタッキー州を除く 44 州すべてに何らかの堕胎禁止法が成立し

た19。   
女性の人権擁護の観点から中絶支援運動が展開されていくなかで、1973 年、Roe v Wade 

U.S.20連邦最高裁判決により米国の中絶禁止法が違憲とされた。これを機に、中絶反対派は

勢いを増した。1980 年代、レーガン大統領は中絶支援運動に歯止めをかけた。避妊を支援

する外国団体に対しては資金援助を禁止し、中絶規制は再び多くの州や地方で強化される

ことになった。1989 年、Webster v Reproductive Health Service21連邦最高裁判決により、ミ

ズーリ州の中絶規制が合憲とされた。不安定な政治状況にあって、胎児の法的地位は明確

化されることなく、体外受精（in vitro fertilisation、IVF）・胚移植(embryo transfer、ET)ほか、

不妊治療に必要な研究に関しても、包括的な政策は打ち立てられなかった。 
その後急速に、生物医学研究の焦点はゲノムやヒト胚になっていたが、その研究活動や、

成果の活用等について奨励の制度は不安定なままであり、余剰胚の使用や中絶胎児の使用

や売買についても倫理的論争が起こっていた。そのような状況にあって、1993 年、クリン

トン大統領は、NIH によるこの分野の研究補助を一部解禁した。しかし 1996 年、保健社

会福祉省（Department of Health and Human Services、DHHS）は Dickey-Wicker 法22により、

ヒト胚の形成、破壊あるいはそのリスクのある使用にもとづく研究への連邦政府補助金を

                                                      
18 宗教と中絶との関係については藤野早希『カトリック思想における中絶に対する意識とそれが与える影響』

（2011 年 1 月学位論文）。https://www.obirin.ac.jp/la/ico/con-sotsuron/sotsuron2010/2010M-fujino.pdf 日本では 1949
年の優生保護法の改定で「経済的理由」による中絶が認められ、中絶が激増した。 
19 同上６頁。 
20 410 U.S. 113 (1973).  
21 492 U.S. 490 (1989)． 
22 Section 128 of P.L. 104-99 . 
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禁じた23。1997 年、スコットランドで羊のクローンが出現して以来、クローニングの許容

範囲等についても見解の対立が深まったが、これについてはいずれの立法案も採択に至ら

なかった。 
受精胚に由来するヒト ES 細胞が 1998 年に作成されて以来、再生医療研究は急速に発展

した。2001 年 8 月、ブッシュ大統領は、ヒト ES 細胞を用いた研究がアルツハイマー病の

ような難病の治療に有効であることを認め、余剰胚を用いてすでに研究されていた 60 の培

養細胞株に限定される ES 細胞研究に連邦予算を投入することにした24。 
その後オバマ大統領は 2009 年３月、米国法下で合法である限り、保健社会福祉省が NIH

を通してヒト ES 細胞を用いた科学的な価値ある研究には連邦補助金が付与され得るとの

大統領命令を発した25。それを受け、NIH は従来、予算措置上認められていなかった期間

もその使用を認めるガイドライン26を示し、使用を認める細胞株については Stem Cell 
Registry に NIH がリストアップした27。 
ところがオバマ大統領の命令 13505 は上記 Dickey-Wicker 法の違反であるとして、Sherly

他ヒトES 細胞の研究者がコロンビア特別区裁判所に訴えを提起した28。原告の提訴権は、

同命令が同分野の研究者間の競争関係を変え、原告の利益を損なうとの主張が認められ、

差止めが決定された。その後 2012 年 8 月、原告が敗訴し、2013 年 1 月には米国最高裁が

上告を不受理としたことでヒト ES 細胞研究に対する政府の資金提供はようやく軌道に乗

ったが、その間、ヒト ES 細胞に関わる研究補助金に関する政策、法と制度の不安定は、

研究の遅延、協力体制や補助金の中断等の弊害をヒト ES 細胞に依拠する研究者にもたら

したという29。 
こうした歴史もあり、米国にはヒト受精胚および人クローン胚の作成・利用について法

令による規制がない。ヒト胚の作成・利用を伴う研究に対しては、NIH の定めた基準を満

たす既存のヒト ES 細胞を用いる研究に対してのみ連邦政府の助成が可能である。 
 
（ｂ）EU の場合 
ヨーロッパ諸国においては、それぞれの国、地域の歴史や価値観から、動物、人体、遺

伝子やヒト ES 細胞等に依拠する研究に関して異なる立法が採択されていった。米国のよ

うに、立法の欠落による不安定な状況は見られないものの、ヨーロッパには、異なる歴史

体験や生命倫理が国ごと、地域ごとに細かく分かれて引き継がれていた。また多くの地域

国際機関にもとづく司法的解決手段が存在することもあり、欧州諸国間の相違を超えた法

調整が、研究や医療あるいは産業上、不可欠であった。 
欧州諸国には、生命倫理、ヒト・ゲノム・遺伝子解析、ヒト胚を用いた研究およびクロー

                                                      
23 Herbert Gottweis, The Endless hESC Controversy in the United States: History’, Cell Stem Cell. 5 November 
2010;7(5),p.556. 
24 President George W. Bush's address from Crawford, Texas, on his decision to allow federal funding for limited stem cell 
research. August 9, 2001. 
25 Executive Order 13505（74 Fed.Reg. 10, 667): Removing Barriers to Responsible Scientific Research Involving Human 
Stem Cells, 9 March 2009.  
26 74 Fed. Reg.32, 170, July 7, 2009 https://grants.nih.gov/stem_cells/registry/current.htm 
27 https://stemcells.nih.gov/research/registry.htm 
28 Sherley v Sebelius, 644 F.3d 388 (D.C.Cir.2011) (Sherley I ). 
29 Aaron D.Levine, Policy Uncertainty and the Conduct of Stem Cell Research, Cell Stem Cell, January 2011, 8(2), p.555.  
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ン技術のヒトへの応用等についても、様々な度が発展してきた。英国では Human 
Fertilisation and Embryology Authority (HEEA) が規制と積極的な研究や生殖補助医療を奨励

し、ヒト胚保護法（1990 年制定）によりヒト胚を生殖補助医療の進展、先天性疾患の克服、

胚の発生に関する研究、難病に関する研究等の公益目的に限定して作成・利用許可制度を

設けた。ヒト・クローン胚については、2001 年の同法改正により一定要件のもとで容認さ

れることになった。 
これに対しドイツでは、1990 年、胚保護法が採択され（1991 年 1 月 1 日施行）、胚の利

用・操作（クローン、キメラ、ハイブリッド等）の刑事規制をしてきた。その 1 条(1)2 お

よび 2 条(1)、(2)は、① 胚に由来する女性の不妊治療以外を目的とする卵子の人工授精、

② 体外受精したヒト胚若しくは子宮内の着床プロセスの終了前に女性から取り出された

ヒト胚の販売あるいはそれらの移転、取得若しくは利用であって、ヒト胚の保全以外を目

的とするもの、および③ ヒト胚の体外発生であって不妊治療以外を目的とするものを刑事

犯としていた。同法 8 条は胚について定義しており、前核が融合した後に受精したヒトの

卵細胞は、その後全能性を有する（分割可能な）胚に至るまでは、法的に胚とはみなされ

ない。ヒト胚についてはその後の如何なる段階であっても、生殖目的以外のヒト受精胚研

究目的での作成・利用が禁止される。1994 年には人工生殖および遺伝形質の人為的変更等

に関する連邦の立法権限が明確にされた（基本法 74 条 1 項 26 号）。2002 年７月、輸入 ES 
細胞の使用が管轄官庁の許可等が条件付で認められた。 
様々なキリスト教宗派が共存する EU において pro-life 運動と、ヒト ES 細胞研究との間

には、米国同様、対立がある。最近も、EU の一般裁判所において、避妊・堕胎支援機関

による第三者参加の訴えがあったが棄却された（One of Us and Others v Commission, Case 
T-561/14, 2014.11.17）。 
 
（２）バイオ技術と生命倫理に関する国際規範 

第二次世界大戦後、生命倫理に関する国際的な規範は、まず医療行為に関して生まれた。

1947 年、ニュールンベルク継続裁判（医師裁判）においては、ナチス・ドイツによる人体

実験や民族撲滅作戦等も踏まえ、臨床試験等、研究目的の医療行為において厳守すべき基

本原則として 10 項目が設けられた。その原則の一つはインフォームド・コンセントであり、

その後世界医師会30によって議論され、1964 年、ヒトを対象とする医学研究の倫理的原則

にヘルシンキ宣言31においても継承された。インフォームド・コンセントとは、医療行為

や治験などの対象者（患者や被験者）が、事前に当該行為の目的および性質のみならず、

その予測される結果や危険性、代替方法、費用等についても十分な説明を受けた上で、自

由意志に基づいて医療従事者と合意するプロセスであり、医療・治験対象者の自己決定権

を意味する。 
1990 年代初期ヒト・ゲノム解析が進められる中、ゲノム情報の活用について、科学者が

                                                      
30 2016 年現在、112 カ国の医師会が加盟する非政府組織。 
31へルシンキ宣言は、医学の進歩のためには人体実験が不可欠であることを認めた上で、被験者個人の利益と福

祉を科学や社会に対する寄与より優先すべきであるという原則に立つ。同宣言には適宜修正が加えられてきた。 
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疑問を投げかけ、国際的な議論を始めた。その結果は、まず、ユネスコや欧州評議会にお

けるゲノム研究と生命倫理についての国際文書の作成であった。 
 

（ａ）人権との関わり 
人体実験や遺伝子操作等は、戦後世界において医師会を中心に科学的研究や医療倫理上

の重要な課題であり続けたが、ヒト胚のゲノム情報やヒト胚を用いた研究の再生医療や遺

伝子診断等、個人化された医療等の公共利益と個人の権利擁護との関係において複雑な課

題を提示した。 
もっとも頻繁に引用される人権関連概念は、「人間の尊厳」、「インフォームド・コンセ

ント」、「健康（医療技術アクセス）への権利」（あるいは公共サービスの平等）であるが、

「研究の自由」も重要な人権として、研究制限的な倫理観の介入への批判の根拠となって

いる。また、診断・医療および医学目的等、公共の利益に与する科学研究の成果が、個人

の商業的利益となるだけでなく社会全体に恩恵を与えなければならないとの原則32も、ま

たその逆に、医療行為においては社会の利益より個人の権利を優先すべきとの主張も、人

権にかかわる議論のなかから生まれた。たとえば研究の成果である遺伝子を特許保護のも

とに占有するのではなく、利益は社会によって共有されるべきとの考えが生まれ、所有権

とその使用に関して論議が続けられた。国連関連機関によって採択された国際文書は、医

学・科学研究のために収集されたヒト遺伝情報、ヒト・プロテオーム情報または生物学的

試料を利用することによって生じる利益は、国内規範および国際取決めに従い、社会全体

および国際社会に与するべきとの立場に立っている。 
 
（ｂ）国連あるいは国連機関による国際文書 
世界人権宣言33１条は、「すべての人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と

権利について平等である。・・」とする。「人間の尊厳」は、個人を人間として尊重し、屈

辱は許さないという原理であり、人権の基本であって、人体実験などが不可避な生物学的

研究や医療分野において重要な概念と考えられる。遺伝子を用いた研究や医療に関しては、

人種や疾病等に関わる差別などの社会的結果が危惧された。こうした歴史的経験もあり、

ゲノム研究やその結果得られた情報には、障害者、特定の民族、人種、社会層などに差別

をきたす惧れがあると考えられた。個人の遺伝子情報にもとづく治療方法は、遺伝子情報

にもとづく患者のグループ化を余儀なくさせ、所得や社会層あるいは特定人種や民族の差

別にも繋がりかねない。 
ヒト・ゲノムの取扱いに係る諸原則を内容とする「ヒト・ゲノムと人権に関する世界宣

言」34は国連教育科学文化機関（ユネスコ）総会において 1997 年 10 月採択された。その

前文は、世界人権宣言や国際人権規約等、国連や国連機関の人権や差別に関わる条約や宣

                                                      
32 グローバルなレベルでは、国際人権規約 B の一般意見 No.17（2005 年）が規約 15 条 1 項（c））「すべての

者が自己の科学的、文学的又は芸術的作品により生ずる精神的および物質的利益が保護されることを享受する

権利について述べている（UN Doc. E/C.12/GC/17）.  
33 1948 年 12 月 10 日採択。http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/udhr/1b_001.html 
34 Universal Declaration on the Human Genome and Human Rights, endorsed by the General Assembly of the United 
Nations on 9 December 1998. 
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言35、ILO 諸条約36に言及しつつ人権の普遍的諸原則を確認し、TRIPS 協定を含む知的財産

権の分野における遺伝学の応用に関連する可能性のある国際文書37に影響を与えないこと

を記し、「生物の多様性に関する条約」（CBD）38を尊重し、当宣言が世界人権宣言前文の

「人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利」にも矛盾し

ないことを宣言する。 
「ヒト・ゲノムと人権に関する世界宣言」の A 章は、「人間の尊厳とヒト・ゲノム」に

関しており、1 条 2 段は、象徴的な意味において、ヒト・ゲノムが人類の遺産であること、

2 条（a）は、何人も、その遺伝的特徴の如何を問わず、その尊厳と人権を尊重される権利

を有すること、4 条は、自然状態にあるヒト・ゲノムは、経済的利益を生じさせてはなら

ないこと、5 条はプライバシー権、インフォームド・コンセント原則を確認し、6 条は、遺

伝的特徴に基づく人権、基本的自由および人間の尊厳を侵害する意図または効果をもつ差

別を禁止する。同宣言 C 章は、ヒト・ゲノムに関する研究に関しており、10 条はヒト・ゲ

ノムに関する研究あるいはその応用が個人または集団の人権、基本的自由および人間の尊

厳に優越するものではないこと、11 条はヒトのクローン個体の作成が人間の尊厳に反する

こと、12 条（a）は、ヒト・ゲノムに関して生物学、遺伝学および医学の進歩から得られ

た利益は、個人の尊厳と人権を十分に尊重しつつ、すべての人が利用し得るようにしなけ

ればならないこと、12 条（b）は研究の自由が、知識の進歩にとって必要であり、思想の

自由の一部であること、またヒト・ゲノムに関する研究の応用は、個人および人類全体の

苦痛を軽減し健康を改善する目的を有すること、を述べる。また 14 条は、国に対してヒト・

ゲノムに関する研究活動の自由にとって好ましい知的および物的条件を育み、研究の倫理

的、法的、社会的および経済的含意を検討するため、国際協力等、適切な措置を講ずべき

とする。 
その後、ヒト遺伝情報について、非医学分野を含む利用分野の拡大や収集される個人情

報量の増加等を踏まえ、ユネスコ国際生命倫理委員会39で議論され、上記人権関連条約や

宣言に言及する「ヒト遺伝情報に関する国際宣言」40が国連総会で採択された41。この宣言

                                                      
35 1966 年 12 月 16 日採択。経済的、社会的及び文化的権利に関する国際人権規約（A 規約）と市民的及び政治

的権利に関する国際規約（B 規約）。その他集団殺害罪の防止及び処罰に関する条約（1948 年 12 月 9 日採択。

以下カッコ内は採択年）、あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する条約（1965 年 12 月 21 日）、精神障害者の権

利に関する宣言（1971 年 12 月 20 日）、障害者の権利に関する宣言（1975 年 12 月 9 日）、女子に対するあらゆ

る形態の差別の撤廃に関する条約（1979 年 12 月 18 日）、犯罪及び権力による虐待の犠牲者のための正義に関す

る基本原則に関する宣言（1985 年 11 月 29 日）、児童の権利に関する条約（1989 年 11 月 20 日）、障害者の機会

均等化に関する標準規則（1993 年 12 月 20 日）、細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁

止並びに廃棄に関する条約（1971 年 12 月 16 日）等およびユネスコの科学研究者の地位に関する勧告（1974 年

11 月 20 日）、人種及び人種偏見に関する宣言（1978 年 11 月 27 日）。 
36雇用及び職業における差別に関する条約（111 号）（1958 年 6 月 25 日）、独立国における先住民及び種族民に

関する ILO 条約（169 号）（1989 年 6 月 27 日）。 
37文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約（1986 年 9 月 9 日）、工業所有権の保護に関するパリ条約

（1883 年 3 月 20 日）、特許手続上の微生物の寄託の国際承認に関する WIPO ブダペスト条約（1977 年 4 月 28
日）。 
38 1992 年 6 月 5 日採択。 
39 http://www.mext.go.jp/unesco/009/005/004.pdf 
40 International Declaration on Human Genetic Data 
41 General Assembly、 24 February 2005. 同年 3 月 23 日、国連総会はヒト・クローニングに関する国連決議（The 
United Nations Declaration on Human Cloning）を採択した。 
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は、WTO の「TRIPS と公衆衛生に関するドーハ宣言」42にも言及しており、主に以下を指

摘する。個人のアイデンティティーは、遺伝的特徴に矮小化されるべきものではなく（3
条）、ヒト遺伝情報およびヒト・プロテオーム情報（発現、修飾、相互作用を含む個人のタ

ンパク質に付随する情報）は、「ヒト・ゲノムと人権に関する世界宣言」および国際人権法

に抵触しない研究あるいは司法目的に対して収集、処理、利用および保管することができ

ること（5 条）、個人や特定の家族あるいは集団の差別や烙印を押す結果を及ぼしてはなら

ないこと（7 条）、またその収集、処理、利用および保管にあたってはインフォームド・コ

ンセントが必要なこと（8 条）。医学・科学研究のために収集されたヒト遺伝情報、ヒト・

プロテオーム情報または生物学的試料を利用することによって生じる利益の共有について、

同宣言は、国内規範および国際的取決めに従って、社会全体および国際社会において共有

されるべきであるとする（19 条(a)）43。 
その後 2005 年、社会的・経済的・文化的国際人権規約の一般的意見 no.1744は、生命、

健康およびプライバシーに対する権利を含めた人間の権利および尊厳と相容れない目的の

ために、科学および技術上の進歩を悪用されぬよう防止すべきことを述べ、締約国は、と

りわけ、人体および体の部分のいかなる範囲の特許が、規約あるいは他の関連する国際人

権文書における自らの義務に影響を及ぼすのか見極めるべきこと、自己の科学的、文学的

または芸術的作品により生ずる精神的および物質的利益の保護のための法令の採択に先立

って、人権への影響評価に着手すべきことを述べた45。 
 
（ｃ）欧州地域統合機関による国際文書 
科学者や医療関係者によるこうした関心と議論は、とくにヨーロッパにおいて高まり、

欧州評議会(Council of Europe)では 1997 年、「生物学および医療の適用における人権および

人間の尊厳の擁護のための条約」（オビエド条約）46が採択された。 
オビエド条約の前文は、国連の世界人権宣言や国際人権規約、さらに欧州評議会の人権及

び基本的自由の保護に関する条約（欧州人権条約）47、ヨーロッパ社会憲章48ならびに個人

情報の電算処理における個人の保護に関する条約49等を引用し、その第４章はヒト・ゲノ

                                                      
42 前掲注 9． 
43 同条は、これらの原則を実行する際、利益は次の形態のいずれをもとることができるとする。 
（i）研究に参加した個人および集団への特別な支援、 
（ii） 医療へのアクセス、 
（iii） 研究から生じる新たな診断法、治療法のための施設または医薬品の供給、 
（iv） 公共医療サービスに対する支援、 
（v） 研究目的のための能力開発施設、 
（vi） 途上国の特有の問題を考慮した、途上国のヒト遺伝情報の収集、処理能力の開発および強化、 
（vii）本宣言に規定される原則に一致するあらゆるその他の形態。 
44 上記注 32. 
45 29－31 節。 
46 Convention for the protection of Human Rights and Dignity of the Human Being with regard to the Application of 
Biology and Medicine: Convention on Human Rights and Biomedicine, Oviedo Convention, 1997 年 4 月 4 日採択、1999
年 12 月 1 日発効。 
47 1950 年 11 月 4 日採択の人権及び基本的自由の擁護に関する条約。 
48 1961 年 10 月 8 日採択。 
49 1981 年 1 月 28 日採択。 
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ムに関わる以下のような規定を設けている。遺伝的素質を理由とする個人の差別を禁止す

ること（11 条）、予防的な遺伝子診断は、健康を目的としている場合か健康を目的とする

科学的研究の場合にのみ実施され、適切な遺伝的助言にしたがわなければならないこと（12
条）、ヒト・ゲノムを変更する目的の侵襲行為は、予防的、診断的、または治療的な目的に

よる場合にのみ、子孫のゲノムに変更をもたらすことを目的としない場合に許されること

（13 条）、性別に関係する深刻な疾病を回避する場合を除き、生殖技術を子どもの性別を

選択することに利用することは許されないこと（14 条）。  
オビエド条約自体は紛争解決の司法的手続きを設けておらず、違反に関しては、欧州人

権条約の違反があると考えられる場合にしか適用されない。また英国はこの条約が制約的

すぎるとし、ドイツは規制不十分と考え批准していない。ベルギー、イタリア等も未批准

である。 
同条約にともない、人クローニングの禁止に関する議定書 (No. 168)50、臓器移植に関す

る議定書(No. 186)51、生物医学研究に関する議定書(No. 195)52、医療目的での遺伝子検査に

関する人権と生物医学条約付属議定書(No. 203)53が採択された。 
EU においても、生命倫理に関する規定が、人権の一環として EU を設立する条約その他

の文書において明記されてきた。欧州連合基本権憲章（Charter of Fundamental Rights of the 
European Union）は 2000 年 12 月、欧州理事会、欧州委員会および欧州議会の共同宣言と

して採択された。採択当初、基本権憲章に法的拘束力はなかったが、2009 年 12 月 1 日の

リスボン条約発効後は、欧州連合条約（TEU）6 条にもとづき、EU 基本権憲章は、条約規

定と同等の法的効果を有することになった。 
憲章第１篇は「人間の尊厳」に関しており、その 1 条は「何人も自己の肉体および精神

の不可侵の尊重に対する権利を有する」とし、3 条は人格の統合（integrity of the person）
に関する権利として、医学および生物学の分野において尊重されるべき次のことを挙げる。 

(a)法律によって定められた手続きに従った当該者の自由かつ十分な説明を受けた上

での合意（インフォームド・コンセント）。 
(b)優生学的処置、特にヒトの選択を目的としたそれの禁止。 
(c)ヒトの身体およびその一部を金銭的利益の源泉にすることの禁止。 
(d)クローン人間の作成の禁止。 

 
２．生命倫理と特許適格性 

1990 年代からユネスコや欧州評議会を中心にしたヒト・ゲノムと生命倫理に関する議論

においては、この分野における研究成果と特許保護の問題が、課題のひとつであった。特

許により遺伝情報が占有されたり、差別や優生学的な目的が促進されるとの危惧や、生命

                                                      
50 Paris, 1998 年 1 月 12 日採択、2001 年 3 月 1 日 発効。 
51 Additional Protocol to the Convention on Human Rights and Biomedicine concerning Transplantation of Organs and 
Tissues of Human Origin, 2002 年 1 月 24 日採択.  
52 Additional Protocol to the Convention on Human Rights and Biomedicine, concerning Biomedical Research, No.195, 
2005 年 1 月 25 日採択、 2007 年 9 月 1 日発効。  
53 Additional Protocol to the Convention on Human Rights and Biomedicine concerning Genetic Testing for Health 
Purposes, 2008 年 11 月 27 日採択。 
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体に対し、倫理に反して特許が付与されることへの懸念が存在していた。 
米国の特許法は、日本の特許法 32 条のように公の秩序、善良の風俗または公衆の衛生を害

するような発明について、不特許事由を規定しておらず、生命倫理にも触れていない。 
これと対照的に、欧州においては 欧州特許付与に関する条約（European Patent Convention、 

EPC）5453 条が、欧州特許について特許性の例外を規定しており、同条（a）は、「商業的

利用が公の秩序または善良の風俗に反するおそれのある発明」を除外している。ただしそ

の利用が、一部または全部の締約国において法律または規則によって禁止されているとい

う理由のみでは公の秩序または善良の風俗に反しているとはみなされない。すなわち、そ

の発明の実施が単に法令によって禁止されていることを理由として、不特許事由に該当す

ると解釈し、拒絶査定等をしてはならない。 
ヨーロッパにおいて生命倫理の相違は、EU レベルでの生体、遺伝子、ヒト胚等に関る

特許保護について諸国間の調整を必要とし、「生物工学発明に関する EU 指令」no.98/44(バ
イオ指令)55が 1998 年制定され、その内容は EPC 施行規則にも反映されることになった。56 
この指令により、バイオ技術発明は EU すべての加盟国においてひとつの明文化された

ルールのもとで特許が付与され、保護されることになり、実施されるに至った。これは、

諸国の法制度が細分化され、保守伝統主義的なヨーロッパにとって、重要なステップであ

った。 

                                                      
54 1973 年 10 月 5 日ミュンヘンにおいて締結され、1977 年 10 月 7 日に発効し、 2000 年 11 月 29 日、大幅に改

正された。 
55 バイオ指令は 1998 年 7 月 6 日採択され、各加盟国で国内措置が 2000 年 7 月 30 日までに講ぜられることに

なった。1998 年 10 月 19 日オランダはＥＣ条約 173 条（新 230 条）にもとづきＥＣ裁判所にこの指令の取消を

求め提訴した。当指令の日本語訳は、 https://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/ec/dpcb/mokuji.htm. 
56 EPC の施行規則 27、28、29 条 は生物工学的発明の特許適格性の例外についてさらに詳しく規定する。 
欧州特許付与に関する条約の施行規則 EPC 規則 
規則 27 条：特許を受けることができる生物工学的発明 
生物工学的発明は、それが次の事項に関するものであるときも、特許を受けることができる。 
(a) 生物学的材料であって、それが以前に自然界において生じていた場合であっても、自然環境から分離され

ているか又は技術的方法の使用によって生産されるもの。(b) 規則第 28 条(2)の規定に反しない限り、動物又

は植物。ただし、その発明の技術的実行可能性が特定の植物又は動物の品種に限定されないことを条件とする。 
(c) 微生物学的若しくはその他の技術的な方法又は当該方法の使用によって得られる生産物であって、植物若

しくは動物の品種以外のもの。 
規則 28 条 
(1) EPC 第 53 条(a)に基づき、欧州特許は、特に次に関する生物工学的発明には付与されない。 
(a) ヒトをクローン化する方法 
(b) ヒトに係る生殖細胞系の遺伝子的同一性を変更する方法 
(c) 工業目的又は商業目的でのヒトの胚の使用 
(d) 動物の遺伝子的同一性を変更する方法であって、ヒト又は動物に対する医学上の実質的な利益がなく、その

動物に苦痛をもたらす虞があるものおよび当該方法から生じる動物 
(2) EPC 第 53 条(b)の下、欧州特許は、本質的に生物学的な方法のみにより得られた植物又は動物に関しては付

与されない 。 
規則 29 条 人体およびその構成要素 
(1) 形成および発達の種々の段階における人体並びに遺伝子の配列又は部分的配列を含め、その要素の 1 の単な

る発見は、特許を受けることのできる発明を構成することができない。 
(2) 遺伝子の配列若しくは部分配列を含む要素であって人体から分離されているもの又はそれ以外に技術的な

方法の使用によって生産されるものは、その要素の構造が天然の要素の構造と同一である場合であっても、特

許を受けることができる発明を構成することができる。 
(3) 遺伝子の配列又は部分的配列の産業上の利用は、特許出願において開示しなければならない。 
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とはいえヨーロッパにおいては、特許法が生命倫理や公序良俗について特許例外を規定し

ているだけでなく、欧州評議会の条約、EU の設立条約や欧州基本権憲章などが生命倫理

について規定し、また知的財産権にも言及した上で、一定の制限を加えている。その制限

範囲は不明確な場合もあり、交錯する規範が複数存在するという、複雑な規範状況が提示

されている。たとえば欧州基本権憲章 17 条(1) (2)は「知財は保護される」としているが、

同時に人間の尊厳に関する第1篇下の3条は「人格の統合に関する権利」（right to the integrity 
of the person）に関しており、3条 2項(c）は、人間の身体やその一部を、金銭的な利益（financial 
gain）目的のために使用することを禁止していることは、上記のとおりである。この規定

が研究成果の活用方法や特許取得について述べているか否かは明確でない。 
以下、特許法規定における生命倫理について米国および欧州の場合を検討し、遺伝子あ

るいはヒト胚等バイオ技術の特許適格性に関する相違点をみる。 
 
（１）米国の場合 

米国特許法57101 条は、「新規かつ有用な方法、機械、製造物若しくは組成物またはそれ

についての新規かつ有用な改良を発明または発見した者は、本法の定める条件および要件

に従って、それについての特許を取得することができる」と規定する。米国において特許

適格性は、プロセス、機械、製品、組成物あるいはこれらの改良のいずれかであるとされ

てきた。微生物に関する Chakrabarty 判決において上記規定は広く解釈され、生物ではあ

っても天然にそのまま存在する自然物ではなく（遺伝子改変バクテリアは天然には存在し

ない）、人間の新規の創造物であれば、適格性が認められた58。しかし近年、天然にそのま

ま存在する自然物あるいは単なる自然法則に対して、比較的厳しい最高裁判決が特許法

101 条のもとに下され（米国 Mayo v Prometheus Laboratories 事件（2012 年 3 月）59、Association 
for Molecular Pathology v Myriad Genetics 事件（2013 年 6 月））60、天然に存在する遺伝子あ

るいはそれを用いた診断、治療方法をクレームする場合は人工的な要素を十分加える必要

が強調されるに至った。 
Mayo v Prometheus 事件は、自己免疫疾患を治療するためのチオプリンに関する 2 つの特許

（U.S. Patent No. 6, 355, 623, No.6, 680, 302）に関していた。特許クレームは、チオプリンが

投与された患者の血中の代謝物量を測定し、それに合わせて投与量を調整する方法である。

最高裁は以下のように判決した61。本件クレームは、投与後の血中の医薬代謝物の量と、

                                                      
57 https://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/us/tokkyo.pdf 
58 Diamond, Commissioner of Patents and Trademarks v Chakrabarty(206 USPQ. 193、 1980). チャクラバーティは、

「多種類の、相互に影響を及ぼさない分解プラスミドを含む微生物とその生成方法」を特許として USPTO に出

願した．USPTO は、この微生物の生成方法と担体との組合せについては特許を認めたが、微生物自体は、自然

の産物であるとの理由で特許を付与しなかった．チャクラバーティは、USPTO の審判及び CAFC において敗訴

したが、上告し、この最高裁判決に至った．最高裁の意見は 5 対 4 に分かれていた． 
59 No. 10–1150. Argued 7 December 2011—Decided 20 March 2012. 
60 No. 12-398, 569 U.S. June 13, 2013. 
61 2005 年、地裁は Mayo が特許を侵害しているとの判決を出し、Mayo は特許クレームは 101 条の特許可能な

主題ではないとして無効判決を申し立てた。地裁は特許無効の判決を出し、Prometheus は地裁の無効判決を不

服として米国巡回区控訴裁判所（CAFC）に提訴した。CAFC は、地裁の無効判決を破棄し、Prometheus の特許

は有効であるとの法的判断を下した。その後、最高裁判所は CAFC の判決からの Mayo の上告を受理し、この
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その医薬による効果やリスクの見込みとの相関関係を記載している。これは自然法則その

ものであり、自然現象である相関性を独占することを狙うものである。クレームに、自然

法則の真の応用を確実に具現化する追加的特徴が記載されない限り、特許適格性はない。

このクレームは、当該相関性とその後の新たな発見との組み合わせを妨げることでその治

療行為のさらなる発展を阻害する。先例 Chakrabarty ケースにおいて最高裁は、太陽のもと

人間の手で作られたいかなるものも発明とはいえるが、それが 101 条の下で「必ず」特許

可能であると言ったわけではない。  
AMP v Myriad Association for Molecular Pathology v. Myriad Genetics 事件は、Myriad 社の乳

癌や卵巣癌の発症に関連する遺伝子 BRCA１、262に関していた。Myriad 社は、これら遺伝

子の塩基配列を解読し、塩基の置換や欠失などの変異部位を見ることにより、発癌リスク

の診断に用いて遺伝子検査事業を展開していた。検査費用は大変高額なものであり、低所

得者はこの診断技術の恩恵に預かれないことから、欧米やオーストラリアにおいて社会問

題として議論され、2000 年前後からさまざまな国際機関で盛んになりつつあった特許と医

薬品アクセスに関する論争においては、このような遺伝子特許の保護が公共政策原則に反

するとして批判されていた。所得に基づく社会的差別が生まれること、広い特許クレーム

により科学的な知識が権利化され科学的進歩が妨げられること、クレームが広すぎ安価な

研究開発が妨げられること、などがその理由とされた。 
米国では自由人権協会（ACLU）が BRCA１、2 遺伝子の特許無効の訴えをニューヨーク

州南部地区米連邦地裁に提起した63。 
この事件に関し、2013 年 6 月 13 日、連邦最高裁は、当該遺伝子の単離を行なったとして

も、自然界に存在する遺伝子断片は自然物であり、特許適格性を有さないとの見解を示し

た。単離された DNA に関して Myriad 社は自然界に存在する BRCA1、 BRCA2 遺伝子に

コードされた遺伝子情報を作り出すことも、変更することもしておらず、遺伝子の場所や

配列は Myriad 社による発見以前から存在していたとの理由からである。最高裁は、同特許

のクレームには化学組成に関する記載が無く、単離による化学的変化を考慮していないと

の見解に基づき、単離された DNA は体内における化学的結合が切断されているゆえ自然

界に存在するとは言えない、との Myriad 社による反論を受け入れなかった。ただし最高裁

は、自然界の DNA から、アミノ酸をコードしていない領域を除去した cDNA (mRNA の相

補的 DNA で、タンパク質に翻訳される領域)に関する組成物クレームは自然界の DNA と

                                                                                                                                                            
CAFC 判決を破棄し、最高裁自身の Bilski 判決の観点から、同ケースを再審理するよう CAFC に差し戻した。

CAFC は特許クレームの投与工程と決定工程は、自然法則の「特定のアプリケーション」であるとして特許有

効の結論を維持した。投与される工程で、体内でドラッグが代謝され変化すること、そして、代謝物量の決定

工程は血液採取と物質量の測定という処置を伴うので、トランスフォーメーションがあるとの解釈であった。

Mayo は再度、最高裁に上告した。最高裁は本件を受理し、本判決を下した。 
62 Myriad 社の取得した特許のうち US5、747、282 に記載されたクレーム２では、BRCA1 ポリペプチドをコー

ドする cDNA が記載されており、cDNA には、アミノ酸をコードしないイントロンの配列を除去し、アミノ酸

をコードするエクソンの配列のみを記載していた。しかし、同特許のクレーム１には、自然界に存在する、単

離された BRCA1 遺伝子の DNA が記載されていた。 
63 複数の団体が、ニューヨーク地裁に同特許の無効を求める提訴を行ない、上記クレームは特許適格性を有さ

ないとする判決が下された。Myriad 社は CAFC に控訴した。CAFC は、自然界の存在する単離された DNA も、

cDNA についても特許適格性を有するとの見解を示したが、最高裁は Prometheus 判決後、同判決を考慮して本

事件を再審理するよう CAFC に差し戻したが、CAFC は再審理においても同じ判決を下していた。 
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は異なるとして特許適格性を認めた。ｃDNA は微生物などに導入され、目的のタンパク質

を生産するために用いられる。 
次に、画期的な発見ではあっても、自然現象の発見には特許適格性がないとする CAFC

の判決もあった。Sequenom v Ariosa Diagnostics 事件64は、妊婦の血液から胎児由来の父系

遺伝核酸（cffDNA）を検出する方法に関する特許に関していた。2015 年 6 月 12 日、CAFC
は、cffDNA が母体血漿中に現れることは画期的な発見ではあるものの、自然現象の発見

にすぎないので、単なる既知のステップの付加だけであり、特許適格性は満たされないと

した。自然法則の発見と特許適格性との関係についての問いが上告理由に含まれているこ

とから、連邦最高裁が受理するか否かが注目されたが、最高裁は上告を審理しない旨決定

した。 
治療・診断方法関連、遺伝子関連及び自然物関連の発明に関わる米国裁判所によるこう

した一連の判決のなかで、米国における遺伝子断片の特許付与は、必ずしも容易く予見で

きないものとなった。 
 

（２）ヨーロッパの場合 

EPC52 条(1)は、 欧州特許は、産業上利用することができ、新規であり、かつ、進歩性

を有するすべての技術分野におけるあらゆる発明に対して付与される、と規定するが、同

条(2)(a)は、不特許事由のひとつとして発見、科学の理論および数学的方法は(1)にいう発明

とはみなされないとする。さらに EPC53 条は特許性の例外として次のものについては、欧

州特許が付与されないと規定する。 
(a) その商業的利用が公の秩序または善良の風俗に反するおそれのある発明。その利用

が、一部または全部の締約国において法律または規則によって禁止されているという理

由のみでは公の秩序または善良の風俗に反しているとはみなされない。 
(b) 植物および動物の品種または植物または動物の生産の本質的に生物学的な方法。た

だし、この規定は、微生物学的方法または微生物学的方法による生産物については、適

用しない。 
(c) 手術または治療による人体または動物の体の処置方法および人体または動物の体の

診断方法。ただしこの規定は、これらの方法の何れかで使用するための生産物、特に物

質または組成物には適用しない65。 
                                                      
64 2015 年 6 月 12 日 CAFC パネル判決、同年 12 月 2 日に大法廷で審理しない旨決定がなされ 2015 年、最高裁

は上告を審理しない旨決定した。 
65 EPC では生体への医学的治療法または診断方法は特許性のある発明ではない。EPC54 条(5)において、医薬第

２用途発明も、スイス形式で記載されたクレームにより規定することによって、用途を記載した物の発明とし

て特許性が認められる旨規定されていたが、医薬第２用途発明が適用される範囲は明確でなかった。その後拡

大審判部の審決（G02/08）は、医薬第 1 用途発明により既知となった物質が、同じ疾病に対して、用法および

用量を変更した場合にも、医薬第２用途発明として保護され得ることを示した。規則 26 条は、(1) 生物工学的

発明に関する欧州特許出願および特許に対しては、条約の関連規定を適用し、本章の規定に従って解釈する。

生物工学的発明の法的保護に関する 1998 年 7 月 6 日の指令 98/44/EC は、解釈の補足的手段として使用する。 
(2) 「生物工学的発明」とは、発明であって、生物学的材料から構成され若しくはそれを含む製品又は生物学的

材料を生産し、処理し若しくは使用する方法に関するものをいう。 
(3) 「生物学的材料」とは、材料であって、遺伝子情報を含んでおり、それ自体で繁殖すること又は生物系にお
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 EPC のもとで、単離された遺伝子は単なる発見としては特許が付与されないが、天然に

存在するものと同じであっても産業上の利用性を示せば特許が付与され得る。したがって

Myriad 社の BRCA1、2 特許66も、さほど問題なく、修正後特許付与された。 
これに対し EPC には 53 条(2)(a)のように道徳や倫理に関わる特許例外があり67、生物体

やその部分の特許付与と保護に関して制限が課せられている。 
妊娠期の女性ホルモンで血管拡張作用があるリラキシン68の欧州特許付与に対する欧州

議会の緑の党議員数人による1995年の異議申立て69は、その一例であった。異議の内容は、

リラキシンは単なる発見であって発明ではないこと、女性の身体に常時存在するので新規

性がないこと、遺伝子を従来手法で単離しているので発明要件としての進歩性がないこと、

細胞組織を女性の妊娠状態から得ており妊娠を金銭的目的で用いているので人間の尊厳を

傷つけること、一種の現代的な奴隷制度であり、生命を特許することになれば公の秩序お

よび善良の風俗に反すること、こうして単離された遺伝子に特許が付与されれば女性の体

を解体して商業的に販売することになること等であった。1999 年、拡大審判部はこの申し

立てを却下した。 
人体に由来する発明がこのように広範囲の倫理観によって特許適格性を失うようであ

れば、この分野の研究は保護も奨励もされなくなる。EU では、バイオ指令の採択後も、

多様な倫理観や政治的立場が存在するなかで、未定義の概念等が存在し、欧州裁判所の先

決判決の対象になってきた。以下はその顕著な例である。 
バイオ指令 6 条(1)は、発明の商業上の実施が「公序良俗に反する」と判断される場合はそ

の発明に特許は付与されないとされ、同条(2)は70公序良俗に関する例として(a)-(d)を列挙し

                                                                                                                                                            
いて繁殖することが可能なものをいう。 
規則 27 特許を受けることができる生物工学的発明 
生物工学的発明は、それが次の事項に関するものであるときも、特許を受けることができる。 
(a) 生物学的材料であって、それが以前に自然界において生じていた場合であっても、自然環境から分離されて

いるか又は技術的方法の使用によって生産されるもの 
(b) 動物又は植物。ただし、その発明の技術的実行可能性が特定の植物又は動物の品種に限定されないことを条

件とする。 
(c) 微生物学的若しくはその他の技術的な方法又は当該方法の使用によって得られる生産物であって、植物若し

くは動物の品種以外のもの。 
66 EP0699754B1. 
Method for diagnosing a predisposition for breast and ovarian cancer 
クレーム１．A method for diagnosing a  predisposition for breast and ovarian cancer in a human subject which 
comprises determining in a tissue sample of said subject whether there is a germline alteration that is a frameshift mutation 
in the sequence of the BRCA1 gene coding for a BRCA1 polypeptide having the amino acid sequence set forth in SEQ. ID. 
NO:2 or a sequence with at least 95% identity to that sequence、 said alteration being indicative of a predisposition to said 
cancer. 
67 Derek Beyleveld and Roger Brownsword, 'Patenting human genes: legality、 morality and human rights' in Harris JW 
(ed), Property Problems: From Genes to Pension Funds (The Hague, Kluwer, 1997)pp.9-24. 
68 Relaxin、DNA fragment encoding human H2-preporelaxin. 
69 EPO - T 0272/95 (Relaxin/HOWARD FLOREY INSTITUTE), Aglietta, Amendola et al., Fraktion der Grünen im EP 
Lannoye Paul- Fraktion der Grünen im EP. Board: 3.3.04.2002.10.23, Derek Beyleveld and Roger Brownsword, 'Patenting 
human genes: legality, morality and human rights' in Harris JW (ed), Property Problems: From Genes to Pension Funds 
(The Hague, Kluwer, 1997). http://www.wipo.int/wipo_magazine/en/2006/02/article_0009.html 
70 (1) 発明の商業上の実施が公序良俗に反するものとみなされる場合は、その発明は特許性がないものとみな

される。ただし、法律若しくは規則で禁じられているというだけの理由では、その実施が公序良俗に反するも

のとみなしてはならない。  
(2) (1)に基づき特に次のものは特許性がないものとする。 
(a) ヒトをクローニングする方法 



- 152 - 

た。その(c)には、「ヒトの胚の産業若しくは商業目的への利用」を挙げ、その定義に明確

さを求めて、これまで 2 度、先決判決が欧州裁判所に加盟国裁判所から請求された。 
Oliver Brüstle v Greenpeace e.V.71はその最初の案件であった。Brüstle 氏は、ヒト由来の胚

幹細胞から単離・精製、作成された神経前駆細胞（神経細胞に分化していく幹細胞）を胚

性幹細胞から作成する方法で、神経疾患の治療のための当該前駆細胞の利用に関するドイ

ツ特許（DE 19756864 C1、1997 年 12 月出願）の保有者である。明細書によれば、この細

胞はごく例外的な場合を除き、脳の発生期にしか存在しない。明細書は神経前駆細胞の移

植が神経系の疾病治療に有望としており、実際、パーキンソン病患者に対する臨床試験に

この技術は用いられていた。 
市民団体グリーンピースは、ヒト胚から抽出された大脳組織を利用することが、深刻な

倫理上の問題を起こすとして、この特許の無効をドイツ連邦特許裁判所に提起した。その

際、同裁判所はバイオ技術指令 6 条(2)(c)に関する以下の問題について欧州裁判所の解釈を

求めた。 
 (1)「ヒト胚の産業または商業目的への利用」とはどのような意味か。それは科学研究を

目的とした利用を含むか。 
 (2)次の器官もヒト胚に含まれるか: 

- 成熟したヒト細胞から取り出した細胞核を移植したヒトの未受精卵 
- 卵分割およびさらなる発達が単為生殖によって発生したヒト未受精卵 

(3)ヒト胚の利用が特許クレームの一部を形成しない場合であっても、(a－特許が物に関

するものであって、その物の生産のためにヒト胚を事前に破壊することが必要であっ

たり、  
－特許が方法に関するものであって、そのような生成物が基本材料として必要である

ことを理由に、ヒト胚の利用がその技術的教示の実施の前提条件として必要なとき、

当該技術は、指令 6 条(2)(c)により特許を受けられないか72。 
 

Brüstle 事件に関し、2011 年 10 月 18 日の欧州裁判所の解釈は以下のようであった。 
 (1) ヒト胚とは、受精以後、初期の全能性幹細胞の形成から人体の発達および形成のプ

ロセスを含む。成熟したヒト細胞から取り出された細胞核を移植した未受精卵、卵分割後

さらなる発達が単為生殖によって刺激された未受精卵も、そのような技術を利用した結果、

全能性幹細胞が取得される限り、ヒト胚の概念に含まれる。胚盤胞73の段階で得られた幹

細胞が指令 6 条(2)項(c)にいうヒト胚といえるか否かについては、国内裁判所が、科学の発

展に照らし合わせて判断すべきである。 

                                                                                                                                                            
(b) ヒトの生殖細胞系の遺伝的同一性を改変する方法  
(c) ヒトの胚の産業若しくは商業目的への利用 
(d) 人間又は動物に実質的な医学的利益をもたらすことなく苦痛を生じさせる遺伝的同一性を改変する方法お

よびこの方法により得られる動物 
71 Case C-34/10、 2011.10.18. 
72 このケースにおける法務官意見の全訳は、高倉成男「ヒトの胚に関連する発明の倫理的側面についての欧州

司法裁判所の法務官の意見」AIPPI ((1) 2011) Vol.56 No.6、 pp.37-52. 
73 胚盤胞（blastocyst）は、卵割腔（blastocoel）形成後から着床前の胚形成（embryogenesis）初期に形成される

構造。 
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 (2) 指令 6 条(2)(c)が特許付与を不適格とするヒト胚の「産業または商業目的への利用」

は、科学的な研究を目的とするヒト由来の胚性幹細胞の使用を含み、胚性幹細胞の治療や

診断に有用な発明にのみ特許付与が可能である。 
 (3) 指令 6 条(2)(c)によれば、特許出願に係る発明は、技術的方法の実施がヒト胚の破壊

あるいはヒト胚を基本材料として利用する場合、どの段階においても、その方法に関する

説明がヒト胚の利用に言及していなくても、特許対象から除外されるべきである。 
この判決によれば、たとえクレームまたは明細書に記載されていなくても、ヒト胚の破壊

をもたらす研究がなされたと推定される場合、その研究にもとづく発明は、特許を受ける

ことができない。2011 年 10 月 18 日の判決は、EU におけるヒト胚幹細胞を用いた研究開

発の成果を特許保護のもとに市場化する可能性を制限するものとして抗議が起こり、議論

を沸かせることになった74。この判決は、とくにヨーロッパにおけるバイオ技術の研究開

発を困難にしたとされ、米国への研究流出が懸念された。科学技術の現段階では、ES 細胞

の研究はヒト胚の破壊を必要とするからである。iPS 細胞（人工多能性幹細胞）は、ヒト

胚を破壊することのない研究開発手段として考案され、現段階では、ヒト個体に発達し得

ない以上、倫理上の問題はない。したがって、主流になりつつある iPS 細胞を用いた研究

は、現段階では、この判決に左右されなかった。ただし iPS 細胞が全能性をもつようにな

れば別である。 
その後、2014 年、International Stem Cell Corporation（ISCC) v Comptroller General of Patents、 

Designs and Trade Marks 事件において、英国高等法院は、同じくバイオ指令 6 条(2)(c)にい

う「ヒト胚」の意味について欧州裁判所の先決判決を求めた。ISCC は、 Brüstle 事件判決

において欧州裁判所は人間に至る成長プロセスを開始することが可能な生物のみを特許対

象から除外することを意図していたのに対し、ISCC の特許出願の主題となっている生物は

そのようなプロセスを経ることができないのであるから、バイオ指令に基づいて特許可能

であるべきであると英国特許庁に対して主張していた。 
欧州裁判所は、指令 6 条(2)(c)にいう「ヒト胚」について以下のように判示した。分裂と

さらなる成長が単為生殖によって促進された未授精の人間の卵子は、現在の科学的知識に

照らし、それ自体で人間に成長する内在的能力を備えていなければ、バイオ指令の同規定

の意味における「ヒト胚」に該当せず、その特許適格性を否定されない。 
Brüstle 事件で欧州裁判所は、「分裂とさらなる成長が単為生殖により促進された未受精

の人間の卵子は「ヒト胚」を構成する」と一般的で広い定義をしたのに対し、ISCC 事件に

おいて同裁判所は、特許発明のクレーム内容に具体的に対応したヒト胚の意義を確定して

いる。 
欧州特許庁（EPO）の拡大審判部は、2008 年 11 月 27 日の Wisconsin Alumni Research 

Foundation 審決（G2/06）において、同様の解釈を採用しており75、欧州裁判所の stem cell
判決における公序良俗の解釈は、EU に限らず、ヨーロッパ全般に広く共有される倫理観

                                                      
74 例えば Professor Austin Smith, Welcome Trust Centre for Stem Cell Research, Cambridge University, http://ww
w.cscr.cam.ac.uk/research/principal-investigators/pressor-austin-smith. 
75 Decision, 25 November 2008, G 2/06, Official Journal EPO, May 2009, p. 306.施行規則 28 は、「特許性の例外 53 条

(a)にもとづき、欧州特許は、とくに次に関する生物工学的発明には付与されないものとする……(c)ヒト胚の産

業または商業目的の使用」と規定する。 
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を反映していると思われる。 
 

（３）特許適格性のルールと研究インセンティブ 

米国において、生命倫理や公共政策的観点は特許法に組み入れられていない。判例法に

よれば、人間による人工的な創造物は特許適格性を有するが、自然現象・自然法則、抽象

的アイディアには特許適格性がない。したがって天然に存在する遺伝子あるいはそれを用

いた診断、治療方法をクレームする場合は人工的な要素を加える必要があることを近年の

判決は示しており、特許が付与されるための工夫が必要になっている。 
これに対しヨーロッパにおいては、EPC52 条、53 条に加えバイオ指令が存在し、その１

条では、バイオ技術発明は国内特許法にもとづき保護されなければならない（shall）と明

記する。同 3 条は、発明が生物学的材料（たとえば遺伝子配列）を含んでいても、新規で、

進歩性があり、産業上利用可能であれば、特許可能であるとの原則を確認している。この

指令発効以前は、遺伝子操作や人体の部分の特許性について国内法およびその運用や解釈

の相違が法的予見性を損なっていたが、この指令の国内法実施により、調整が不十分な定

義等はあっても、バイオ技術の特許適格性について明確化が一応達成された。 
とはいえヨーロッパにおいては EU 法にも、欧州諸国間の条約にも、知財と社会との関

係に言及する規定があり、使用者の基本的自由の拡大方向への動きもみられることは先に

見たとおりである。自由な研究を促進するため特許付与を制限し、オープンソース的研究

を奨励するよう、欧州委員会は研究補助金を供与すべきとの政策批判76もあれば、EU 基本

権憲章に照らし合わせた知財保護制限的な判決も存在する77。 
 
３．TRIPS 協定、国際協力とバイオ技術 

遺伝子診断・治療方法やヒト胚を用いたバイオ技術の特許適格性については、先進国間

の相違が大きく、予見性が十分存在するとはいえない。研究にインセンティブを与えるよ

うな制度の構築に向けた国際協力が必要と思われる。 
WTO の TRIPS 協定7827 条は、その 1 項で「特許は、新規性、進歩性および産業上の利用

可能性のあるすべての技術分野の発明(物であるか方法であるかを問わない。)について与

えられる」とし、物質特許付与の可能性をいかなる化学物質にもバイオ・テクノロジー発

明にも与えた。また、同協定 27 条 1 項は、技術分野について差別することなく、特許が与

えられ、および特許権が享受されると規定する。したがって、バイオ技術分野において特

                                                      
76 Aurora Plomer, The European Union IP Policy and funding of scientific research、 in: Duncan Matthews (eds) Research 
Handbook of Intellectual Property Rights and the Life-Sciences, Edward Egar, pp. 229-243; 
77 Scarlet Extended v SABAM, Case C-70/10, 24 November 2011.この欧州裁判所判決において、著作権管理団体

（SABAM）がインターネット・サービス・プロバイダー（ISP）に対し著作権保護のためのフィルタリングを

強制することは、欧州連合基本権憲章が掲げる基本権のバランスに鑑み、EU 法に不整合であるとされた。欧州

裁判所が考量した基本的権利は、16 条（営業の自由）、17 条(2)（知財の保護）、8 条（個人データの保護）、11
条（表現と情報の自由）である。欧州連合基本権憲章は 2000 年 12 月、欧州理事会、欧州委員会および欧州議

会の共同宣言として採択された。採択当初、この宣言に法的拘束力はなかったが、リスボン条約発効後、欧州

連合条約（TEU）6 条にもとづき、EU 基本権憲章は、条約規定と同等の法的効果を有することになった。 
78 https://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/trips/ta/chap3.htm. 
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許付与や享受が非常に不安定であれば、分野別の差別にも該当しかねない79。 
とはいえ TRIPS 協定 27 条 3 項(b)はバイオテクノロジー発明に特許付与するか否かにつ

いて加盟国に選択肢を与え、この規定は WTO 協定の効力発生日から 4 年後に検討される

ことが合意され 1999 年以来、ビルト・イン・アジェンダのひとつとして TRIPS 理事会で

レビューがなされた。しかしこのレビュー過程では、途上国が開発への権利をもとめ、特

許権者による技術移転や遺伝資源にもとづく発明の利益配分などを主張するに至り、本来

特許の対象を拡大したかったアメリカは防御に回ることになった。 
2001 年 11 月、ドーハでの WTO 閣僚会議では、途上国の開発への配慮をしながら TRIPS

協定 27 条 3 項(b)のレビューを継続することが宣言されたが、その後、開発アジェンダの

議論枠組みのなかで、CBD にいう遺伝資源へのアクセス、所有権、利益配分の問題等が優

先的課題となっている。また TRIPS 理事会での議論が特許による研究インセンティブを強

化する方向にはなりにくく、適切なフォーラムとはいえなくなったことも確かである。 
日米欧特許当局間においては、1990 年、天然状態から人の介入により単離もしくは抽出

された精製された天然物は特許可であること（ただしｃDNA が中心）が合意され、1997
年には、機能や具体的な有用性の示唆のない DNA 断片は、特許付与されないことで見解

の差が狭まった。しかしその後、研究方法にも、特許適格性についての考え方にも、変化

がもたらされた。 
絶え間なく発展しつつある新規バイオ技術、生命倫理と特許適格性の関係において、先

進国間の相違を短期的に解決することは困難ではあろう。が、研究のインセンティブを持

続させるよう、国際的な協力と調整に向けて検討を継続することが有益と思われる。 

                                                      
79 Anthony Taubman、 The International Patent System and Biomedical Research Aspiration、 Policy and Practice - AAPS 
J. 2008 Dec; 10(4): 526–536.  
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Ⅵ．知財関連の途上国向けキャパビルに関する取組について 

 
１．はじめに 

 国・地域別にみた我が国からの輸出額は、米国、中国に次いで、アセアン地域が大きな

規模を占めている。また、我が国企業の今後３年程度の中期的有望事業展開先国・地域の

調査によれば、中国、米国とともに、アセアン地域、インド、メキシコ、ブラジルなどの

国々が上位を占めており、今後のビジネス展開先として有望視されている。こうした開発

途上国の貿易投資環境整備の側面から、特許庁は知的財産に関する人材育成協力を約 30
年にわたり実施してきた。開発途上国においては、知財保護の環境整備も進みつつあるも

のの、日本企業が当該国で円滑にビジネスを実施していくためには、我が国ユーザーの関

心の高い国・地域を中心に引き続き協力を行っていく必要がある。本項では、特許庁にお

ける人材育成支援の取り組みを概括する。 
 
２．特許庁における開発途上国の人材育成協力の歩み 

 特許庁は 1987 年に開発途上国に対する知的財産に関する技術協力と人材育成支援のた

めに WIPO への任意拠出金を予算化し、WIPO ジャパンファンド事業を創設した。同ファ

ンドを活用して、開発途上国における知財制度の整備、情報化の協力、人材育成の支援を

実施してきた。2008 年には対象地域を設立当初のアジア・太平地域に加え、アフリカ地域

にも拡大し、WIPO を通じた開発協力を強化した。さらに、2013 年には特許情報の提供ツ

ールである「WIPO-CASE」の利便性を向上させる協力をジャパンファンドで行った。 
国際協力機構（JICA）の技術協力スキームを通じて、1994 年に初めて JICA の長期専門

家（インハウスコンサルタント）として特許庁職員をインドネシアの知財庁へ派遣し、JICA
協力による技術指導を開始した。その後、フィリピン（機械化協力）、タイ（機械化協力）、

ベトナム（機械化協力、エンフォースメント）、マレーシア（人材育成）、ミャンマー（知

財庁設立支援）に対する技術協力を実施してきた。 
1996 年の APEC マニラ行動計画において、我が国の個別行動計画として、開発途上国の

研修生を日本に招へいし、2000 年までに 1000 人に研修を提供する、いわゆる「1000 人研

修」構想を立ち上げ、招へい研修の実施体制を抜本的に強化した。インドの PCT 国際調査

機関の承認に伴い、2006 年度に招へい研修コースとして、新たに、先行技術調査、審査実

務を中心とした 3 か月間の「特許審査実践コース」を設置し、特許審査官の実体審査実務

能力の向上を支援する中長期研修プログラムを強化した。2015 年度には、開発途上国に対

する研修の提供形態を見直し、それまでの複数国を対象とした研修から、国別に研修カリ

キュラムを策定する国別招へい研修の実施を本格的に開始した。併せて、マドリッド・プ

ロトコルやハーグ協定などの国際登録出願等の手続条約への加盟支援のための研修コース

を強化した。 
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2016 年には、出願件数の増加による審査期間の長期化に対処するために審査官の大量採

用が行われた国からの要請に基づいて、現地で審査実務研修を実施し、新人審査官の審査

スキルの習得を支援した。 
 

３．特許庁における開発途上国の人材育成支援ツール 

（１）人材育成協力事業（途上国招へい研修） 

開発途上国の知財人材の育成を目的に 1996 年から政府職員又は大学・民間企業等から

研修生を日本へ招へいし、様々な知財研修コースを提供している。1996 年度から 2017 年

度までの約 20 年間で約 80 か国からのべ約 6000 名の研修生を受け入れた。過去の研修修了

生からフィリピン、ベトナム、インドネシア、マレーシア、ミャンマーの知財庁長官級が

輩出している。 
招へい研修では、審査実務研修、知財管理、普及啓発、エンフォースメント強化、民間

知財実務者など多岐にわたるコースを用意し、年間約 20 コース、300 名以上の研修生の受

け入れを行っている。このほか、研修修了生のフォローアップのための現地セミナーの開

催、E ラーニングのコンテンツを含むウェブ上での知財関連情報等の提供を行っている。 
招へい研修は、国内の様々な専門家を講師として配置することができ、1 つのコースで

多くの講師を配置し、幅広い研修科目を提供することも可能である。また、各国の多様な

研修ニーズや国別の人材育成支援要請へ対応した柔軟なコース設計が可能となっている。 
 
（２）審査官派遣研修 

開発途上国における出願件数の増加に伴い、各国の審査期間の長期化が問題となってい

る中で、現地に特許審査官を派遣し、現地研修を通じて審査実務指導を行う取組を 2016
年度から本格的に実施している。 
インド特許庁では、2016 年 4 月に、約 460 名の特許審査官を採用した。同知財庁からの

要請を受けて、特許庁から特許審査官（国際研修指導教官）をのべ 12 名を派遣し、特許審

査プロセスの先行技術調査、実体審査実務に関する研修指導を行った。 
また、タイ特許庁では、2016 年 10 月、2017 年 2 月に合計 50 名の特許審査官を採用し

た。2016 年度に、のべ 8 名の審査官を派遣し、特許審査の基礎を網羅的に指導した。加え

て、新人審査官を指導する立場の審査官に対しても審査の指導に関する研修を提供した。 
現地研修は、一度に多くの受講者に研修機会を提供できるものの、派遣人材のリソース

の点から、アセアン、インド等の我が国ユーザーの関心が高い国の特定の対象者にフォー

カスして集中的に支援している。 
 

（３）WIPO ジャパンファンド事業 

 アジア・太平洋地域における開発途上国の持続的な経済発展と、我が国企業等の当該地

域での円滑なビジネス活動を後押しすることを目的に、1987 年から WIPO へ任意拠出金の
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支出を開始した。2008 年からアフリカ地域における知財を活用した自立的発展を促進する

ために当該地域にも対象を拡大している。 
当該拠出金を基に編成されたジャパンファンド事業において、途上国における知財制度

の整備、知財庁の行政サービスの向上、ユーザーおよび国民への知財制度の普及啓発等の

各種活動を実施している。具体的活動としては、セミナー・ワークショップの開催、専門

家派遣、知財庁の情報化支援、知財を活用した成功事例等の調査研究、普及啓発出版物の

作成等、多岐にわたっている。特許庁は当該事業の実施に際して、専門家を派遣し、条約

加盟や知財制度整備に関する助言を行い、また、各種会合・ワークショップ等へ出席し、

特許庁の取り組みを情報提供するなど、これまでの経験や知見を活かした協力を実施して

いる。 
 ジャパンファンドによる協力では、WIPO のネットワークと専門性を活かし、我が国の

知見だけでなく他国の専門家も交えての人材育成支援が可能である。 
 
（４）JICA 技術協力 

 JICA の技術協力スキームを通じて、知財保護、知財エンフォースメント強化のために、

主に知財庁を中心とした行政機関の能力向上、国民への普及啓発に関する協力を中心に実

施してきた。特許庁からは長期専門家として職員を派遣し、現地で技術指導を行いながら、

技術協力プロジェクトの管理を行っている。 
技術協力の初期段階では、インハウスコンサルタントとして長期専門家を派遣し、知財

庁の業務改善のための技術指導を行っている（インドネシア、ミャンマー）。1990 年後半

から 2000 年代にかけて、知財庁の情報化のための支援を実施してきた（タイ、フィリピン、

インドネシア、ベトナム）。また、貿易投資環境整備の観点から、知財のエンフォースメ

ント強化を主とした技術協力プロジェクトを実施している（ベトナム、インドネシア）。

現在、インドネシアでは、「ビジネス環境改善のための知的財産権保護・法的整合性向上

プロジェクト」を法務省、最高裁判所と連携して実施している。また、ミャンマー支援と

して、現在、同国で知財法令の整備が行われている中で、長期専門家による知財庁設立に

向けた業務確立のための技術指導が行われている。 
JICA の技術協力は、各国の具体的協力ニーズに合わせて、中長期的な支援を組むことが

でき、インハウスコンサルタントとして、長期専門家が現地の知財庁の中で人材育成支援

に関与しているのが特徴的である。 
 
４．まとめ 

以上のように開発途上国における経済発展や社会環境の変化によって、支援対象国、支

援内容、支援手法などを随時見直し、改善を図ってきた。現在、各国の人材育成ニーズは

さらに多様化し、国別、課題別、レベル別に、より細分化されたニーズが存在していると

ころであり、支援の効率性を考慮しながら人材育成の効果を高めていく必要がある。この

ため、３．で述べた、4 つの人材育成支援ツールのそれぞれの特徴と強みを活かしつつ、
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各支援ツールを相互に連携させながら、開発途上国及び我が国ユーザーの双方にメリット

のある協力を実施していくことが重要である。 
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Ⅶ．税関における知的財産侵害物品の水際取締りと国際協力 

 

財務省関税局業務課知的財産調査室 

室長 加藤 誠 
 
 

１．日本税関における知的財産侵害物品水際取締りの概要 

（１）知的財産侵害物品水際取締りの対象 

輸出入が日本税関における取締りの対象となっている知的財産を侵害する物品（以下

「知的財産侵害物品」という。）は、商標権、著作（隣接）権、特許権、実用新案権、意

匠権、育成者権及び回路配置利用権を侵害する物品（知的財産権侵害物品）並びに形態模

倣品、技術的制限手段無効化装置等の不正競争防止法違反物品である。WTO の TRIPS 協定

で加盟国に義務付けられている国境措置は、権利者からの申立てに基づく商標権及び著作

（隣接）権を侵害する物品の輸入差止めのみであるが、日本では、より広範な知的財産が

保護の対象となっている。また、権利者からの申立てによらない、税関の職権による取締

りも行われている。 

商標法や著作権法等の個別の権利法及び不正競争防止法において、輸入だけでなく輸出

についても侵害行為とされ、関税法と同等の罰則の対象とされたことを受け、侵害物品の

輸出についても、順次、取締対象とされてきているが、実際に日本の税関において差止め

が行われているのは、ほとんどが輸入における侵害物品であることから、以下の説明は輸

入について行う。 

 

（２）知的財産侵害物品の輸入差止実績の推移 

税関における水際取締りの対象となっている知的財産侵害物品の輸入が、実際にどの程

度差し止められているかを見ていく。 

2016年の輸入差止実績は、26,034件となっており、2007年から10年連続で2万件を超

過し、2012年から5年連続で25,000 件を超過している。2017年は上半期だけでも15,000

件を超えており、高止まりの状況が続いている。 

差止点数については、小口分散化による差止め1件当たりの差止点数の減少傾向を反映

して、近年は低下している状況である。 

 

① 知的財産侵害物品の輸入差止実績（仕出国（地域）別構成比） 

輸入差止実績の内訳を仕出国（地域）別に見ると、件数ベースでは、中国からの侵害物品

が9割を超える状況が続いている（2010年から2016年まで7年連続）。 

点数ベースでも、中国からの侵害物品が大半を占めている状況が続いているが、比率は件

数ベースよりも低く、9割には達していない状況である。 

 

② 知的財産侵害物品の輸入差止実績（権利別構成比） 
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輸入差止実績の内訳を権利別に見ると、件数ベースでは、商標権侵害物品が約 98%と非常

に高い割合を占めている。 

点数ベースでも、商標権侵害物品が大半を占めているが、2016年にはインクカートリッジ

等の特許権侵害物品が約3割を占め、2017年上半期にはイヤホン等の意匠権侵害物品が約

3割を占めた。 

 

③ 知的財産侵害物品の輸入差止実績（品目別構成比） 

輸入差止実績の内訳を品目別に見ると、件数ベースでは、バッグ類、衣類、携帯電話及び

付属品、靴類の4品目が上位を占める状況が続いている。 

点数ベースでは、大口事案の影響を受けやすく、年毎の変動が大きい。2015年は医薬品が

第 1 位（12.8%）であったが、2016 年はインクカートリッジ等のコンピュータ製品が第 1

位（31.3%）、2017年上半期はイヤホン等の電気製品が第1位（26.4%）となっている。 

 

④ 知的財産侵害物品の輸入差止実績（輸送形態別構成比） 

輸入差止実績の内訳の最後に、輸送形態別の実績を見ると、件数ベースでは、郵便物が 9

割を超える状況が続いている。 

点数ベースでは、郵便物と一般貨物の比率は年毎に変動があり、2007 年から 2016 年まで

の 10 年間で見ると、郵便物が 5 割を超えたのが 5 回、一般貨物が 5 割を超えたのが 5 回

となっている。 

 

（３）一般的輸入手続及び認定手続の流れ 

税関において知的財産侵害物品の輸入を差止めるための制度・手続を紹介する。下記の
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フロー図では、一般的な輸入手続の流れと税関において知的財産侵害物品であるか否かを

認定するための手続の流れを簡単に示している。税関は輸入申告を受けて、必要に応じて

書類審査を行い、課税価格の計算、税率の適用が正しく行われ、関税等の税額が正しく申

告されているか等を確認したり、貨物自体を検査して麻薬・拳銃等の輸入してはならない

貨物が隠匿されていないか等を確認したりする。 

この審査・検査の過程において、知的財産を侵害すると思料される物品（以下「侵害疑義

物品」という。）が発見された場合には、知的財産侵害物品であるか否かを認定するため

の手続（以下「認定手続」という。）が開始されることになる。具体的には、侵害疑義物

品が発見された場合には、税関から権利者及び輸入者の双方に対して通知を行い、双方か

ら意見・証拠の提出を受け、それを基に問題となっている侵害疑義物品が知的財産侵害物

品であるか否かの判断を行うことになる。この認定手続を経て知的財産侵害物品であると

判断されて初めて、税関は行政処分としてその物品を没収・廃棄することができることに

なる。なお、権利者が知的財産侵害物品の没収・廃棄費用の負担を求められないのが、日

本の制度の特徴である。 

輸入者は、税関による侵害認定に不服がある場合には、行政不服審査法及び関税法の規

定に基づき、不服申立てを行うことができ、実際の没収は不服申立期間が経過してから行

われる。 

侵害疑義物品は、税関職員の知識・経験に基づき発見される場合（いわゆる職権取締り）

もあるが、種々多様な知的財産が存在し、また、侵害の形態も巧妙化しているところ、税

関職員独自の対応には限界がある。権利者からの認定手続を執ることの申立て（いわゆる

差止申立て）により提供された情報に基づいて侵害疑義物品が発見され、認定手続が開始

される場合が大半である。 

なお、差止申立てとは、権利者が自己の権利を侵害すると認める貨物に関し、（不正競

争行為については、自己の営業上の利益を侵害すると認める貨物に関し、）その侵害の事

実を疎明するために必要な証拠をいずれかの税関長に提出し、当該貨物が輸入されようと

する場合は当該貨物について認定手続を執るべきことを申し立てることができる制度であ

る。税関は、この申立書が提出された場合には受付を行い、所定の要件を満たしているか

の審査を行い、要件を満たしている場合には受理、要件を満たしていない場合（侵害の事

実を疎明するに足りる証拠がないと認めるとき）には不受理とする。 

 

（４）差止申立ての流れ 

特許権、意匠権、商標権、著作権等の知的財産権を侵害する物品については、税関に対

して、直接、申立てをしていただくことになる。 

税関では差止申立てを受付けた場合、その内容を税関ホームページにおいて公表し、利

害関係者からの意見を求めたうえで、受理できるか否かを判断することになるが、利害関

係者から意見が出された場合等、必要に応じ、専門委員3名に意見照会を行い、その多数

意見を尊重して受理・不受理を判断することになる。専門委員については、弁護士20名、

弁理士20名、学識経験者（大学教授）5名が予め候補者となっており、その中から事案に
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応じて、利害関係のない適任者3名を選任することになる。そして、税関において差止申

立てが受理された場合には、税関ホームページにおいて公表されることになる。 

不正競争防止法違反物品については、税関への申立てに先立ち、不正競争防止法を所掌

する経済産業大臣の認定書（営業秘密侵害品の場合）又は意見書（営業秘密侵害品以外の

場合）の交付を受け、その認定書又は意見書を添付して、税関への申立て申請を行ってい

ただくことになる。 

 

（５）輸入差止申立件数の推移 

輸入に関する差止申立ての合計件数は、2013年をピークに減少しているが、これは著作

隣接権（いわゆる還流CD）に関する申立件数が減少していることによるものであり、この

著作隣接権を除いて見ると、増加傾向が続いている。 

 

（６）輸入差止申立ての特徴 

日本の輸入差止申立ての特徴をまとめると次の通り。 

税関では、権利者の方々からの事前相談に応じている。 

税関は全国に9つの本関（本部）があるが、差止申立てはいずれの税関でも受付けている。

受付税関が行うのは形式審査のみであり、実質的な内容面の審査は東京税関内に設けられ

ている総括知的財産調査官、いわゆる知的財産センターにおいて統一的に行っている。 

受理された差止申立ては権利者が希望する場合には日本国内すべての税関官署で有効

であり、有効期間は最長4年間で、更新可能となっている。 

差止申立てに係る疑義貨物について認定手続が執られる場合、申立人は意見・証拠を提

出するに先立ち、疑義貨物の点検や見本検査を行うことができる。 

商標権侵害疑義貨物等の特許権、意匠権、実用新案権、保護対象営業秘密以外の知的財

産の侵害に係る疑義貨物については、通常の認定手続ではなく、簡素化手続が執られるこ

とになる。簡素化手続においては、税関はまず輸入者の意思を確認し、輸入者から争う旨

の申出がなければ、差止申立ての内容を基に侵害認定を行うことになるので、権利者は個

別事案毎に意見・証拠を提出する負担が軽減されるというメリットがある。 

 

（７）簡素化手続の実施状況 

認定手続開始件数のうち、約9割が簡素化手続の対象となっている。また、簡素化手続

の対象のうち、輸入者から争う旨の申出があったのは1割強。したがって、認定手続開始

件数のうち約8割については、権利者の方々からは個別事案毎の意見・証拠の提出を行わ

ずに済んでいる状況である。 

 

２．税関における知的財産侵害物品水際取締りに係る国際協力 

（１）世界税関機構（World Customs Organization(WCO)） 
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各国税関間での知的財産侵害物品の水際取締りに関する様々な枠組みにおける国際協

力について紹介する。 

WCO は、関税制度・税関手続の調和・簡素化及び税関行政の国際協力の推進により、国

際貿易の発展に貢献することを目的とした税関関連の唯一の国際機関であり、事務局本部

はベルギーのブリュッセルにあり、加盟国・地域は182にのぼる。なお、事務総局長は、

2009年から日本の財務省出身の御厨邦雄氏が務めている。WCOにおける知的財産侵害物品

の水際取締りに関する主な取組みは次のとおりである。 

まず、Counterfeiting and Piracy Group会合、いわゆるCAP会合において、税関当局

者間での知識・経験の共有を行っているほか、権利者等の民間の関係者とも情報共有を行

っている。 

また、各国税関が差止めた知的財産侵害物品に関する情報は Customs Enforcement 

Network（CEN）というデータベースに登録し、税関間で共有を図っている。CEN には麻薬

等知的財産侵害物品以外の摘発・差止情報も登録されており、WCO では登録情報をとりま

とめた「Illicit Trade Report」を年1回公表している。 

さらに、対象地域や対象物品・期間を絞って、知的財産侵害物品の集中取締りも企画・実

施している。 

最後に、途上国税関に対する技術協力・人材育成も実施しており、この活動には日本か

らの任意拠出金が利用されている。国別や地域別のワークショップやセミナーを行ってい

るほか、知財マインドを有した管理職職員養成のための留学制度も設けられている。青山

学院大学経営学部経営学研究科の中に設置されている戦略経営・知的財産権プログラム（修

士課程）において、現在も10名の途上国税関職員が学んでいる。この留学制度は2011年

から留学生の受け入れを開始しており、これまで合計で44か国から65人の税関職員を受

入れている。 

 

（２）アジア太平洋経済協力（Asia-Pacific Economic Cooperation(APEC)） 

APECでは種々の分野が扱われているが、知的財産については、主として貿易・投資委員

会（CTI）の下に設けられている知的財産権専門家会合（IPEG）と、税関手続小委員会（SCCP）

で議論されている。 

IPEG は APEC 各メンバーの知的財産権分野の専門家が集まり、専門的、具体的な検討を

行う場であり、日本からは基本的に特許庁から参加している。執行面も取り扱われており、

2017年 8月には、国境措置における商標権侵害認定に係るワークショップが開催され、税

関当局も参加している。 

SCCPでは税関分野の種々の課題が扱われているが、知的財産侵害物品の水際取締りの強

化にも取り組んでおり、ガイドラインの作成や実務事例集のとりまとめ等を行っている。

2014 年 11 月には、日本と香港が主導して香港でワークショップも実施した。さらに、対

象物品・期間を絞った知的財産侵害物品の集中取締りも企画・実施している。 

 

（３）アジア欧州会合（Asia-Europe Meeting(ASEM)） 
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ASEMの枠組みの下で、関税局長・長官会合が2年に1回開催されており、過去2年間の

活動を総括するとともに、今後2年間の優先活動項目を策定している。 

2016/2017 年の優先活動項目には、知的財産関連として、農薬や輸送機器のスペアパー

ツ等を対象とした共同オペレーションや、2011年に作成されたベストプラクティスガイド

の更新、統計情報の利用に関する検討が含まれていた。 

直近のASEM関税局長・長官会合は、2017年 10月にベルリンで開催され、2018/2019 年

の優先活動項目が合意されたところ。2018/2019 年においても知的財産侵害物品に係る共

同オペレーションが予定されている。 

優先活動項目に係る作業の進捗確認等は、毎年開催される税関作業部会において行われ

る。税関作業部会に際しては、「Customs-Trade Day」という税関当局と民間の方々との対

話の機会も設けられており、知的財産侵害物品対策がテーマとなることもよくある。 

 

（４）日中韓 3 カ国税関協力 

日中韓３か国は、税関当局間での協力・連携を図るため、2007年から関税局長・長官会

議を開催しており、直近では2017年 11月に東京で第6回会議が開催された。 

日中韓３か国の間では、知的財産侵害物品の取締りが共通の課題であるところ、局長級会

合の下に知的財産作業部会が設けられ、「FAKE ZERO PROJECCT」という共同行動計画の下

で、情報交換、制度・運用に関する相互理解の促進、国民への啓発活動の強化、権利者と

の協力に取り組んでいる。 
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第４章 WIPO 及び WTO/TRIPS 理事会 
その他フォーラムにおける議論の状況等 

 
 

Ⅰ．WIPO 遺伝資源等政府間委員会（IGC）における議論の動向 ～2017 年 2 月

以降の動き～ 

 
１．はじめに 

WIPO 遺伝資源等政府間委員会（Intergovernmental Committee on Intellectual Property and 
Genetic Resources, Traditional Knowledge and Folklore: IGC）においては、遺伝資源（GR）、伝

統的知識（TK）、伝統的文化表現・フォークロア（TCEs）の保護に関し、2001 年以来、知

的財産権の観点から専門的かつ包括的な議論が重ねられている。これまで、効果的かつバ

ランスのとれた保護を確保する国際的な法的文書1について合意に達することを目的にテ

キストベースの交渉を行うこと等のマンデートに基づき、それぞれ具体的なテキストに基

づく議論が行われてきたが、国際的な保護の枠組の創設を求める途上国と、それに慎重な

先進国の意見の懸隔は依然大きいままである。 
2017 年 2 月から 3 月に TCEs に関する第 33 回 IGC 会合が、6 月に TCEs 及び WIPO 一

般総会への勧告事項に関する第 34 回 IGC 会合が、それぞれ開催された。この第 34 回会合

をもって、2015年のWIPO一般総会で合意された作業計画において定められていた2016/17
年度の全ての IGC 会合（計 6 回）が終了し、2017 年 10 月の WIPO 一般総会にて、2018/19
年度マンデート・作業計画に関する議論が行われ、当該マンデート・作業計画は採択され

た。それぞれの会合の結果概要は、以下のとおりである2。 
 
２．第 33 回 IGC 会合（TCEs に関する議論）（2017 年 2 月 27 日～3 月 3 日） 

（１）TCEs のテキストに関する議論 

議論の対象となるテキストに対する意見の収束を図ることを目的として、地域ごとに参

加国数を限定した非公式会合と全体会合（以下「プレナリー」）とを併用する手法が採用さ

れ、各条項についてテキストベースの議論が進められた。 
①用語（第 2 条）では、途上国がパブリックドメインの定義規定案の削除に加え、テキ

スト内でのパブリックドメインという文言自体の削除を主張する一方、先進国はパブリッ

クドメインの保護は重要であるとし、意見の懸隔は埋まらなかった。 

                                                      
1 「…on an international legal instrument(s), without prejudging the nature of outcome(s), relating to 

intellectual property which will ensure the balanced and effective protection of genetic resources (GRs), 
traditional knowledge (TK) and traditional cultural expressions (TCEs).」（第 55 回 WIPO 加盟国総会決

定より。法的拘束力があるとは明示されていない。） 
2 これまでの IGC の議論の動向については、平成 28 年度 TRIPS 協定整合性分析調査報告書（第 4 章Ⅱ.1. 

WIPO 遺伝資源等政府間委員会（IGC）における議論の動向～2016 年 2 月以降の動き～）を参照 
https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/tripschousahoukoku/28_4.pdf 
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②保護対象（第 3 条）では、途上国が「あらゆる TCEs が保護対象となる案」を提案する

一方、米国は、保護対象を限定する何らかの時間的要素が必要だと主張し、新たな案とし

て「五世代以上にわたって継承された TCEs を保護対象とする案」が提示された。 
③受益者（第 4 条）では、国家を受益者とすべきか否かという点について、中国等がこ

れを受益者に含むべきとする一方、先進国や先住民からは、受益者は先住民や地域社会に

限定すべきであり、国家を含めることは適切ではないとの主張がなされ、両者の意見の懸

隔は埋まらなかった。 
④保護範囲（第 5 条）では、TCEs の性質（秘匿性のレベル等）に応じて保護のレベルを

段階的に変えるアプローチ（Tiered approach）に関して議論され、途上国は段階的保護を主

張した。一方、先進国は、当該アプローチは階層の数や階層毎の定義等について不明確で

あることを主張し、条文の収斂には至らなかった。 
 
（２）その他各国の提案 

テキストに関する議論のほか、新たな作業文書「Traditional Cultural Expressions: A 
Discussion Paper」が、米国から提出された。本作業文書は、有形、無形のあらゆる文化表

現（儀式、ダンス、スポーツ、食品、手工芸品、楽器等）を例示し、それぞれが TCEs とし

て保護対象となるか否かについて議論の促進を図る目的で作成されたものであった。多く

の先進国から、この文書は有益だとして米国に謝意が示された。 
上記議論を踏まえ修正された改訂テキスト第 2 版は、第 34 回 IGC 会合に提出されるこ

ととなった。 
 
３．第 34 回 IGC 会合（TCEs に関する議論及び WIPO 一般総会への勧告検討）（2017 年

6 月 12 日～16 日） 

（１）TCEs のテキストに関する議論 

議論の対象となるテキストに対する意見の収束を図ることを目的として、第 33 回会合

同様、地域ごとに参加国数を限定した非公式協議とプレナリーとを併用する手法が採用さ

れ、各条項についてテキストベースの議論が進められたが、依然として先進国側と途上国

側の意見の懸隔が大きく、ブラケットを多数含むテキストが WIPO 一般総会に提出される

こととなった。 
 
（２）WIPO 一般総会への勧告に関する議論 

TCEs の議論と並行して、2017 年 10 月開催の WIPO 一般総会に勧告する IGC の 2018/19
年度マンデート等の議論が行われた。 

2016/17 年度マンデートをもとに作成された 2018/19 年度マンデート案に基づいて議論

が進められた。多くの途上国は、通常の IGC 会合に加え、少数参加者によるテキスト編集

のための作業部会等を設けて、できるだけ多くの日数の会合を開催し、議論の期限を区切

って、外交会議への道筋をつけるべきと主張した。一方、日米を中心に複数の先進国は、



 

- 168 - 

多くの時間を費やし 2015 年に策定した 2016/17 年度マンデートが最もバランスのとれた

ものであり、2018/19 年度マンデートもこれを踏襲したものにすべきと主張した。また、テ

キストが比較的に成熟していると考えられる GR の議論を TK や TCEs の議論と切り離し

て先行させるべきと主張する途上国に対して、GR、TK、TCEs は互いに関係することから、

従前通り対等に扱うべきであると日米等は主張した。このほかにも多くの論点で意見が対

立したため、2018/19 年度マンデート自体は勧告に含めず、2018/19 年度も委員会を継続す

ることのみを趣旨とする勧告案が作成され、文言の調整が行われた後、採択された。 
 
４．第 49 回 WIPO 一般総会（2017 年 10 月 2 日～11 日） 

2018/19 年度の IGC のマンデートについて議論が行われた。GR に関しての外交会議を

2019 年第 1 四半期に開催するべく、IGC 会合とは別途、会期と会期の間に専門家作業部会

（Expert Intersessional Working Group; EIWG）を開催する案（アフリカグループ提案）、目

的・定義・保護対象・受益者・パブリックドメインの扱い等、各国で立場の相違が大きい

分野において加盟国間で合意を見た際に限り、テキストベースの議論や外交会議開催可否

の検討を行うとする案（日米提案・EU 提案）等が議論の俎上に載った。先進国と途上国と

の間で、IGC 会合の開催回数、日数、形式等が争点となり、協議は最終日まで難航した。

その結果、最終的には、（ⅰ）2018/19 年度中に「国際的な法的文書」のテキストをまとめ

ることを目的に議論すること、（ⅱ）法的・政策的・技術的問題に対処する場としての「ア

ドホック専門家グループ」（ad hoc expert group(s)）を設立してもよい（may establish）こと、

（ⅲ）2018 年の WIPO 一般総会で現状の報告を行い、2019 年の WIPO 一般総会では、議

論の成熟度に基づき、外交会議開催や交渉継続の可否について決定すること、（ⅳ）2 年間

で計 6 回（GR 2 回、TK/TCEs 4 回）の IGC 会合が 5 日間（又は 6 日間）ずつ開催されるこ

と等を内容とするマンデート及び作業計画が合意されるに至った。 
 
５．結び 

2018/19 年度も、引き続き議論の動向を注視しつつ、我が国の関連産業への影響も踏まえ

ながら、今般策定された新しいマンデートに従い作業を継続していく。 
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【2017 年の WIPO 一般総会で決定された 2 年間（2018/19 年）の作業計画】 
 
第 35 回 IGC 会合（GR）：2018 年 3 月 19 日～23 日（5 日間） 
・GR につき、未解決事項への対処やテキスト中のオプション検討に焦点を置き議論 
 
第 36 回 IGC 会合（GR）：2018 年 6 月 25 日～29 日（5～6 日間） 
・GR につき、未解決事項への対処やテキスト中のオプション検討に焦点を置き議論 
・アドホック専門家グループの開催 
 
第 37 回 IGC 会合（TK/TCEs）：2018 年 8 月 27 日～31 日（5 日間） 
・TK/TCEs につき、未解決事項への対処やテキスト中のオプション検討に焦点を置き議

論 
・勧告を作成することもあり得る 
 
WIPO 一般総会：2018 年 9 月 24 日～10 月 2 日 
・現状報告と勧告の検討 
 
第 38 回 IGC 会合（TK/TCEs）：2018 年 12 月 10 日～14 日（5～6 日間） 
・TK/TCEs につき、未解決事項への対処やテキスト中のオプション検討に焦点を置き議

論 
・アドホック専門家グループの開催 
 
第 39 回 IGC 会合（TK/TCEs）：2019 年 3 月～4 月（5 日間） 
・TK/TCEs につき、未解決事項への対処やテキスト中のオプション検討に焦点を置き議

論 
 
第 40 回 IGC 会合（TK/TCEs）：2019 年 6 月～7 月（5～6 日間） 
・TK/TCEs につき、未解決事項への対処やテキスト中のオプション検討に焦点を置き議

論 
・アドホック専門家グループの開催 
・GR/TK/TCEs の実績評価と勧告の作成 

 
WIPO 一般総会：2019 年 10 月 
・これまでの議論の進捗を評価し、テキストを検討し必要な決定を下す 
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Ⅱ．世界知的所有権機関（WIPO）における著作権関連の最近の動向について 

 
 

１．著作権等常設委員会（SCCR）における最近の議題 

（１） 放送機関の保護 
（２） 権利の制限と例外 
（３） その他（追及権） 

 
２．各論 

（１）放送機関の保護 

＜経緯等＞ 

 1998年、デジタル化・ネットワーク化に対応した放送機関の保護に関する新たなルール
（放送条約）の策定を目指して議題化され、現在、2007年の一般総会のマンデート（伝統
的な意味での放送機関の保護を定めること（ただし、コンテンツ自体は保護の適用対象外））

に従って議論を継続しており、第 24回 SCCR（2012年 7月）において、単一の作業文書が
作成されるに至っている。また、第 31回 SCCR（2015年 12月）には、条約の枢要である、
（ⅰ）用語の定義（definition）、(ⅱ)保護の対象（object of protection）、及び(ⅲ)与えられ
る権利（rights to be granted/protection）に関する統合テキスト案が議長から提示され、本統
合テキスト案に基づいて議論が行われている。 
 2017年に開催された 2度の SCCR（第 34回会合（5月）、第 35回会合（11月））では、
議長より提示された統合テキスト案に基づき集中的に議論が行われた。 
 

＜2017年の議論の概要＞ 
（ⅰ）用語の定義 
「放送」の定義については、「放送」の中に有線放送を含める案に対して、国内法制との

整合性の観点から複数の国から懸念が表明されたが、本条約の定義は国内における規制の

枠組みに影響しないことを条文に加える提案がなされた。この提案に対しては懸念を表明

した国の一部から受け入れ可能との表明がなされた。この結果、放送の定義として無線放

送と有線放送を定義上分ける案と放送の定義の中に無線放送と有線放送を含める案が記載

されることとなった。 
 
（ⅱ）保護の対象 
 インターネット上の送信1 
 “放送番組の同時ウェブキャスティング（サイマルキャスティング）”については、義

                                                      
1 議論の整理上、放送番組の同時ウェブキャスティング（サイマルキャスティング）、放送番組の異時ウェブ
キャスティング、放送番組のオンデマンド送信及びインターネットオリジナル番組の送信、の４つに分類され
ている。 
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務的保護に反対する国はない。放送番組の異時のウェブキャスティング及びオンデマンド

送信については、EU 等がこれを義務的保護とすべきと主張したものの、複数の国が保護
対象とすることに懸念を表明しており、義務的保護とする案、任意的保護とする案、保護

対象から除外する案とが併記され、引き続き議論が継続されることとなった。 
 
 放送前信号 
放送前信号については、これを条約の保護対象とすることに反対する意見はなかった。

具体的な保護のレベルについては、放送前信号の無許可の再送信に対して禁止権（right to 
prohibit）を与える案と、放送前信号に対して適当かつ効果的な保護（adequate and effective 
protection）を与える案との間で各国の意見が分かれており、次回会合にて引き続き議論さ
れることとなった。 
 
（２）権利の制限と例外 

 著作権等の権利保護だけではなく、権利の制限と例外の措置についてもデジタル時代に

対応した新たな国際的枠組みを構築すべきという途上国からの指摘を受け、2005 年以降、
議題化されている。現在（ⅰ）図書館とアーカイブのためのものと（ⅱ）教育、研究機関

等のためのものの２つを議論対象としている。両議題とも、各国の経験等の共有を中心に

行うべきとする先進国と、新たな国際的枠組みの必要性を主張する途上国との間で対立す

る構造が続いている。 
2017年の会合では、図書館とアーカイブ、教育と研究機関その他の障害者及び博物館の
ための権利の制限と例外についての研究報告を中心に議論が行われた。また、事務局から

今後の本議題に関する進め方に関するアクションプランが提案されたものの、当該アクシ

ョンプランが会合直前に提示されたこともあり、一部の加盟国からは内容について更なる

検討が必要であるとして、次回会合において議論することとなった。 
 

（３）その他 

 2015年にセネガル及びコンゴから追及権の議題についての提案がなされ、アフリカ、ヨ
ーロッパ諸国が本議題を常設の議題とすることを支持している。現在までに追及権の経済

的な影響等の研究報告がなされている。 
一方、一部の国からは追及権が常設議題化されることにより、放送機関の保護等の他の

議題について議論する時間が減ることについて懸念が表明され、引き続きその他の議題と

して議論が継続されることとなった。 
 

３．今後の予定 

 SCCRは、2018年 5月、11月に開催予定である。 
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Ⅲ．TRIPS 理事会に関する動向 

 
TRIPS 理事会では、2017 年に通常会合が３回開催され、TRIPS 協定と生物多様性条約

（CBD）の関係の論点に関する議論や、知的財産とイノベーションに関する議論などが行

われた。同理事会特別会合においては、協定中で更に議論を行うことが規定されているワ

イン・スピリッツの地理的表示の多国間通報登録制度（ビルトイン・アジェンダ）につい

て議論することとされているが、2011 年 4 月に、これまでの交渉の現況をまとめた合成テ

キストを添付した議長報告書が公表されて以降、2012 年から 2017 年には実質的な議論が

行われず、大きな進展は見られていない。 
また、2001 年のドーハ閣僚宣言において検討することとされた地理的表示の追加的保護

の対象産品拡大及び TRIPS 協定と CBD の関係についても、2011 年 4 月に各国の立場の隔

たりが依然として大きいことを述べた WTO 事務局長の現状評価をまとめた報告書が発出

されて以降、進展はない状況である。 
 

１．既加盟国に対する協定実施のレビュー 

（作業の概要） 
TRIPS 協定は、1995 年 1 月 1 日に発効し、先進国には 1 年間の経過期間を経て 1996

年 1 月 1 日から、また、発展途上国には 5 年間の経過期間を経て 2000 年 1 月 1 日から、

協定の履行義務が発生している＜表１＞。 
 

    ＜表１＞  TRIPS 協定の適用時期（発効時の協定に規定された経過期間） 

 内国民待遇

最恵国待遇
全体 

物質特許 
(医薬品等)

医薬品等の 
補完措置(*1) 

先進国  
1996.1.1 

1996.1.1 －－  
1995.1.1(*4) 途上国 2000.1.1 2005.1.1 

後発途上国 2006.1.1(＊3) 2006.1.1(*2)
(*1) ウルグアイ・ラウンドの結果、途上国等には、物質特許制度の導入について 2006

年までの経過期間が認められたが、その補完措置として、TRIPS 協定発効日

（1995 年 1 月 1 日）から、①医薬品及び農業用化学品の特許出願を受けつける

こと、②一定の条件の下に医薬品等に排他的販売権を認めることが義務とされ

ている（第 70 条 8 項、9 項）。 
(*2) 2001 年 11 月にドーハにて開催された第４回閣僚会議で合意された

「TRIPS と公衆衛生に関する特別宣言」に基づき、2002 年 6 月の TRIPS 理事会

において、後発途上国の医薬品に関連する物質特許制度の導入及び開示されな

い情報（営業秘密）の保護について、2016 年 1 月 1 日までの経過期間が認めら

れており、2015 年 11 月の TRIPS 理事会においてこの経過期間が 2033 年 1 月 1
日へと、17 年間延長されている。 

(*3) 2013 年 6 月の TRIPS 理事会において、後発途上国に認められる経過期間

を 2021 年 7 月 1 日まで延長することが決定された。 
(*4) 後発途上国に対しては、2002 年 7 月の WTO 一般理事会において、第 70

条 9 項（排他的販売権）の義務が 2016 年 1 月 1 日まで免除されることが決定さ

れた。こちらも(*2)と同タイミングで議論が行われ、2015 年 11 月の WTO 一般
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理事会において、第 70 条 8,9 項について、2033 年 1 月 1 日までの免除が決定し

ている。 
 

協定実施のレビュー（各加盟国の法令の実施状況の相互チェック）は、各国から通報さ

れた国内法令に基づいて、加盟国間で質問／回答を行うレビュー方式で進められ、1996 年

以降、先進国、開発途上国の経過期間である 1999 年末までに前倒しで国内法制の整備を完

了した一部の途上国、その他の開発途上国、新規に加盟した国に対して順次行われている。 
 

 ＜表２＞ 国内法令レビュー実施状況 

  法令レビューの対象国 

1999 年末まで 

日本、米国、カナダ、豪州、ニュージーランド、ＥＵ、ドイツ、イタ

リア、フランス、オランダ、ベルギー、ルクセンブルグ、英国、デンマ

ーク、アイルランド、ギリシャ、スペイン、ポルトガル、オーストリア、

スウェーデン、フィンランド、ノルウェー、アイスランド、リヒテンシ

ュタイン、スイス、チェッコ、スロヴァキア、スロベニア、南アフリカ、

ハンガリー、ポーランド（一部のみ＊）、ブルガリア、ルーマニア、エク

アドル、モンゴル、パナマ、ラトヴィア、キルギス 

2000 年  6 月 
ベリーズ、サイプラス、エルサルヴァドル、中国・香港、インドネシ

ア、イスラエル、韓国、マカオ、マルタ、メキシコ、ポーランド（前回

未了分のみ＊）、シンガポール、トリニダード・トバゴ 

2000 年 12 月 
チリ、コロンビア、エストニア、グアテマラ、クウェート、パラグア

イ、ペルー、トルコ、 

2001 年  4 月 
ボリビア、カメルーン、コンゴ、グレナダ、ガイアナ、ジョルダン、

ナミビア、パプアニューギニア、セントルシア、スリナム、ヴェネズエ

ラ 

2001 年  6 月 

アルバニア、アルゼンチン、バーレーン、ボツワナ、コスタリカ、象

牙海岸、クロアチア、ドミニカ、ドミニカ共和国、エジプト、フィジー、

グルジア、ホンデュラス、ジャマイカ、ケニア、モーリシャス、モロッ

コ、ニカラグア、オマーン、フィリピン、セントキッズ・アンド・ネー

ビス、アラブ首長国連邦 

2001 年 11 月 

アンチグア・アンド・バーブーダ、バルバドス、ブラジル、ブルネイ、

キューバ、ガボン、ガーナ、インド、リトアニア、マレイシア、パキス

タン、スリランカ、タイ、テュニジア、ウルグアイ、ジンバブエ 

＊セネガル（後発開発途上国扱いとなりレビューを延期） 

2002 年  3 月 モルドバ、ナイジェリア 
 ＊セントビンセント・クレナディーン（レビューを延期） 
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2002 年 6 月 カタール 

2002 年 9 月 中国、台湾 

2004 年 3 月 マケドニア 

2004 年 6 月 アルメニア 

2007 年 2 月 サウジアラビア 

2008 年 3 月 ベトナム 

2008 年 10 月 ウクライナ 

2009 年 10 月 トンガ 

2012 年  6 月 モルディブ（一部のみ） 

2013 年 10 月 モンテネグロ、ロシア 

2014 年 10 月 タジキスタン 

2016 年  6 月 セーシェル、カザフスタン 

2016 年 11 月 セントクリストファー・ネーヴィス 

 

２．地理的表示（GI） 

（１）概要 

（a）ワイン・蒸留酒の地理的表示の多国間通報登録制度創設（TRIPS 第 23 条 4 項に規

定される交渉項目） 
香港閣僚宣言（WT/MIN(05)/DEC）パラ 29 において、ドーハ閣僚宣言におい

て予測された交渉終結の期間内に交渉を完了すべく、交渉を強化することが合

意されている。 
（b）地理的表示の追加的保護の対象産品の拡大（交渉項目ではない） 

実施問題に関する香港閣僚宣言パラ 39 において、協議プロセスを加速化し、

一般理事会は、進展を検討し、遅くとも 2006 年 7 月 31 日までに適切な行動を

とることとされている。 
※その他、EC は農業交渉で、特定の品目の地理的表示について保護の遡及（ロール

バック）を提案している。 
 

（２）各国提案 

（a）ワイン・蒸留酒の地理的表示の多数国間通報登録制度創設 
・主要論点は、WTO に通報登録された地理的表示(GI)が各国に及ぼす法的効果の

有無・強弱、制度非参加国に及ぶ法的効果の有無、の 2 点。 
 
・＜日米加豪等共同提案（TN/IP/W/10）＞ 
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過度の負担がかかる制度を創設すべきではなく、WTO に各国の地理的表

示を通報登録する DB を作成する。国内での法的効果は各国が決定する。制

度への参加は任意。 
・＜EC 提案（TN/IP/W/11）＞ 

通報された地理的表示は公示から一定期間後に登録され、制度への参加

／非参加に拘わらず全加盟国で自動的に地理的表示としての法的保護を受

けるようにする。地理的表示の拡大も包含。 
・＜香港提案（TN/IP/W/8）＞ 

上記 2 提案の折衷案。通報登録された地理的表示を保護するかどうかは

各国の判断に任されるが、一部緩い法的効果を自動的に認める。制度への参

加は任意。 

（b）追加的保護の対象産品の拡大 
・ワイン・蒸留酒の地理的表示にのみ認められている追加的保護を、食品等の他

の産品に拡大するか否かの議論。 
・＜EC・スイス・インド等＞対象産品に制限を設けない。 

       EC（TN/IP/W/11） 
       印・EC 等（TN/C/W/14/Add.2） 

・＜米・豪・ラ米等新大陸諸国＞拡大には反対。 
 

（３）TRIPS 理事会等での議論 

（a）ワイン・蒸留酒の地理的表示の多数国間通報登録制度創設 
・日米加豪チリ等の共同提案国と EC との間の主張が対立し、依然として立場に

大きな隔たりがある。 
・＜EC 譲歩案＞ 

2007 年 10 月に EC が GI 多国間通報登録制度の譲歩案（参加、法的効力等、

一部の項目についての譲歩案）を TRIPS 理事会特別会合非公式協議にて口頭

で提案。 
・＜モダリティテキスト案（TN/IP/W/52）＞ 

2008 年 7 月の閣僚プロセスにおいて、追加的保護の対象産品の拡大を支持

するグループと、TRIPS 協定と生物多様性条約（CBD）との関係について途

上国の立場を支持するグループとの譲歩案として、3 つの議論を一括してテ

キスト交渉化する提案が示された。 
GI 多国間通報登録制度についての主な点は以下の通り。 

a) 商標、GI の保護、登録の判断の際には、国内手続に従って、登録を参

照し考慮する規定を設ける。 
b) 登録された GI については、以下の法的効果が生じる。 

1）GI としての定義を満たすこと（TRIPS 協定第 22 条 1 項）につ

いて、疎明な証拠（prima facie evidence）とする 
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2) 一般名称でないこと（TRIPS 協定第 24 条 6 項）について、立証

される場合のみ一般名称であるとする例外の主張が認められる。 
・EC 譲歩案、モダリティテキスト案に関し、各国での異議手続を経ずに自動的

に法的効果を発生させる点（ある意味譲歩とは言えないとの指摘）、EC の提案

それぞれの関係が明確でない点について、米、加、豪等から強い懸念が示され

ている。 
 
・＜クラーク議長報告書（TN/IP/19）＞ 

2009 年 11 月に退任した TRIPS 理事会特別会合クラーク前議長が、特別会

合の作業状況及び従うべき原則（Guiding Principle）について議長報告をまと

めた。この従うべき原則には、①登録簿の目的は、保護の向上ではなく、保

護の促進である、②登録簿は通報国と参照国の両者にとって意味のあるもの

であるべき、③知的財産権の属地主義の性質は維持されるべき、④加盟国に

過剰な資金的・行政的負担をかけるべきではない、⑤特別かつ異なる扱いは

正確で効果的であるべきである、という 5 つのポイントが示されている。 
 
・＜ムワペ議長報告書（TN/IP/20）＞ 

TRIPS 理事会特別会合ムワペ議長が、これまでの交渉のストックテイキ

ングを目的として 3 月の TNC 会合に提出した報告書。本議長報告は、法的

効果と参加の問題が交渉上の障害となっていること、また、加盟国間の異な

る立場に加え、俎上に載っている提案の性質が異なることが交渉上の問題と

指摘。その上で、3-4-5 アプローチ（①3 つのクラスター1に従って議論する、

②4 つの質問2を用いる、③5 つの従うべき原則3を念頭に置く）が有益であり、

シングル・テキストへの収斂は可能としている。 
 
・＜2010 年 12 月オープンエンド会合＞ 

 2010 年 11 月の TNC 会合において、ラミー事務局長が、全ての交渉分野

で 2011 年第一四半期までにテキストを作成することを指示。これを受け、同

年 12 月のオープンエンド会合において、ムワペ議長より、2011 年 1 月以降

の交渉の進め方について、①通報、②登録、③法的効果・結果、④手数料・コ

スト、⑤特別のかつ異なる待遇（S&D）、⑥参加の 6 つの要素を順に議論し、

シングル・テキストの作成を目指すことが説明された。 
 

                                                 
1 ①法的効果及び制度への参加、②通報と登録、③制度実施によるコスト及び負担と途上国に対する特別か

つ異なる扱い。 
2 ①法的効果（ＧＩ登録について、どのような最小限の法的効果であれば受け入れられるか）、②審査時の

通報登録簿の参照（各国機関がＧＩ登録を考慮することとなれば、各国機関は何に基づき、登録された

情報に どのような重要性を認めるのか）、③参加（強制と任意以外の選択肢はないか）、及び④特別か

つ異なる扱 い（Ｓ＆Ｄにはどのような形式がありえるか）。 
3 クラーク議長報告書（TN/IP/19）で示された 5つのポイントを参照。 
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・ 議長から示された作業スケジュールに従い、2011 年 1 月よりシングル・テキ

スト作成に向けた交渉が続けられた。 
 
・＜2011 年 4 月ムワペ議長報告書（TN/IP/21）＞ 

    2011年3月のTRIPS理事会特別会合において、これまでのシングル・テキス

ト作成に向けた交渉結果概要が加盟国に共有され、2011年4月に、交渉の現況

をまとめた合成テキストを添付した議長報告書を公表。議長報告書では、通

報登録制度の対象品目の交渉範囲については、ワイン及び蒸留酒に限定され

るという見解を示し、また、登録についての法的効果・参加義務については、

法的効果を持たせ、参加を義務的とするＷ52提案（ＥＵ途上国等）と、通報

登録制度に法的効果を持たせず、参加を任意とする共同提案（日米加豪ＮＺ

等）があり、２つの立場には大きな隔たりがあるとの報告がなされた。 
・ 2011年10月にTRIPS理事会特別非公式会合が開催されたが、これまでのスタ

ンスを確認するにとどまり、議論は収束には至らなかった。 
・ 2012年は、3月に特別会合が開催されて以降、交渉の進め方について議長に

よる個々の加盟国及びグループとの非公式協議が行われ、同年11月の非公式

特別会合において、その結果が報告された。依然として通報登録制度の対象

品目の交渉範囲に懸隔があるとしつつ、進展が可能な時期に備え、技術的作

業を進めることの重要性が強調された。その後、2013年中は特段の動きが見

られなかった 
 

・＜2014 年 4 月スイスコム議長報告書（TN/IP/22）＞ 
    2014年4月1日、前年に行われたバリでの閣僚会合を受け、ドーハ開発アジ

ェンダの残されたイシューを前進させるべく、「ポストバリ作業計画」を策定

する旨の事務局長からの指示を踏まえ、非公式特別会合が開催された。報告

書には、事前に行われた議長による個々の加盟国及びグループとの非公式協

議の結果について、依然として交渉の進め方等で加盟国間には懸隔があると

し、「加盟国には通報登録制度に関する実質的な議論を行う準備はない」旨記

載された。 
 

・＜2015 年 12 月カスティーヨ議長報告書（TN/IP/23）＞ 
    2015年7月のポストバリ作業計画策定期限まで、議長からの提案で非公式

の特別会合や情報会合が数回行われたものの、特段の進展は無かった。その

後2015年12月WTO閣僚会議前に行われた貿易交渉委員会にて、議長より「状

況は2014年から変わりなく、第10回WTO閣僚会議に際してGI通報登録制度に

関し実質的な作業を行うことは加盟国間の優先事項ではないと思われる」旨

の報告書が発出されている。 
 

・2016 年及び 2017 年には、議長の提案により、具体的提案の可能性を探るべ
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く TRIPS 理事会特別会合等が開催されたものの、2018 年 2 月時点で実質的な議

論は再開されていない状況である。 
 
 （b）追加的保護の対象産品の拡大 

・EC を含む拡大推進派より、ワイン・スピリッツから全産品へ拡大するという

提案がなされているが、豪・米をはじめとする拡大反対派は、拡大の必要性、

GI の定義（範囲）、拡大に伴う負担コスト増等を問題視して激しく議論が対立

し、完全に膠着。 
・2010 年 3 月まで開催された WTO 事務局長主催による非公式協議及び同年 9
月から 12 月にかけて開催された少数国大使級ブレイン・ストーミング会合に

おいて議論されたものの、大きな進展は見られなかった。 
・2011 年 1 月以降再開されたラミー事務局長による少数国首席代表レベル非公

式協議において議論されてきたが、議論は収れんせず、2011 年 4 月、各国の立

場の隔たりが依然として大きいことを述べたラミー事務局長の現状評価をま

とめた報告書が発出されるにとどまっている。（WT/GC/W/633、TN/C/W/61） 
・2012 年以降は具体的な議論がなされず、特段の進展は見られていない。 
 

３．TRIPS 協定と生物多様性条約（CBD）との関係、伝統的知識・フォークロアの保護 

（１）概要 

・実施問題に関する香港閣僚宣言パラ 39 において、協議プロセスを加速化し、一般理

事会は、進展を検討し、遅くとも 2006 年 7 月 31 日までに適切な行動をとること、

また、パラ 44 において TRIPS 理事会の作業を継続することとされている。 
 

（２）各国提案 

・インド・ブラジル・ペルー等途上国から、遺伝資源等の出所、遺伝資源等の利用に

係る事前の同意の証拠、公正・衡平な利益配分の証拠の特許出願中への開示を義務

づけるための TRIPS 協定の改正が主張されており、テキストベースの議論を主張し

ているのに対し、米、我が方、豪、加、NZ 等はテキストベースの議論は尚早であり

問題の所在を明らかにすべく、まずは各国の経験の分析等事例ベースの議論を行う

べきとしている。 
・インド、ブラジル等の開示フレンズ（WT/GC/W/564/Rev.2、TN/C/W/41/Rev.2、

IP/C/W/474）、ノルウェー（WT/GC/W/566、TN/C/W/42、IP/C/W/473）は 2006 年 6
月に協定改正テキスト案を提出。 

・我が方は WIPO に提出した文書を提出（IP/C/W/472）し、「誤った特許」の問題は

出所開示によっては解決できず、データベースの改善を図るべきであること等を主

張。 
・EC は遺伝資源等の出所のみの開示を方式的な義務とし、特許無効の理由とはしな

い案を提示。 
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（３）TRIPS 理事会等での議論 

・2007 年に入り、アフリカングループ及び LDC グループが開示フレンズの TRIPS 協

定改正提案の共同提案国となる旨表明。 
・2007 年 10 月 TRIPS 理事会において、ブラジルからもう１つの未解決実施問題であ

る GI 拡大に関する支持と開示フレンズの間での連携を示唆するような発言があっ

たが、米・加・豪等は両者のリンクはより議論の進展を困難にするとの立場。 
・＜モダリティテキスト案（TN/IP/W/52）＞ 
遺伝資源等の利用に係る事前の同意や公正・衡平な利益配分の参照条件等につい

て、検討事項として留保。 
・本件関連事項は、他フォーラ（CBD、WIPO 等）でも議論が行われている。 

  ・2010 年 3 月まで開催された WTO 事務局長主催による非公式協議及び同年 9 月か

ら 12 月にかけて開催された少数国大使級ブレイン・ストーミング会合において議

論されたものの、大きな進展は見られなかった。 
   ・2011 年 1 月以降再開されたラミー事務局長による少数国首席代表レベル非公式協議

において議論されてきたが、議論は収れんせず、2011 年 4 月、各国の立場の隔たり

が依然として大きいことを述べたラミー事務局長の現状評価をまとめた報告書が発

出された。（WT/GC/W/633、TN/C/W/61） 
  ・2012 から 2017 年も引き続き TRIPS 理事会通常会合において議論されたが、各国が

これまでの立場を確認するにとどまっている。 
 
４．EC エンフォースメント提案 

・EC は、2005 年 6 月に TRIPS 協定に係るエンフォースメントに関してベストプラク

ティスの交換等の議論を TRIPS 理事会で行うことを提案（IP/C/W/448）、その後も

水際措置に焦点を当てて当該議論を行うことを提案（IP/C/W/468 及び IP/C/W/471）
したが、ブラジル、アルゼンチン、中国、インド等の途上国から TRIPS 理事会の議

題として取り扱うことに対して強固な反対が示された。 
・上記経緯を踏まえ、2006 年 10 月通常会合において、TRIPS 協定のエンフォースメ

ントに係る条項のより効率的な実施のための方法に関する議論を行うこと等を求

める EC、我が国、米、スイスを共同提案国とする共同声明（IP/C/W/485）が提出さ

れ、豪、加等から好意的な反応が示されたが、ブラジル、アルゼンチン、中国、イ

ンド等の途上国から TRIPS 理事会のマンデートを超える等の理由で TRIPS 理事会

において議題として取り上げること自体に対して引き続き強く反対が示された。 
・その後 2007 年 2 月通常会合において米国、6 月通常会合においてスイス、そして

10 月通常会合において我が国が、それぞれ知的財産権のエンフォースメントに関す

る議題要請を行ったところ、議題採択に際し中国、インド、アルゼンチン、南アフ

リカ等から永続的な議題として含めることは認められない等の発言が各会合にお

いてなされたものの、各会合の議題とすること自体がブロックされることはなく、 
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それぞれ議題要請国から水際措置に関する税関の取り組みについて紹介が行われ

た。 
・2008 年以降の会合では、議論されていない。 

 
５．エンフォースメント・トレンド 

・2010 年 6 月の TRIPS 理事会において、インド・中国を中心とする途上国が、「エン

フォースメント・トレンド」という議題の追加を要請。ACTA 交渉をはじめとする

はじめとする先進国によるエンフォースメント強化の動きに対し懸念が表明され

た。 
・他方、我が国、米国、EU 等先進国側は途上国側からエンフォースメントについて

の議論が要請されたことを歓迎しつつ、エンフォースメントの重要性につき反論が

なされた。 
・また、2012 年 2 月の TRIPS 理事会通常会合においては、ACTA の状況報告をはじ

め、途上国の ACTA に対する誤解を解くべく、我が国、米 国、EU 等の ACTA 参

加国が、「エンフォースメント・トレンド」という議題を追加し、ACTA の意義・

必要性・現実性について説明を行った。 
 

６．知的財産とイノベーション 

・各国における知的財産権の活用の成功事例等を紹介することにより、知的財産権

制度の肯定的な側面に焦点を当てることを目的とした議題であり、米国の主導に

より、2012 年 11 月の TRIPS 理事会以来議論が行われている。 
・2013 年は、中小企業（3 月）、費用効率的なイノベーション（6 月）、スポーツ

（10 月）、2014 年は大学との技術連携（2 月）、インキュベーション（6 月）、

知財制度の普及（10 月）、2015 年は女性とイノベーション（2 月）、イノベーシ

ョンの資金調達における知財の役割（6 月）、起業と新技術（10 月）、2016 年は

教育と普及（3 月）、持続可能な資源と低排出技術戦略（6 月）、広域のイノベー

ションモデル（11 月）といったテーマの下、先進国・途上国問わず多くの加盟国

が、事例紹介を中心とした発言を行っている。2017 年においては、「包摂的なイ

ノベーションと零細・中小企業」を通年テーマに設定、包摂的なイノベーションと

零細・中小企業の協力（3 月）、包摂的な イノベーションと零細・中小企業の成

長（6 月）、包摂的なイノベーションと零細・中小企業の貿易（10 月）といったテ

ーマで各国における各種支援取組について知見の共有が行われた。 
・我が国を含む先進国が具体的取組の紹介を通じてイノベーション促進に果たす知

的財産権の重要性を主張する一方で、インド等一部の国からは、知的財産はイノベ

ーション促進のためのひとつの要素に過ぎず、知的財産保護は公衆衛生問題等社

会福祉とのバランスも考慮すべき旨主張されている。 
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７．環境関連技術移転促進への知的財産の貢献 

・2013 年 3 月の TRIPS 理事会において、エクアドルが、「現行の知的財産権制度

は環境関連技術の移転の障壁になっており、環境関連技術の知的財産権保護を弱

めるべき」との文書を提出した。 
・これを受けて同年 6 月以降非常設の議題として議論が行われており、ブラジル、

インド、中国等の途上国は同提案を歓迎し、気候変動の悪影響を軽減するために 
TRIPS 柔軟性や強制実施権を積極的に活用するべきと主張したのに対し、日米等

の先進国は、知的財産権制度はむしろ技術移転を促進するものであって、途上国に

おいて技術移転が進まないのは財政的な問題やインフラ、市場規模等の影響によ

るものであるとして反論し、意見の対立が続いている。なお 2015 年以降本議題が

取り上げられていない。 
 

８．TRIPS 協定と公衆衛生 

・2001 年のドーハ閣僚宣言に基づき、医薬品を製造する能力のない開発途上国によ

る特許の強制実施権の活用方法に関する具体的解決策につき、2003 年 8 月 30 日の

一般理事会において TRIPS 協定と公衆衛生に係るドーハ閣僚宣言のパラグラフ 6
の実施に係る決定を採択、一定の要件を満たす場合に TRIPS 協定第 31 条（f）及び

（h）4の義務の一時免除（ウェーバー）が認められ、強制実施権にかかる技術によ

って製造された医薬品を、製造能力のない開発途上国に輸出することが可能となっ

た（所謂、パラ 6 システム）。その後、2005 年 12 月 6 日の一般理事会において、上

記決定の内容を TRIPS 協定第 31 条の 2 及び同附属書並びに附属書補遺に反映する

協定改正議定書5が、2003 年 8 月 30 日の一般理事会議長声明の再読み上げと併せて

採択された。 
・2015 年 10 月の TRIPS 理事会における年次レビューでは、中国、インド等の途上

国が、2014 年の会合に引き続き、パラ 6 システムの僅かな利用実績は当該システ

                                                 
4 TRIPS協定第31条 特許権者の許諾を得ていない他の使用 

 加盟国の国内法令により、特許権者の許諾を得ていない特許の対象の他の使用(政府による使用又は政府

により許諾された第三者による使用を含む。)(注)を認める場合には、次の規定を尊重する。 

 （注）「他の使用」とは、前条の規定に基づき認められる使用以外の使用をいう。 

（略） 

(f) 他の使用は、主として当該他の使用を許諾する加盟国の国内市場への供給のために許諾される。 

（略） 

(h) 許諾の経済的価値を考慮し,特許権者は,個々の場合における状況に応じ適当な報酬を受ける。 
5 TRIPS協定改正議定書の附属書の関連規定 

第31条の2 

1. 第 31条(f)における輸出国の義務は、この協定の附属書の第2段落に規定された条件に従い、医薬品を

製造する目的のため及び資格のある輸入国へ輸出する目的のため必要な限りにおいて、強制実施権の許諾に関

し、適用しない。 

2. この条及びこの協定の附属書に規定される制度において、輸出国により強制実施権が許諾される場合、

輸出国において許可された使用の輸入国での経済的価値を考慮し、第31条(h)に従い適当な報酬が輸出国にお

いて支払われる。資格のある輸入国において、同一の生産物に強制実施権が許諾される場合、第31条(h)にお

ける加盟国の義務は、この段落の第一文に従い輸出国において報酬が支払われた生産物には適用しない。 
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ムの欠陥に起因するとし、NGO や関連企業等全ての関係者を招聘したワークショ

ップの開催を主張する一方、我が国含む先進国からは、従来同様、同システムに問

題があることは十分に実証されておらず、引き続き通常会合の枠内で加盟国の具体

的事例に基づく分析的かつ論理的な議論を行うべきとして、途上国と先進国の間で

議論は平行線をたどった。 
・TRIPS 協定改正議定書は WTO 加盟国の 3 分の 2 が受諾したときに当該改正を受

諾した加盟国について効力が生じ、その他の加盟国については各加盟ごとに受諾の

時に効力を生ずる。当初の TRIPS 協定改正議定書の受諾期限は、2007 年 12 月 1 日
であったが、各加盟国の受諾状況を踏まえ、TRIPS 理事会の提案により受諾期限は、

一般理事会の承認を得て、2009 年 12 月 31 日、2011 年 12 月 31 日、2013 年 12 月

31 日、2015 年 12 月 31 日までと 4 度延長された。そして、2015 年 10 月の TRIPS
理事会では、さらに受諾期間を 2 年間延長し、2017 年 12 月 31 日までとする合意

がなされ、一般理事会で承認された。 
・2017 年 1 月 23 日に、リヒテンシュタイン、アラブ首長国連邦、ベトナムの 3 ヵ国

が新たに受諾し、本改正議定書が発効した（なお、我が国は 2007 年に受諾手続を

終えているため、我が国においても同日付で効力が生じることとなった。我が国で

は、本改正議定書に対応する制度について関連法令で対応可能であったところ、受

諾時においても特許法等関連法令の改正は行っていない。）。 
・上記のとおり、TRIPS 協定改正議定書の受諾期限については 2017 年 12 月 31 日ま

でとされていたものの、未受諾の全ての加盟国が当該期限までに受諾することが困

難であったことを踏まえ、2017 年 10 月の TRIPS 理事会ではさらに受諾期限を 2 年

間延長し、2019 年 12 月 31 日とする合意がなされ、一般理事会で承認された。 
 

９．知的財産と公共の利益 

・2017 年 6 月の TRIPS 理事会において、ブラジル、中国、フィジー、インド及び南

アフリカが共同提案国となり、知的財産と公共の利益の観点から強制実施権やボ

ーラー条項、特許性の基準等に関して各国の知見を共有する目的で新たに提案さ

れた議題。 
・2017 年は「強制実施権」がテーマとして設定され、インドやブラジル等といった

途上国からは各国国内法における強制実施権許諾のための要件や実際の許諾例の

紹介が行われた。また、強制実施権の許諾が医薬品価格の下落を含め医薬品アクセ

ス問題の解決に資するといった主張がなされたものの、日米欧等の先進国からは

新薬開発のためのインセンティブたり得る知的財産の果たす役割の重要性等につ

いて指摘がなされ、双方の見解は一致を見ていない。 
 

１０．ノン・バイオレーション 

・協定上の義務には違反しないものの、その措置の結果として自国の利益が無効化・

侵害されるため、GATT において紛争解決手段の対象とされているノン・バイオレ
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ーションについては、その適用猶予期限が、2001 年のドーハ閣僚宣言では第 5 回閣

僚会議まで、2004 年 7 月の一般理事会では第 6 回閣僚会議（香港閣僚会議）まで、

2005 年 12 月の第 6 回閣僚会議以降の各閣僚会議では次回閣僚会議（2009 年 12 月

の第 7 回閣僚会議（ジュネーブ閣僚会議）、2011 年 12 月の第 8 回閣僚会議（ジュ

ネーブ閣僚会議）、2013 年 12 月の第 9 回閣僚会議（バリ閣僚会議）、2015 年 12 月

の第 10 回閣僚会議（ナイロビ閣僚会議）、2017 年 12 月の第 11 回閣僚会議（ブエノ

スアイレス閣僚会議））まで、それぞれ延長決定されてきた。その後の TRIPS 理事

会においても、ノン・バイオレーション申立ての範囲と態様に関する議論が行われ

てきたものの、適用の賛成派と反対派の懸隔が埋まらず、第 11 回閣僚会議におい

て、2019 年に開催予定の次回閣僚会議まで本適用猶予期限を延長することが決定

された。 
 

１１．その他（LDC の経過期間延長等） 

・2008 年以降、それぞれの 10 月（11 月）会合に前後して、LDC と先進国との間で

ワークショップが開催され、TRIPS 協定第 66 条 2 項の報告書の説明と、改善点

に関する議論が行われている。 
・TRIPS 協定第 66 条に基づく後発開発途上国（LDC）の TRIPS 協定履行までの経

過期間は、2013 年 6 月の TRIPS 理事会において、2021 年 7 月 1 日まで延長する

ことが決定6された。同決定には、経過期間の延長に加え、LDC が TRIPS 協定の

実施に向けた進展を維持、継続する決意の表明も盛り込まれた。 
・一方、2001 年の TRIPS 協定と公衆衛生に関するドーハ閣僚宣言パラ 7 に端を発

する、LDC のみに認めている医薬品関係規定の①経過期間（2002 年 TRIPS 理事

会決定7。TRIPS 協定第 2 部第 5 節（特許）及び同第 7 節（非開示情報）は LDC
に対して適用されない。）および②義務免除（2002 年一般理事会決定8。LDC に対

しては TRIPS 協定第 70 条 9 項の履行義務を免除。）に関しては、両決定ともに

2016 年 1 月 1 日までが期限とされていたところ、2015 年 2 月の TRIPS 理事会に

おいて LDC 側より、①経過期間、②義務免除共に期限を「LDC を卒業するまで」

とし、②に関しては TRIPS 協定 70 条 9 項に加え、（本来履行義務が発生している

はずの）TRIPS 70 条 8 項も免除対象に加える旨の提案がなされた。以降、2015 年

中の TRIPS 理事会および非公式会合において議論が行われ、最終的に、2015 年

11 月の TRIPS 理事会再開会合にて、①経過期間、②義務免除共に、期限を 2033
年 1 月 1 日までとすることが決定9及び合意10された。なお②については TRIPS70
条 8,9 項の義務を免除する旨の決定文案が、一般理事会にて決定された。 

                                                 
6 IP/C/64 
7 IP/C/25 
8 WT/L/478 
9 IP/C/73 
10 IP/C/74 
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Ⅳ．TRIPS 協定に関連する紛争案件  

１．TRIPS 協定に関連する紛争案件（一覧／概要） 

（１）紛争案件一覧 

TRIPS 協定発効から 2017 年 12 月末までの同協定に関連する紛争処理案件としては、37
件の協議要請がなされ、うち 16 件のパネルが設置された。 

2000 年までの案件は、経過期間が満了していた先進国相互間の事案、協定発効と同時に

全ての加盟国に履行義務が生じた内国民待遇・最恵国待遇についての先進国から途上国へ

の事案が占めていたが、TRIPS 協定を取り巻く激しい議論のもと、近年の TRIPS 協定関連

の紛争処理案件の申立は鈍化してきている。 
 

№ 案  件 申立国 現 状 

1 日本の外国レコードの遡及保護 
米国(DS28) 終了 
ＥＵ(DS42) 終了 

2 パキスタンの医薬品農業用化学品の特許保護 米国(DS36) 終了 

3 ポルトガルの工業所有権法の特許保護 米国(DS37) 終了 

4 インドの医薬品及び農業用化学品の特許保護 
米国(DS50) 終了 

ＥＵ(DS79) 終了 

5 インドネシアの自動車関連措置 米国(DS59) 終了 

6 アイルランド及びＥＵの著作権及び著作隣接権 米国(DS82) 終了 

7 デンマークの知的財産権の権利行使 米国(DS83) 終了 

8 スウェーデンの知的財産権の権利行使 米国(DS86) 終了 

9 カナダの医薬品の特許保護 ＥＵ(DS114) 終了 

10 ＥＵの著作隣接権付与に係る措置 ＥＵ(DS115) 終了 

11 ＥＵ及びギリシャの知的財産権の権利行使 
米国(DS124) 終了 
米国(DS125) 終了 

12 ＥＵの医薬品及び農薬品の特許保護 ｶﾅﾀﾞ(DS153) 協議要請

13 米国の著作権法１１０条５ ＥＵ(DS160) 終了 

14 カナダの特許保護期間 米国(DS170) 終了 

15 ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝの医薬品特許保護及び農業化学品のデータ保護 米国(DS171) 終了 

16 ＥＵの農産品と食品に関する商標と地理的表示の保護 
米国(DS174) 終了 
豪州(DS290) 終了 

17 米国の 1998 年オムニバス法 211 条 ＥＵ(DS176) 終了 

18 米国の 1930 年関税法 337 条 ＥＵ(DS186) 協議要請

19 アルゼンチンの特許保護及びデータ保護 米国(DS196) 終了 

20 ブラジルの特許保護 米国(DS199) 終了 
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21 米国の特許法 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ（DS224) 協議要請

22 中国の金融情報に係る配信規制 ＥＵ(DS372) 終了 

23 中国の知的財産の執行に関する問題 米国(DS362) 終了 

24 EU 及び加盟国のジュネリック医薬品の通過差止 
ｲﾝﾄﾞ（DS408） 

協議要請
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ（DS409） 

25 豪州のタバコ製品の包装に関する規制に関する措置 

ｳｸﾗｲﾅ（DS434） 終了 

ﾎﾝﾃﾞﾕﾗｽ（DS435） 

小委員会

設置 

ﾄﾞﾐﾆｶ共和国

（DS441） 

ｷｭｰﾊﾞ（DS458） 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（DS467） 

26 
アラブ首長国連邦、バーレーン及びサウジアラビアによる

カタールに対する経済孤立化措置 

ｶﾀｰﾙ（DS526） 
【対 UAE】 

小委員会

設置 

ｶﾀｰﾙ（DS527） 
【対ﾊﾞｰﾚｰﾝ】 

協議要請

ｶﾀｰﾙ（DS528） 
【対ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ】 

協議要請

 
TRIPS 協定に関連する紛争案件のうち、日本が当事国となった案件、小委員会（パネル）

が設置された案件、2018 年 1 月末の時点で係争中の案件の概略につき紹介する。 
 〔以下の各案件の左の数字は、前記表の案件№を示す〕 
  
１ 日本の外国レコードの遡及保護（米国申立：DS28、EU 申立：DS42） 

（協議要請の理由） 
 日本は、1971 年以前の外国音楽ソフトの著作隣接権の保護を欠いており、これは、

TRIPS 協定第 14 条（実演家、レコード製作者等の保護）に違反する。 
 その後日本は、政策的観点から著作権法を改正し、著作隣接権の遡及的保護範囲

を 50 年まで拡大したことにより、協定解釈を行うパネルの設置に至らずに紛争処

理は終結した。 
 
1996. 2. 9  米国が協議要請 
 96. 5.24  EU が協議要請（その後、DS28 と一本化） 
 97. 1.24  日米二国間合意により妥結 

 
 
４ インドの医薬品及び農業用化学品の特許保護（米国申立：DS50） 

（協議要請の理由） 
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 インドは、医薬品及び農業用化学品の特許保護を行っておらず、また、経過期間

中の途上国の義務である医薬品等の特許出願制度及び当該製品の排他的販売権を

設けていない。これは、TRIPS 協定第 27 条（特許の対象）、第 70 条 8 項(医薬品等

の経過期間中の特許出願）、同 9 項（医薬品等の経過期間中の排他的販売権）に違

反する。 
 
1996. 7. 2 米国が協議要請（EU 第三国参加） 
 96.11.20 小委員会設置（EU 第三国参加） 
  97. 9. 5 小委員会報告配布  
 98. 1.16 上級委報告採択 
 99. 1.20 米国が勧告実施のためのインドの措置を小委員会に付託 

 
 
 ４' インドの医薬品及び農業用化学品の特許保護（EU 申立：DS79） 

（協議要請の理由） 
 米国の理由と同じ。 
 
1997. 4.28 EU が協議要請 
 97.10.16 小委員会設置（米国第三国参加） 
  98. 9.22  小委員会報告採択 

 
 
 ５ インドネシアの自動車関連措置（米国申立：DS59） 

（協議要請の理由） 
 インドネシアは、一定の現地調達率の達成と過去に登録されていない独自の商標

の使用を条件に、自動車部品の輸入関税及び奢侈税を免除する「国民車」構想を導

入した。これは、GATT 第 1 条、第 3 条(最恵国待遇、内外無差別）、TRIM（貿易関

連投資措置）協定第 2 条、TRIPS 協定第 3 条、第 20 条、第 65 条（内国民待遇､商

標の要件）等に違反する。 
 
1996.10. 8 米国が協議要請 
  97. 7.30 小委員会設置 
 98. 7.23 小委員会報告採択（TRIPS 協定部分は、証拠不十分で違反の認定せず。） 

 
 
 ９ カナダの医薬品の特許保護（EU 申立：DS114） 

（協議要請の理由） 
 カナダの特許法等は、医薬品の特許保護が十分でなく、TRIPS 協定第 27 条 1 項

（特許の対象）、第 28 条（特許の権利）、第 33 条（特許期間）に整合的でない。 
 その後、カナダは、パネル報告を受けて TRIPS 協定に整合的でないとされた国内

法規を改正し、紛争処理は終結した。 
 
1997.12.19 EU が協議要請  
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 98.11.12  EU が小委員会設置要請    
 99. 2. 1 小委員会設置 
2000. 4. 7 小委員会報告採択  
 00. 6.20 勧告実施期間について仲裁に付託 
 00.10. 7 仲裁勧告 

         
＜参考；カナダ医薬品特許保護パネルの概要＞ 
本件パネルで問題とされたカナダの特許法第 55 条 2 項は、以下の場合について特許

権侵害の例外とする旨を規定していた。 
(1) 製品の製造、構築、使用又は販売を規制する法律により要求される情報の収集及び

提出のために特許発明を実施すること。 
(2) 一定期間中に、他者の特許権満了後の販売を目的として、特許発明品を製造、貯蔵

すること。 
 
 これに対して、EU は以下のとおり主張した。 
①医薬品及び農薬品の発明について他の技術分野の特許発明と異なる扱いをしてお

り、技術分野による差別的取り扱いを禁じた TRIPS 協定第 27 条 1 項に違反している。 
②特許権者の承諾を得ていない第三者による特許製品の生産を容認するものであり、

特許権者の承諾を得ていない第三者の特許製品の生産等を禁じた TRIPS 協定第 28 条 1
項に違反している。 
③特許権存続期間中に特許権者の承諾を得ていない第三者の特許製品の生産を容認し

ており、実質的に特許保護期間が短縮されているとして、特許保護期間を 20 年以上と

した TRIPS 協定第 33 条に違反している。 
 一方、カナダ側は、同国特許法第 55 条の規定は、医薬品を可能な限り早く、安価に

拡布するという厚生政策の観点と特許権者の保護という産業政策の観点とのバランス

を取ったものであり、TRIPS 協定第 30 条で認められている正当な例外に該当し、整合

的との反論を行った。 
 本件については、二国間協議を経たあと、1999 年 2 月にパネルが設置された（日本

の他、米国、スイス、インド等 11 ヶ国が第三国参加した。）。 
 2000 年 4 月に採択されたパネル報告書は、カナダ特許法第 55 条 2 項(1)は、協定第

30 条の目的・文言により正当化されるとしつつ、(2)は、正当化されることはないとし、

カナダの TRIPS 協定の義務履行違反を認める内容であった。その後、カナダ及びＥＵ

は、パネルの勧告を実施するための「合理的期間」について見解が対立し、6 月に仲裁

に付託したところ、8 月に、パネル報告書の採択から 6 ヶ月以内の 2000 年 10 月 7 日ま

でにパネル勧告を実施すべきとの仲裁結果が公表され、本件は終結した。 
 なお、カナダは、右仲裁勧告とは別に、2000 年 8 月の段階で、関連する国内措置を

協定整合的なものとなるべく整備した。 
 
 

12 EU の医薬品及び農薬品の特許保護（カナダ申立：DS153） 
（協議要請の理由） 

 欧州の医薬品特許の保護期間延長に関する EC 規則第 1768／92 号、農薬品特許の

保護期間延長に関する EC 規則第 1610／96 号が、技術分野による差別的取り扱いを

禁じた TRIPS 協定第 27 条１項（特許の対象）に違反する。 
 
1998.12. 2  カナダが協議要請 

 
 
 13 米国の著作権法第 110 条５（EU 申立：DS160) 
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（協議要請の理由） 
 米国著作権法第110条(5)は、一定の状況下では、ロイヤリティを支払うことなく、

ラジオ、テレビ等のプログラムを流すことが許される“home style exemption”を規定

しているが、この規定はベルヌ条約第 11 条 2(1)、第 11 条(1)に整合的でなく、ベル

ヌ条約第１から第 21 条の規定を尊守することを定めた TRIPS 協定第 9 条 1 項（ベ

ルヌ条約との関係）に違反する。 
 
1999. 1.26 EU が協議要請  
 99. 4.15  EU が小委員会設置要請    
 99. 5.26 小委員会設置 
2000. 7.27 小委員会報告採択  
 00.11.22 勧告実施期間について仲裁に付託 
 01. 1.15 仲裁勧告 
 01.10.12 勧告実施のための米国の措置について仲裁勧告 
 

＜参考；米国著作権保護パネルの概要＞ 
本件パネルで問題とされた米国の著作権法第 110 条(5)は、以下の場合について著作

者の公の伝達に係る権利に一定の例外を認める旨規定している。 
(a) 通常使用される種類の単一の受信装置（例えばテレビ、ラジオ等）を用いた場合 
(b) 床面積の小さな店舗や小規模のテレビやスピーカーのみを有する店舗の場合 
 これに対して、ＥＵは以下のとおり主張した。 
①TRIPS 協定第 9 条 1 項は、ベルヌ条約１条から 12 条を準用しており、ベルヌ条約 11
条においては、音楽等の著作物の著作者が公の伝達を許諾する排他的権利を享有する

と規定している。ベルヌ条約のこれらの規定については、例外として小留保（minor 
reservation）の範囲内で著作権を制限することが慣習的に許容されているが、米国著作

権法の規定は、この小留保を含むベルヌ条約のいかなる例外にも合致しない。 
②TRIPS 協定第 13 条は「著作物の通常の利用を妨げず、かつ、権利者の正当な利益を

不当に害しない特別な場合」には、著作者の排他的権利を制限できる旨規定している

が、米国著作権法の規定はこの例外に合致しない。 
 一方、米国側は、同国著作権法第 110 条(5)の規定は、著作物の保護と利用のバラン

スを図ったもので、ベルヌ条約の小留保に該当し、また、TRIPS 協定第 13 条で認めら

れる例外にも該当し、整合的との反論を行った。 
 本件については、二国間協議を経たあと、1999 年 5 月にパネルが設置された（日本

の他、オーストラリア、カナダ、スイスが第三国参加した。）。 
 2000 年 6 月に採択されたパネル報告書は、米国著作権法第 110 条(5)(a)は、ベルヌ条

約の小留保に該当し、TRIPS 協定 13 条の正当な例外にも該当するものであって、協定

整合的であるとしつつ、同条(b)は、TRIPS 協定の定める正当な例外に該当するものと

は言えず、米国の TRIPS 協定の義務履行違反を認める内容であった。その後、7 月、

米国及びＥＵは、このパネルの判断を受け入れる旨を表明したものの、勧告実施のた

めの「合理的期間」について見解が対立し、11 月に仲裁に付託したところ、2001 年 1
月に、パネル報告書の採択から 12 ヶ月以内の 2001 年 7 月 27 日までにパネル勧告を実

施すべきとの仲裁結果が公表された。 
 その後、米国内で著作権法の当該条項を改正する動きは無く、米国とＥＵとの間で

補償に関する協議が行われたが難航し、同年 11 月、双方より、紛争解決了解第 25 条に

基づく仲裁を申し立てられたところ、2001 年 10 月に、米国が 2001 年末までにパネル

の判断に従わない場合には、ＥＵは年間 110 万ドル（120 万ユーロ）の補償を請求でき

るとの仲裁結果が公表された。 
 2002 年 1 月 7 日、ＥＵは米国がパネル勧告を実施していないとして WTO の義務を

一時停止するよう主張したが、米国はこれに反対、本件は仲裁に付された。2002 年 2
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月 27 日、米国、ＥＵ双方からの要求により、本件解決のための取り組みが進行中であ

ることから、仲裁は一時中断された。 
 2003 年 6 月 23 日に、米国は欧州の音楽家を援助するＥＵプログラムに 330 万ドルの

財政援助をする形で賠償するという暫定的合意に達している。合意の有効期間は 2001
年 12 月 21 日から 3 年間であったが、期限である 2004 年 12 月 21 日においては、法改

正に至っていない。 
 
 

14 カナダの特許保護期間（米国申立：DS170) 
（協議要請の理由） 

 カナダ特許法は、1989 年 10 月以前の出願に関し、特許成立の日から 17 年間しか

保護しておらず、出願の日から 20 年以上の保護を与えることを義務づけた TRIPS
協定第 33 条（保護期間）と整合的でない。また、協定適用の日において係属中の

出願についても、協定に定められたより広範な保護を与えるための補正を認めるこ

とを義務づけた TRIPS 協定第 70 条 7 項（既存の保護の対象）とも整合的でない。 
 
1999. 5. 6 米国が協議要請  
 99. 7.15 米国が小委員会設置要請  
 99. 9.22 小委員会設置 
2000. 5. 5  小委員会報告配布  

00. 6.19 カナダが上訴 
00.10.12 上級委報告採択 

 
 
 16 EU の農産品と食品に関する商標と地理的表示の保護（米国申立：DS174、豪州申立：DS290) 

（協議要請の理由） 
 欧州委員会規則 2081／92 は、地理的表示に関し内国民待遇を与えておらず、地

理的表示と同一の又は類似の、以前から存在する商標について十分な保護を与えて

いない。このような EC 規則は、TRIPS 協定第 3 条（内国民待遇）、第 16 条（商標

について与えられる権利）、第 24 条（地理的表示の保護により、当該地理的表示と

同一の又は類似の、地理的表示として知られる以前から存在する商標に関する保護

を害すことを禁止）の規定に違反している。  
 
1999. 6. 1 米国が協議要請（カナダ第三国参加） 
2003. 4.17 豪州により協議要請 

03. 8.18 米国、豪州によりパネル設置要請 
03.10. 2 小委員会設置（NZ、アルゼンチン、メキシコ、台湾、スリランカ、 

チェコ、ハンガリー、ブルガリア等第三国参加） 
05. 3.15 小委員会報告配布 
05. 4.20 小委員会報告採択 

 
 
 17 米国の 1998 年オムニバス法第 211 条（EU 申立：DS176) 

（協議要請の理由） 
 米国 1998 年オムニバス法第 211 条は、キューバにより接収された企業が保有し
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ている商標の登録、更新及び権利行使を認めないことが規定されているところ、

TRIPS 協定第 2～4 条、第 15～21 条、第 41 条、第 42～62 条の義務に整合的でない。 
 
1999. 6. 8 EU が協議要請 
2000. 6.30 EU が小委員会設置要請 
  00. 9.26 小委員会設置（カナダ、日本、ニカラグア第三国参加） 
 01. 8. 6 小委員会報告配布 
 01.10. 4 EU が上訴（10. 19 米国も上訴） 
  02. 2. 1 上級委報告採択 

         
＜参考；米国の 1998 年オムニバス法第 211 条 ＞ 
本件パネルで問題とされた米国の 1998 年オムニバス法 211 条には、キューバ政府に

接収された資産に関連する商標について、米国裁判所がキューバ国籍を有する者の権

利承継者等の権利を承認し、執行することを禁止する旨を規定している。 
 これに対して、EU は、この規定は TRIPS 協定に違反と主張し、1999 年 7 月に、WTO
二国間協議を要請した。その後のパネル報告書に対し EU・米国ともに上級委員会に上

訴したところ、2002 年 1 月、上級委員会は、オムニバス法 211 条は米国人の権利継承

者よりも非米国人である権利承継者に不利な待遇を与える条項があり、内国民待遇及

び最恵国待遇に違反するとの判断を示した。 
 2002 年 2 月 1 日に同委員会報告書は採択され、米国はパネルに WTO の義務を遵守

する旨表明した。その後、EU と米国は、法制度改善のための合理的期間として同年 12
月末を期限とする旨合意したが、米国の法制度は改善されず、数次にわたり期限延長

が行われた。その後、2005 年 7 月 1 日、米 EU 間で対抗措置を発動する権利を留保す

ることが合意された。 
 
 
 18 米国の 1930 年関税法第 337 条（EU 申立：DS186) 

（協議要請の理由） 
 米国関税法第 337 条は、2 度 GATT のパネルで検討されている。2 度目の 1989 年

のパネルでは、GATT 第 3 条で規定される輸入品に対する内国民待遇義務に違反す

るとされた。その後、同法は 1994 年ウルグアイ・ラウンド協定法により改正され

たが、米国はパネルの結論に沿った改正がなされておらず協定不整合な点が存在す

ると共に、TRIPS 協定第 2 条、第 3 条、第 9 条、第 27 条、第 41 条、第 42 条、第

49 条、第 50 条、第 51 条の規定に違反している。 
 
2000. 1.12 EU が協議要請（カナダ、日本第三国参加） 

 
 
 20 ブラジルの特許保護（米国申立：DS199) 

（協議要請の理由） 
 ブラジルの 1996 年産業財産法では、強制実施権の設定に際してブラジル国内で

の実施の有無を要件として課しており、物の国内生産の有無について差別を禁じる

TRIPS 協定第 27 条、第 28 条の規定に違反している。 
 
2000. 5.30 米国が協議要請 
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 01. 1. 9 米国が小委員会設置要請 
 01. 2. 1 小委員会設置（日本、インド、ホンジュラス、ドミニカ第三国参加） 
 01. 7. 5  米・ブラジル二国間合意により妥結 

 
 

21 米国の特許法（ブラジル申立：DS224） 
（協議要請の理由） 

 米国特許法（第 8 章等）は、政府の助成を受けた発明に対する特許権について制

限を設けているが、発明地等による差別を禁じた TRIPS 協定第 27 条、特許権者に

与えられる権利を定めた第 28 条に違反する。 
 
2001. 1.31 ブラジルが協議要請 

 
 
 23 中国の知的財産の執行に関する問題（米国申立：DS362） 

（協議要請の理由） 
 中国における、①商標の不正使用及び著作物の違法な複製に係る刑事手続き及び

刑事罰の扱い、②税関において没収された知的財産権侵害物品の処理、③中国国内

での発行または流通が許可されていない作品に関する著作権及び著作隣接権の保

護及び執行の欠如、④著作物の未許可の複製あるいは未許可の頒布のいずれかのみ

を行った者に対する刑事手続き及び刑事罰の欠如、は TRIPS 協定第 9 条 1 項、第

14 条、第 41 条 1 項、第 46 条、第 59 条、第 61 条等に整合的でない。 
 
2007. 4.10 米国が協議要請 
 07. 8.13 米国が小委員会設置要請 

       07. 9.25 小委員会設置（日本、EU、ブラジル、インド、カナダ等第三国参加） 
   2009. 1.26 小委員会報告配布 
   2009. 3.20 小委員会報告採択 
   2010. 3.19 中国が勧告履行を報告 

2010. 4.8    米中がシークエンス合意 
 

＜参考；中国の知的財産権問題パネル＞ 

詳細については『国際知財制度研究会』報告書（平成 25 年度）「第 5 章 国際知的財産交

渉の諸フォーラにおける動向等」TRIPS 協定整合性分析調査報告書の「２．中国の知的財産

権問題に対する米国の WTO 提訴(DS362)と勧告実施状況」を参照ありたい。 
 
 
24  EU 及び加盟国のジュネリック医薬品の通過差止（インド申立：DS408、ブラジル申立：DS409） 

（協議要請の理由） 
 ブラジル等の第三国を仕向地とするインドで製造したジェネリック医薬品が、オ

ランダ税関で通過差止された問題に関する EU 及びオランダの措置は、GATT 第 5
条、第 10 条、TRIPS 協定第 28 条、第 41 条、第 42 条、TRIPS 協定と公衆衛生に関

する 2003 年 8 月の決定と TRIPS31 条等に整合的でない。 
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2010. 5.11 インドが協議要請 
2010. 5.12 ブラジルが協議要請 
 

＜参考；EU のジュネリック医薬品通過差止＞ 

詳細については『国際知財制度研究会』報告書（平成 22 年度）の「第 1 章 I. DS408、409

（EU 及び加盟国－ジェネリック医薬品の通過差止）－経緯と現状－」を参照ありたい。 
 
 
25 豪州のタバコ製品の包装に関する規制に関する措置（ウクライナ申立:DS434、ホンジュラス

申立：DS435、ドミニカ共和国申立：DS441、キューバ申立：DS458、インドネシア申立：

DS467） 
（協議要請の理由） 

オーストラリアによるタバコ製品の包装に関して、商標を制限し、無地パッケー

ジを強制する措置は、GATT 第 3 条（内国の課税及び規制に関する内国民待遇）、

TRIPS 協定第 2 条 1 項（知的所有権に関する条約）、第 3 条 1 項（内国民待遇）、第

15 条（保護の対象）、第 16 条（与えられる権利）、第 20 条（その他の要件）、第 22
条 2 項（b）（地理的表示の保護）、第 24 条 3 項（国際交渉及び例外）、TBT 協定第

2.2 条（強制規格の必要性）等に整合的でない 
 

2012. 3.13 ウクライナが協議要請 
2012. 4. 4 ホンジュラスが協議要請 
2012. 7.18 ドミニカ共和国が協議要請 
2012. 9.28 ウクライナの要請を受け小委員会設置 
（日本等 30 カ国以上第三国参加） 
2013. 5. 3 キューバが協議要請 
2013. 9.20 インドネシアが協議要請 
2013. 9.25  ホンジュラスの要請を受け小委員会設置 
（日本等 30 国以上第三国参加） 
2014. 4.25  5 つの案件に関し統一の小委員会を設置することが決定 
2014. 5. 5  統一の小委員会構成（日本等 30 カ国以上第三国参加） 
2015. 5.28  ウクライナより DS434 に関し手続停止要請。翌日パネルより認可 
2016. 5.30 DS434 は 12 月以内に手続再開が請求されなかったため DSU 第 12.12 条

に基づき終了 
2018. 1 月末 DS434 以外の案件につき、統一の小委員会において手続きが進行中（た

だし、数次にわたり延長がなされ 2017 年 9 月の小委員会議長通知

（WT/DS435/22 等）によれば小委員会報告は 2017 年の第 3 四半期（9
月末）までになされる見込みであったものの、2018 年 2 月現在まだ結

論は出されていない）。 
 
 
26 カタールに対する経済孤立化措置（カタール申立：DS526（対 UAE）、DS527（対バー
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レーン）、DS528（対サウジアラビア）） 
（協議要請の理由） 

 アラブ首長国連邦、バーレーン及びサウジアラビアにおける、カタール国民が著

作権等を有するテレビコンテンツに対する表示及びアクセス制限等は、TRIPS 協定

第 3 条及び第 4 条に整合的でない。 
 
2017. 7.31 カタールがアラブ首長国連邦、バーレーン及びサウジアラビアに対し 

協議要請 
 17.10. 6 カタールが小委員会設置要請（DS526） 
 17.11.22 DS526 に関して小委員会設置（日本等 20 カ国以上第三国参加） 
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Ⅴ．偽造品の取引の防止に関する協定（ACTA）について 

１．経緯 

知的財産権の執行を強化するための新しい国際的な法的枠組みである「偽造品の取引の

防止に関する協定」（以下、「ACTA」）は、2005 年Ｇ８サミットにおいて我が国が提唱し、

我が国の他、米国、EU、スイス、カナダ、韓国、メキシコ、シンガポール、オーストラリ

ア、ニュージーランド、モロッコが参加、計 11 回の交渉会合を経て、2010 年 10 月に大筋

合意に至った。ACTA は 2011 年 5 月 1 日から署名のために開放されており、2011 年 10 月

には、東京にて署名式が開催され、我が国をはじめ、米国、カナダ、韓国、シンガポール、

オーストラリア、ニュージーランド、モロッコの計 8 カ国が署名した。2012 年 1 月には、

EU 及び EU 加盟国（全 27 カ国中 22 カ国）が、同年 7 月にはメキシコがそれぞれ東京にて

署名した。また、我が国は、2012 年 10 月 5 日に受諾書を寄託し、ACTA の最初の締約国

となった。ACTA は 6 番目の批准書等が寄託された日の後 30 日で発効することとされてい

るが、2012 年 7 月に欧州議会において ACTA の締結が否決されて以降、各参加国が ACTA
締結に踏みとどまっている状況である。2018 年 2 月現在、ACTA を締結した国は我が国の

みであり、発効に必要な締結国数に届いていない。 
 
２．ACTA の背景：模倣品・海賊版の世界的な拡散と新しい国際的なアプローチ 

模倣品・海賊版の世界的な拡散は、耐久性の低い自動車部品や、発火の危険のあるリチ

ウム電池の模倣品等の流通により、消費者の安全や健康の直接的な脅威となっている。更

には模倣品・海賊版の製造及び流通が、犯罪組織の安易な資金源になっている可能性があ

る点も指摘されている。これらの問題は、一つの国や二国間の取組だけでは必ずしも十分

に解決することは困難であり、より多くの国での取組が求められている。知的財産権保護

に係る現行のマルチの国際規律として WTO/TRIPS 協定があるものの、近年の知的財産権

侵害の手法の高度化、デジタル技術の発展等により、主に海賊版及び模倣品による知的財

産権の侵害が増大したため、知的財産権に関する執行のためのより効果的な法的枠組みの

構築が必要であるとの認識が高まった。そして 2005 年のＧ８グレンイーグルズ・サミッ

トにおいて我が国より、模倣品・海賊版防止のための法的枠組み策定の必要性を提唱、そ

の後、日米共同のイニシアティブとして ACTA の交渉が開始された。 
 
３．ACTA の概要 

ACTA は、TRIPS 協定における執行に関する枠組みを更に発展させた「民事上の執行」、

「国境措置」、「刑事上の執行」、「デジタル環境における知的財産権に関する執行」につい

て規定している。例えば「国境措置」では、税関の職権による水際取締りについて、TRIPS
協定では任意規定にとどまっていたが、ACTA では、被疑侵害物品の解放を税関当局が職

権により停止する手続を不正商標商品及び著作権侵害物品の輸出入について義務づけた。

また、ACTA は、効果的な法的枠組みの構築にとどまらず、締約国の執行能力強化や締約

国間の国際協力についても規定している。なお、ACTA がインターネット上の取り締まり



 

- 196 - 

を強化し、表現の自由の制限や通信の監視につながるといった懸念が示されることがある

が、ACTA はその協定中、「表現の自由、公正な手続き、プライバシーその他の基本原則が

当該各締約国の法令に従って維持されるような態様で実施される」（第 27 条）と規定され

るなど、表現の自由やプライバシーに十分配慮している。 
 

４．ACTA の意義 

ACTA の意義は、第一に、締約国自身の知的財産権保護に関する法的枠組みが強化され

る点にある。第二に、締約国間の意見調整の場である委員会設置やベストプラクティス共

有等、締約国間の協力を通じた執行の体制強化・質の向上も期待される。第三に、ACTA
の内容がエンフォースメントに関する国際的規律の新たな標準モデルとなり、EPA/FTA の

ような様々な国際協定に取り込まれていくことで、ACTA 締約国の範囲を超えて知的財産

エンフォースメントの強化に向けた役割を果たすことが期待される。唯一の ACTA 締約国

として我が国は、二国間・複数国間協議など様々な機会を利用して協定内容への理解を促

しエンフォースメントに関する規律強化の基礎としてACTAを活用してゆくことが期待さ

れる。 
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第５章 国際知財制度研究会まとめ 

 
Ｉ．はじめに 

 今年度の国際知財制度研究会では、経済連携協定（EPA）/自由貿易協定（FTA）の状況

（主に知財章）に関する調査、各国における知的財産権保護の状況に関する調査、国際的

な知的財産制度の議論に関する調査、並びに WIPO 及び WTO/TRIPS 理事会その他フォーラム

における議論の状況等について、研究会委員やその他有識者の発表を踏まえつつ、検討を行

った。 
 
Ⅱ． EPA/FTA の状況（主に知財章）に関する調査 

経済上の連携に関する日本国とモンゴルとの間の協定（日・モンゴル経済連携協定（EPA）

[2016 年 6 月 7 日発効]）により、日モンゴル両国間の貿易及び投資の自由化及び円滑化が

推進されるとともに、幅広い分野において互恵的な経済連携が深化し、両国経済が一段と

活性化することが期待されている。モンゴルにおける知財関連法規としては、特許に関す

る法律をはじめとして、商標及び地理的表示法、著作権法、並びに関税法等が存在し、こ

れらについて近年活発な改正がなされているものの、現段階においてこれらの各知財関連

法規についてモンゴル国内においてどの程度実効性のある運用がなされているかは定かで

はない。そこで、日・モンゴル EPA の知財章（第 12 章）の主な要素について近年の関連

法規の改正状況も踏まえモンゴル国内法においてどのように対応しているのか調査・分析

した。委員からは、改正された法規の運用について一部不透明さが残るため、透明性が高

められるよう働きかけを行っていくことの重要性が指摘された。 
また、従来、EU の FTA 知的財産章への取組は、一般規定、条約への加盟義務が中心の

簡素な規定となっていることが多かった。これに対して、近年締結された FTA においては

従来に比して詳細な規定となる傾向もみられるところ、今後の EU の FTA の進め方が注目

される。この点、EU が近年締結した東南アジア諸国との間の FTA や、我が国がこれまで

EPA/FTA を締結していない東欧諸国等との間の FTA における規律を比較・分析すること

は、我が国が今後の知的財産に関する通商交渉を進める上でも有意義であると考えられる。

そこで、EU の締結済 EPA/FTA のうち、東南アジア諸国との間に締結された EU-ベトナム

FTA 、EU-シンガポール FTA 、及び東欧諸国との間に締結された EU－ウクライナ FTA 、
並びに中南米諸国との間に締結された EU-コロンビア・ペルーFTA といった協定の調査・

分析を行った。特に地理的表示及び商標に関しどのような規律が設けられているか、協力

節（協力条項）における規定ぶりや EU 農業総局による地理的表示の保護戦略に関する作

業文書も勘案の上、TRIPS 協定における規律との比較分析を行った。 
 
Ⅲ．各国における知的財産権保護の状況に関する調査 

 企業の活動が益々グローバルに展開される状況にあるところ、営業秘密等の機微な技術

情報等の管理も企業活動にとって重要となっている。この点、我が国企業の生産・事業活
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動の移転、新設が今後も想定される中国、ASEAN 及びインドなどにおける営業秘密保護

の実態は我が国において十分に知られているといえず、これらに関する最新の情報は我が

国企業の海外展開に際して非常に重要な情報源となり得る。そこで、中国、ASEAN 及び

インドにおける営業秘密保護の法制度と運用に関して、裁判実務に関する情報を含めて調

査した。 
また、知的財産権保護を巡る新しい風潮として、中国及びインドネシアの知的財産制度

における医薬品保護の動向として中国国家食品薬品監督管理局の政策案やインドネシア改

正特許法についてその内容を検討するとともに、医薬品アクセスに対する日本新薬メーカ

ーの貢献についても検討した。関連して、途上国等における偽物医薬品等の模倣品氾濫に

起因する健康・安全被害について最新の状況を俯瞰的にも調査した。 
 
Ⅳ．国際的な知的財産制度の議論に関する調査 

知財に係る国際紛争処理手続及び事例に基づいた議論や、情報通信技術の発展に伴う、

AI・ビックデータ・IOT 等のデータ利活用に関する議論も国際的に活発化している状況に

ある。そこで、国際的な知的財産制度の議論に関する調査として、AI・ビッグデータ・IOT
等のデータ利活用に関する国際的な議論の状況について調査分析を行った。また、ビッグ

データの利活用と競争法の観点から、EU における企業結合事例の分析等を含め EU 競争法

の近年の動向について分析を行った。 
知財に係る国際紛争処理事例として、Eli Lilly 対カナダ事件の仲裁判断に関する検討を

行い、知的財産権に関する紛争が投資仲裁で扱われる場合の課題等について議論した。ま

た、人類の共同の財産（CHM）概念と知的財産に関する議論や、人権と知的財産の観点か

ら生命資源・遺伝子情報を用いた研究成果の特許適格性と人権について検討を行った。 
さらに、特許庁による特許審査官派遣研修等の途上国向けキャパビルに関する取組、税

関における知的財産侵害物品の水際取締りと国際協力についても検討した。 
 
Ⅴ． WIPO 及び WTO/TRIPS 理事会その他フォーラムにおける議論 

近年、途上国が、WIPO や WTO/TRIPS 理事会、その他のフォーラムにおいて、公衆衛

生や地球環境、生物多様性、人権等を根拠として知財保護を弱めようとする議論がされて

いる。このような状況の中で、知財保護の実効性に関する政策的な議論や各国の立場等を

注視し、現状把握を行い必要な検討を進めることを目的として、WIPO 遺伝資源等政府間

委員会（IGC）における議論の状況、及び世界知的所有権機関（WIPO）における著作権関

連の最近の動向について議論した。また、TRIPS 理事会における議論の動向及び TRIPS 協

定に関連する紛争案件、偽造品の取引の防止に関する協定（ACTA）についても整理・分

析した。 
 
VI．むすび 

経済のグローバル化や情報社会の進展は著しく、知的財産権の国際的な保護の重要性は
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ますます大きくなっている。そのような状況で、TRIPS 協定をはじめとする多国間条約や

二国間経済連携協定のみならず、各国の法制度の動向、新たな国際的紛争解決手続の枠組

み及び適切な知財法制度の執行を含めて、絶えず情報を収集し、検討を続けていく必要が

ある。今後も、知的財産制度の国際的側面について、継続的に調査を続けることが期待さ

れる。 
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